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 はじめに 
 
地球規模の環境汚染や資源の枯渇、さらには人口減少による労働力の減小などが
昂進し経済活力の低下が予見される。建築産業も従来のフロー型からストック型へ
の移行というサスティナブルな事業形態を考えなければならない時期にきている。
我が国の建築ストックは約 74億㎡と推定されるに至り、現存のストック（建築・街）
を社会資産として捉え直す時代となっている。そのため今までのスクラップ＆ビル
ド型の手法に依存するのではなく、現存のストックに継続的に手を加え続けること
で、限りある社会・環境資源を有効に活用する手法の確立した社会にしなければな
らないと考える。 
 
1990年代前半のバブル経済崩壊を契機として、“不動産の所有から利用（活用）”
という事業手法の変化に伴い、不動産は流動化する方向へと変容した。しかしなが
ら不動産流動化に呼応して、現存ストックの利用を活性化する手立てが未だ不十分
である。それゆえ現存のストックの劣化及び法のリスク評価を明確にし、ストック
に対する投資を誘発する必要がある。更にストックの質的向上を視野にいれた評価
を加味し、その投資を望ましい方向にコントロールする必要がある注１。そのために
は現存ストックのリスク評価に対応するコスト、及び質的向上の評価に対応するコ
ストを明らかにする必要があり、活用コストの実態における具体的な分析研究を進
めるべきであると考える。 
所有から利用への事業手法の変化は、これまでの土地神話によるキャピタルゲイ
ンの幻想から脱し、土地及び建築物を投資対象として捉え、その投資から得られる
最大のキャッシュフローを志向するものである。それゆえ投資対象の物理的、法的
リスクを顕在化すると同時に、付加価値の創出による利用価値の向上が現存のスト
ック活用の重要なテーマとなる。 
さらに現存のストックを考える上で看過出来ない重要な側面として、これまで都
市のなかに存在していた“無名の風景の継承”がある。ケビン・リンチが“都市は
人々からイメージされる”と述べているように、現存のストックが、長い年月に亘
り街の風景を造ってきたことは意味のあることである。 
現存ストックが活用されなければ、それまで継承していた街の記憶が分断され、再
構築されることもなく、都市は精神的に風化すると思われる。           
 
我が国の近代都市が経済の所産であるとするなら、現存のストックは重要な社会的
資産である。同時に精神的な資産でもあると言える。そのストックの活用促進によ
り都市が両義性を持つ継続的価値を有すると考える。 
 第 16 回建築・社会システムに関する連続シンポジュウム 日本建築学会 
2012 
注１）  田村邦彦：「新たな建築ストック社会の展望」 
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１－１ 研究の背景 
 
１－１－１ 建築ストック再生の課題と展望 
 
高度経済成長の進展は、日本国土を都市型消費環境に組み込み、続くバブル経済
の時代においては、スクラップ・アンド・ビルドの繰り返しによる開発が推し進め
られてきた。しかしながら右肩上がりだった成長経済の終焉とともに、かつてのス
クラップ・アンド・ビルドの繰り返しは、、中古建築物を経済変化に取り残されたス
トック状態としている。その数は 2010 年時点で住宅、非住宅合わせて約 74 億㎡と
推定されている。かなりの数に膨れ上がっている中古建築物の老朽化が進み、リニ
ューアルや建て替えを迎える時期に来ていると同時に、建築ストックの良質な再生
が求められている。その意味で既存建築の有効活用、再利用をどのような方法で進
め、良質のストック形成を図るべきかという視点に立つことが今後の課題として重
要になってきている。 
 
図１.１ 国土交通省「建築物ストック統計報告書」 2010  
 
既存中古建築が社会資産として捉えられる時代になってきたが建築ストック活
用を促す手立てが十分でない状況にある。一方で、不動産・建築の行為が新たな潮
流として「所有」から「活用」へと価値観の多様性を生んでおり、ストックの再生・
利用のもあり方も変えてゆくことが求められている。そのような時代背景のなかで
経済活動を伴う不動産流動化に対応した建築行為の在り方が建築ストックに対する
投資を誘発し、建築ストック活用を促進する有効な手段として着目される。 
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 住宅投資に占める建築ストックへの投資比率を国際的に比較すると，日本、ア
メリカを除いてイギリス、フランス、ドイツは住宅投資の過半数を既存ストックに
向けて投資をしている。ヨーロッパにおける既存ストックの不動産的価値の向上に
努め、住宅を社会資産として捉える建築行為のありかたは、建築ストックに対する
継続的投資によって良質な資産を促進することの可能性を立証しているといえる。 
 
 
図１.２ 住宅投資に占める既存ストック投資の国際比較 東京都資料 
 
１－１－２ 建築ストックに対する法規制の緩和 
 
2004 年（平成 16 年）に、社会資本整備審議会から「既存建築物の改善と有効活
用のための建築行政の在り方に関する答申」が国土交通大臣に答申され、それを受
けて 2005年（平成 17年）に改正建築基準法が施行され、既存不適格建築物１）のス
トック有効活用を推し進める要因となったことは大きな進展である。建築物などの
持続可能な再利用の方法については、純粋な技術論としての研究、空間システムと
しての再構成に関する研究、あるいは不動産分野での投資対象としての諸研究が活
発化し、日本建築学会に於いても建築法改正も含めてこれらを包括した問題として、
建築・社会システム分野の学問的研究として始動している。 
既存不適格に対する建築基準法の改正は、建築物の「部分適用」及び「段階改修」
による増改築時における法適用の弾力化として実現した経緯がある。「部分適用」は、
構造耐力規定または避難規定が適用されない既存不適格関築物にたいする適用の弾
力化であり、「段階改修」による措置は一の既存不適格建築物について、二以上の工
事に分けて増改築を含む工事を行う場合の合理的な適用である。これらの法的弾力 
化は、建築ストックの再生を可能とする措置として歓迎されることになった。 
 
 
 
29.8 
34.3 
62.1 
56.3 
50.4 
0
10
20
30
40
50
60
70
既存ストックヘの投資 2002年 (%) 
日本 
アメリカ 
イギリス 
フランス 
ドイツ 
３ 
 
第 1章 序論 
 
１－１－３ 社会的経済活動としての建築ストックの再生 
 
不動産ビジネスを取り巻く環境の変化は不動産と金融の融合が進む高度な金融工
学の時代に変容してきている。従来我が国の都市開発は、土地の値上がりを前提に
した開発が盛んであった。人口の増加による大都市圏への集中、それを支える経済
成長の持続などが異常なほどまでの土地神話と成って、地価上昇によるキャピタル
ゲイン２）が得られた。そのキャピタルゲインの利益が都市の開発を促す大きな要因
にもなったのである。 
1990年代前半にバブルが崩壊したことは、それまでの不動産ビジネスモデを大き
く変貌させることになった。バブル崩壊後は建築物等の不動産を長期運用するため
に価値をいかに見出していけばよいかという、投資した不動産が生み出す利益の安
定的な「キャッシュフロー化の手法」３）求められてくるようになった。 
つまり「所有」から「活用」という、土地保有や地価上昇にこだわらない不動産
投資ビジネスが自ら付加価値を創造する点に特徴がある４）。安定した運用に相応し
た手法の構築は、不動産投資ファンドに向けた投資家の直接的な見方である。しか
し、視点を変えればそれが既成市街地に存在する建築物ストック等のスクラップ＆
ビルドでなく、持続可能な再生に向けた社会的経済活動を伴うダイナミックなメイ
ンテーマとなり得るのである。このダイナミズムは、不動産としての建築ストック
の資産価値を高め、それを長期運用することによる建築物の再生が可能となること
にある。 
そのような建築ストックの再生手法の変容のなかで、特に都市開発を経済活動の
側面で支えている「不動産評価」の新しい潮流が動的な構造変化として注目される。
この動きは都市の活性化が不動産の流動化によって促進され、建築物等の不動産が
長期的な将来を見据えた展望として期待されるのである。前述のようにこれまで右
肩上がりだったバブル経済の崩壊がもたらした地価の暴落によって反動的に見直さ
れた現象ともいえるが、2000 年の「資産の流動化に関する法律（資産流動化法）」、
「投資信託および投資法人に関する法律（投信法）」が改正されてから不動産の流動
化は、我が国でも本格的に動き出すことになった。 
 
１－１－４ デューデリジェンス（ＤＤ）の意義 
 
1998 年６月に、政府は経済危機の早急な脱却から、「デューデリジェンス」５）の
必要性を打ち出した。ゼネコン・金融機関などの相次ぐ経営破綻と金融市場の混乱
の再生として「金融再生トータルプラン」として取りまとめたものであるが、これ
はバブル崩壊から金融危機を乗り越えるための不動産の流動化が金融再生の要とし
て「入り口から出口」６）までの極めて大胆な動的な施策であったといえる。 
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この不動産市場の活性化には、不動産流動化におけるリスクマネジメント行為に
おいて、デューデリジェンスは不動産取引の評価を決定する重要な手法となり、第
三者的、客観的視点でリスクを各プレーヤー７）に開示し、彼らの自己責任において
投資判断をする評価基準となっているのである。特に金融のグローバル化により
1990年代以降、海外投資家の参入がデューデリジェンスの必要性を高めることにな
った。デューデリジェンスは、不動産の状況を物理的・法的・経済的側面から検証
するもので、不動産の収益性は特に物理的性能に起因するところが大きい。そのデ
ューデリジェンスの中核を成す「エンジニアリング・レポート」８）は技術的・工学
的見地から客観的視点で不動産評価する重要なファクターとなっている。つまり、
デューデリジェンスの出発点はエンジニアリング・レポートにあるといっても過言
でない。 
 
１－１－５ エンジニアリング・レポート（ＥＲ）*2)の意義 
 
エンジニアリング・レポートは、都市の環境資産としての建築物などの不動産を
適切に、客観的視点で評価を与えるものとして実際的な不動産的経済活動の中で、
国際的な位置を与えられている。我が国においてはデューデリジェンスそのものの
歴史が浅くここ 10年あまりであり、当然エンジニアリング・レポートの調査業務に
おいてもまだ十分に浸透していないところがある。今後はデューデリジェンスによ
るエンジニアリング・レポートが不動産の客観的評価として都市の資産の持続可能
な再生促進に寄与し、建築ストック再生の初動的手法に重要な位置を占めることに
なる。 
既存建物の不動産的価値は安定したキャッシュフローの確保が源泉であり、投資
家等が投資判断出来るような材料を提供することが建築ストック活用の市場拡大を
可能にするものとして期待される。そのため建築ストックの諸性能、遵法性、維持
管理状態など資産価値の適切な評価や当該保有リスクの開示が必要となる。ストッ
ク活用を継続的に拡大するためには既存建物の品質確保とその保証が不可欠である。 
ＥＲは対象建物の新築時性能に基づく遵法性を含む現状性能及び諸性能維持に必要
な事項と保有リスクなどの開示である。しかしながら、それらＥＲ指摘事項に基づ
く工事コスト構成と、実際の建築ストック活用時のコスト構成の関連性、相違点が
明らかではなく解明が待たれる。  
 以上のように、都市開発の経済側面を担う不動産の流動化を促進するための客観
的評価がデューデリジェンスを通したエンジニアリン・レポートに大きな比重が課
せられているにも関わらず、その実態が一部のプレーヤーに開示されるのみで、依
然としてブラックボックスのなかにある。そのため、必要とされる学術的研究がま
だ十分になされていない状況にある。 
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今後、日本経済が国際競争力を回復させダイナミックに持続可能な成長をしてい
くには市場の国際化が避けられず、また積極的な民間資金の活用促進を得ながら都
市再生の合意形成と意志決定が実務面にどのように応用できるかを考えなければな
らない。そのため、建築ストックを適正に再生させるための指標としてデューデリ
ジェンスを通したエンジニアリン・グレポートの解析がより一層有意義なものと期
待される。 
 
１－１－６ 建築ストックの活用に向けて 
 
建築物は利用価値の如何によって評価の度合いが異なる。当然評価の高いの建物
は価値があり、良質な資産となる。資産の観点から見れば投資対象となる建築スト
ックはキャッシュフローが生み出せるか否かに着目されるもので、いわゆるアセッ
トファイナンスとも呼ばれている。出口戦略９）考えた場合ファイナンス期間終了後
に一定価格で再販出来る価値（バリュー）を維持する事が重要である。つまり建物
に手を加え価値を保全、あるいは性能を上げることが建物の長寿命化を促す事にな
る。 
 下図は、建物の経年劣化による機能の保全あるいは価値の向上を時系列で表して
いる。経年劣化には物理的劣化、遵法性及び社会的劣化などがあり、それらを総合
的に対策することで既存建築のストックを市場に流通させる価値（バリュー）が出
てくる。価値を保全しながらストック活用の流れをつくる市場の構築が今後一層期
待される。建築ストックの活用には、下図にある劣化（修繕、更新）、改修の２要素
が必要とされるが、下図に示されていない要因として事業意思決定の最優先事項で
ある法対策をいれた 3要因が必要となる。 
図１.３ 経年変化と機能レベルの関係  作成： BELLCA (社)建築・設備維持保全推進協会 
 
＊修繕： 劣化した部品等を現状の状態まで回復させる。 
＊更新： 劣化した部品等を新しいものに取り換える。機能の向上をもくてきとはせず、現状と同等の仕様。 
＊改修： 社会的なニーズに合わせ、機能及びデザインの水準レベルを改善する。  
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１－２ 研究の目的 
 
本研究で扱うファンド物件 10事例はアセットマネージャー（AM）等の投資運用判
断により実際に施工された建築ストック活用事例であり、筆者が設計・ＣＭの立場
で直接係わったものである。（注１） 
 
建築ストック活用促進には、既存中古建築の価値を判断するコスト分析が事業判
断の指標として重要であるが、既往研究には明確な論述が少なく、活用コストの実
態が明らかになっていない。そのため建築ストックの活用コストの主要因は、ＥＲ
指摘事項に基づく劣化対策と法対策（法規制対策）、および社会的要請に基づく改修
対策の３要因であるという仮説を立て、更にそれら主要３要因に加えて、その重合
部３要因を組み入れ、全６要因を活用コスト要因と仮定する。それら重合部３要因
をコスト要因として組み入れることによって建築ストック活用コストは、主要３要
因が互いに相関する一体的な複合コストとして把握可能となると考えられる。 
 
ただしこの仮説については、本研究の実際のコストの分析を通して、分類が可能
かどうかにより検証したい。 
 
建築ストック活用促進には、ストック活用コストの分析検証は重要な課題である。
しかし活用コスト主要３要因のうち法対策は事業意思決定の最優先事項であるが、
その内容次第では直接収益向上に寄与しない場合もある。したがって法対策は劣化
対策や改修対策とは異質と考えられるため、これら３要因を一括で取り扱った既往
研究はない。そのため、前述の３要因を一括して扱った活用コスト構成において、
法対策の占める割合を明らかにすることにより、事業意思決定の新しい知見を得る
ことができると考える。 
 
以上の理由から、本研究の目的は１０事例の活用実施例を対象に、ストック活用
コストを劣化対策、改修対策および法対策を一括して主要３要因とし、前述の主要
３要因とその重合部３要因の計６要因に基づき、活用コストの分類及び分析可能性
を検証すると共に、その分類及び分析を通してストック活用コストの実態を明らか
にすることである。 
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１－３ 既往研究 
 
中村ら(2002)*3)の研究はオフィイスビルのリニューアルを対象とし、その要因を
社会的要因、経済的要因、機能的要因、物理的要因の 4 要因に大別し、更にそれら
４要因をＩＴ化、執務環境整備、省エネ・省力化、バリアフリー、機能性の向上、
イメージ向上の６要因に分けて集計し、全 10要因に類型化して分析検証している。
実際のリニューアル実施例を対象とし、それらを類型化し分析検証するという研究
手法は、本研究との類似点が見られるが中村らは建築ストック活用にまでは踏込ん
でいない。本論ではファンド物件のストック活用実施事例を対象としてストック活
用の要因を主要３要因(劣化、法、改修)と、主要３要因の重合部３要因を加えた全
６要因に類型化し、主要３要因の一である法対策を軸に分析検証し、ストック活用
コストの実態、特に法対策コストの実態を明らかにしたい。 
 
久保ら(2009)*4)は複数のＥＲの実態調査を行い、ＥＲ作成者による評価結果の相
違を指摘し、ＥＲの不統一性解消の必要性を指摘しているが、この主張は建物オー
ナーや投資家が提示された数値指標（修繕･更新費等）を客観的に判断できない、つ
まり投資家自らが投資判断できる指標を持っていないという事実を裏付けている。
本論ではストック活用コストの事例の分析検証から投資家自らの投資判断の一助と
なる指標の確立に寄与することを望む。 
 
田村 (2012)*5)は不動産取引における公平性の保障となるＥＲの働きを指摘した
上で、ストック活用社会のビジョンと実現化のためのシナリオとして建築ストック
活用に係る種々の立場を記述しているが、ストック活用社会のビジョン実現のため
の立場表明にとどまっている。そこで本論ではストック活用実施事例の分析検証を
行い、その結果を通してストック活用及び活用社会の新たなビジョンや方向性が見
いだされる可能性があると考える。 
 
安徳ら(2002) *6)は建築ストック活用の可能性について、安全性や用途変更の可能
性等建物の物理的性能面への研究を行っているが、ストック活用の可能性は、法規
制や社会的ニーズ、収益性など社会的性能によるところも大きい。本論では建築ス
トック活用の可能性について社会的性能に注目し、ストック活用コストを分析検証
する。 
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青木(2007) *7)は住みながら既存建物を再生させる実例による研究であり、現行法
規に沿った構造の耐久性の調査補強、増改築、設備の一新など大規模、全面的改修
によるストック活用の分析である。しかし本論における研究対象であるファンド物
件のストック活用は出口戦略に配慮した投資期間を前提とする既稼働不動産の活用
が多く、全面的改修等対応によるストック活用事例の分析検証とは一線を画す。 
 
 上記研究以外にも本論を進めるにあたって多くの示唆を得た研究を以下に記す。 
 
中城 (2007)*8)及び吉田 (2007)*9)はより良好な建築ストック形成にＥＲは寄与し
ていると述べているが、良好な建築ストックの形成から更に踏み込んだ活用につい
ての具体的な記述は無い。 
 
田村 (2012) *1)は建築ストック活用において「情報の非対称の解消」という記述
で不動産取引における公平性の保障となるＥＲの働きを指摘した上でストック活用
社会のビジョンと実現化のためのシナリオとして建築ストック活用に係る種々の立
場に考慮し、考察しているが具体的なストック活用の実態には踏み込んでいない。 
 
山縣 (2007) *10)はＥＲによる修繕･更新費用の見積もりは建物の性能（内在リス
ク）評価に極めて重要であること、またＥＲは将来のリスクの定量化とその数値情
報の提示であり、そのリスクに必要な対策を講じることでリスクを除去・極小化さ
せ、将来のパフォーマンスを安定させることと述べており、前述した中城のＥＲは
ストック改良の方向性を示すことを通して資産としての建築のプレゼンスを高める
効果が期待されるという主張との一致点が見出せる。しかし両者ともＥＲが建築ス
トック改良に寄与し、良好なストック形成への有効性を認めてはいるもののＥＲに
基づいたストック活用の実態への統合的知見には至っていない。 
 
また昌平不動産総合研究所(2007) *11)はテナントリレーションによる長寿命化と
いう視点でテナント満足度を調査し、考察を行っているがＥＲとの係わりやストッ
ク活用初期投資時点の実態についての知見はない。 
岡崎(2010) *12)は A クラスビルを開発する際の最適な用途構成をリスクと言う切
り口で導出する計量化手法の確立を論じている。 
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小原(1986) *13)は修繕・改良・模様替えなどの改修工事の円滑化に役立つ構法手法
の考察であり、建築ストック活用の実施段階で施工コスト削減に有効であり、今後
の建築ストック活用に大きな役割を果たすものと期待される。 
 
田中らの（2010）*14)研究は都市ホテル空間の社会的需要の変化に対応した改修工
事の事例であるが、ＥＲとの関係を論じた内容ではない。 
 
熊田ら(2009) *15)は長期修繕計画を的確なものとするため実施された修繕工事費
を分析することで具体的な修繕費用の内容を明らかにし、修繕計画の策定に役立て
ようとするものである。本論とは実施施工費（工事見積もり）の実態分析という点
において類似点があるものの、修繕計画に限定されており建築ストック活用まで拡
充されてはいない。 
 
小林 (2007) *16)は不動産評価の視点から, 窪田(2007) *17)はメンテナンスの視点
からＥＲを論じているが建築ストック活用についての記述はない。 
 
他の既往研究は工学的には岡田ら(2002) *18)、村地ら(2005) *19)、CASBEE では高井
ら(2009) *20)があるが、それらもＥＲを含むストック活用の実態という視点から既存
建物の実践的活用を論じてはいない。 
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２－１ 本章の目的 
 
 本研究の目的は、筆者が設計、ＭＣとして直接係わったファンド物件１０事例を
通して建築ストック活用のコスト構成の実態を明らかにすることである。 
本章では上記の目的達成のために必要と思われる諸条件の設定及び検証を行うこ
とを目的とする。 
 
２－２ 本論１０事例の紹介 
 
下表２．１は本論で扱うファンド物件１０事例の概要を経年順に整理し、事例主
用途ほか延床面積及び規模を記述したものである。 
 
表２.１ １０事例一覧表 
凡例：O=オフィス、BS=銀行店舗、S=店舗、A=遊技場、SC=スポーツクラブ、AP=集合住宅、P=パーキング、
CL=クリニック 
 
２－３ 研究の仮説 
 
本論１０事例を施工した施工業者の工事請負見積書に基づいた、実施施工費 (活
用コスト)と劣化対策、法対策、改修対策、劣化対策／法対策、法対策／改修対策、
劣化対策／改修対策の６要因に基づき下記３事項を本論の仮説とする。 
 
１．活用コストは６要因で分類可能である。 
 
２．ストック活用時に劣化対策、法対策に一定の傾向はあるか。更にコスト構成
において法対策費の占める割合はどうか。 
又改修対策のコストはストック活用時に如何に関係するか。 
 
 ３．ＥＲ計上劣化対策コストは活用時の主要 3要因コスト及び総活用コストを反 
   映するか。 
 名称 立地 竣工年 経年数 用途 延床㎡ 規模 
No１ KA ﾋﾞﾙ 港 区 赤 坂 1973年 38年 O,S,P 50,354 B4F 20F 
No２ K ﾋﾞﾙ 渋谷区渋谷 1977年 34年 O,S,P  3,952 B1F 9F 
No３ PM ﾋﾞﾙ 千葉県松戸 1977年 34年 S,A 17,040 B2F 9F 
No４ MH ﾋﾞﾙ 目黒区目黒 1987年 24年 AP,P  5,304 B1F 3F 
No５ S ﾋﾞﾙ 横浜市港北区 1989年 22年 O,SC  6,301 B1F 8F 
No６ KN ﾋﾞﾙ 練馬区石神井 1989年 22年 AP  2,918 B1F 3F 
No７ AT ﾋﾞﾙ 品川区戸越 1991年 20年 AP,S,P  1,201 0 5F 
No８ TM ﾋﾞﾙ 港区南青山 1991年 20年 O,S  1,831 B1F 10F 
No９ AS ﾋﾞﾙ 文京区千駄木 1991年 19年 AP,O 1,697 B1F 10F 
No10 UA ﾋﾞﾙ 渋谷区神宮前 1998年 13年 O,S,P   955 B1F 5F 
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２－４ 研究の位置づけ 
 
本研究は劣化対策、法対策、改修対策の主要３要因と、その重合部である劣化対
策／法対策、法対策／改修対策、劣化対策／改修対策の３要因合わせて６要因で活
用コストを分類可能であるという仮説に基づき、実際に分類できるかどうかを試行
検証し、その検証結果に基づき活用コストの実態について考察するものである。 
その試行過程及び結果から、６要因を用いた活用コストの指標の提起及び建築ス
トック活用促進への寄与も可能であると考える。 
 
２－５ ６要因の概要 
 
本節では４．研究の仮説に基づき６要因の概要を紹介する。 
６要因は下記の（Ｉ）（Ⅱ）（Ⅲ）の主要３要因と、その重合部①、②、③の３要
因によって構成されている。 
 
２－５－１ 主要３要因（Ｉ）（Ⅱ）（Ⅲ）概要 
（Ｉ）建物の物理的劣化是正に係る劣化対策 
・ＥＲ指摘及び設計者等の判断による物理的劣化是正対策 
（Ⅱ）建物の遵法性に係る法対策 
・ＥＲ指摘の法不適合及び既存不適格への設計者等の関与による法是正対策 
（Ⅲ）社会的要請に伴う改修対策（ＥＲの調査範囲外） 
・経営、運用の一環で、既存不適格是正を含む竣工時性能の向上を図る対策
と付加価値を高める Value up10)対策 
 
２－５－２ 重合部①、②、③概要 
①劣化対策／法対策 
・遵法性に抵触する物理的劣化への是正対策、例として法定器具の劣化対策
などが含まれる。 
②法対策／改修対策 
・法の改正等に伴う設置義務に準拠した付帯施設等の新設などの改修を伴う
法対策。 
③劣化対策／改修対策 
・劣化部分是正にリニューアル、仕様・形状の変更などの改修対策・Value up
を伴う劣化対策 
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２－６ 研究の方法：試行分類の方法 
 
（１）ＥＲ精査によるコスト仕分け及びコスト構成類型化の基準提示 
建築ストック活用の実施１０事例（表 17参照）におけるＥＲ記載事項の劣化診
断及び劣化診断に基づく修繕計画と遵法性調査を精査し、劣化対策と法対策の具
体的方法を明らかにする。 
法対策の実施においては現法の緩和措置活用など現実的法対応を考慮する。更
にその具体的方法に係わるコスト（修繕・更新費）を精査し、１０事例の実施施
工費の劣化対策と法対策に関わるコスト分類の基準とする。 
（注：実施施工費は１０事例を施工した施工業者の工事契約見積書による。） 
 
（２）実施施工費精査による劣化対策と法対策に関わるコスト分類 
（１）の基準に基づき実施施工費の劣化対策と法対策に関わるコスト分類を行
う。更に遵法性に関わる指摘事項に対する現法の緩和措置等、現実的法対応を明
らかにする。 
 
（３）（２）検討後の実施施工費精査による改修対策の抽出と改修対策に関わるコス
ト分類 
（２）を踏まえ、実施施工費を再精査し、ストック活用時の収益性に大きく影
響する改修対策コストすなわち対象ストックの竣工時性能以上の諸性能、価値の
付加（Value up）と既存不適格是正に関わるコストを改修対策として抽出する。
更にその抽出した改修対策を精査しコスト分類を行う。  
図２.１ ６要因概要図 
   
劣化対策／改修対策③ 
①劣化対策／法対策 
②法対策／改修対策 
（Ⅱ）法対策 （Ｉ）劣化対策 
（Ⅲ）改修対策 
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下図２.２は前述の試行分類方法を図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ■研究の方法ガイドマーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
基準-劣化 → 基準-法 
分類１ → 分類２ 
 
劣化診断・修繕計画、遵法性調査 
 
・劣化対策 
・法対策 
 
 
方法(３)  
（１）後の実施施工費精査による改修対策抽出、分類 
 
方法(２)  
実施施工費精査によるコスト分類（劣化対策、法対策） 
ＥＲ精査によりコスト分類の基準提示 
図２.２ 試行分類方法模式図 
基準提示 
実施施工費 
・改修対策 
 
分類１ 
精査 
精査 
（２）後の実施施工費 精査 分類２ 
方法(１)  
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２－７ ６要因による活用コストの試行分類事例紹介 
 
 ６要因による１０事例の活用コストの分類に先立ち、６要因を用いて１事例の活
用コストを試行分類し、６要因による分類の可否を前述の分類試行方法に基づき検
証する。 
 
２－７－１ 試行分類実施の事例紹介 
 
 試行分類実施事例は、事例№５とする。 
建物概要：№５Ｓビル [横浜市港北区、築経年 22年、6300㎡] 
 
事例№５は大型賃貸複合建築であるにも係らず著しい不適合建物であること
から、ストック活用に際し法の順守に伴う法対策と改修対策及び劣化対策が実
施された。したがって２－３．研究の仮説で述べた６要因による活用コストの
分類が最も端的に表れる事例であり試行分類実施事例としては妥当であると考
えられる。 
 
 
 ２－７－２ 選択事例（事例№５）の諸事項 
 
１）選択事例（事例№５）の活用に係る既往事項 
本事例は平成元年に用途（公衆浴場、飲食店、スポーツ施設）として確認申請
を受け、平成５年に用途変更（事務所ビル）と吹抜け部塞ぎ（118.53 ㎡）の増築
の再申請をしている。しかし８階スポーツ施設の異用途使用及び屋上プールにテ
ント屋根を増設したための容積率オーバー、更にテント屋根材が防火地域不適合
で不適合建築物となったため検査済証を取得していない。 
 
２）選択事例（事例№５）の活用に関わる以往（計画）事項 
本事例の対象建物活用に関わる以往事項は不適合是正及びＥＲ指摘事項（緊急
及び１年以内）是正である。具体的にはＥＲ指摘の物理的劣化の是正措置、８階
の異用途使用のスポーツ施設の事務所への用途変更、また無届で増築された屋上
(９階)プール鉄鋼組みテント屋根及びプール施設を撤去しての増改築前の原状回
復である。 
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２－８ 本章の纏め 
 
本論の目的は、筆者が設計、ＭＣとして直接係わったファンド物件１０事例を通
して建築ストック活用のコスト構成の実態を明らかにすることを目的とする。 
 
本章の役割は仮説から試行分類に至る過程を考察し、客観性を有する６要因によ
る分類方法を提示することで試行分類に道筋をつけ、更には試行分類に続いて他の
事例の６要因による分類に導くことである。 
 
本章ではまず 
①研究対象となる１０事例を紹介した。 
②更に本論の骨子となる仮説を提示し、その仮説の主意である主要３要因の劣化
対策、法対策、改修対策と、その重合部劣化対策／法対策、法対策／改修対策、
劣化対策／改修対策の３要因の併せて６要因の概要を説明した。 
③客観的に６要因を用いた分類を行うために 6 要因分類へのアプローチ方法を
「研究の方法」で提示した。 
④試行分類を実施する事例№５を選択紹介し、事例№５の妥当性を記述した。 
 
上記経緯により本章において、次３章における事例№５の試行分類実施が行われる 
こととなった。 
 
  
第３章 １０事例概要及び６要因による試行分類の先行事例 
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３－１ 本章の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 
      ３－２ ＥＲに基づく試行分類の基準・・・・・・・・・・・・１６ 
３－２－１ ６要因試行分類の基準：劣化対策・・・・・・・１６ 
       ３－２－２ ６要因試行分類の基準：法対策・・・・・・・・２０ 
      ３－３ 事例№５の活用コストの６要因による試行分類・・・・２２ 
      ３－４ 事例№５の活用コストの６要因による試行分類の纏め・３１ 
３－５ 試行分類の結論・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 
      ３－６ 本章の纏め・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 
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３－１ 本章の目的 
 
 本章の目的は前章２－７で選択した事例№５を前章２－３「研究の仮説」に基づ
いて６要因を用いて先行的に試行分類し、仮説の可否を検証することである。 
 
３－２ ＥＲに基づく試行分類の基準 
  
 ＥＲに記載された下記の劣化対策（修繕計画）と法対策（遵法性調査）を精査し、
６要因に基づく試行分類の基準として用いるものとする。 
 
３－２－１ ６要因試行分類の基準：劣化対策（劣化診断、修繕計画指摘事項） 
 
本事例は不適合建物であるため、不適合の是正は建物活用の前提条件であり最優
先事項である。したがって本事例では緊急で行う不適合是正実施工費とＥＲで指摘
された緊急及び１～３年以内の短期修繕･更新費を検討対象とする。但し緊急及び１
年以内の短期修繕･更新費であっても、不適合部分に係る劣化診断及びそれに要する
費用は不適合の是正という前提条件と合致しないので除外する。 
ＥＲ指摘事項の劣化対策の基準は次表中に記載する。 
 
 
表３.１ 劣化対策の基準（劣化状況と修繕方法） 
     ：ＥＲ劣化診断指摘事項  
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急 
短
期 外部 外構 外部周りﾈｯﾄﾌｪﾝｽｰ 前面補修､整備 
長期 構造 全般 目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
建
物
外
部
仕
上
げ 
外壁 
外部吹付けﾀｲﾙ不具合 下地補修・洗浄・ﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
各所ｼｰﾘﾝｸﾞ不良 打ち替え 
ｱﾙﾐｻｯｼｭ汚損 洗浄 
搭屋目隠しﾙｰﾊﾞｰ 点検､調整､整備 
屋上 
搭屋屋上 
下地補修,洗浄及び 
塗膜防水 
8F屋上防水ｱｺﾞｺﾝ爆裂 修復・更新 
非難ﾊﾞﾂｺﾆｰ 天井ﾎﾞｰﾄ 塗装更新 
外部鉄部 各所外部鉄部発錆 錆止,仕上げ塗装更新 
外部鋼製建具 外部鋼製建具発錆 錆止,仕上げ塗装更新 
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前頁表３.１ 続き 
緊
急
、
短
期 
内
部
仕
上
げ 
駐車場 
入口及びｽﾛｰﾌﾟ天井ﾎﾞｰﾄﾞ 塗装更新 
入口及びｽﾛｰﾌﾟ舗装面 部分補修､洗浄､ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ塗装 
出入口停止白ﾗｲﾝ 塗装更新 
階段室 ①３階天井の漏水跡 漏水跡修繕・更新 
ｴﾝﾄﾗﾝｽﾋﾟﾛﾃｨｰ 
①土間ﾀｲﾙｸﾗｯｸ ﾀｲﾙｸﾗｯｸ補修・更新 
②隣地 CB壁ﾀｲﾙｸﾗｯｸ ﾀｲﾙｸﾗｯｸ補修・更新 
2～8F防火戸 扉下部隙間 密封処理 
一般階 EV枠 一般階 EV枠傷  補修 
各所塗装仕上 塗装仕上面 塗装更新 
地下立体駐車場 
出入口 SD ﾄﾞｱ塗装 塗装更新 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ塗装 塗装更新 
ﾊﾟﾚｯﾄ塗装 ﾀｯﾁｱｯﾌﾟ塗装補修 
地階 EV ﾎｰﾙ床 床ﾀｲﾙ汚損化 ﾀｲﾙ洗浄 
1階管理室 
①天井化粧ﾎﾞｰﾄﾞ 
②壁塗装 
③床燕尾ﾀｲﾙ 
ﾎﾞｰﾄﾞ貼替え更新 
塗装更新 
貼替え更新 
地階改修部 改修工事 工事継続 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
電
気
設
備 
屋外ｷｭｰﾋﾞｸﾙ ﾁｮｰｷﾝｸﾞ現象 塗装補修 
屋外自家発電機 ﾁｮｰｷﾝｸﾞ現象 塗装補修 
EPS 内防火区画貫
通部 
貫通部耐火ﾊﾟﾃ劣化 ﾊﾟﾃ交換 
雑工事 電気諸設備 雑補修 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
空
調
換
気
設
備 
空調屋外機 
ﾁｮｰｷﾝｸﾞ現象 塗装補修 
ｺｲﾙﾌｨﾝ汚れ ｺｲﾙﾌｨﾝ洗浄 
天井ｶｾｯﾄ型空調屋
内機 
ｺｲﾙ汚れ ｺｲﾙ洗浄 
外壁ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 錆発生 錆補修 
雑工事 空調換気諸設備 雑補修 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
給
排
水
衛
生
設
備 
高架水槽ﾊﾟﾈﾙ ﾊﾟﾈﾙ劣化 塗装補修 
私設給水ﾒｰﾀｰ 給水ﾒｰﾀｰ 耐震対策支持固定 
湧水･排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 湧水･排水ﾎﾟﾝﾌﾟ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
雑工事 給排水諸設備 雑補修 
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表３.２ ＥＲ指摘劣化対策（修繕計画）費分類表 
  
ER(2004年)計上(単位：千円) 
工種 コスト構成類型 項目 緊急及び 1～3年修繕･更新費合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部 
劣化対策 
屋根 630 
外装 9,590 
ｼｰﾙﾘﾝｸﾞ 1,200 
外部建具 440 
外部雑 50 
軒天井 120 
外部鉄部 1,700  
ｻｼｭ洗浄 230 
ｱﾙﾐﾙｰﾊﾞｰ点検及び調整･整
備 
50 
小計 14,010 
建
築
内
部
工
事 
劣化対策 
駐車場天井塗装 90 
駐車場舗装面 150 
駐車場停止線 30 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ床壁ﾀｲﾙｸﾗｯｸ補修 20 
2-8F防火扉下隙間 70 
1FEV枠傷補修 30 
各所塗装 820 
立体駐車場 SD塗装 40 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ､ﾊﾟﾚｯﾄ塗装 780 
BF床ﾀｲﾙ 30 
1F管理室 170 
BF改修部継続 500 
小計 2,730  
電
気
設
備 
劣化対策 
受変電設備塗装 380 
自家発電設備塗装 80 
耐火ﾊﾟﾃ交換 300 
雑工事 80 
小計 840 
空
調
換
気
設
備 
劣化対策 
機器設備塗装 380  
屋外ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 720  
空調換気雑工事 210  
屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝ洗浄 4,080  
屋内機ｺｲﾙﾌｨﾝ洗浄 4,930  
小計  10,320  
給
排
水
衛
生
設
備 
劣化対策 
高架水槽塗装 300 
衛生器具設備 0  
私設ﾒｰﾀ耐震支持 430 
給水設備 0  
給湯設備 0  
湧水排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 260 
排水通気設備 0  
ｶﾞｽ設備 0  
消化設備 0  
給排水雑工事 210 
厨房機器設備 0  
小計  1,200 
外
構
工
事 
劣化対策 
外部周りﾈｯﾄﾌｪﾝｽ 290  
小計  290 
 ＥＲ指摘劣化対策合計 29,390 
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ＥＲ劣化診断指摘事項に対する修繕計画は上表３.１記載の通りである。但し本
論１０事例はファンド物件であることから修繕・更新はファンド事業成立の都度
必要に応じて実施されているものと考えられる。そのため本事例においても出口
戦略を考慮し修繕更新費用は緊急及び１年以内と２～３年までの修繕更新費を用
い、上表３.２はそれに準じている。 
また本事例 No５のＥＲでは遵法性調査で不適合を指摘している。しかしＥＲで
は物理的劣化部分の修繕・更新費の計上のみで、不適合是正の法対策コストの試
算には具体的に踏み込んでいないため、表３.１、表３.２の計上費には不適合性
是正対策費用は含まれていない。（注２） 
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 ３－２－２ ６要因試行分類の基準：法対策（遵法性調査指摘事項） 
 
 遵法性調査に記載、指摘された事項は 
ⅰ）屋上(９階)の無届プール屋根増築による容積率（建築基準法第 52 条）不適合 
ⅱ）プールテント屋根の鉄骨構造露出及びテントが非耐火構造であることから防
火地区（建築基準法第 61条）に不適合 
であり法の緩和措置は無いが、法的適合化が建物活用の最優先事項であり不適合
是正のための変更については役所、消防も協力を約し、消防設備についても是正
した。但し提出済みの確認申請を取り消したので新たに民間で建築確認申請を提
出受理された。 
 
表３.３ 法対策の基準（遵法状況と是正方法） 
      ：遵法性指摘事項 
遵
法
性 
 内容 
確
認
申
請
関
係 
平成元年度建築物申請手続きは適切に行われたことを確認 
平成５年度建築物申請手続きは工事完了隅証を取得しなかったこと
を確認→無届の増築による容積オーバー。 
現地の目視調査では竣工図との相違は確認できない。 
時期 現行法 現状適否 是正方法 
短
期 
建
築
基
準
関
係
規
定 
集
団
規
定 
建蔽率 
81.89％<90％：適合 
(耐火建築割増しなし)  
適合 
容積率 
631.62％<600％：不適合 
（屋上ﾌﾟｰﾙ屋根増築による容積
率ｵｰﾊﾞｰ） 
ﾌﾟｰﾙ屋根撤去 
防火地区 
屋上ﾌﾟｰﾙ屋根の非耐火 
：不適合 
同上 
用途制限 
当 初：公衆浴場、飲食店、ｽ
ﾎﾟｰﾂ施設 
再申請：事務所ビル 
再申請後：不適合 
異種用途： 飲食店、
ｽﾎﾟｰﾂ施設用途変更 
単
体 
規
定 
防火規定   
避難規定   
そ
の
他
関
係
規
定
等 
 
工作物 
設置許可 
広告塔の許可不明  
建
築
基
準
法 
第 5２条：容積率ｵｰﾊﾞ 
：不適合 
ﾌﾟｰﾙ屋根撤去 
第 61条：防火指定不適合 （ｰ非
耐火材使用） 
：不適合 
ﾌﾟｰﾙ屋根撤去 
現地目視調査の範囲内で、上記３項目に留意が必要。 
長
期 
定
期
報
告
書
関
係 
左記事項について遵法性を確認 
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（１）ＥＲ指摘による具体的な法的是正案 
 
ＥＲに指摘されている法的是正事項の実施施工法を下記に示す。 
例示）ＥＲ指摘事項   → 実施施工法 
 
① ９Ｆプール屋根容積率オーバー → プール屋根撤去 
法対策（容積率不適合是正） 
 
② 同上構造､テント非耐火ｰ     → プール屋根撤去 
法対策（防火地域不適合是正） 
 
③ ９Ｆ屋上竣工時状況回復       → プール施設撤去 
法対策（異用途不適合是正） 
 
④ ８Ｆスポーツ施設用途変更     → 事務所に用途変更 
法対策（異用途不適合是正） 
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第３章 ６要因による活用コストの試行分類 
 
３－３ 事例№５の活用コストの６要因による試行分類 
 
 ６要因を用いた先行事例の試行分類の結果は表３.４から３.９の通りである。 
 
表３.４ 活用コスト６要因試行分類表：建築外部 
建
築
外
部
工
事 
実施施工費：2004（単位：千円）  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
外
壁
是
正
工
事 
ａ
．
下
地
補
修 
劣化対策 
調査費 215   
ひび割れ補修 147   
外壁爆裂補修 160  
ﾓﾙﾀﾙ浮き補修 394  
高圧水洗浄 358  
小計 1,274 
ｂ.
シ
ー
リ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
打継目地 1,292   
建具周り 1,013  
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ他ｽﾘﾌﾞ廻り 54  
小計 2,359 
ｃ.
外
壁
塗
装 劣化対策 
駐車場出入口壁塗装 146   
〃天井 47  
ﾊﾞﾂｺﾆｰ軒天 50  
石状吹付部下地調整 1,304  
外壁吹付けﾀｲﾙ 1,197  
石状吹付 2,934  
小計 5,678 
ｄ.
鉄
部
塗
装 
劣化対策 
各所外部鉄部塗装 2,779  
 
小計 2,779  
ｅ.
各
所
ク
リ
ー
ニ
ン
グ 
劣化対策 
ｻｯｼｭｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 125   
目隠しﾙｰﾊﾞｰｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 189  
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ他ｽﾘﾌﾞ廻り 48  
小計 362  
不
良
箇
所
是
正
工
事 
ａ.
地
下･
１
階
部 
 
是
正
工
事 
劣化対策 外壁部漏水箇所補修 100   
 
ｱｸｾｽﾎｰﾙ前面ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 30   
駐車場物入扉撤去及び補修 20  
〃側溝内清掃 53  
駐車場入口側面侵入者防止
扉 
190  
ｴﾝﾄﾗﾝｽｽﾛｰﾌﾟｺｰﾅｰｶﾞｰﾄﾞ取付 33  
小計 426  
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前頁表３.４続き 
建
築
外
部
工
事 
解
体
撤
去 
工
事 
屋
上
プ
ー
ル
周
り
改
修
工
事 
法対策 
屋上ﾌﾟｰﾙ周り解体・撤去 3,570  
法
不
適
合
の
原
因
で
あ
る
屋
上
プ
ー
ル
施
設
廻
り
の
解
体
撤
去
で
原
状
回
復 
小計 3,570  
屋
上
プ
ー
ル
周
り
撤
去
工
事 
劣化対策/法対策 
架台基礎撤去後ﾓﾙﾀﾙ補修 288  屋
根
架
台
撤
去
補
修 
床面高圧洗浄 272  
小計 560 
９
階
屋
上
原
状
復
帰 
法対策/改修対策 
伸縮目地ｳﾚﾀﾝｼｰﾙ充填 541  既
設
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水
押
コ
ン
ク
リ
ー
ト
上
ウ
レ
タ
ン
塗
膜
防
水 
1,4通り目隠し鉄骨下地補強 210  
床面ｳﾚﾀﾝ塗膜棒防水 3,114  
脱気筒設置 100  
改修用 2重ﾄﾞﾚｲﾝ設置 150  
小計 4,115 
建築外部工事計 21,123  
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
試
行
分
類 
劣化対策 12,878 60.97% 
劣化対策/法対策 560 2.65% 
法対策 3,570 16.90% 
法対策/改修対策 4,115 19.48% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
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表３.５ 活用コスト６要因試行分類表：建築内部 
建
築
内
部
工
事 
実施施工費：2004（単位：千円） 
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
不
良
箇
所 
是
正
工
事 
劣化対策 
B1F機械室壁配管貫通部補修 16   
〃煙道部菅部補修 35  
〃ﾊﾟｲﾌﾟｽﾍﾟｰｽ貫通部補修 20  
小計 71  
８
階
用
途
変
更 
（
異
用
途
使
用 
是
正
） 
法対策 
金属工事 1,498  異
種
用
途
の
８
階
ス
ポ
ー
ツ
施
設
を
事
務
に
用
途
変
更
し
適
法
状
態
に
す
る
。 
左官工事 485  
塗装工事 323  
雑工事 566  
小計 2,872  
解
体
撤
去 
工
事 
８
階
用
途
変
更
工
事 
法対策 
8階用途変更工事 7,044  上
記
事
項
に
伴
う
解
体
等
雑
工
事 
小計 7,044  
８
階
用
途
変
更 
法対策/改修対策 
建具工事 2,381  用
途
変
更
に
伴
う
仕
上
げ
工
事 
内装工事 6,232  
小計 8,613 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
改
修
工
事 
改修対策 
ﾀｲﾙ工事 231  エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
の
形
状
・
仕
様
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
金属工事 4,756  
建具工事 1,728  
塗装工事 608  
内装工事 183  
雑工事 640  
小計 8,146  
ト
イ
レ
・
給
湯
室 
改
修
工
事 
改修対策 
石工事 397  ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の 
形
状
・
仕
様
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
金属工事 471  
左官工事 1,014  
建具工事 1,464  
塗装工事 32  
内装工事 2,721  
雑工事 6,830  
小計 12,929  
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前頁表３.５続き 
建
築
内
部
工
事 
解
体
撤
去
工
事 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス 
劣化対策/改修対策 ｴﾝﾄﾗﾝｽ廻り改修工事 970  
改
修
工
事
に
合
わ
せ
た
老
朽
化
部
分
の
解
体
撤
去 
ト
イ
レ
・
給
湯
室
改
修
工
事 劣化対策/改修対策 
ﾄｲﾚ・給湯室改修工事 998  
小計 1,968  
建築内部工事計 41,643 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
試
行
分
類 
劣化対策 71  0.17% 
劣化対策/法対策 0  0.00% 
法対策 9,916  23.81% 
法対策/改修対策 8,613  20.68% 
改修対策 21,075  50.61% 
劣化対策/改修対策 1,968  4.73% 
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表３.６ 活用コスト６要因試行分類表：電気設備 
電
気
設
備
工
事 
実施施工費：2004（単位：千円）  
工種 ６要因別 項目 金額 備考 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ廻り
改修 
劣化対策 
機械警備更新 1,055  
 
小計 1,055  
８
階
用
途
変
更 
（
異
用
途
使
用 
是
正
） 法対策 
非常放送 396  ８
階
用
途
変
更
に
よ
る
法
準
拠
の
非
常
用
設
備
設
置 
 
自動火災報知 499  
解体撤去 822  
ESP移設工事 2,120  
小計 3,837  
屋
上
プ
ー
ル
廻
り
撤
去 法対策 
電工費 218 屋
上
プ
ー
ル
の
原
状
回
復
に
伴
う
雑
工
事 場内小運搬 38 
処分費 70 
運搬費 10 
雑費 16 
小計 352  
８
階
用
途
変
更
復
工
事 
法対策/ 
改修対策 
幹線動力設備工事 1,765  
ス
ポ
ー
ツ
施
設
か
ら
事
務
所
へ
用
途
変
更
に
よ
る
形
状
・
仕
様
変
更 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ 2,231  
電話配管 324  
ﾃﾚﾋﾞ共聴 212  
小計 4,532 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
改
修 
改修対策 
電灯・弱電設備 211 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
の
形
質
の
伴
う
改
修
に
合
わ
せ
た
電
気
設
備
改
修 
小計 211  
ト
イ
レ･
給
湯
室
改
修 
改修対策 
合成樹脂性電線管 4 ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の
形
質
の
伴
う
改
修
に
合
わ
せ
た
電
気
設
備
改
修 
  3 
同上付属品 2 
計  9 
ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 21 
600v絶縁電線 1 
低圧力ｹｰﾌﾞﾙ 11 
  4 
  5 
  57 
  6 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 4 
計  109 
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前頁表３.６続き 
電
気
設
備
工
事 
ト
イ
レ･
給
湯
室
改
修 
 
埋込ｽｲｯﾁ 7 ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の
形
質
の
伴
う
改
修
に
合
わ
せ
た
照
明
、
ス
イ
ッ
チ
等
電
気
設
備
改
修 
  1 
  7 
計  15 
ダウンライト 308 
ミラー用〃 24 
埋込型蛍光灯 32 
消耗品材 9 
計  373 
電工費 820 
はつり補修 240 
天井開口費 39 
運搬費 48 
雑費 80 
計  1,227  
小計 1,733  
電気設備工事計 11,720  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
試
行
分
類 
劣化対策 1,055  9.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 4,189 35.74% 
法対策/改修対策 4,532 38.67% 
改修対策 1,944 16.59% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
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表３.７ 活用コスト６要因試行分類表 
：空調換気設備 
空
調
換
気
設
備
工
事 
実施施工費：2004（単位：千円） 
工種 コスト構成類型 項目 金額 備考 
１
階
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
ホ
ー
ル
改
修
工
事 
劣化対策 
空調機ﾊﾟﾈﾙ清掃等 43  
 
小計 43  
 
８
階
用
途
変
更（
異
用
途
使
用
是
正
） 
法対策 
空調機器設備 1,674  ８
階
用
途
変
更
に
伴
う
空
調
換
気
設
備
整
備 
空調配管設備 2,930  
換気設備 2,405  
小計 7,009  
屋
上
プ
ー
ル 
 
廻
り
撤
去 
法対策 
ﾀﾞｸﾄ類撤去 72  屋
上
プ
ー
ル
廻
り
の
原
状
回
復
に
伴
う
空
調
関
係
雑
工
事 
冷媒ｶﾞｽ回収費 360  
小計 432  
７
階
空
調
改
修
工
事 
改修対策 
７階空調改修工事 272  
 
小計 272  
ト
イ
レ･
 
給
湯
室 
改
修 
改修対策 
換気設備工事 4,168  
 
小計 4,168  
空調換気設備工事計 11,924  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
空
調
換
気
設
備
工
事 
試
行
分
類 
劣化対策 43  0.36% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 7,441  62.40% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 4,440 37.24% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
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表３.８ 活用コスト６要因試行分類表 
：給排水衛生設備 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
実施施工費：2004年（単位：千円） 
工種 コスト構成類型 項目 金額 備考 
屋
上
プ
ー
ル
周
り
撤
去
工
事 
法対策 
機器類解体工事 1,250  
屋
上
の
原
状
回
復
に
伴
う
付
帯
施
設
の
撤
去
・
廃
棄 
衛生器具撤去工事 36 
配管類撤去工事 858 
消耗品材料費 97 
はつり補修費 242 
場内運搬費 145 
養生及び片付け清掃費 61 
産業廃棄物処理費 600 
現場経費 316 
小計 3,605  
Ｂ
１
Ｆ
駐
車
場
及
び
機
械
室
内
撤
去
工
事 
法対策 
B1F駐車場及び機械室内撤去
工事 
1,962  
Ｂ
１
階
及
び
機
械
室
内
の
プ
ー
ル
関
連
施
設
の
撤
去 
小計 1,962  
ト
イ
レ･
給
湯
室
改
修 
便
所
内
改
修 
工
事 
改修対策 
衛生設備工事 12,836  
ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の
衛
生
設
備
の
仕
様
ア
ッ
プ 
小計 12,836  
給排水衛生設備工事計 18,403  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
試
行
分
類 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 5,567  30.25% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 12,836  69.75% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
基準-劣化 → 基準-法 
 分類１ → 分類２ 
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表３.９ 活用コスト６要因試行分類表 
：外構・ｶﾞｽ工事 
外
構
・
ガ
ス
工
事 
実施施工費：2004年（単位：千円） 
工種 ６要因別 項目 金額 備考 
外構工事 劣化対策 
 0 
 
小計 0 
ガス工事 法対策 
ｶﾞｽ撤去工事 100 
屋
上
プ
ー
ル
施
設
の
ガ
ス
ボ
イ
ラ
ー
撤
去
に
伴
う
ガ
ス
設
備
撤
去 小計 100 
外構・ガス工事計 100  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
外
構
・
ガ
ス
工
事 
試
行
分
類 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 100 100.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第３章 ６要因による活用コストの試行分類 
 
３－４ 事例№５の活用コストの６要因による試行分類の纏め 
 
（１）試行分類の工種別集計 
下表３.１０は事例 No５の工種ごとに６要因試行分類を集計したものである 
 
表３.１０ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
６要因 
試行分類 
劣化対策 12,878  
劣化対策/法対策 560  
法対策 3,570  
法対策/改修対策 4,115  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  21,123  
建
築
内
部
工
事 
６要因 
試行分類 
劣化対策 71  
劣化対策/法対策 0  
法対策 9,916  
法対策/改修対策 8,613  
改修対策 21,075  
劣化対策/改修対策 1,968  
実施施工費小計  41,643  
電
気
設
備
工
事 
６要因 
試行分類 
劣化対策 1,055  
劣化/法対策 0  
法対策 4,189  
法対策/改修対策 4,532  
改修対策 1,944  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  11,720 
空
調
換
気
設
備
工
事 
６要因 
試行分類 
劣化対策 43  
劣化対策/法対策 0  
法対策 7,441  
法対策/改修法対策 0  
改修対策 4,440  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  11,924  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
６要因 
試行分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 5,567  
法対策/改修対策 0  
改修対策 12,836  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  18,403 
外
構
・
ガ
ス
工
事 
６要因 
試行分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0 
法対策 100  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0 
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  100 
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（２）試行分類の要因別集計 
 
下表３.１１は試行分類事例№５の全工種を試行分類に準じて、要因毎に集計し
たものである。 
 
表３.１１ ６要因の工種別コスト集計表（単位：千円） 
6要因分類 工種 金額(千円） 合計(千円） 構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事合計 12,878  
14,047  13.39% 
建築内部工事合計 71  
電気設備工事合計 1,055  
空調換気設備工事合計 43  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 560  
560  0.53% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 3,570  
30,783  29.34% 
建築内部工事合計 9,916  
電気設備工事合計 4,189  
空調換気設備工事合計 7,441  
給排水衛生設備合計 5,567  
外構・ガス工事合計 100  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 4,115  
17,260  16.45% 
建築内部工事合計 8,613  
電気設備工事合計 4,532  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 0  
40,295  38.41% 
建築内部工事合計 21,075  
電気設備工事合計 1,944  
空調換気設備工事合計 4,440  
給排水衛生設備合計 12,836  
外構・ガス工事合計 0  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
1,968  1.88% 
建築内部工事合計 1,968  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
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（３）試行分類の再集計 
 
下表３.１２は前表３.１０、１１に基づき建築総計、設備総計、総合計毎に活
用コストを試行分類に準じて再集計したものである。 
 
表３.１２ 試行分類再集計：全総計及び建築総計、設備総計 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 16,740   
コスト ６要因分類 活用コスト（千円）  
建築活用コスト 
劣化対策 12,949  
劣化対策/法対策 560  
法対策 13,486  
法対策/改修対策 12,728  
改修対策 21,075  
劣化対策/改修対策 1,968  
活用コスト小計  62,766  
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 12,650  
コスト ６要因分類 活用コスト（千円）  
設備活用コスト 
劣化対策 1,098  
劣化対策/法対策 0  
法対策 17,297  
法対策/改修対策 4,532  
改修対策 19,220  
劣化対策/改修対策 0  
活用コスト小計  42,147  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 29,390   
コスト ６要因分類 活用コスト（千円） 
内共通仮設費 
（千円） 
建築設備合計 
活用コスト 
劣化対策 14,047 1,952.262 
劣化対策/法対策 560  77.274 
法対策 30,783 4,277.772 
法対策/改修対策 17,260 2,398.410 
改修対策 40,295 5,600.178 
劣化対策/改修対策 1,968 274.104 
活用コスト総計  104,913 14,580 
＊建築総計＝建築外部合計＋建築内部合計＋外構工事 
＊設備総計＝電気設備合計＋空調換気設備合計＋衛生設備合計＋ｶﾞｽ工事合計 
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下表３.１３は前表３.１２の総合計を６要因別コスト、㎡単価及び構成比で表
したものである。また図３.３は構成比を、図３.４は構成比と㎡単価を６要因別
に図示したものである。 
 
 
６要因分類 活用コスト（千円） ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  14,047  17193.4  13.39% 
劣化対策/法対策 560  685.4  0.53% 
法対策 30,783  37678.1  29.34% 
法対策/改修対策  17,260  21126.1  16.45% 
改修対策 40,295 49320.7  38.41% 
劣化対策/改修対策  1,968 2408.8  1.88% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
13.39% 
劣化対策/ 
法対策 
0.53% 
法対策 
29.34% 
法対策/ 
改修対策 
16.45% 
改修対策 
38.41% 
劣化対策/ 
改修対策 
1.88% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
表３.１３ ６要因による活用ストックの単価及び試行分類表 
図３.１ ６要因別活用コスト実態構成図 
17,193  
685  
37,678  
21,126  
49,321  
2,409  
13% 
1% 
29% 
16% 
38% 
2% 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
0
10000
20000
30000
40000
50000
60000
No５ 
構成比 
円/㎡ 
構成比 
図３.２ 事例 No５ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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下表３.１４は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に
集計したものである。また図３.５は下表３.１４の構成比を図示したものである 
 
表３.１４ 要因別建築・設備工事コスト構成表 
施工費仕分け類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  20.63% 12,949 2.61% 1,098 
劣化/法対策 0.89% 560 0.00% 0 
法対策 21.49% 13,486 41.04% 17,297 
法対策/改修対策 20.28% 12,728 10.75% 4,532 
改修対策 33.58% 21,075 45.60% 19,220 
劣化対策/改修対策 3.14% 1,968 0.00% 0 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
20.63% 
劣化対策/法対策 
0.89% 
法対策 
16.91% 
法対策/ 
改修対策 
24.85% 改修対策 
36.71% 
劣化対策/改修対策 
0.00% 
６要因試行分類別建築工事実態構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
劣化対策  
2.61% 
劣化対策/ 
法対策 
0.00% 
法対策 
41.04% 
改修対策/ 
劣化対策 
0.00% 
改修対策 
45.60% 
法対策/ 
改修対策 
10.75% 
６要因試行分類別設備工事実態構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図３.４ ６要因試行分類別設備工事実態構成図 
図３.３ ６要因試行分類別建築工事実態構成図 
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３－５ 試行分類の結論 
 
左図３.６は工種別の６要因試行分
類の各コスト構成を示している 
試行事例№５の活用特性は法不適
合の是正及び、用途変更部と他の部分
の改修が主となっている。左図のコス
ト構成をみると法対策、法対策/改修
対策及び改修対策の比重が各工種共
に大きく、活用特性を反映したものと
なっていることが分かる。また重合部
要因の法対策/改修対策が分類に重要
な働きをしていることも理解される。 
上記より試行分類が各工種におい
て、有効であると考えられる。 
 
＜試行分類の考察と小結論＞  
 
試行分類事例№５の活用コストを
試行分類の方法に沿って６要因に分
類したところ、一応すべてのコストを
万遍なく６分類出来た。（図３.７参照） 
更に活用コスト分類および構成比
は法対策と改修対策の占める割合が
大きく、法対策・改修対策の２要因の
重合部も合わせると全体の 80％以上
を占め、法対策関連（法不適合是正、
用途変更）及び改修対策という事例№５の活用特性を反映している。(図３.６参照) 
したがって事例№５に於いては、本論仮説として設定した主要３要因とその重合
部３要因によるコスト分類・分析は可能であった。 
 
上記事項と表３.１０～３.１２は、研究の仮説と研究の方法に準拠した６要因
による試行的分類が本論１０事例に於いて有効であることを示唆しており、本論
仮説の６要因による活用コストの分類が可能であることが解った。 
６要因による試行的分類によって本事例の活用コストが６要因に分類され、コ
スト構成も明快にわかるようになったということが出来る。 
  
図３.６ 工種毎の試行分類コスト構成 
図３.７ 工種毎の試行分類コスト構成 
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３－６ 本章の纏め 
 
本章の目的は仮説に基づく６要因による活用コストの分類の可能性の検証であ
る。前節で記述したように事例分類の試行とその考察によって、劣化対策、劣化
対策/法対策、法対策、法対策/改修対策、改修対策及び劣化対策/改修対策の６要
因を用いた活用コストの分類は可能であると確認された。 
また 6 要因による分類では分類結果にの活用コストの実態が反映されることも
分かった。 
 
本章の試行分類結果を考察すると、対象事例である事例№５は、不適合建物の
活用事例で、法対策が最優先事項である。試行分類を通して明らかになった事例
№５の活用特性は、下図３.８から法対策コストが全体の約 29％、また法対策／
改修対策コストが約 16％を占め、法関連対策コストが全体の約 45％を占めコスト
構成に最も影響を与えている。また用途変更に伴う改修対策とエントランス部等
共有部の改修対策も単独で全体の約 38％を占め単価も最も大きくなっている。 
本事例は法対策が最優先事項であるが、法対策コストと同時に活用時の賃貸料
など収益性の向上に大きく影響する、一部専用部の用途変更と共有部の改修対策
が実施されて改修対策が単独では単価、構成比双方で最も大きく、法関連対策コ
ストと改修対策コストで全体の 83％を占めている。 
 
本事例のコスト構成の実態は、本事例活用に不可避な法対策コストの負担に対
し、それを補う収益性の向上に直結する改修対策が同時実施され、活用可能性に
重大な影響をあたえていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図３.８ 事例 NO５ ６要因別活用コスト及び構成比図 
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第４章  
 
１０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
４－１ 本章の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 
４－２ １０事例の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 
       ４－２－１ １０事例一覧・・・・・・・・・・・・・・・・３８       
４－２－２ １０事例のＥＲ調査項目・・・・・・・・・・・３８ 
       ４－２－３ １０事例概要一覧・・・・・・・・・・・・・・３９ 
       ４－２－４ １０事例位置図・・・・・・・・・・・・・・・４２ 
４－３ １０事例現状特性の考察・・・・・・・・・・・・・・４３ 
４－４ ６要因による事例別活用コストの分類・考察・・・・・４７ 
４－４－１ No.１  KAビル・・・・・・・・・・・・・・・４７ 
小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６８ 
４－４－２ No.２  Ｋ ビル・・・・・・・・・・・・・・・ ６９ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１１ 
４－４－３ No.３  PMビル ・・・・・・・・・・・・・・１１２ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５１ 
４－４－４ No.４  MHビル ・・・・・・・・・・・・・・１５２ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８５ 
４－４－５ No.５  Ｓビル・・・・・・・・・・・・・・・１８６ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０６ 
       (附)試行分類の有効性の考察・・・・・・・・・・・・・２０７ 
４－４－６ No.６  KNビル ・・・・・・・・・・・・・・２０８ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２８ 
４－４－７ No.７  ATビル ・・・・・・・・・・・・・・２２９ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６０ 
４－４－８ No.８  TMビル ・・・・・・・・・・・・・・２６１ 
       小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８１ 
４－４－９ No.９  AS ビル・・・・・・・・・・・・・・２８２      
小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０８ 
４－４－10 No.10  UA ビル・・・・・・・・・・・・・・３０９       
小括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２６ 
４－５ 10事例の総括・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２７ 
４－６ １０事例の６要因によるストック活用単価・・・・・３３２ 
４－７ 本章の纏め（６要因に基づくコスト構成分類考察）・・３３３  
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
４－１ 本章の目的 
 
 本章は前章３の試行分類検証（№５）に基づき分類・考察を行うファンド１０事
例の概要を紹介し、10事例の現状特性の考察を行う。次いで試行分類に準拠して他
９事例を分類・考察してその結果を相関的に分析し総括することを目的とする。 
 
４－２ １０事例の概要 
 
 ４－２－１ １０事例一覧 
  下表は経年数に基づき１０事例を一覧表に纏めたものである。 
表４.１ １０事例一覧表（№５は試行分類事例  ）  
 
４－２－２ １０事例のＥＲ調査事項 
 下表は事例毎のＥＲ調査項目を一覧表として纏めたものである。 
表４.２ 上記 10事例のＥＲのスコープレンジ（№５は試行分類事例  ）  
調
査
報
告
書 
調査項目 調査事例№ 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
立地概要調査 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
建築概要調査 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
設備概要調査 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
更新・改修履歴及び更新改修計画調査 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ― 
構造概要調査設計基準 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
遵法性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
緊急を要する修繕更新費用 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
短期修繕更新費(5年以内) 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
中長期修繕更新費（2-12年） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ― 〇 〇 
再調達価格の算定 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
推定建物現在評価額:原価法 〇 〇 〇 〇 ― 〇 ― 〇 〇 ― 
大規模改修計画試算 ― ― 〇 ― ― ― ― ― ― ― 
２
建
物
環
境 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
ﾘｽｸ調査 
 
ｱｽﾍﾞｽﾄ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
PCB 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
ﾌﾛﾝ､ﾗﾄﾞﾝｶﾞｽ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
その他 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
3.土壌汚染ﾘｽｸ調査 ﾌｪｰｽﾞⅠ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ― 〇 ― ― 
4地震ﾘｽｸ調査（PML） 
 
 
詳細分析 
(解析方法) 
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
簡易分析 
(統計方法) 
〇 ― ― ― ― 〇 ― ― ― ― 
 名称 立地 竣工年 延床面積㎡ 経年数 
No１ KAビル 港  区  赤  坂  昭和 48年(1973年) 50,354 38年 
No２ K ビル 渋 谷 区 渋 谷  昭和 52年(1977年)  3,952 34年 
No３ PMビル 千 葉 県 松 戸  昭和 52年(1977年) 17,040 34年 
No４ MHビル 目 黒 区 目 黒  昭和 62年(1987年)  5,304 24年 
No５ S ビル 横 浜 市 港 北 区  平成 01年(1989年)  6,301 22年 
No６ KNビル 練 馬 区 石 神 井  平成 01年(1989年)  2,918 22年 
No７ ATビル 品 川 区 戸 越  平成 03年(1991年)  1,201 20年 
No８ TMビル 港 区 南 青 山  平成 03年(1991年)  1,831 20年 
No９ ASビル 文 京 区 千 駄 木  平成 03年(1991年) 1,697 19年 
No10 UAビル 渋 谷 区 神 宮 前  平成 10年(1998年)   955 13年 
３９ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
４－２－３ １０事例概要一覧 
  下表は１０事例概要を一覧表に纏めたものである。 
 
 本論の 10 事例のうち№４は専用分譲共同住宅で№６は専用賃貸共同住宅、№７、
№９は店舗併設賃貸共同住宅、他は民間の店舗併設賃貸事務所ビルで№３、№５
を除いて都心５区の主要なオフィス集積地に立地している。オフィスビルのクラ
ス区分では№１が延床で３万㎡以上であり、立地、建物規模ではＡクラスである
が 1990年以前に竣工した建物であるため評価はＢクラスである。№３，５は延床
面積５０００㎡～３万㎡で規模ではＢクラスであるが立地が都心５区の主要なオ
フィス集積地外である。№２，８，10 は延床面積５０００㎡未満であり立地、規
模ではＣクラスであるが№２は耐震改修未実施であるため評価はＤクラスである。 
下表４.３は本論１０事例の概要一覧である。 
 
表４.３-１ 事例概要一覧表（№５は試行分類事例） 
事例№  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 
物
件 
名
称 KA ﾋﾞﾙ K ﾋﾞﾙ PM ﾋﾞﾙ MH ﾋﾞﾙ S ﾋﾞﾙ KN ﾋﾞﾙ AT ﾋﾞﾙ TM ﾋﾞﾙ AS ﾋﾞﾙ UA ﾋﾞﾙ 
所
在
地 
港
区 
赤
坂 
渋
谷
区 
渋
谷 
千
葉
県 
松
戸 
目
黒
区 
目
黒 
横
浜
市 
港
北
区 
練
馬
区 
石
神
井 
品
川
区 
戸
越 
港
区 
南
青
山 
文
京
区 
千
駄
木 
渋
谷
区 
神
宮
前 
最
寄
駅 
時
間
距
離 
0 分 7 分 0 分 15 分 2 分 14 分 ― 13 分 ― 6 分 
近 中近 近 遠 近 遠 ― 遠 ― 中近 
用 途 O,S,P O,S,P S,A AP,P O,SC AP AP,S,P O,S AP,O O,S,P 
前
面 
道
路 
ｍ 40.0 45.0 7.0 6.0 14.0 6.5 6.0 16.4 30.0 5.3 
敷
地 
面
積 
㎡ 6,027 533 2,246 3,538 997 2,239 466 406 286 292 
建
築 
面
積 
㎡ 2,771 442 1,599 1,743 817 1,034 282 233 209 223 
延
床 
面
積 
㎡ 50,354 3,952 17,040 5,304 6,301 2,918 1,201 1,831 1,697 955 
大 小 中 中 中 小 小 小 小 小 
主
要
構
造 
形
式 
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｓ
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｓ
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｓ
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｒ
Ｃ
造 
壁
式
構
造 
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｓ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
Ｓ
Ｒ
Ｃ
造 
ラ
ー
メ
ン 
構
造 
階
数 
地
下 
4 1 2 1 1 １ 0 1 １ 1 
地
上 
20 9 9 3 8 ３ 5 10 10 5 
増改築 有 有 有 有 有 無 有 有 無 有 
事例№ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
耐
震 
診
断 
総
合 
設
計 
要
確
認 
義
務
有 
診
断
未 
義
務
有 
診
断
未 
義
務
無 
現
法
適 
義
務
無 
現
法
適 
義
務
有 
簡
易 
診
断 
診
断
済 
補
強
済 
義
務
無 
現
法
適 
義
務
無 
現
法
適 
義
務
無 
現
法
適 
経年数 38 34 34 24 22 22 20 20 19 13 
運
用 
年
数 
12 7 12 12 12 10 12 5 12 5 
クラス 
区分 
Ｂ Ｄ    
 
 Ｃ 
 
Ｃ 
  
４０ 
 
４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３-２ 事例概要一覧表（№５は試行分類事例） 
事例№  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 
Ｅ
Ｒ
計
上 
修
繕
費
累
計 
(
千
円) 
341,900 184,420 208,020 195,901 261,530 52,300 65,990 30,250 64,957 10,250 
千円／㎡ 7 47 12 37 42 18 55 17 38 11 
千円／ 
㎡*年 
1 7 1 3 4 1.8 4.6 3 3 2 
再
調
達
費 
(
千
円) 
19,561,700 1,054,300 3,507,100 1,659,600 1,739,900 843,045 203,000 48,300 293,868 287,200 
千円／㎡ 388 267 206 313 276 289 169 26 173 301 
修
繕
費
累
計
／ 
再
調
達
費(
％) 
1.75% 17.5% 5.93% 11.8% 15.0% 62.0% 32.5% 62.6% 22.1% 3.57% 
推
定
現
在 
評
価
額 
(
千
円) 
― ― ― ― 798400 ― ― 280,100 114,532 243600 
千円／㎡     127    67 255 
用
途
制
限 
用
途 
地
域 
商
業
地
域 
適
合 
商
業
地
域 
適
合 
商
業
地
域 
適
合 
一
種
低
住 
専
用
地
域 
適
合 
商
業
地
域 
適
合 
第
一
種
中
高
層
住
宅 
専
用
地
域 
近
隣
商
業 
地
域
適
合 
商
業
地
域 
適
合 
商
業
地
域 
適
合 
商
業
＆ 
近
隣
商
業 
適
合 
風
致 
地
区 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
文
京 
地
区 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
１
・
２
種 
文
京
地
区 
適
合 
該
当 
無
し 
該
当 
無
し 
地
区
計
画
区
域 
駐
車
場
整
備
地
区 
適
合 
駐
車
場
整
備
地
区 
適
合 
駐
車
場
整
備
地
区 
不
適
合 
該
当
無 
駐
車
場
整
備
地
区 
適
合 
該
当 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
建
築
制
限 
建
蔽
率 
（
％
） 
43.1 
<100 
適合 
83 
<100 
適合 
71.2 
<100 
適合 
49.27 
<60 
適合 
81.9 
<100 
適合 
37.6 
<60 
適合 
60.6 
<100 
適合 
57.3 
<87.5 
適合 
73.2 
<100 
適合 
76.1 
<100 
適合 
容
積
率 
（
％
） 
835 
<861 
適合 
742< 
適合 
758 
>600 
既存不適格 
149.9 
<150 
適合 
631 
>600 
不適合 
101.4 
<112.2 
適合 
257.9 
>258 適合 
451 
<516 
適合 
594 
<600 
適合 
326 
>315 
不適合 
高
度
地
区 
指
定
な
し 
指
定
な
し 
指
定
な
し 
第
１
種 
高
度
地
区 
第
５
種 
高
度
地
区 
第
一
種
、 
第
二
種 
高
度
地
区 
第
３
種 
高
度
地
区 
指
定
な
し 
指
定
な
し 
第
３
種 
高
度
地
区 
防
火
地
域 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
準
防
火
指
定 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
延
焼
部 
不
適
合 
準
防
火
指
定 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
防
火
指
定
有 
耐
火
建
築
物 
適
合 
道
路 
斜
線 指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.25 
指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.25 
指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.5 
指定有 
1:1.5 
日
影 
規
制 
規
制 
な
し 
規
制 
な
し 
規
制 
な
し 
一
種
高
度 
適
合 
規
制 
な
し 
一
種
高
度 
適
合 
近
商
部
有 
適
合 
規
制 
な
し 
規
制 
な
し 
近
商
部
有 
適
合 
道
路 
計
画 
都
市
計
画 
道
路
有 
対
応
済 
指
定 
な
し 
北
側
駅
前 
広
場 
指
定 
な
し 
指
定 
な
し 
指
定 
な
し 
指
定 
な
し 
都
市
計
画 
道
路
有 
対
応
済 
都
市
計
画 
道
路
有 
対
応
済 
指
定 
な
し 
 
 
  
４１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３-３ 事例概要一覧表（№５は試行分類事例） 
事例№  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 
そ
の
他
関
連
法 
駐
車
場 
条
例(
台) 
267>128 
適合 
30>12 
適合 
8<101 
既存不適格 
義務無 
適合 
47>32 
適合 
義務無 
適合 
義務無 
適合 
義務無 
適合 
義務無 
適合 
義務無 
適合 
消
防
法 
第
十
七
条 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
無 
適
合 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
建
築
基
準
法 
第
十
二
条 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行 
該
当
無 
義
務
有 
履
行 
該
当
無 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行
不
明 
義
務
有 
履
行 
義
務
有 
履
行
不
明 
耐
震
改
修 
促
進
法 
総
合
設
計 
要
確
認 
義
務
有 
不
履
行 
義
務
有 
不
履
行 
現
行
法 
準
拠 
現
行
法 
準
拠 
現
行
法 
準
拠 
現
行
法 
準
拠 
現
行
法 
準
拠 
現
行
法 
準
拠 
現
行
法 
準
拠 
ハ
ー
ト 
ビ
ル
法 
該
当
有 
努
力
義
務 
該
当
有 
努
力
義
務 
既
存
不
適 
努
力
義
務 
義
務
無 
該
当
有 
努
力
義
務 
該
当
有 
努
力
義
務 
義
務
無 
該
当
有 
努
力
義
務 
義
務
無 
該
当
有 
努
力
義
務 
建
築
物 
衛
生
法 
適
合 
適
合 
適
合 
該
当
無 
適
合 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
東
京
都 
建
築
安
全 
条
例
他 
適
合 
適
合 
適
合 
適
合 
適
合 
適
合 
既
存 
不
適
格 
適
合 
適
合 
適
合 
大
店
法 
及
び 
大
店
令 
該
当
無 
該
当
無 
既
存 
不
適
格 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
工
作
物 
設
置 
許
可 
該
当 
確
認
済 
該
当
無 
該
当 
不
明 
該
当
無 
該
当 
不
明 
該
当
無 
該
当
無 
該
当
無 
該
当 
不
明 
該
当
無 
そ
の
他 
越
境 
要
確
認 
      
新
風
営
法 
該
当
無 
 
新
風
営
法 
該
当
無 
建物環境ﾘｽ
ｸ調査 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
土壌汚染ﾘｽ
ｸ調査 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
 
ﾌｪｰｽﾞⅠ 
実施 
 
 
地震ﾘｽｸ調
査(PML) 
簡易分析 
実施 
    
簡易分析 
実施 
  
 
 
凡例：用途 O=オフィス、BS=銀行店舗、S=店舗、A=遊技場、SC=スポーツクラブ、AP=集合住宅、 
P=パーキング、CL=クリニック、 
ビル ABC判断基準  （出典）ニッセイ基礎研究所 
A：原則として以下の条件をすべて満たすもの 
• 都心 5 区の主要なオフィス集積地に立地 
• 1990 年以降竣工 
• 延床面積 3 万㎡以上、基準階貸室面積300 坪以上、20 階建以上 
• 最寄り駅から徒歩 5 分以内 
• 高水準の設備スペックと耐震性能 
• 整形無柱で効率的なフロア形状 
• ランドマーク性･視認性の高さ 
• サブマーケットで最高水準の新規賃料が期待できる0.2％ 10％ 
 B 
• 延床面積 3 万㎡以上かつ基準階300 坪以上でA 基準を満たさない 
• 延床面積 5,000 ㎡～3 万㎡、または基準階100～300 坪20％ 55％ 
C  
• 延床面積 5,000 ㎡未満、または基準階面積100 坪未満80％ 35％ 
D：B､C クラスのうち、以下のいずれかの条件に該当するビル 
• 旧耐震設計で耐震改修未実施 
• 外観､設備が陳腐化するも改修未実施 
• フロア形状が不整形、室内柱が多いなど利用効率が著しく悪い 
• 立       地（エリア､アクセス）、周辺環境が著しく悪い       
：既存不適格 ：不適合 
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図４.１ １０事例位置図 
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４－３ １０事例の現状特性の考察 
 
 １０事例の現状特性を下記の用途制限、建築制限、その他関連法、経年・運用年・
単位㎡当り修繕費累計の傾向の４項目について考察する。 
 
４－３－１．用途制限 
本論の１０事例のうち８事例は都市部に立地し、建物用途は№４は専用分譲
共同住宅で№６は専用賃貸共同住宅、№７、№９は店舗併設賃貸共同住宅、他
は民間の店舗併設賃貸事務所ビルである。用途区域は№４が第 1種低層住専用
地域、№６は第一種中高層住宅専用地域、№７は近隣商業地域、№10は商業と
近隣商業地域からなり、他の６事例は商業地域であり用途的には全事例適合で
ある。本事例では風致地区指定はなく、文教地区指定は№８が１種２種文教地
区で法的には適合である。地区計画区域では№１，２、３，５，が駐車場整備
地区に指定されており、№３が不適合で他事例は適合である。№２は住宅設置
義務があるが遡及は無く、他事例に住宅設置義務はない。 
 
 
  
図４.２ 用途制限傾向図 
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1 
1 
1 
1 
10 9 
1 
4 
4 
1 
1 
商業地区 
商業・近商併用地区 
近隣商業地域 
第一種低層住居専用地域 
第一種中高層住宅       
専用地域 
風致地区指定なし 文教地区指定なし 
第一種二種文教地区 
駐車場整備地区 
駐車場整備地区指定なし 
住宅設置義務 
適合 既存不適格 不適合 0
0 
5 
10 
図中数字は事例数を示す 
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４－３－２．建築制限 
建築制限においては建蔽率、容積率が不適切な増改築等によって既存不適格
や不適合となる場合が多い。本 10事例では建蔽率は全事例適合で、容積率では
№３が既存不適合で№５、10が不適合であるが、他の事例は建蔽、容積率共に
適合である。高度地区は№４が１種、№５が５種、№７、10が３種高度地区指
定を受けているが適合であり、他の事例は高度地区の指定は受けていない。防
火地域指定では№４，６が準防火地域で適合、防火地域では№６以外は適合で
ある。№６は主要部が耐火建築であるが増築改築の屋根に一部延焼部があり不
適合となっている。道路斜線は№４、６が 1：1.25で他の事例は１：1.5で指
定されている。№４、６は北側斜線規制のほか日影規制対象である。また№７、
10の近隣商業地区にも日影規制がかかる。道路計画は№１に都計道、№６に駅
前広場（都計道），№８、９にそれぞれ 25ｍ､30ｍの都計道があるが４事例と
もに対応済で適合である。 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図４.３ 建築制限傾向図 
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容積率 
高度指定なし 
第１種高度地区 
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第５種高度地区 
防火地域 
準防火地域 道路斜線 1：1.5 
道路斜線 1：1.25 
北側斜線 指定あり 
日影規制 規制なし 
日影規制 規制あり 
道路計画 指定なし 
道路計画 指定あり 
適合 既存不適格 不適合 0
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5 
10 
図中数字は事例数を示す 
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４－３－３．その他関連法 
駐車場条例は№１，２、３、５に設置義務があり№３が既存不適格で他は適
合である。他の事例に設置義務はないが駐車スペースが確保され適合である。
消防法第１７条は全事例適正に履行されている。建築基準法第 12 条は№４、６
には義務はなく、他事例は報告義務があるが№８、９は履行が不明で留意が必
要である。 
耐震改修促進法では№１は総合設計のため改修を行うかの確認が必要で、№
２，３は診断義務があるが未履行のため既存不適格である。№４～10は現行法
に準拠しており適合である。 
都条例は№７が窓先空地に駐車場が設置されており既存不適格、他は適合で
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図４.４その他関連法傾向図 
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図中数字は事例数を示す 
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４－３－４．経年・運用年・単位㎡当り修繕費累計の傾向 
表２より単位当り修繕費累計の大きいのは№２，４，５，７，９であるが№
４，７，９は住居系であり、№５は建築制限に不適合が見られる事例であり、
単位当り修繕費累計には建物用途と遵法性が大きく影響していると思われる。 
単位当り修繕費累計と経年数、運用年との間の関連性は窺えない。 
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20 
40 
60 
図４.５ 経年・運用年・単位㎡当り修繕費累計傾向図 
図中数字は経年数、運用年数、修繕費（単位：千円）を示す 
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（１）本事例紹介 
№１ ＫＡビル [港区赤坂、築経年 38年、50,354㎡] 
 
（２）事例№1の活用に係る事項 
本事例は昭和４８年に総合設計制度の下、複合用途建築物（事務所、飲食店、
専用駐車場）として確認申請を受け、その後同 48年及び平成９年に地下鉄丸ノ
内線との連絡通路部等の増改築工事を行っている。 
 
本事例にの活用に関わる以往（計画）事項は下記二項に纏められる。 
①店舗・飲食及び事務所を含む大型賃貸複合用途建築物である本事例の建物活
用計画は大型テナントの撤収により空きが目立つようになったテナント専
用駐車場の一部を時間貸しの駐車場として運用し、収益率を上げようとする
ものである。 
②時間貸し駐車場の設置の他にも、駐車場全体についてＥＲ指摘事項を含む修
繕・更新及び改修を「利用しながら」全面的に実施するものである。 
但し専用駐車場の一部を時間貸しの駐車場として利用するための改修は専
門の業者が行うので本事例の改修工事には含まれない。 
 
（３）事例№１の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
本事例の活用法は専用駐車場の一部を時間貸し駐車場への運用変更である
ため、ＥＲの劣化診断の指摘事項は駐車場に関わる事項を限定的に取り扱うも
のとする。また物的劣化診断は、緊急・短期（１年以内）、短中期（２～５年）
及び中長期（６～１２年）対応である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 
外部
敷地 
①外構 ①駐車場出入口ｶﾞｲﾄﾞﾌｪﾝｽの脱落 ｶﾞｲﾄﾞﾌｪﾝｽ脱落部の修繕 
①外構 ①隣地建物の敷地境界越境 要確認 
長期 構造  全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
総合設計制度による構造設計 確認が必要 
長期 内
部
工
事(
駐
車
場) 
床 ①駐車場床仕上更新 下地調整及び床防塵塗装更新 
緊急
短期 
天井 
①地下 1階駐車場天井部の漏水 
応急処置部 
補修及び仕上げ 
長期 天井 ①内装部分の汚損 洗浄の上、仕上げ塗装更新 
長期 壁 ①内装部分の汚損 洗浄の上、仕上げ塗装更新 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例の運用手法は地下専用駐車場の一部を時間貸し駐車場として活用す
る中長期の運用であるが、試行分類への準拠を考慮と出口戦略を考慮しＥＲ
に計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年以内と 3 年以内で計上された
修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト：駐車場関係に限定 
 
ER(2011)計上修繕･更新費(単位：千円) 
工種 修繕・更新 項目 
緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
駐
車
場
１
階
工
事 
劣化対策 
屋根 0 0 0 
外装 0 0 0 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ 0 0 0 
外部建具、金物 0 0 0 
外部雑 40 0 0 
小計 40 0 40 
駐
車
場
各
階
工
事 
劣化対策 
内部床 0 15,000 15,000 
内部壁 0   
内部天井 100   
内部建具 0 0 0 
内部雑 0 0 0 
小計 100 15,000 15,100 
電
気
設
備
工
事 
劣化対策 
受変電設備 0  3,390  3,390  
非常電源設備 0 280 280 
幹線動力設備 0 0 0 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 0  2,640  2,640  
防災電気設備 2,520  0  2,520  
弱電設備 0  0  0 
雑工事 0  0  0 
小計 2,520 6,310 8,830 
空
調
換
気
設
備
工
事 
劣化対策 
機器設備 0 1,510 1,510 
ﾀﾞｸﾄ設備 0 0  0 
配管設備 0 0  0 
換気・排煙設備 0 0  0 
雑補修 0 0  0 
小計 0 1,510 1,510 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
劣化対策 
衛生器具設備 0 0  0 
給水設備 0 0  0 
給湯設備 0 0  0 
排水通気設備 0 0  0 
消化設備 1,570 0  1,570 
雑工事 0 0  0 
小計 1,570 0 1,570 
機
械
駐
車
、 
昇
降
機
設
備 
劣化対策 
昇降機設備 0 530 530 
機械駐車設備 0 0 0 
小計 0 530 530 
 ＥＲ指摘劣化対策合計 4,230 37,993 42,223 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
当該建物で緊急及び 1年以内の指摘事項は昇降路の防火区画（既存不
適格）以外記載されていない。但しＥＲ指摘事項外ではあるが、本事
例の活用特性である専用駐車場の一部を時間貸し駐車場として運用
をする場合は駐車場法、消防法等緊急の検討・対策が必要である。 
 
本事例では時間貸し駐車場該当面積が 500 ㎡以下のため特別な法規制なく、大
規模な修繕・模様替えにも該当しないので新規の確認申請の必要は無い。ＥＲの
遵法性指摘事項では既存不適格は認められるが不適合は認められないため、当該
建物の法的問題は小さい。 
   
表３  ６要因コスト分類の基準：遵法性 
：指摘事項 
遵
法
性 
時 
期 
現行法 現状適否 是正方法 
短
期 
確
認
申
請 
関
係 
昭和４８年に総合設計制度の下、複合用途建築物（事務所、飲食店、専用駐車
場）として建築物申請手続きは適切に行われていることを確認 
同年 9月、及び平成９年に増改築の届け出を確認、 
建
築
基
準
関
係
規
定 
集
団
規
定 
敷地 
隣地建物が敷地境界を越境
の可能性 
要確認 
建蔽率 43.116%＜100%：適合  
容積率 835.0%＜860.9%：適合  
防火地区 耐火建築物：適合  
用途制限 
当 初：事務所、飲食店、専
用駐車場 
 
単
体
規
定 
昇降路の防火区画 
（既存不適格） 
遮煙性能を有する昇降路扉 
の未設置（既存不適格） 
遮炎・遮煙性能を有する 
昇降路扉に交換が望ましい 
駐車場法 布置義務 128＜設置台数 267 
但し一部自動車整備場利用 
現状問題なし 
時間貸し駐車場設置の場合 
要緊急検討 
上
記 
関
連
法 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性が確保されていることを確認した。 
但し上記単体規定２項目に対応が必要。 
長
期 
建
築
基
準
関
係
規
定 
そ
の
他
関
係
規
定 
ハートビル法 
（既存不適格） 
現状遡及されないが改築、 
改修時等に現法適用に留意 
遡及なし 
耐震改修促進法 
（既存不適格） 
耐震診断と必要な補強工事
の義務あり 
総合設計制度による構造設
計のため確認が必要 
ｼｯｸﾊｳｽ規定 居室及び天井裏等 
ﾃﾅﾝﾄの入れ替え時→ 
現状回復やﾘﾆｭｰｱﾙに留意が 
必要 
上
記 
関
連
法 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性が確保されていることを確認した。但
し上記３項目に留意が必要。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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ⅱ)遵法性：短期指摘事項（３年以下） 
遵法性の短期指摘事項は前表３の「短期」の欄に記する。 
 
：長期指摘事項対応（３年以上） 
遵法性の長期指摘事項は前表３の「長期」の欄に記する。 
 
ⅲ)遵法性：ＥＲ指摘外の具体的な法的検討及び是正案 
時間貸し駐車場利用に係る問題 
本事例は当該建物テナント専用駐車場の一部を、時間貸し駐車場と 
して駐車場用途を一部変更する。 
 
時間貸し駐車場は、建築基準法上では特に規定はないが、当該面
積が 500 ㎡を超える場合駐車場法の路外駐車場扱いとなり、駐車場
法及び都安全条例第 32条の規定が適用される。 
更に当ビル地下３階は排煙設備が未設置で時間貸し駐車場は消防
法上泡消火設備設置の緩和規定に該当しない為、地下３階に排煙設
備を設置しない限り地下３階における時間貸し使用は認められない。 
 
本事例では上記の点を考慮し、時間貸し駐車場の設置及び規模 
Ｂ１階において時間貸し駐車場面積を 500 ㎡以内（駐車台数３３台）
とするものとする。 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は専用駐車場の一部を時間貸し駐車場として活用する中長期運用に
伴うＥＲ指摘事項を含んだ修繕・更新及び改修工事であり、運用法が活用コ
ストに強く反映されるストック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円) 
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
１
階
部
分 
公
開
空
地 
サ
イ
ン
工
事 
改修対策 
剥離の上ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｶｯﾃｨﾝｸﾞ 100 １階
壁
面
サ
イ
ン
の
撤
去
、
新
設 
 
小計 100 
床
工
事 
劣化対策/改修対策 
車止め撤去、下地、産廃共 80 一
階
外
部
破
損
し
た
車
止
め
テ
撤
去
、
交
換 
 
ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装：採石敷き均し、
整地、転圧 240 
小計 320 
ラ
イ
ン 
引
直
し 劣化対策/改修対策 
実線ﾍﾟｲﾝﾄ巾：15㎝ 120 一
階
誘
導
路
の
舗
装
更
新
に
伴
う
ラ
イ
ン
引
き
直
し 
文字ﾍﾟｲﾝﾄ巾：15㎝ 26 
矢印ﾍﾟｲﾝﾄ巾：15㎝ 20 
小計 166 
建築外部工事計 586  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
建
築
外
部
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 100 17.06% 
劣化対策/改修対策 486 82.94% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
上表建築外部工事６要因別構成から、本事例の建築外部工事は改修対策、劣化対
策／改修対策の２要因構成されている。構成比は改修対策約 17％、劣化対策／改修
対策約 83％となっている。 
 
建築外部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記に示すように本事例の運
用特性を反映したものであると考えられる。 
・本事例は自走式屋内専用駐車場の一部時間貸し駐車場への運用変更に伴う更新、
改修対策であるため、外部工事は駐車場へのアプローチ部に限定されている。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部（駐車場） 
建
築
内
部
工
事
（
駐
車
場
） 
活用コスト６要因分類(単位：千円) 
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
雑
工
事 
劣化対策 
床・壁・天井面：ｴﾌﾛｴｯｾﾝｽ清
掃 
350 
 
小計 350 
劣化対策 
車路通行標識 120  
小計 120 
劣化対策 
駐車番号表示 846  
同上設置 282 
小計 1128 
劣化対策 
路盤研磨による水溜り懸念
箇所補修 
800 
 
小計 800 
劣化対策 
B3F道路排水溝補修延長 340  
同上蓋 1,870 
同上受枠取付 1,445 
小計 3655 
劣化対策 
鋳鉄ﾏﾝﾎｰﾙ 600A 936  
ﾊﾂﾘ工事 160 
ﾏﾝﾎｰ設置工事 160 
ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 160 
小計 1416 
劣化対策 
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ B1~3F既存 1,800  
同上受枠取付 1,020 
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋 111 
小計 2,931 
そ
の
他
工
事 
劣化対策 
壁面漏水補修工事  1､B2F    
巾木撤去 49 
下地処理 63 
ﾓﾙﾀﾙ復旧 210 
ｳｴﾀﾝ防水 84 
小計 406 
劣化対策 
壁面漏水補修工事 1､B3F    
巾木撤去 48 
下地処理 61 
ﾓﾙﾀﾙ復旧 204 
ｳｴﾀﾝ防水 82 
小計 395 
場内運搬費 120  
廃材処分費 80 
小計 200 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事
（
駐
車
場
） 
Ｂ
１
Ｆ 
ス
ロ
ー
プ
斜
路
床 
法対策 
既存ｽﾛｰﾌﾟ床面ﾊﾂﾘ・復旧 495 車
路
勾
配
基
準
確
保 
小計 495 
出
入
口 
天
井 法対策 
既設天井ﾒｯｼｭ撤去 121 法
定
車
路
高
さ
確
保 
小計 121 
Ｂ
２ 
ス
ロ
ー
プ
斜
路
床 
法対策 
既存ｽﾛｰﾌﾟ床面ﾊﾂﾘ・復旧 495 
 
小計 495 
Ｂ
１
Ｆ 
防
水
工
事 
改修対策 
平場：超速硬化ｳﾚﾀﾝ吹付 9,040  
側溝立上：超速硬化ｳﾚﾀﾝ吹付 1,070 
小計 10,110 
車
止
取 
付
工
事 
改修対策 
車止 105  
同上取付費 105 
小計 210 
区
画
線 
工
事 改修対策 
実線 1,200  
矢印 46 
文字 13 
小計 1,259 
Ｂ
２
Ｆ 
防
水
工
事 
改修対策 
平場：超速硬化ｳﾚﾀﾝ吹付 11,882  
側溝立上：超速硬化ｳﾚﾀﾝ吹付 1,225 
小計 13,107 
車
止
取 
付
工
事 
改修対策 
車止 144  
同上取付費 144 
小計 288 
区
画
線 
工
事 改修対策 
実線 1,200  
矢印 46 
文字 13 
小計 1,259 
Ｂ
３
Ｆ 
防
水
工
事 
改修対策 
平場：超速硬化ｳﾚﾀﾝ吹付 11,771  
側溝立上：超速硬化ｳﾚﾀﾝ吹付 1,513 
小計 13,284 
車
止
取
付
工
事 
改修対策 
車止 139  
同上取付費 139 
小計 278 
区
画
線 
工
事 改修対策 
実線 1,200  
矢印 46 
文字 13 
小計 1,259 
Ｂ
１
Ｆ 
下
地
補
修
工
事 
劣化対策/改修対策 
白線消し 700 Ｂ
１
階
床
面
補
修
お
よ
び
排
水
勾
配
、
側
溝
整
備 
既存床目粗し 858 
伸縮目地撤去 40 
同上目地補修 35 
同上浮部 147 
ひび割れ補修 214 
貫通ｸﾗｯｸ・漏水部 80 
平場防水下地ﾓﾙﾀﾙ 96 
平場防水下樹脂地ﾓﾙﾀﾙｼｺﾞｷ 858 
巾木誘発目地処理補修 180 
側溝 625 
小計 3,833 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事
（
駐
車
場
） 
Ｂ
２
Ｆ 
下
地
補
修
工
事 
劣化対策/改修対策 
白線消し 875 Ｂ
１
階
に
同
じ 
既存床目粗し 1,127 
伸縮目地撤去 40 
同上目地補修 35 
同上浮部 193 
ひび割れ補修 282 
貫通ｸﾗｯｸ・漏水部 105 
平場防水下地ﾓﾙﾀﾙ 117 
平場防水下樹脂地ﾓﾙﾀﾙｼｺﾞｷ 1,050 
巾木誘発目地処理補修 200 
側溝 650 
小計 4,674 
Ｂ
３
Ｆ 
下
地
補
修
工
事 
劣化対策/改修対策 
白線消し 875 Ｂ
１
階
に
同
じ 
既存床目粗し 1,117 
伸縮目地撤去 40 
同上目地補修 35 
同上浮部 191 
ひび割れ補修 279 
貫通ｸﾗｯｸ・漏水部 104 
平場防水下地ﾓﾙﾀﾙ 125 
平場防水下樹脂地ﾓﾙﾀﾙｼｺﾞｷ 1,117 
巾木誘発目地処理補修 200 
側溝 1,118 
水勾配調整 560 
小計 5,761 
建築内部工事（駐車場）計 67,834  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 11,401 16.81% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 1,111 1.64% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 41,054 60.52% 
劣化対策/改修対策 14,268 21.03% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№１建築内部工事は劣化対策、法対策、
改修対策、劣化対策／改修対策の４要因構成されている。構成比は劣化対策約 17％、 
法対策約 2％、改修対策約 61％、劣化対策／改修対策約 21％となっている。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①本事例が築年数 34 年と古い建物であることから物理的劣化が著しく、劣化対
策・改修対策関連に重点が置かれ、全体の 98％を占めている。 
②同時に構成比は２％と小さいものの専用駐車場から時間貸し駐車場への一部転
用に伴い、法対策として車路スロープの一部を法定車路勾配に適合させる是正
処置が実施された。 
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表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類 (単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
照
明
設
備 
交
通
標
識
灯 
更
新
工
事 
劣化対策 
警告標識灯 760  
通行標識灯 516 
通行標識灯 362 
小計 1,638 
照
明
器
具
等
高
さ
変
更 
法対策 
照明器具向き変え及び高さ
H=2,300 
48 法
定
車
路
高
さ
確
保 
照明器具移動及び高さ
H=2,300 
36 
照明器具移動及び H=2,100：
ﾚ-ｽｳｪｲ 
40 
小計 124 
法対策 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ下面 50mm ｶｯﾄ 180 同
上 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ移動し H=2,100 
確保 
100 
小計 280 
法対策/改修対策 
照明器具 H=2,100 45 車
路
高
さ
確
保
に
伴
う
新
規
器
具
設
置 
照明器具 H=2,300 45 
照明器具 H=2,100：ﾚ-ｽｳｪｲ 8 
小計 98 
信
号
機 
撤
去
工
事 
改修対策 
信号機撤去 35 
 
小計 35 
電気設備工事計 2,077  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
電
気
設
備
工
事 
 
 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,638 75.31% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 404 18.57% 
法対策/改修対策 98 4.51% 
改修対策 35  1.61% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備工事６要因別構成から、事例№１の電気設備工事は劣化対策、法対
策、法対策／改修対策、改修対策の４要因で構成されている。構成比は劣化対策が
約 75％、法対策約 19％、法対策／改修対策約４％、改修対策約２％である。 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①本事例が築年数 34年と古く照明器具等の物理的劣化が著しく、劣化対策に重点
が置かれ全体の 75％を占めている。 
②専用駐車場から時間貸し駐車場への一部転用に伴い、車路の高さ制限に抵触す
る照明器具の移動変更等法対策が実施された。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種     項目 金額  
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
Ｂ
１
Ｆ 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 0.6ｔ 130 法
定
車
路
高
さ
確
保 既設ﾀﾞｸ撤去費 76 
小計 206 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 0.8ｔ 38 同
上 既設ﾀﾞｸ撤去費 19 
小計 57 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 0.8ｔ 38 同
上 既設ﾀﾞｸ撤去費 19 
保温材制作取付費 114 
小計 171 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 1.2ｔ 390 同
上 既設ﾀﾞｸ撤去費 148 
小計 538 
法対策 
既設ﾀﾞｸﾄﾚﾍﾞﾙ調整費 20 同上 
小計 20 
法対策 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ制作取付 200φ 6 同
上 継手類制作取付費 3 
6ｔｴﾙﾎﾞ製作費 12 
同上取付費 3 
既設ﾀﾞｸﾄ撤去費 6 
既設ﾀﾞｸﾄ盛替え費 10 
小計 40 
Ｂ
２
Ｆ 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 0.6ｔ 65 同
上 既設ﾀﾞｸ撤去費 38 
小計 103 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 1.0ｔ 111 同
上 
小計 111 
法対策 
既設ﾀﾞｸ撤去費 50 同
上 既設ﾀﾞｸﾄﾚﾍﾞﾙ調整費 20 
小計 70 
Ｂ
３
Ｆ 
法対策 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ制作取付 200φ 6 同
上 継手類制作取付費 3 
既存ﾀﾞｸﾄ撤去費 6 
既存ﾀﾞｸﾄ盛替え 10 
小計 25 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ制作取付費 1.0ｔ 111 同
上 
小計 111 
法対策 
既設ﾀﾞｸﾄ撤去費 50 同
上 既設ﾀﾞｸﾄﾚﾍﾞﾙ調整費 20 
小計 70 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
Ｂ
１
Ｆ 
法対策/改修対策 
付帯工事   車
路
高
さ
確
保
に
伴
う
新
規
ダ
ク
ト
塗
装 
角ﾀﾞｸﾄ、ﾍﾟﾝｷ塗装 594 
養生作業費 104 
小計 698 
Ｂ
２
Ｆ 
法対策/改修対策 
付帯工事   同
上 角ﾀﾞｸﾄ、ﾍﾟﾝｷ塗装 50 
養生作業費 30 
小計 80 
Ｂ
３
Ｆ 
法対策/改修対策 
付帯工事   同
上 角ﾀﾞｸﾄ、ﾍﾟﾝｷ塗装 10 
廃棄物運搬処理費 5 
養生作業費 1 
ｱﾝｶｰ打設、吊金物 5 
消耗品雑材料費 1 
運搬交通費 10 
小計 32 
追
加
工
事 
法対策/改修対策 
ﾀﾞｸﾄ切り詰め工事 156  
底面ﾒｸﾗ加工 312 
制気口移設 312 
小計 780 
空調換気設備工事計 3,112  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
空
調
換
気
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 1,522 48.91% 
法対策/改修対策 1,590 51.09% 
改修対策 0  0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
 上表空調換気設備工事６要因別構成から、事例№１の空調換気設備工事は法対策、
法対策／改修対策の 2要因で構成されている。構成比は法対策約 49％、法対策／改
修対策約 51％である。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記のように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 専用駐車場から時間貸し駐車場への一部転用に伴い、車路の高さ制限に抵触する
既設の空調換気設備関連のダクト撤去及び適法の新設ダクトの設置、既設ダクトの
高さ調整等の法対策と同時に新設のダクトへの腐食防止等の付随工事が実施された。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
工種     項目 金額  
給
水
設
備
工
事 
Ｂ
１
Ｆ 
劣化対策 
給水ﾊﾞﾙﾌﾞ 18  
配管材、継手類 5 
工費 50 
保温補修 10 
小計 83 
Ｂ
２
Ｆ 
劣化対策 
給水ﾊﾞﾙﾌﾞ 18  
配管材、継手類 5 
工費 50 
保温補修 10 
小計 83 
Ｂ
３
Ｆ 
劣化対策 
各給水栓撤去工事    
配管撤去   
ﾌﾟﾗｸﾞ 7 
配管工費 120 
小計 127 
排
水
通
気
設
備 
Ｂ
１
Ｆ 
劣化対策 
排水管短縮工事    
材工共 15 
小計 15 
ﾄﾞﾚｲﾝ管排水金物 45 
同上ﾊﾂﾘ 78 
ｺｱ抜き 78 
ﾄﾞﾚｲﾝ管排水金物 VP50A 33 
同上継手 33 
同上支持金物 8 
小計 275 
排水金物工費 52 
配管工費 140 
小計 192 
排
水
通
気
設
備 
Ｂ
２
Ｆ 
劣化対策 
排水管改造    
150A撤去、鋳鉄 DVLP材工 50 
小計 50 
劣化対策 
ﾄﾞﾚｲﾝ管排水金物 52  
同上ﾊﾂﾘ 90 
ｺｱ抜き 90 
ﾄﾞﾚｲﾝ管排水金物 VP50A 77 
同上継手 19 
同上支持金物 19 
排水管設置工費 60 
配管工費 325 
小計 732 
排
水
通
気
設
備 
Ｂ３Ｆ 劣化対策 
雨水槽排水管盛替    
125A排水撤ﾌﾟﾗｸﾞ 35 
125A ﾊﾞﾀﾌﾗｲ弁ﾞ 14 
配管工費 70 
小計 119 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５続き 
 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
排
水
通
気
設
備 
Ｂ
１
Ｆ 
法対策 
排水管盛替 25 法
定
車
路
高
さ
確
保
に
伴
う
天
井
排
水
管
盛
替
え 配管工費 40 
保温工費 15 
小計 80 
法対策 
排水管盛替 25 
配管工費 40 
保温工費 15 
小計 80 
法対策 
排水管盛替 38 
配管工費 50 
保温工費 15 
小計 103 
排
水
通
気
設
備 
Ｂ
２
Ｆ 
法対策 
給水排水管撤去   
 
材工共 35 
小計 35 
消
化
設
備
工
事 
Ｂ
１
Ｆ 
法対策 
泡消火配管盛替え   法
定
車
路
高
さ
確
保
に
伴
う
天
井
消
火
配
管
盛
替
え 
ﾌｫｰﾑﾍｯﾄﾞ 378 
白ｶﾞｽ管 65A 79 
白ｶﾞｽ管 50A 21 
白ｶﾞｽ管 40A 55 
白ｶﾞｽ管 32A 14 
白ｶﾞｽ管 25A 72 
白ｶﾞｽ管 20A 104 
同上継手類 724 
支持金物加工取付費 362 
配管施工費 900 
器具取付費 63 
既存管撤去工費 105 
色別塗装費 74 
消耗品及び工具損料 55 
小計 3,006 
Ｂ
１
Ｆ 
法対策 
連活送水管・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ配管盛
替え   
同
上 
白ｶﾞｽ管 100A 82 
同上継手 82 
支持金物 41 
配管施工費 200 
水抜き水張り 50 
既存管撤去工費 100 
消耗品及び工具損料 25 
小計 580 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５続き 
 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
消
化
設
備
工
事 
Ｂ
２
Ｆ 
法対策 
泡消火配管盛替え   法
定
車
路
高
さ
確
保
に
伴
う
天
井
消
火
配
管
盛
替
え 
ﾌｫｰﾑﾍｯﾄﾞ 648 
白ｶﾞｽ管 65A 120 
白ｶﾞｽ管 50A 29 
白ｶﾞｽ管 40A 90 
白ｶﾞｽ管 32A 18 
白ｶﾞｽ管 25A 117 
白ｶﾞｽ管 20A 179 
同上継手類 1,200 
支持金物加工取付費 600 
配管施工費 1,280 
器具取付費 108 
既存管撤去工費 160 
色別塗装費 126 
消耗品及び工具損料 75 
小計 4,750 
Ｂ
３
Ｆ 
法対策 
泡消火配管盛替え   
同
上 ﾌｫｰﾑﾍｯﾄﾞ 383 
白ｶﾞｽ管 65A 90 
白ｶﾞｽ管 50A 21 
白ｶﾞｽ管 40A 55 
白ｶﾞｽ管 32A 14 
白ｶﾞｽ管 25A 72 
白ｶﾞｽ管 20A 107 
同上継手類 742 
支持金物加工取付費 371 
配管施工費 960 
器具取付費 64 
既存管撤去工費 120 
色別塗装費 75 
消耗品及び工具損料 56 
小計 3,130 
衛
生
設
備
機
器
工
事 
１
階
部
分 
劣化対策/改修対策 
洗浄水洗 32  
劣
化
し
た
駐
車
場
内
衛
生
器
具
の
交
換
、
仕
様
ア
ッ
プ 
便座   
背もたれ 16 
同上ｻｲﾝ表示 30 
分岐水洗 3 
同上工事費 50 
小計 131 
給排水衛生設備工事計 13,571  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
給
排
水
衛
生
設
備
施
工
費 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,676 12.35% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 11,764 86.68% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 131 0.97% 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備の６要因別構成から、本事例№１の給排水衛生設備工事は、 
劣化対策、法対策及び劣化対策／改修対策の３要因で構成されている。構成比は劣
化対策約 12％、法対策約 87％、劣化対策／改修対策約１％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備の６要因別活用コスト構成の実態は、下記
①、②、③に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例が築年数 34年と古く給排水管の物理的劣化が著しく、Ｂ１～Ｂ3階の地
下階全体の給排水管の修繕・更新が行われた。 
②専用駐車場から時間貸し駐車場への一部転用に伴い、車路の高さ制限に抵触す
る泡消火等消火設備配管等の盛り替え変更等法対策が実施された。 
③経年劣化に伴い利用者のニーズを満足できない一部の衛生設備器具を交換
value upした。 
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（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No１の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 劣化対策 40  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 100  
劣化対策/改修対策 486  
活用コスト小計  586  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 劣化対策 15,100 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 11,401  
劣化対策/法対策 0  
法対策 1,111 
法対策/改修対策 0  
改修対策 41,054  
劣化対策/改修対策 14,268  
活用コスト小計  67,834  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 劣化対策 8,830 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,638  
劣化対策/法対策 0  
法対策 404 
法対策/改修対策 98  
改修対策 35  
劣化対策/改修対策 0  
活用コスト小計  2,175  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 劣化対策 1,510 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 1,522  
法対策/改修対策 1,590  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
活用コスト小計  3,112  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 劣化対策 1,570 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,676  
劣化対策/法対策 0  
法対策 11,764  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 131  
活用コスト小計  13,571  
昇
降
機
・
機
械
駐
車
場
設
備
・
そ
の
他
解
体
撤
去
工
事 
ER指摘事項 劣化対策 530 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
活用コスト小計  0  
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（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№１の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
6要因分類 工種 活用コスト(千円） 
活用コスト
合計(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事計 0  
14,715  16.86% 
建築内部工事計 11,401  
電気設備工事計 1,638  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 1,676  
降機・機械駐車場設備・ 
その他解体撤去計 
0  
劣化対策/法対策 
建築外部工事計 0  
0  0.00% 
建築内部工事計 0  
電気設備工事計 0  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 0  
降機・機械駐車場設備・ 
その他解体撤去計 
0  
法対策 
建築外部工事計 0  
14,801  16.96% 
建築内部工事計 1,111  
電気設備工事計 404  
空調換気設備工事計 1,522  
給排水衛生設備計 11,764  
降機・機械駐車場設備・ 
その他解体撤去計 
0  
法対策/改修対策 
建築外部工事計 0  
1,688  1.93% 
建築内部工事計 0  
電気設備工事計 98  
空調換気設備工事計 1,590  
給排水衛生設備計 0  
降機・機械駐車場設備・ 
その他解体撤去計 
0  
改修対策 
建築外部工事計 100  
41,189  47.19% 
建築内部工事計 41,054  
電気設備工事計 35  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 0  
降機・機械駐車場設備・ 
その他解体撤去計 
0  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事計 486  
14,885  17.05% 
建築内部工事計 14,268  
電気設備工事計 0  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 131  
降機・機械駐車場設備・ 
その他解体撤去計 
0  
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 劣化対策 15,140  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策  11,401   
劣化対策/法対策 0   
法対策 1,111   
法対策/改修対策 0   
改修対策 41,154   
劣化対策/改修対策 14,754   
活用コスト小計  68,420   
設
備
総
計 
ER指摘事項 劣化対策 12,440  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策  3,314   
劣化対策/法対策 0   
法対策 13,690   
法対策/改修対策 1,688   
改修対策 35   
劣化対策/改修対策 131   
活用コスト小計  18,858  
総
合
計 
ER指摘事項 劣化対策 27,580  
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策  14,715  1,294 
劣化対策/法対策 0  0 
法対策 14,801  1,301 
法対策/改修対策 1,688  148 
改修対策 41,189  3,619 
劣化対策/改修対策 14,885  1,307 
活用コスト総計  87,278  7,669 
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（１０）６要因別活用コスト実態構成 
    下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。ま
た図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
17.04% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
16.08% 改修対策/法対策 
1.95% 
改修対策 
47.69% 
改修対策/劣化対策 
17.24% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
６要因分類 活用コスト（千円） ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  14,715  5310.4  16.86% 
劣化/法対策 0  0.0  0.00% 
法対策 14,801  5341.4  16.96% 
法対策/改修対策 1,688  609.2  1.93% 
改修対策 41,189  14864.3  47.19% 
劣化対策/改修対策 14,885  5371.7  17.05% 
表８ ６要因別事例№１活用コスト実態構成表 
図１．６要因別活用コスト実態構成図 
図２．事例 No１ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、４は下表９の構成比を図示したものである 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
劣化対策  
16.94% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
0.00% 
改修対策/法対策 
0.00% 
改修対策 
61.14% 
改修対策/劣化対策 
21.92% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
劣化対策  
17.39% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
72.88% 
改修対策/法対策 
0.18% 
改修対策 
0.69% 
改修対策/劣化対策 
8.86% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
６要因分類 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円  構成比 
劣化対策  16.94% 11,401  17.39% 3,314  
劣化/法対策 0.00% 0  0.00% 0  
法対策 0.00% 0  72.88% 13,886  
法対策/改修対策 0.00% 0  0.18% 35  
改修対策 61.14% 41,154  0.69% 131  
劣化対策/改修対策 21.92% 14,754  8.86% 1,688  
図４．６要因別設備活用コスト実態構成図 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
 
 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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（１１） 小括 
 
本事例の活用特性は駐車場の運用変更に限定されものであり、テナントの退去
によって空きが増えた自走式屋内テナント専用駐車場を時間貸し駐車場への一部
転用と同時に、駐車場全面改修による駐車場の運用効率向上ということである。 
実際には時間貸し駐車場への運用変更は都安全条例や駐車場法へ準拠すること
から、運用変更に使用する面積は駐車実面積で５００ｍ２（33 台）以下とした。
（但し時間貸し駐車場設備は専門業者が施工するので本施工費には含まれない。） 
 
本事例№１の６要因別活用構成
は劣化対策、法対策、法対策／改
修対策、改修対策及び劣化対策／
改修対策の５要因で構成されて
いる。構成比は劣化対策約 17％
(14,715)、法対策約 17％(14,801)、
法対策／改修対策約２％(1,688)、
改修対策約 47％(41,189),劣化対
策／改修対策約 17％(14,885)で
ある。 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように本事例の
駐車場運用特性を反映したもので、円滑なストック活用が図られていると考えられ
る。 
 
①本事例が築年数 34年と古い建物であることから物理的劣化が著しく、劣化対策、
改修対策関連に重点が置かれている。 
②専用駐車場から時間貸し駐車場への一部転用利用による法規制適用に伴い、不
可避の法対策が実施されている。 
③駐車場の運用法の一部変更に伴い利用者のニーズに応じた駐車場全体への改修
対策が実施されている。 
 
 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）本事例紹介 
№２ Ｋビル [渋谷区渋谷、築経年 34年、3,952㎡] 
 
（２）事例№２の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、下記二項に纏められる。 
①周辺賃貸ビルとの競合が激しく築年数も経て建物自体に劣化が認められる。
また諸機能も社会的ニーズを満足していないことから賃貸利用者のニーズ
及び満足度を考慮し内外部の全面的更新・改修により競争力を強化する。 
②内外部の全面更新・改修に際して建物のイメージアップと同時に賃貸事務
所のＯＡ化等の社会的大作要請を実現したが、この際利用者が退去しない
ように事務室を移動してもらい「利用しながら」の改修を行う。 
 
（３）事例№２の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
本事例の活用法は全面改修による中期賃貸利用で、ＥＲにおける劣化診断
の指摘事項は緊急及び１年～５年で、総指摘事項対策費のうち緊急・短期（１
年以内）対策費が約 4 割と高い割合を示し、他は長期対応事項である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的修繕方法は表中に記載する。 
 
表１.１  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 外部
敷地 
①外構 
①立体駐車場前ｶﾗｸﾘｰﾄ面塗装剥離 ｶﾗｸﾘｰﾄ塗装更新 
②同上ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ塗装剥離 塗装更新 
①竪樋 ①竪樋配管にチョーキング及びバン
ドの発錆 
竪樋配管、バンドの塗装 
長期 ①外構 
①1F ｴﾝﾄﾗﾝｽ軒天吹付ﾀｲﾙ面汚損 洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
②立体駐車場出入口隣地境界ＣＢ塀 吹付ﾀｲﾙによる更新 
長期 構造  全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
耐震補強工事の実施確認 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急 
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上 
①搭屋屋上､9Ｆ屋上床､ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ面の 
塗布防水保護ｺｰﾃｨﾝｸﾞ塗装劣化 
保護ｺｰﾃｨﾝｸﾞ塗更新 
②煙突天端破損 SUS笠木設置 
外壁 外部吹付ﾀｲﾙ仕上げ面の汚損 洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
外部鉄部 各所外部鉄部発錆 防錆・仕上げ繕塗装更新 
長
期 
外壁 
①外部吹付ﾀｲﾙ仕上げ面の汚損 洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
②1F ｴﾝﾄﾗﾝｽ床花崗岩及びﾚﾝｶﾞﾀｲﾙ貼り 
壁面の破損､汚損 
不具合部補修及び洗浄 
③立体駐車場外壁石綿ｻﾝﾄﾞｲｯﾁ板面の 
剥離､劣化 
塗装更新 
ｼｰﾘﾝｸﾞ ①各所外壁面ｼｰﾘﾝｸﾞの不良部 ｼｰﾘﾝｸﾞ打ち替え 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ 
①北側ｱﾙﾐｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ及び外壁ｱﾙﾐｻｯｼの 
ｱﾙﾐ部材の汚損 
洗浄及び保護用ｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
塗装更新 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.２  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
     ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
外
部
仕
上
げ 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ 
②外壁ｱﾙﾐｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ面の目地ｼｰﾘﾝｸﾞ 
不良部 
ｼｰﾘﾝｸﾞ分打ち替え 
外部鋼製建具 ①各所外部鉄部及び鋼製建具発錆 防錆・仕上げ塗装更新 
外部鉄部 ①各所外部鉄部発錆 防錆・仕上げ繕塗装更新 
緊
急
、
短
期 
内
部
仕
上
げ 
床 
①1FEV ﾎｰﾙ床ﾀｲﾙ、大理石面の汚損 床ﾀｲﾙ、大理石面洗浄 
②2~9FEV ﾎｰﾙ・廊下床 P ﾀｲﾙ剥離部 補修及び洗浄 
③階段室蹴込み、踏面、踊り場ﾋﾞﾆｰﾙ 
ﾀｲﾙ面の汚損 
ﾋﾞﾆｰﾙﾞﾀｲﾙ面洗浄 
④階段室蹴込みｿﾌﾄ巾木の剥離部補修 ｿﾌﾄ巾木の補修 
⑤各階湯沸室床 P ﾀｲﾙ及びｿﾌﾄ巾木 
剥離,破損 
貼替え更新 
⑥男女便所床/壁ﾀｲﾙの汚損､破損 洗浄及び破損ﾀｲﾙ交換 
⑦搭屋 EV機械室床防塵塗装剥離 
更新劣化 
塗装更新 
長
期 床 
①各階湯沸室床 P ﾀｲﾙ及びｿﾌﾄ巾木 
剥離,破損 
貼替え更新 
②2～9F廊下床 P ﾀｲﾙ及びソフト巾木 
の剥離､破損 
貼替え更新 
③階段室蹴込み、踏面、踊り場ﾋﾞﾆｰﾙ 
ﾞﾀｲﾙ面の汚損､破損 
貼替え更新 
④ゴミ置場床 P ﾀｲﾙの汚損､破損 貼替え更新  
緊
急
、
短
期 
壁  
①2～9FEV ﾎｰﾙ・廊下壁汚損 塗装更新 
②階段室ｸﾗｯｸ及び漏水部 補修及び塗装更新 
③地下受水槽室及びﾎﾟﾝﾌﾟ室壁 ｸﾞﾗｽｳｰﾙｻﾗﾝﾈｯﾄの張り替え更新 
④地下ゴミ置場壁塗装の汚損 塗装更新 
緊
急
、
短
期 
天井 
①1FEV ﾎｰﾙ・廊下天井岩綿吸音板面 塗装による更新 
②2~9FEV ﾎｰﾙ・廊下天井岩綿吸音板面 塗装による更新 
③男女便所天井ﾎﾞｰﾄﾞ面 塗装による更新 
④ゴミ置場天井塗装の汚損 塗装更新 
長期  天井: ①屋内階段裏吹付ﾀｲﾙ仕上面の汚損 仕上げ塗装更新 
緊
急
、 
短
期 内部建具 
①各階湯沸室流 台扉 損傷補修 
②各階男女便所、湯沸室出入口扉/枠 塗装更新 
③B!受水槽室、ﾎﾟﾝﾌﾟ室出入口扉/枠 塗装更新 
長
期 
内部建具 
①各階湯沸室流 台扉 損傷補修 
②各階男女便所、湯沸室出入口扉/枠 塗装更新 
内部金物 ①1屋内階段室ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ金物剥離 ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ金物交換更新 
 
 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.３  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
     ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急 
電
気
設
備 
受変電設備 ①ｷｭｰﾋﾞｸﾙ対応期限 交換更新 
長期  受変電設備 ①動力盤及び電灯盤 修繕・更新 
緊急 非常電源設備 ①屋上倉庫自動火災報知機未設置 新規設置 
長期  
非常電源設備 
①火災受信盤等各種非常電源設備 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
②非常照明器具内蔵型ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
③感知器類劣化 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
④防排煙盤ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
⑤非常放送盤ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
⑥誘導灯ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 ①ｺﾝｾﾝﾄ類劣化 ｺﾝｾﾝﾄ類更新 
照明設備 ①照明器具安定器劣化 安定器交換 
弱電設備 ①TV共聴設備不良 TV共聴設備更新 
防災器具設備 
①自火発電機制御盤ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
②自火発電機調整 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
③鉛蓄電池ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 鉛蓄電池交換 
緊急 雑電気設備 
①電力ﾒｰﾀｰ 検査及び更新 
②雑補修工事  
長期  雑電気設備 
①ｶﾞｽ漏れ警報器交換  
②避雷針改修更新  
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急 
空
調
換
気
設
備 
機器設備 ①B1F,１F店舗の空調機器 交換・更新 
長期  機器設備 
②外気処理全熱交換器調整 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
③換気扇類 交換。更新 
④空調屋内機ｺｲﾙﾌｨﾝの汚損 汚損の洗浄 
⑤空調屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝの汚損 汚損の洗浄 
長期  ﾀﾞｸﾄ設備 ①空調及び換気ﾀﾞｸﾄの汚損 汚損の洗浄 
緊急 
配管設備 
事務室天井冷媒管 支持固定 
空調機械室冷媒管横引配管 耐震対策支持固定 
雑補修 各部雑工事補修  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.４  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
     ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長期 
給
排
水
衛
生
設
備 
衛生器具設備 ①衛生器具金物劣化 交換更新 
緊急 給水設備 
①揚水多段渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
②高架水槽塗装剥離補修 塗装更新 
③B1F受水槽外装発錆補修 防錆.仕上げ塗装更新 
長
期 
給水設備 
①揚水多段渦巻ﾎﾟﾝﾌﾟ 交換・更新 
②受水槽、高架水槽 交換・更新 
給湯設備 ①壁掛型貯湯式電気湯沸器 交換・更新 
排水通気設備 
①給排水配管 交換・更新 
②汚水、湧水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 交換・更新 
③汚水、湧水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
④給水・排水配管汚損 洗浄 
消化設備 
①屋内消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
②二酸化炭素制御盤 ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
③有効期限対象消火器 消火器交換 
④消消防用補給水槽 交換・更新 
⑤屋内消火栓消化ﾎｰｽ 交換・更新 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
昇
降
機
・
機
械
式
駐
車
設
備 
昇降機設備 ①EV内装及び枠の仕上げ 塗装更新 
機械式駐車 
設備 
①機械式駐車設備全面的 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ及び更新 
②機械式駐車設備部分的 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ及び更新 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）本事例のＥＲ計上修繕費の考査 
本事例の運用手法は経年劣化に対する全面的対策実施による継続活用であ
るが、試行分類への準拠を考慮と出口戦略を考慮しＥＲに計上された長期修
繕計画のうち緊急及び１年以内と 3 年以内で計上された修繕・更新費の累計
を用いる。 
前表１．１～１．４の指摘事項に対する対策費用は下表２の通りである。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ER(2011)計上(単位：千円) 
 
工種 修繕・更新 項目 
緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部
工
事 
劣化対策 
屋根 1,050 0 1,050 
外装 1,200 11,400 12,600 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ 0 710 710 
外部建具、金物 580 3,730 4,310 
外部雑 140 80 220 
小計 2,970 15,920 18,890 
建
築
内
部
工
事 
劣化対策 
内部床 650 0 650 
内部壁 4,310 0 4,310 
内部天井 1,150 0 1,150 
内部建具 480 0 480 
内部雑 0 0 0 
小計 6,590 0 6,590 
電
気
設
備
工
事 
劣化対策  
受変電設備 7,600  1,600 9,200 
非常電源設備 120  0 120 
幹線動力設備 0 0 0 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 0  7,500 7,500 
防災電気設備 0  3,200 3,200 
弱電設備 0  0 0 
雑工事 1,130  150 1,280  
小計 8,850 12,450 21,300 
空
調
換
気
設
備
工
事 
劣化対策 
機器設備 8,000 0 8,000 
ﾀﾞｸﾄ設備 0 0 0 
配管設備 1,300 0 1,300 
換気・排煙設備 0 0 0 
雑補修 200 4,300 4,500 
小計 9,500 4,300 13,800 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
劣化対策 
衛生器具設備 0 0 0 
給水設備 930 800 1,730 
給湯設備 0 0 0 
排水通気設備 0 500 500 
消化設備 0 0 0 
雑工事 250 0 250 
小計 1,180 1,300 2,480 
機
械
駐
車
、 
昇
降
機
設
備 
劣化対策 
昇降機設備 0 0 0 
機械駐車設備 0 9,000 9,000 
小計 0 9,000 9,000 
 ＥＲ指摘劣化対策合計 29,090 42,970 72,060 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：緊急指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
当該建物で緊急及び 1年以内の対応が必要な指摘事項は、消防法に抵
触する９Ｆ屋上増築倉庫内の自動火災報知機の未設置、また機械式駐
車場入口上部の屋根が可燃材料で防火地域に抵触する二点であり、優
先的に修繕･更新した。 
 
本事例では用途変更はなく、また大規模な修繕・模様替えにも該当しないので
新規の確認申請の必要は無い。ＥＲの遵法性指摘事項は細部の不適合以外は、遵
法性にも問題ないため当該建物に法的な不適合はない。 
 
表３  ６要因コスト分類の基準：遵法性 
：指摘事項 
 
 
遵
法
性 
時
期 
現行法 現状適否 是正方法 
緊
急
及
び
１
年
以
内 
建
築
基
準 
関
係
規
定 
集
団 
規
定 防火地区 
建築基準法第 61 条防火指定不
適合 
機械式駐車場入口上部屋根非
耐火 
屋根材撤去更新 
消
防
法 
自
火
報 
自動火災報知機設
置義務 
９Ｆ増築倉庫内自動火災報知
機が未設置 
自動火災報知機の新設 
 
上記 
関連法 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性が確保されていることを確認し
た。但し上記１項目に対応が必要。 
時
期 
現行法 現状適否 是正方法 
長
期 
建
築
基
準 
関
係
規
定 
そ
の
他
関
係 
規
定
等 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、 
改修時等には現法適用に留意 
訴求なし 
耐震改修促進法 耐震診断と必要な補強工事の 
義務あり 
補強工事が確認される 
ビル管法 ｽﾌﾟﾚｰﾃｯｸ吹付材にはｱｽﾛｯｸ含有 
の恐れ 
調査対応 
上記関連法 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性が確保されていることを確認し
た。但し上記３項目に留意が必要。 
 
ⅱ)遵法性：短期指摘事項（３年以下） 
       機械式駐車場屋根非耐火材料を撤去 
       ９階倉庫自動火災報知機設置 
 
      長期指摘事項対応（３年以上） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」に記する。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は短中期賃貸運用に伴うＥＲ指摘事項を含んだ修繕・更新及び改修
工事であり、運用法が活用コストに強く反映されるストック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
防
水
工
事 
９
階
屋
上 
劣化対策 
床：ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ 265  
立上り：ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ 53 
排水溝：ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ 20 
笠木：ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ 35 
〃 2 
腰壁付ｱｺﾞ水切りｳﾚﾀﾝ系塗膜
防水 
24 
各所鼻ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ 36 
ｾｯﾄﾊﾞｯｸ斜壁ｳﾚﾀﾝ系塗膜防水 142 
各種基礎天端ｳﾚﾀﾝ系塗膜防水 172 
各種基礎立上ｳﾚﾀﾝ系塗膜防水 118 
小計 867 
ペ
ン
ト
ハ
ウ
ス(
物
入
れ
含
む
） 
劣化対策 
屋根、床:ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ再仕上
げ 
51 
 
屋根、排水溝:ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ再
仕上げ 
17 
屋根、立上り:ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ再
仕上げ 
2 
屋根、笠木天端:ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ
再仕上げ 
20 
屋根、鼻:ｳﾚﾀﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ再仕上
げ 
13 
各種基礎天端：ｳﾚﾀﾝ塗膜塗装 4 
各種基礎天端：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 9 
    
防水ｼｰﾙ打直し 86 
小計 202 
２
Ｆ
庇 
劣化対策 
床：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 47  
立上り：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 12 
排水溝：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 0.2 
笠木：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 47.0 
切付：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 4 
小計 110 
Ｄ
Ｓ
屋
根 
劣化対策 
屋根：ｳﾚﾀﾝ系塗膜防水 10  
切りつけ：ｳﾚﾀﾝ系塗膜防水 2 
小計 12 
外
壁
周
り
シ
ー
ル
打
ち
替
え 劣化対策 
東西防水ｼｰﾙ打直し 228  
西面防水ｼｰﾙ打直し 352 
南面防水ｼｰﾙ打直し 301 
小計 881 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ７６ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
 
前頁表４.１続き 
建
築
外
部
工
事 
外
部
改
修
工
事 
外
部
Ｃ
階
段 
劣化対策 
床：ﾎ j ﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 12  
踏面：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 23 
蹴上：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 18 
床：石張りｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2 
踏面・蹴上ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 3 
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ 33 
巾木：塩ビｿﾌﾄ 2 
ｻｻﾗ巾木：塩ビｿﾌﾄ 37 
壁：砂岩調吹付け仕上げ 840 
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 21 
手摺：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 4 
手摺：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 17 
天井：砂岩調吹付け仕上げ 226 
天井：ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ貼 556 
天井：軽鉄天井下地 22 
廻り縁 112 
c階段手摺化粧材撤去穴塞ぎ 50 
同上電飾ｻｲﾝｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 60 
    
北側道路袖壁ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ 3,360 
北側道路袖壁 突出看板下地
鉄骨補強 
646 
小計 6,044 
外
部
改
修
工
事 
裏
面
通
路
の
全
面
改
修 
劣化対策 
床：磁器ﾀｲﾙ 130 
 
床：ﾓﾙﾀﾙ塗 31 
壁：ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ張り 318 
壁：同上下地 LGS胴縁 18 
壁：同上下地補修 19 
ﾒｰﾙﾎﾞｯｸｽ 234 
2F腰幕ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2 
小計 752 
外
壁 
劣化対策 
東面吹付けﾀｲﾙ 1,197 
 
西面吹付けﾀｲﾙ 1,164 
南面吹付けﾀｲﾙ 601 
小計 2,962 
９
階
屋
上 
劣化対策 
FE塗装：手摺 78  
FE塗装：屋上丸環 9 
ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ：ｺｰﾙﾀｰﾙ塗 8 
小計 95 
ペ
ン
ト
ハ
ウ
ス(
物
入
含
）
塗
装 
劣化対策 
外壁吹き付けﾀｲﾙ 231 
 
煙突天端雨水流入防止 25 
ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ：汚泥処理ｺｰﾙﾀｰﾙ焼
付 
4 
ＦＥ塗装:ﾀﾗｯﾌﾟ 10 
ＦＥ塗装:ﾀﾗｯﾌﾟ頭部 4 
ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ:汚泥処理ｺｰﾙﾀｰﾙ焼
付 
4 
小計 278 
２
Ｆ
庇 
塗
装 
劣化対策 
ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ:汚泥処理ｺｰﾙﾀｰﾙ焼
付 
4 
 
小計 4 
建
具
廻
り
コ
ー
キ
ン
グ 
劣化対策 
建具廻りｺ―キング 既存撤
去共 
113 
 
小計 113 
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前頁表４.１続き 
建
築
外
部
工
事 
ア
ル
ミ
ス
パ
ン
ド
レ
ル
塀 
劣化対策 
ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ塀（A) 722  
同上巾木 160 
同上小口ｺｰﾅｰ押え 160 
同上ｺｰﾅｰ押え 34 
ｻｲﾝ取り付け下地 9 
ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ塀（B) 680 
同上巾木 109 
同上小口ｺｰﾅｰ押え 109 
同上ｺｰﾅｰ押え 35 
既存ﾌﾞﾛｯｸ塀吹き付けﾀｲﾙ 60 
小計 2,078 
外
部
改
修
工
事 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
部
分 
改修対策 
鉄骨壁軸組み 1,646 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
部
分
の
形
質
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
鉄骨柱軸組み 188 
同上壁面軽鉄胴縁 464 
同上柱面軽鉄胴縁 43 
    
壁：砂岩ﾀｲﾙ 3,434 
柱型：砂岩ﾀｲﾙ 338 
ｻｯｼｭﾏｸﾞｻ役物：砂岩ﾀｲﾙ 219 
ｻｯｼｭ標準役物：砂岩ﾀｲﾙ 295 
壁：小口砂岩ﾀｲﾙ 564 
笠木：砂岩ﾀｲﾙ 118 
天井：ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ張り 988 
天井：既存 LGS補正 39 
同上天井廻り縁 248 
床：石張り面ｸﾘｰﾆﾝｸ 5 
2F物置壁ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ 594 
砂岩ﾀｲﾙ穴あけ 144 
工作物壁ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ 497 
天井化粧ﾙｰﾊﾞｰ 180 
ｼｬｯﾀｰﾚｰﾙ跡ﾓﾙﾀﾙ補正 5 
小計 10,009 
外
部
改
修
工
事 
９
階
屋
上 
改修対策 
ｷｬﾉﾋﾟｰ：ﾎｰﾙｲﾝｱﾝｶｰ 51 
屋
上
キ
ャ
ノ
ピ
ー
の
形
質
の
変
更 
ｷｬﾉﾋﾟｰ：現場打ちｺﾝｸﾘｰﾄ基礎 24 
ｷｬﾉﾋﾟｰ：柱脚ｶﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ 178 
ｷｬﾉﾋﾟｰ：ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ 10 
鉄骨 900 
柱型:ｱﾙﾐパネル張り 449 
庇:ｱﾙﾐパネル張り 2,229 
耐火被覆 43 
小計 3,884 
建
具
工
事 
改修対策 
カーテンウォール 34,200 カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
交
換
に
よ
る
仕
様
ア
ッ
プ 取り付け調整費   
小計 34,200 
改修対策 
ｱﾙﾐ製ｳｨﾝﾄﾞｰ-1 2,422 ア
ル
ミ
窓
交
換
に
よ
る
仕
様
ア
ッ
プ 
-2 5,264 
-3 30 
-4 60 
取り付け調整費 3,030 
小計 10,806 
建
具
廻
り 
コ
ー
キ
ン
グ 
改修対策 
建具廻りｺ―キング 25×10 16  
建具廻りｺ―キング 25×13 8 
建具廻りｺ―キング 8×6 4 
建具廻りｺ―キング 15×8 20 
建具廻りｺ―キング 10×6 167 
小計 215 
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前頁表４.１続き 
建
築
外
部
工
事 
ガ
ラ
ス
工
事 
改修対策 
透明ﾌﾛｰﾄｶﾞﾗｽ厚 6以下 260 
フ
ロ
ー
ト
ガ
ラ
ス
に
仕
様
ア
ッ
プ 
網入型板ﾄｶﾞﾗｽ厚 6.8以下 4 
複層ｶﾞﾗｽ t=6＋pw6.8 10,928 
飛散防止ﾌｨﾙﾑ 454 
ｶﾞﾗｽ廻りｼｰﾘﾝｸﾞ ﾍﾟｱｶﾞﾗｽ用 808 
ｶﾞﾗｽ廻りｼｰﾘﾝｸﾞ  151 
ｶﾞﾗｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 95 
小計 12,700 
建
築
外
部
解
体
撤
去 
改修対策 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ撤去 2,970 
外
部
改
修
工
事
に
伴
な
う
雑
工
事 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ天井 ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ撤去 110 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ天井 既設扉撤去 90 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ既設ｼｬｯﾀｰ撤去 135 
同上ﾚｰﾙ撤去 45 
既存吸排気ｶﾞﾗﾘ撤去 18 
排気ﾀﾞｸﾄ穴あけ 45 
同上ｶｯﾀｰ入れ 16 
ｺﾝｸﾘｰﾄ壁撤去 72 
2F物入外壁ｻｲﾝ撤去 5 
離面通路床既存ﾀｲﾙ撤去 91 
防犯用格子扉撤去 45 
ﾒｰﾙﾎﾞｯｸｽ撤去 14 
北側道路 突出し看板撤去 90 
小計 3,746 
建築外部工事計 89,958  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
建
築
外
部
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 14,398 16.01% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策  0 0.00% 
改修対策 75,560 83.99% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
上表建築外部工事６要因別構成から、事例№２の建築外部工事は劣化対策と改修
対策の２要因で構成されている。構成比は劣化対策約 16％、改修対策約 84％である。 
 
建築外部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の築年数 34年の古い既稼働建物の全面改修による賃貸継続利用という運用特性
を反映したものであると考えられる。 
①本事例は竣工後 34年を経た建物であることから建物外部の物理的経年劣化に
対する修繕・更新が必要であり、最低限の劣化対策が必要であると考えられる。 
②周辺賃貸ビルとの競合が不可避な今後の賃貸運用を考える時、賃貸料等運用性
に影響を及ぼす建築外部の劣化対策を含む、顧客や社会的ニーズに応じたValue 
Up、イメージアップ等に不可欠な改修対策が大きな比重を占めている。 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円) 
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
Ｂ
１
Ｆ 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 
劣化対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 28  
 
巾木：塩ビｿﾌﾄ 3  
壁：VP塗装 2重壁 CB面下地
処理共 
8  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 14  
壁：VP塗装 PB面 12  
壁：石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 7  
天井：VP塗装 13  
    
ｺﾞﾐ集積棚 30  
小計 115  
廊
下 
劣化対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 66   
巾木：塩ビｿﾌﾄ 5 
壁：VP塗装 PB面下地処理共 77  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 29  
小計 177  
Ｂ
１
Ｆ 
便
所 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 165   
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1,170  
天井：VP塗装 11,050  
小計 12,385  
倉
庫 
劣化対策        
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 30   
巾木：塩ビｿﾌﾄ 4  
壁：VP 塗装 2 重壁 CB 面下地
処理共 
24  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 16  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 14  
小計 88  
受
水
槽
室
、
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 6   
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材二重壁 CB
面下地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
47  
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下地
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
123  
柱型：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下
地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
18  
梁型：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下
地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
18  
天井ﾎﾞｰﾄﾞ張り 下地杜共 151  
小計 363  
ポ
ン
プ
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2   
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材二重壁 CB
面下地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
19  
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下地
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
77  
天井ﾎﾞｰﾄﾞ張り 下地杜共 44  
小計 142  
発
電
機
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 3  
 
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材二重壁 CB
面下地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
18  
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下地
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
87  
柱型：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下
地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
18  
梁型：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC 面下
地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
13  
天井ﾎﾞｰﾄﾞ張り 下地杜共 77  
小計 216  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８０ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
Ｂ
１
Ｆ 
バ
ッ
テ
リ
ー
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1  
 
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材二重壁 CB
面下地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
32  
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC面下地
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
32  
柱型：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC面下
地ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
3  
天井ﾎﾞｰﾄﾞ張り 下地杜共 23  
小計 91  
Ｂ
１
Ｆ
解
体
撤
去 
Ｅ
Ｌ
Ｖ 
 
ホ
ー
ル 
劣化対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 4  
巾木撤去 H=75 4 
ゴミ集積所棚撤去 15 
小計 23 
廊
下 
劣化対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 10  
巾木撤去 H=75 7 
小計 17 
倉
庫 
劣化対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 5  
巾木撤去 H=75 6 
小計 11 
受
水
槽
室
、 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
壁仕上げ材撤去  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ
(CB面) 
46 
 
壁仕上げ材撤去  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ 
(RC面) 
137 
天井撤去 ｽﾌﾟﾚｰﾃｯｸ吹付材 ｱ
ｽﾍﾞｽﾄ調査 
471 
小計 654 
ポ
ン
プ
室 
劣化対策 
壁仕上げ材撤去  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ
(CB面) 
18 
 
壁仕上げ材撤去  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ 
(RC面) 
75 
天井撤去 ｽﾌﾟﾚｰﾃｯｸ吹付材 ｱ
ｽﾍﾞｽﾄ調査 
154 
小計 247 
発
電
機
室 
劣化対策 
壁仕上げ材撤去  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ
(CB面) 
17 
 
壁仕上げ材撤去  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ 
(RC面) 
102 
天井撤去 ｽﾌﾟﾚｰﾃｯｸ吹付材 ｱ
ｽﾍﾞｽﾄ調査 
363 
小計 482 
バ
ッ
テ
リ
ー
室 劣化対策 
壁仕上材撤去ｸﾞﾗｽｳｰﾙ(CB面) 32  
壁仕上材撤去ｸﾞﾗｽｳｰﾙ(RC面) 32 
発生材処分 積込み共 450 
小計 514 
１
Ｆ 
便
所
・
男
女 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1   
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 5  
天井:VP塗装:PB下地処理共 9  
小計 15  
守
衛
室 
劣化対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 10   
巾木：塩ビｿﾌﾄ 2  
壁：VP塗装 RC面下地処理共 6  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 13  
壁：VP塗装 PB面 3  
壁：PB面 2  
壁：石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 4  
天井:VP塗装:PB下地処理共 2  
小計 42  
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
 １Ｆ 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1   
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC面下 
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
54  
天井ﾎﾞｰﾄﾞ張り 下地杜共 32  
小計 87  
建
築
内
部
工
事 
１
Ｆ
解
体
撤
去 
守
衛
室 
劣化対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 2  
巾木撤去 H=75 3 
間仕切壁撤去 LGS共 4 
天井撤去 LGS共 6 
小計 15 
２
Ｆ 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1   
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC面下地
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
54  
天井ﾎﾞｰﾄﾞ張り 下地杜共 32  
小計 87  
物
置 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1   
巾木：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2  
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 7  
天井：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1  
小計 11  
２
Ｆ
解 
体
撤
去 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
天井撤去 ｽﾌﾟﾚｰﾃｯｸ吹付材 ｱ
ｽﾍﾞｽﾄ調査 
394 
 
小計 394 
３
～
９
階 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 5   
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材 RC面下地
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ共 厚 50 
314  
壁：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材新設壁厚
50 
145  
天井：PB貼り 138  
各部 FE塗装 50  
CB積み 147  
小計 799  
３
～
９
Ｆ
解
体
撤
去 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 
劣化対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 29  
小計 29 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
劣化対策 
壁仕上げ材撤去   102  
天井撤去  290 
小計 392 
９
階
管
理
人
室 
劣化対策 
床・壁・天井仕上げ材撤去 140  
間仕切壁撤去 182 
タタミ 63 
タタミ 5 
発生材処分 2,690 
小計 3,080 
共
通 
地
下
ピ
ッ
ト 
劣化対策 
床：現状調査及びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 34   
壁：現状調査及びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 44  
天井：現状調査及びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 34  
小計 112  
１
・
２
Ｆ 
炭
酸
ガ
ス
ボ
ン
ベ
室 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2   
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 10  
天上：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2  
小計 14  
９
屋
上 
物
置 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1   
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 3  
天上：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1  
小計 5  
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
 
Ｐ
Ｈ
１
Ｆ 
フ
ァ
ン
ル
ー
ム 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2  
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 4 
天上：PB貼り 41 
各部 FE塗装 10 
小計 57 
Ｐ
Ｈ
２
Ｆ 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
機
械
室 
劣化対策 
劣化対策 
床：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2  
壁：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 8 
天上：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2 
各部 FE塗装 10 
小計 22 
建
築
内
部
工
事 
そ
の
他 
劣化対策 
天井点検口 147  
機械基礎 60 
屋上鉄部塗装 200 
ハト小屋 CB撤去及び復旧 150 
２F ｼﾞｮﾅｻﾝ天井開口及び補修 90 
小計 647 
屋
内
建
具 
Ｂ
１
Ｆ
～ 
１
Ｆ 
劣化対策 
B1Fゴミ置き場 SUS建具 1,530  
１F裏口 SUS建具 354 
１F事務所 SUS建具 948 
小計 2,832 
３
～
９
Ｆ 
劣化対策 
SUS両開框扉 6,285  
SUS片開框扉 3,276 
小計 9,561 
そ
の他 劣化対策 
取付調整費 2,260  
小計 2,260 
塗
装
工
事 
劣化対策 
FE塗装面：既設建具面 220  
ｼﾙﾊﾞｰﾒﾀﾘｯｸ塗装：既存建具面 12 
小計 232 
その他 劣化対策/法対策 
消化器 669 一
括
交
換
新
設 小計 669 
１
Ｆ
解
体
撤
去 
パ
ッ
ケ
ー
ジ
室 
法対策 
天井撤去 ｽﾌﾟﾚｰﾃｯｸ吹付材 ｱ
ｽﾍﾞｽﾄ調査 
394 法
定
有
害
物
質
調
査 
小計 394 
屋
内
建
具 
１
Ｆ 
法対策 
防火戸撤去及び新設 82 
法
に
基
づ
き
設
置
が
義
務
付
け
ら
れ
た
防
火
戸
の
劣
化
に
対
応
し
た
撤
去
及
び
新
設
。 
〃 82 
守衛室：防火戸撤去及び新設 46 
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ室：防火戸撤去,新設 48 
廊下：防火戸撤去及び新設 97 
〃 248 
防火戸撤去及び新設 130 
小計 733 
２
Ｆ 
法対策 
ELV ﾎｰﾙ防火戸撤去及び新設 74 法
準
拠
の
劣
化
し
た
既
設
防
火
戸
の
撤
去
及
び
同
仕
様
扉
新
設 
和室防火戸撤去及び新設 43 
ELV ﾎｰﾙ防火戸撤去及び新設 118 
小計 235 
３
～
９
Ｆ 
法対策 
ELV ﾎｰﾙ防火戸撤去及び新設 515 
法
準
拠
の
劣
化
し
た
既
設
防
火
戸
の
撤
去
及
び
同
仕
様
扉
新
設 
4F廊下防火戸撤去及び新設 48 
湯沸室防火戸撤去及び新設 267 
小計 830 
そ
の他 法対策 
取付調整費 717 
小計 717 
Ｂ
１
Ｆ
～ 
２
Ｆ 法対策 
B1F遮煙防火引戸 315 法
準
拠
に
伴
う
既
設
防
火
戸
の
撤
去
及
び
新
設 
 
1F遮煙防火引戸 730 
2F遮煙防火引戸 630 
小計 1,675 
３
～
９
Ｆ 
法対策 
3~9遮煙防火引戸 4,410 
小計 4,410 
そ
の他 法対策 
取付調整費 1,850 
小計 1,850 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８３ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
１
Ｆ 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 
改修対策 
床：ｶﾘﾝ 164  
経
年
劣
化
し
イ
メ
ー
ジ
ダ
ウ
ン
し
た
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
変
更
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、 
床：花崗岩 本磨き 15  
ﾎﾞｰﾀﾞｰ：花崗岩 67  
床見切り：真鍮目地棒 14  
巾木：花崗岩 44  
壁：ｽﾀｯｺｱﾝﾃｨｺﾞ仕上 159  
壁：花崗岩 197  
壁：EP吹付け 10  
壁：石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 5  
天井：EP塗 寒冷紗張り 20  
天井：FG ﾎﾞｰﾄﾞ 22  
天井：軽鉄天井下地 37  
廻り縁 4  
壁見切り 75  
飾棚甲板：花崗岩本磨き 34  
同上小口合わせ磨きｶﾞﾗｽ 24  
小計 891  
廊
下 
改修対策 
床：花崗岩 ｼﾞｪｯﾄバーナー 867  
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル
か
ら
続
く
廊
下
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
変
更
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、 
床：花崗岩本磨き 70角ﾃﾞｻﾞｲ
ﾝ張り 
76  
ﾎﾞｰﾀﾞｰ：花崗岩 376  
巾木：花崗岩 278  
巾木：SUS ｱﾝｸﾞﾙ 17  
壁：ｽﾀｯｺｱﾝﾃｨｺﾞ仕上 892  
壁：EP吹付け 44  
壁：石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 45  
壁：ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ 165  
柱型：ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ 74  
天井：EP塗 寒冷紗張り 104  
天井：石膏ﾎﾞｰﾄﾞ 47  
軽鉄胴縁 110  
軽鉄間仕切開口補強 9  
天井：軽鉄天井下地 93  
廻り縁 19  
壁見切り 401  
柱・壁ｺｰﾅｰｶﾞｰﾄﾞ 146  
小計 3,763  
２
Ｆ 
２
Ｆ
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 
改修対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 10  
経
年
劣
化
し
イ
メ
ー
ジ
ダ
ウ
ン
し
た
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
変
更
、
更
新
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、 
巾木：塩ビｿﾌﾄ 2  
壁：VP塗装 RC面下地処理共 6  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 13  
壁：VP塗装 PB面 3  
壁：PB面 2  
天井:VP塗装PB面下地処理共 4  
廻り縁 2  
小計 42  
３
～
９
Ｆ 
事
務
室 
改修対策 
床：OA ﾌﾛｱ 9,780  
専
用
事
務
室
の
Ｏ
Ａ
フ
ロ
ア
ー
化
等 
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
床：ｽﾛｰﾌﾟ OA ﾌﾛｱｰ 912  
床：ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 3,573  
床：ｽﾛｰﾌﾟ ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 28  
床：ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 88  
上框 207  
巾木：塩ビｿﾌﾄ 255  
壁：VP 塗装 RC(外壁)面下地
処理共 
753  
壁：VP 塗装 RC（内壁）面下
地処理共 
86  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 703  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 173  
柱型：VP塗装下地処理共 555  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８４ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
３
～
９
Ｆ 
事
務
室 
改修対策 
梁型：VP塗装ﾓﾙﾀﾙ面 561   
梁型：ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾞﾃ 1,467  
天井：岩面吸音板 3,420  
天井：軽鉄天井下地 2,632  
廻り縁 238  
FE塗：B・BOX 85  
FE塗：B・BOX 69  
FE塗：STPL 92  
落下防止手摺：ｱﾙﾐ製 539  
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 23  
壁：PB面 848  
壁：PB面 168  
壁：軽鉄間仕切 722  
同上開口補強 50  
ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ 599  
〃 423  
〃 882  
〃 2,184  
小計 32,115  
男子
便所 
改修対策 
床：人造大理石 400角 515 
男
子
便
所
の
形
質
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
床：ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾞﾃ 60 
床：汚垂石 花崗岩本磨き 358 
壁：人造大理石 400角 既
存 CB面 
943 
壁：人造大理石 400角 新
設壁面 
782 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ下地 LGS 46 
壁：EP塗装 ﾎﾞｰﾄﾞ面寒冷紗
処理 
40 
壁：PB貼り 既存 CB面寒冷
紗処理 
15 
壁：PB貼り 新設壁面 11 
天井：EP塗装 PB面寒冷紗
処理 
97 
天井：PB貼り 41 
軽鉄間仕切 168 
軽鉄間仕切開口補強 5 
天井：軽鉄天井下地 86 
廻り縁：塩ビ 21 
洗面化粧台 1,092 
鏡、隔壁 646 
ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ 1,330 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ甲板 215 
壁見切り 382 
各部取合いｺｰｷﾝｸﾞ 15 
床：ｾﾒﾝﾄ系塗布防水 74 
小計 6,942 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８５ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
３
～
９
Ｆ 
女
子
便
所 
改修対策 
床：人造大理石 400角 612  
女
子
便
所
の
形
質
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
床：ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾞﾃ 71  
壁：人造大理石 400 角既存
RC外壁 
634  
壁：人造大理石 400 角既存
RC内壁 
153  
壁：人造大理石 400 角既存
CB面 
348  
壁:人造大理石 400角新設壁
面 
759  
ﾗｲﾆﾝｸﾞ下地 LGS 23  
壁:EP塗装ﾎﾞｰﾄﾞ面寒冷紗処
理 
44  
壁：PB 貼り既存 CB 面寒冷紗
処理 
5  
壁：PB貼り RC外壁面 10  
壁：PB貼り RC内壁面 4  
壁：PB貼り 新設壁面 11  
天井:EP塗装PB面寒冷紗処理 83  
天井：PB貼り 35  
軽鉄間仕切 54  
軽鉄間仕切開口補強 5  
天井：軽鉄天井下地 74  
廻り縁：塩ビ 23  
洗面化粧台 1,092  
鏡 126  
ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ 2,954  
ﾗｲﾆﾝｸﾞ甲板 134  
壁見切り 412  
各部取合いｺｰｷﾝｸﾞ 15  
床：ｾﾒﾝﾄ系塗布防水 87  
小計 8,289  
湯
沸
室 
改修対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 56  
湯
沸
室
の
形
質
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
巾木：塩ビｿﾌﾄ 12  
天井：VP塗装寒冷紗処理  160  
壁：PB貼り RC外壁面 86  
壁：PB貼り 新設壁面 70  
下り壁：PB貼り 10  
軽鉄間仕切 14  
下り壁軽鉄間仕切 4  
軽鉄間仕切開口補強 5  
天井：VP塗装 19  
天井：PB貼り 15  
天井：軽鉄天井下地 31  
廻り縁：塩ビ 14  
流し台 973  
三方枠 363  
各部取合いｺｰｷﾝｸﾞ 7  
小計 1,839  
１
Ｆ 
店
舗 
改修対策 
鉄骨壁軸組み 667  
形
質
の
変
更
に
伴
う
使
用
ア
ッ
プ 
同上壁面軽鉄胴縁 117  
壁：PB張り 28  
床：CF ｼｰﾄ貼り 58  
壁：ｸﾛｽ貼り 35  
天井：岩面吸音版 62  
小計 967  
２
Ｆ 
２
Ｆ
建
具 
解
体
撤
去 
改修対策 
ELV ﾎ^-ﾙ親子扉 27  
片開き防火戸 63 
物置片開き戸 27 
小計 117 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ８６ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
屋
内
建
具 
１
Ｆ 
改修対策 
１F店舗入口強化ｶﾞﾗｽ扉新設 122  
取付調整費 23 
小計 145 
１
Ｆ 
改修対策 
SUS ｸﾞﾘﾙｼｬｯﾀｰ新設 464 
変
更
に
伴
う
グ
リ
ル
シ
ャ
ッ
タ
ー
新
設 
SUS ｸﾞﾘﾙｼｬｯﾀｰ新設 517 
SUS ｸﾞﾘﾙｼｬｯﾀｰ新設 449 
取付調整費 446 
小計 1,876 
塗
装
工
事 
改修対策 
FE塗装面：新設建具面 298 
新
設
建
具
仕
上
げ 
ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り：新設建具面 813 
建具廻りﾓﾙﾀﾙ詰 39 
建具枠ﾓﾙﾀﾙ詰 11 
建具枠廻りｺｰｷﾝｸﾞ 22 
小計 1,183 
ガ
ラ
ス
工
事 
改修対策 
透明ﾌﾛｰﾄｶﾞﾗｽ 84 
ラ
フ
ワ
イ
ヤ
ー
か
ら
磨
ガ
ラ
ス
へ
仕
様
変
更 
網入磨きｶﾞﾗｽ 21 
強化ｶﾞﾗｽ 56 
強化ｶﾞﾗｽ扉 85 
飛散防止ﾌｨﾙﾑ 257 
ｶﾞﾗｽ廻りｼｰﾘﾝｸﾞ 91 
ｶﾞﾗｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ費 12 
小計 606 
サ
イ
ン
工
事 
改修対策 
店舗名称自立表示(内照式）A 769 
デ
ザ
イ
ン
及
び
仕
様
変
更
に
よ
る
改
修 
店舗名称自立表示(内照式）B 1,020 
店舗名称自立表示(内照式）C 1,090 
店舗名称表示 1,550 
店舗名称表示 28 
総合案内板① 279 
総合案内板② 131 
館名表示③ 190 
総合案内板④ 218 
館名表示⑤ 262 
館名表示⑥ 49 
館名表示⑦ 5 
館名表示⑧ 79 
館名表示⑨ 43 
館名表示⑩ 74 
館名表示⑪ 23 
小計 5,810 
１
Ｆ
解
体
撤
去 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 劣化対策/改修対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 4 
改
修
に
伴
う
劣
化
部
の
撤
去 
巾木撤去 H=75 3 
間仕切壁撤去 RC面 72 
天井撤去 LGS共 13 
小計 92 
廊
下 
劣化対策/改修対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 18 
同
上 巾木撤去 H=75 12 
ｽﾃﾝﾚｽ間仕切壁撤去 ｻｯｼｭ共 86 
天井撤去 LGS共 54 
小計 170 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
部 
劣化対策/改修対策 
ｽﾃﾝﾚｽ間仕切壁撤去 ｻｯｼｭ共 81 
同
上 ｼｬｯﾀｰ撤去 90 
煙草売店部壁躯体撤去 196 
煙草売店部天井躯体撤去 10 
発生材処分 積込共 270 
小計 647 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
 
１
Ｆ
解
体
撤
去 
１
Ｆ
建
具
解
体
撤
去 
劣化対策/改修対策 
店舗廊下片開き扉 27 
改
修
に
伴
う
劣
化
部
の
撤
去 
店舗廊両開き扉 27 
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ室下片開き扉 27 
廊下防火戸 189 
WC-M W 片開き扉  9 
守衛室片開き扉 27 
小計 306 
２
Ｆ
解
体
撤
去 
Ｅ
Ｌ
Ｖ 
ホ
ー
ル 
劣化対策/改修対策 
床仕上げ撤去 P ﾀｲﾙ 4 同
上 小計 4 
２
Ｆ
建
具
解
体
撤
去 
劣化対策/改修対策 
ELV ﾎ^-ﾙ親子扉 27 
同
上 片開き防火戸 63 
物置片開き戸 27 
小計 117 
建
築
内
部
工
事 
３
～
９
階 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 
劣化対策/改修対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 186  経
年
劣
化
し
イ
メ
ー
ジ
ダ
ウ
ン
し
た
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
変
更
、
更
新
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、 
巾木：塩ビｿﾌﾄ 18  
壁：VP塗装 RC面下地処理共 163  
壁：VP塗装 PB面 53  
壁：PB面 33  
天井：岩面吸音板 130  
扉収納部軽鉄間仕切 77  
天井：天井下地 100  
ELV枠取り換え 995  
小計 1,755  
廊
下 
劣化対策/改修対策 
床：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 382  
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル
か
ら
続
く
廊
下
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
変
更
、
更
新
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、 
巾木：塩ビｿﾌﾄ 39  
壁：VP塗装 RC面下地処理共 169  
壁：VP塗装 PB面下地処理共 183  
壁：VP塗装 PB面 37  
壁：PB面 23  
天井：岩面吸音板 267  
天井：軽鉄天井下地 206  
廻り縁 48  
床見切り 50  
小計 1,404  
 
３
～
９
Ｆ
解
体
撤
去 
男
女
便
所 
劣化対策/改修対策 
床仕上げ撤去 194 
改
修
に
伴
う
劣
化
部
の
撤
去 
壁仕上げ材撤去   912 
天井撤去  97 
間仕切壁撤去 CB共 1,455 
ｶｯﾀｰ入れ 240 
小計 2,898 
事
務
室 
劣化対策/改修対策 
天井撤去  2,263 
同
上 間仕切壁撤去 LGS共 492 
小計 2,755 
湯
沸
室 
劣化対策/改修対策 
床仕上げ撤去 17 
同
上 壁仕上げ材撤去   53 
天井撤去  17 
小計 87 
３
～
６
Ｆ
建
具
解
体
撤
去 劣化対策/改修対策 
ﾊﾟｹｰｼﾞ室片開き戸 108 
同
上 ﾊﾟｹｰｼﾞ室両開き戸 72 
WC-M W 湯沸室片開き扉  14 
廊下片開き戸 27 
廊下両開き戸 108 
事務室両開き戸 216 
小計 545 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
共
通 
Ａ
階
段 
劣化対策/改修対策 
床：ﾎ j ﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 11  
経
年
劣
化
し
イ
メ
ー
ジ
ダ
ウ
ン
し
た
階
段
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
向
上
、
更
新
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
踏面：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 267  
蹴上：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 148  
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ：SUS 292  
巾木：塩ビｿﾌﾄ 33  
ｻｻﾗ巾木：塩ビｿﾌﾄ 156  
壁：VP塗装 RC面下地処理共 678  
手摺：VP塗装 RC面 60  
手摺天端：VP塗装ﾓﾙﾀﾙ面 38  
天井：VP 塗装 PB 面下地処理
共 
175  
屋内消火栓：FE塗装 80  
小計 1,938  
Ｂ
階
段 
劣化対策/改修対策 
床：ﾎ j ﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 102  
経
年
劣
化
し
イ
メ
ー
ジ
ダ
ウ
ン
し
た
階
段
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
及
び
仕
上
げ
材
の
仕
様
向
上
、
更
新
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
踏面：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 253  
蹴上：ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ張り 134  
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ：SUS 285  
巾木：塩ビｿﾌﾄ 16  
ｻｻﾗ巾木：塩ビｿﾌﾄ 113  
壁：VP塗装 RC面下地処理共 639  
手摺：VP塗装 RC面 58  
手摺天端：VP塗装ﾓﾙﾀﾙ面 39  
天井：VP 塗装 PB 面 下地処
理共 
159  
小計 1,798  
建
築
内
部
共
通
解
体
撤
去 
劣化対策/改修対策 
床仕上材撤去 2 
改
修
に
伴
う
劣
化
部
の
撤
去 
踏面：床仕上材撤去 34 
蹴上：床仕上材撤去 19 
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ撤去 72 
巾木撤去 ｿﾌﾄ巾木 47 
巾木撤去 ｻｻﾗ巾木 50 
床仕上材撤去 P ﾀｲﾙ 16 
踏面：床仕上材撤去 P ﾀｲﾙ 33 
蹴上：床仕上材撤去 P ﾀｲﾙ 17 
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ撤去 70 
巾木撤去 ｿﾌﾄ巾木 23 
巾木撤去 ｻｻﾗ巾木 36 
床仕上材撤去 P ﾀｲﾙ 2 
踏面：床仕上材撤去 P ﾀｲﾙ 3 
蹴上：床仕上材撤去 P ﾀｲﾙ 2 
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ撤去 8 
巾木撤去 ｿﾌﾄ巾木 3 
巾木撤去 ｻｻﾗ巾木 12 
天井 ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ撤去 LGS
共 
60 
発生材処分 積込共 135 
小計 644 
屋
内
建
具 
１
Ｆ
建
具
解
体
撤
去 
劣化対策/改修対策 
店舗廊下片開き扉 27 
同
上 店舗廊両開き扉 27 
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ室下片開き扉 27 
廊下防火戸 189 
WC-M W 片開き扉  9 
守衛室片開き扉 27 
小計 306 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
屋
内
建
具 
３
～
６
Ｆ
建
具 
解
体
撤
去 
劣化対策/改修対策 
ﾊﾟｹｰｼﾞ室片開き戸 108  
ﾊﾟｹｰｼﾞ室両開き戸 72 
WC-M W 湯沸室片開き扉  14 
廊下片開き戸 27 
廊下両開き戸 108 
事務室両開き戸 216 
小計 545 
建築内部工事計 128,327   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 36,218  28.22% 
劣化対策/法対策 669  0.52% 
法対策 10,844  8.45% 
法対策/改修対策  0  0.00% 
改修対策 64,585 50.33% 
劣化対策/改修対策 16,011  12.48% 
 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、本事例の建築内部工事は劣化対策、劣化対
策／法対策、法対策、改修対策及び劣化対策/改修対策の５要因から構成されている。
構成比は劣化対策約 28％、劣化対策／法対策約１％、法対策約８％、改修対策約 50％
及び劣化対策/改修対策約 13％である。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②、③に示すように
本事例の賃貸による継続利用という運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①事例№２は築後 34年と古く、物理的経年劣化が予想されることから劣化対策を
含む改修対策が必要である。 
②経年に伴い法的な不具合部への対応が不可避な状況であると考えられるため、
是正措置としての法対策も重要である。 
③顧客や社会的ニーズに対応した各部の Value Upや OA対策等の改修対策が重要
であり、最も大きな比重を占めている。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
蓄
電
気 
設
備
工
事 
劣化対策 
保守点検整備料 264  
既設機器修繕費   
現場経費 14 
小計 278 
発
電
機 
設
備
工
事 
劣化対策 
保守点検整備料 545  
既設機器修繕費   
現場経費 27 
小計 572 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
防
火
区
画 
貫
通
処
理
剤 
法対策 
防火区画貫通処理剤 140 法
に
準
拠
し
た
防
火
区
画
貫
通
部
処
理 
小計 140 
照
明
器
具
取
付
工
事 
誘
導
・
非
常
灯
類 
法対策 
誘導灯(片面） 860 
法
基
準
に
準
拠
し
た
誘
導
・
非
常
灯
類
の
新
規
器
具
類
の
設
置 
誘導灯（両面） 106 
非常用照明 30W 1,030 
非常用照明 13W 198 
非常用照明 9W 82 
階段通路誘導灯 936 
小計 3,212 
非
常
用
放
送
設
備
工
事 
電
線
類 
法対策 
電線管 EP19mm 255 
法
基
準
に
準
拠
し
た
非
常
用
放
送
設
備
の
新
規
器
具
類
の
設
置 
電線管 EP25mm 1,180 
電線管 EP31mm 7 
同上付属品 4 
同上支持材 2 
合成樹脂可とう電線管 26 
同上付属品 6 
小計 1,480 
ボ
ッ
ク
ス 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯｸｽﾎﾞｯｸｽ 4角中浅型 7 
小計 7 
耐
熱
電
線
類 
法対策 
耐熱電線 HP1.2-3C 29 
耐熱電線 HP1.2-3C 0 
耐熱電線 HP1.2-5C 0 
耐熱電線 HP1.2-7C 1 
耐熱電線 HP1.2-10C 2 
耐熱電線 HP1.2-15C 15 
小計 47 
非
常
用
放
送
設
備
工
事 
放
送
設
備 
法対策 
電工費 485 
法
対
策
工
に
伴
う
雑
工
事 
機器取付費 256 
試験調整費 105 
消防申請手続き費 100 
はつり補修費 80 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 30 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 120 
既設調査費 80 
天井開口費 40 
運搬費 64 
現場雑費 110 
小計 2,004 
自
動
火
災
報
知
機
設
備 
工
事 
電
線
類 
法対策 
耐熱電線 HP1.2-5C 1 
法
基
準
に
準
拠
し
た
自
火
報
設
備
の
設
置 
耐熱電線 HP1.2-3P 5 
耐熱電線 HP1.2-5P 9 
耐熱電線 HP1.2-10P 9 
耐熱電線 HP1.2-15P 38 
警報用電線 AE1.2-4c 30 
制御用ｹｰﾌﾞﾙ CVV2.0-2c 4 
制御用ｹｰﾌﾞﾙ CVV2.0-3c 3 
小計 166 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ９１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
自
動
火
災
報
知
機
設
備
工
事 
機
器
類 
法対策 
電工費 628  
機器取付費 1,392 
試験調整費 321 
消防申請手続き費 100 
はつり補修費 80 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 50 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 120 
既設調査費 80 
運搬交通費 158 
現場雑費 272 
小計 3,201 
避
雷
針
着
脱
工
事 
法対策 
避雷導線 4 
法
定
施
設
の
避
雷
針
設
備
は
、
外
部
改
修
に
伴
い
全
改
修 
同上取付金物 38 
消耗品雑材料費 1 
避雷針着脱工事 100 
運搬費 5 
現場雑費 7 
小計 155 
電
話
設
備
工
事 
放
送
設
備 
法対策/改修対策 
非常用ｱﾝﾌﾟ 80W15局 285 
電
話
設
備
増
設
改
修
に
よ
る
付
随
設
備
改
修 
ｽﾋﾟｰｶｰ 3W 埋込型 104 
ｽﾋﾟｰｶｰ 3W 埋込型 ATT付 71 
ｽﾋﾟｰｶｰ 3W 壁掛型 ATT付 38 
ｱﾈｰﾀｰｯﾃ 28 
消耗品雑材料費 8 
小計 534 
機
器
類 
法対策/改修対策 
押しﾎﾞﾀﾝｽｲｯﾁ  ON/off 4 
受信盤 P-1-80-L 1,970 
総合盤 35 
表示灯 1 
光電式煙感知器 92 
作動式ｽﾎﾟｯﾄ型感知器 52 
定温式ｽﾎﾟｯﾄ型感知器 6 
光電式煙感知器 77 
自動閉鎖装置 ﾗｯチ式 79 
消耗品雑材料費 38 
小計 2,354 
受
変
電
設
備
工
事 
改修対策 
電線 IV5.5 1 
電
気
需
要
の
増
加
に
伴
う
受
変
電
設
備
機
器
改
修 
電線 IV6.0 3 
電線 IV200 2 
高圧電気機器内配線電線
6KV KIP22 
2 
高圧電気機器内配線電線
6KV KIP38 
7 
ｹｰﾌﾞﾙ CVV 2.0-4C 1 
高圧受電盤 490 
低圧電灯盤 293 
油入変圧器 1φ150KVA 220 
LBS 7.2KV 200A 29 
PF G50A 15 
ﾉﾝﾋｭｰｽﾞﾌﾞﾚｰｶｰ 3P150A 204 
ﾉﾝﾋｭｰｽﾞﾌﾞﾚｰｶｰ 3P100A 41 
機器取付架台 66 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.３続き 
 
受
変
電
設
備
工
事 
改修対策 
搬入据付費 350  
消耗品雑材料費 5 
電工費 940  
主任技術者立会費 80 
高圧ﾘﾚｰ試験費 120 
諸官庁手続き費 100 
運搬費 83 
現場経費 140 
小計 3,192 
電
気
設
備
工
事 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
電
線
管 
改修対策 
EP 25mm 27 
受
変
電
設
備
機
器
改
修
に
伴
う
不
随
設
備
の
改
修 
EP 31mm 2 
EP 39mm 12 
EP 51mm 6 
EP 75mm 78 
小計 125 
プ
リ
カ
チ
ュ
ー
ブ 
改修対策 
被覆なし 2種 30mm 1 
同所付属品 59 
同上支持材 24 
小計 84 
ボ
ッ
ク
ス
類 
改修対策 
ｱｳﾄﾚｯｸｽﾎﾞｯｸｽ   4 角中
浅型 
2 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ（WP)  200×200
×100 
7 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ（WP)  500×500
×400 
50 
小計 59 
電
線
類 
改修対策 
IV 2.0 2 
IV 5.5 4 
IV 8 3 
小計 9 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
ケ
ー
ブ
ル
類 
改修対策 
IV 38 33 同
上 CV 3.5-3C 4 
CV 8-3C 14 
CV＝T 14 6 
CV＝T 22 3 
CV＝T 38 16 
CV＝T 100 183 
CVV＝2.0＝2C 454 
小計 713 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
耐
火
電
線 
改修対策 
FP 14=3C 57  
小計 57 
ケ
ー
ブ
ル
ラ
ッ
ク
類 
改修対策 
ｱﾙﾐ製 70×300mm 69 受
変
電
設
備
機
器
改
修
に
伴
う
不
随
設
備
の
改
修 
ｱﾙﾐ製 70×400mm 92 
ｱﾙﾐ製 70×800mm 10 
L型分岐 70×400mm 14 
同上付属品 55 
同上支持材 74 
小計 314 
分
電
盤
類 
改修対策 
L=1 80 
L=3 480 
L=4 480 
L=5 480 
L=6 480 
L=7 480 
L=8 480 
L=9 480 
PーR 830 
小計 4,270 
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前頁表４.３続き 
 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
雑
費 
改修対策 
消耗品雑材料費 97  
電工費 3,170 
はつり補修費 280 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 50 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 350 
既設盤及び官せん撤去費用 750 
運搬費 320 
現場雑費 550 
小計 5,567 
電
気
設
備
工
事 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
電
線
類 
改修対策 
合成樹脂可とう電線管 
PF=16mm 
26 電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
改
修
に
伴
う
不
随
設
備
の
改
修 
合成樹脂可とう電線管 
PF=22mm 
59 
合成樹脂可とう電線管 
PF=28mm 
55 
同上付属品 31 
小計 171 
ボ
ッ
ク
ス
類 
改修対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 4角中浅型 21 
小計 21 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
電
線
類 
改修対策 
電線 IV-2.0 10 
同
上 導入線 11 
電線 VVF 1.6-2C 38 
電線 VVF 2.0-2C 39 
電線 VVF 1.6-3C 25 
電線 VVF 2.0-3C 94 
小計 217 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
ス
ィ
ッ
チ
類 
改修対策 
埋込ｽｲｯﾁ（新金属） 1P×1 2 
簡
易
耐
火
枠
ス
イ
ッ
チ
設
置 
埋込ｽｲｯﾁ（新金属） 1P×2 6 
埋込ｽｲｯﾁ（新金属） 1P×4 6 
埋込ｽｲｯﾁ（新金属） 3W×1 11 
埋込ｽｲｯﾁ（新金属） 4W×1 12 
埋込ｽｲｯﾁ（新金属）  
ｱｰｽﾀｰﾐﾅﾙ付 
55 
消耗品雑材料費 8 
電工費 2,750 
はつり補修費 120 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 30 
既設回路調査費 210 
既設器具及び配線撤去費用 400 
運搬費 120 
現場雑費 207 
小計 3,937 
専
用
部
照
明 
改修対策 
事務所照明 Hf32W×2 3,583 
高
力
率
型
照
明
器
具
設
置 
事務所照明 Hf32W×2  
BT内蔵 
454 
事務所照明 Hf16W×2 110 
小計 4,147 
電
話
設
備
工
事 
電
線
類 
改修対策 
電線管 41 
電
話
設
備
増
設
改
修
に
よ
る
付
随
設
備
改
修 
同上付属品 20 
同上支持材 8 
合成樹脂可とう電線管 31 
同上付属品 7 
導入線 4 
構内用ｹｰﾌﾞﾙ 74 
小計 185 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ９４ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
電
話
設
備
工
事 
端
子
盤
類 
改修対策 
端子盤 MDF   
同
上 端子盤 T-3 17 
端子盤 T-4 17 
端子盤 T-5 17 
端子盤 T-6 17 
端子盤 T-7 17 
端子盤 T-8 17 
端子盤 T-9 17 
端子 N10L 106 
消耗品雑材料費 6 
電工費 680 
ｹｰﾌﾞﾙ整端工事 350 
はつり補修費 210 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 50 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 120 
既設盤及び官せん撤去費用 150 
運搬費 60 
現場雑費 101 
小計 1,952 
テ
レ
ビ
共
調
設
備
工
事 
電
線
類 
改修対策 
電線管 16 
協
調
シ
ス
テ
ム
の
向
上
に
伴
う
改
修 
同上付属品   
同上支持材   
合成樹脂可とう電線管 11 
同上付属品 7 
導入線 2 
テレビ共調ｹｰﾌﾞﾙ 12 
小計 48 
電
線
類 
改修対策 
電工費 240 
機器取付費 40 
試験調整費 50 
はつり補修費 80 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 30 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 120 
既設調査費 80 
運搬費 24 
現場雑費 41 
小計 705 
改修対策 
電線管 EP31mm 11 
同上付属品 5 
同上支持材 2 
電工費 250 
機器設置及び調整費 800 
はつり補修費 80 
運搬交通費 216 
現場雑費 372 
小計 1,736 
 
吸
排
気
盤 
劣化対策/改修対策 
吸排気盤 195 劣
化
し
た
吸
排
気
盤
及
び
排
煙
機
手
元
盤
の
撤
去
新
設 
小計 195 
排
煙
機
用
手
元
盤 劣化対策/改修対策 
排煙機用手元盤 33 
小計 33 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
共
用
部
照
明 
劣化対策/改修対策 
ELV ﾎｰﾙ照明 332 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル
、
廊
下
等
共
通
部
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
に
伴
い
、
劣
化
し
た
照
明
器
具
を
既
設
仕
様
以
上
の
器
具
に
交
換
。 
共用照明器具 132 
共用照明器具 429 
共用照明器具 291 
共用照明器具 83 
共用照明器具 19 
1階照明器具 219 
1階照明器具 72 
1階照明器具 174 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
共
用
部
照
明 
 
1階照明器具 195  
1階照明器具 20 
1階照明器具 5 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ照明器具 4 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ照明器具 23 
通用口ｽﾎﾟｯﾄ照明器具 16 
消耗品雑材料費 15 
電工費 2,600 
天井開口費 112 
運搬費 363 
現場雑費 623 
小計 5,727 
テ
レ
ビ
共
調
設
備
工
事 
機
器
類 
劣化対策/改修対策 
機器収納箱 26 
協
調
シ
ス
テ
ム
の
向
上
に
伴
う
更
新
・
改
修 
ｱﾝﾃﾅ VHF 12EL 15 
ｱﾝﾃﾅ UHF 22EL 11 
ｱﾝﾃﾅﾏｽﾄ 側壁型 27 
混合器 3 
増幅器 37 
4分配器 16 
消耗品雑材料費 27 
小計 162 
機
械
警
備 
設
備 
電
線
類 
劣化対策/改修対策 
機械警備機器代 4,500 コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
シ
ス
テ
ム
の
新
規
導
入 
鍵収納ﾎﾞｯｸｽ 1,500 
消耗品雑材料費 91 
小計 6,091 
電気設備工事計 53,333  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 850  1.59% 
劣化対策/法対策 0  0.00% 
法対策 9,878  18.52% 
法対策/改修対策  2,888  5.42% 
改修対策 27,509 51.58% 
劣化対策/改修対策 12,208  22.89% 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備工事の６要因別構成から、本事例の電気設備工事は劣化対策、法
対策、法対策／改修対策、改修対策及び劣化対策/改修対策の５要因から構成され
ている。構成比は劣化対策約２％、法対策約 18％、法対策／改修対策約５％、改
修対策約 52％及び劣化対策/改修対策約 23％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の賃貸による継続利用という運用特性を反映したものである
と考えられる。 
基準：劣化 → 基準:法 
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①顧客や社会的ニーズが事務室のＯＡ化や照明環境、室内空気環境及びセキュ
リティーを重視する傾向にあることから電気設備に対する需要は増加する傾
向にある。本事例の既設電気設備ではそのニーズに十分に対応できない現状
のため大規模な改修対策が施され関連対策を含め大きな比重を占めている。 
  ②上記電気設備大規模改修に伴い、現法の基準への準拠が必要であり法対策が重
要となっている。 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
冷
媒
配
管
工
事 
法対策 
防火区画貫通処理費 640 改
修
工
事
に
伴
う
法
対
策 
ﾌﾛﾝｶﾞｽ破壊処理費 181 
小計 721 
ダ
ク
ト 
設
備
工
事 
法対策 
ﾁｬﾝﾊﾞｰ 128 改
修
工
事
に
伴
う
法
対
策 ﾁｬﾝﾊﾞｰ 153 
小計 281 
換
気
設
備
工
事 
法対策 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ（SFD) 228 
喚
起
設
備
改
修
対
策
工
事
に
伴
う
法
対
策 防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ（FD) 43 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ（FD) 83 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ（FD) 23 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ（FD) 38 
小計 415 
排
煙
設
備
工
事 
法対策 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ HFD 69 
 防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ FD 67 
小計 136 
機
器
設
備
工
事 
Ｂ
１
及
び
１
Ｆ 
改修対策 
天井高変更に伴う空調機移
動工事 
1,375 
 
試運転調整費 245 
運搬費 210 
現場雑費 360 
小計 2,190 
配
管
設
備
工
事 
改修対策 
被服銅管 90 
空
調
設
備
改
修
に
伴
う
不
随
設
備
改
修 
被服鋼管 216 
同上継手類 183 
同上支持金物類 92 
硬質塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 43 
硬質塩化ﾋﾞﾆｰﾙ管 78 
硬質塩化ﾋﾞﾆｰﾙ管 7 
硬質塩化ﾋﾞﾆｰﾙ管 22 
同上継手類 20 
同上支持金物類 4 
ｹﾞｰﾄﾊﾞﾙﾌﾞ 18 
消耗品雑材料費 12 
小計 785 
冷
媒
配
管
工
事 
改修対策 
冷媒配管工事 337 
同
上 配管工事 325 
保温工事 420 
塗装工事 32 
二次側渡り配線工事 120 
はつり補修費 129 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 103 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 89 
既存冷媒管撤去工事 180 
真空引き及び気密ﾃｽﾄ費 156 
ﾄﾞﾚﾝ管盛替え工事 253 
ﾚﾝﾄｹﾞﾝ撮影費 178 
試験調査費 60 
運搬費 120 
現場雑費 205 
小計 3,528 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
改修対策 
保温工事 1,035 
同
上 はつり補修費 181 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 175 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 195 
既存ﾀﾞｸﾄ撤去工事 2,750 
B1F,１F の空調機器更新に伴
うﾀﾞｸﾄ盛替え工事 
470 
試験調査費 110 
運搬費 360 
現場雑費 615 
小計 5,891 
換
気
設
備
工
事 
改修対策 
保温工事 329  
塗装工事 60 
ｷｬﾝﾊﾟｽ継手 29 
はつり補修費 84 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 70 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 90 
ﾚﾝﾄｹﾞﾝ撮影費 135 
既存吸気ﾀﾞｸﾄ盛替え工事 640 
試験調査費 64 
運搬費 124 
現場雑費 213 
小計 1,838 
排
煙
設
備
工
事 
改修対策 
塗装工事 31 
同
上 保温工事 429 
はつり補修費 80 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 27 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 350 
開放装置取付工事 240 
ﾚﾝﾄｹﾞﾝ撮影費 164 
試験調査費 35 
運搬費 87 
現場雑費 150 
小計 1,593 
機
器
設
備
工
事 
Ｂ
１
及
び
１
Ｆ 
劣化対策/改修対策 
空冷ヒートポンプ 4,546 
一
部
劣
化
の
認
め
ら
れ
る
空
調
機
器
の
高
効
率
型
及
び
個
別
対
応
型
の
空
調
機
導
入 
妨震架台 213 
搬入据付費 350 
基礎工事   
消耗品雑材料費 11 
既設機器撤去搬出費 250 
小計 5,370 
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
劣化対策/改修対策 
天吊埋込型加湿器付型 4,354 
空
調
設
備
改
修
に
伴
う
ダ
ク
ト
設
備
更
新
・
改
修 
透湿膜式加湿器   
搬入据付費 208 
二次側電気工事 350 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 1,226 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 305 
ｸﾗﾝﾌﾟ金物 81 
吹出し口 27 
器具取付費 105 
消耗品雑材料費 96 
小計 6,752 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
換
気
設
備
工
事 
劣化対策/改修対策 
排気ﾌｧﾝ 屋外設置床置型 226 
劣
化
し
た
換
気
設
備
の
交
換
更
新 
換気ﾌｧﾝ   
天井換気扇（ﾄｲﾚ用）低騒音
型 
168 
天井換気扇(湯沸室） 56 
同上搬入据付費 100 
亜鉛鉄板 384 
亜鉛鉄板 557 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 134 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 132 
制気口 HS200×200 81 
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ SUS100φ 14 
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ SUS150φ 43 
防虫網 650×600 8 
器具取付費 280 
消耗品雑材料費 38 
小計 2,221 
排
煙
設
備
工
事 
劣化対策/改修対策 
排煙機 制御盤付 279 
劣
化
し
た
排
煙
設
備
の
交
換 
更
新 同上搬入据付費 76 
ｷｬﾝﾊﾟｽ継手 34 
亜鉛鉄板 475 
チャンバー 80 
排煙口 302 
防虫網 5 
器具取付費 138 
消耗品雑材料費 26 
小計 1,415 
空調換気設備工事計 32,415  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
空
調
換
気
設
備
工
事 
 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 1,653 5.10% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 15,004  46.29% 
劣化対策/改修対策 15,758 48.61% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、本事例の空調換気設備工事は法対策、
改修対策及び劣化対策/改修対策の３要因で構成されている。構成比は法対策約５％、
改修対策約 46％及び劣化対策/改修対策約 49％である。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記の①、②ように本事例の賃貸による継続利用という運用特性を反映したものであ
ると考えられる。 
 
①空調換気設備への顧客や社会的ニーズが事務室のＯＡ化に対応した温湿度の調
整や室内空気環境そのものが重視される傾向にあることから空調換気設備に対
する要請は増大する傾向にあり、更に個別空調管理システムの導入の要請など、
既往の空調換気設備ではそのニーズに十分に対応できない現状である。そのた
め本事例では顧客や社会的ニーズを満たすために空調換気設備の大規模改修対
策による性能向上を重要視し改修対策が大きな比重を占めている。 
②空調換気設備では、顧客や社会的ニーズに対応した改修対策が重視されている
と同時に、空調環境の全面的性能向上のために既存施設の劣化部の更新等も重
視され劣化対策／改修対策も改修対策と共に大きな比重を占めている。 
  
 １０１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
及びガス設備 
給
排
水
衛
生
設
備
及
び
ガ
ス
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
給
水
設
備
工
事 
劣化対策 
揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ 534  
同上搬入据付費 80 
小計 614 
排
水
通
気
設
備 
劣化対策 
汚水ﾎﾟﾝﾌﾟ 1,108  
湧水ﾎﾟﾝﾌﾟ 112 
同上搬入据付費 136 
小計 1,356 
消
火
設
備
工
事 
法対策 
配管工費 37 
消
防
設
備
を
法
基
準
に
準
拠
す
る
よ
う
に
改
修
対
策
を
施
し
た
。 
保温工事 105 
塗装工事 90 
消防申請手続書 100 
性能試験費 60 
運搬費 17 
現場雑費 28 
小計 437 
法対策/改修対策 
ﾃｽﾄ弁 40A 4 
ﾃｽﾄ弁 65A 13 
送水管 sus製 110 
ｼｰﾙ 取扱説明ｼｰﾙ 22 
ｼｰﾙ 連送ｼｰﾙ 11 
消耗品雑材料費 2 
小計 162 
衛
生
設
備
機
器
工
事 改修対策 
既設器具撤去工事 280 
衛
生
設
備
機
器
改
修
の
伴
う
撤
去 
養生及び試験調査費 140 
運搬費 314 
現場雑費 524 
小計 1,258 
給
水
設
備
工
事 
改修対策 
配管工費 561 
経
年
劣
化
し
た
鋼
管
製
給
水
管
を
硬
質
塩
ビ
ラ
イ
ニ
ン
グ
鋼
管
に
改
修
交
換 
保温工事 480 
塗装工事 231 
はつり補修費 126 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 56 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 120 
水槽清掃費 124 
既設機器及び配管撤去工事 350 
ﾚﾝﾄｹﾞﾝ撮影費 337 
養生及び試験調査費 70 
運搬費 110 
現場雑費 190 
小計 2,755 
排
水
通
気
設
備 
改修対策 
配管工費 1,023 
経
年
劣
化
し
た
塩
ビ
製
排
水
管
を
排
水
用
塩
ビ
ラ
イ
ニ
ン
グ
鋼
管
に
改
修
交
換 
保温工事 330 
塗装工事 60 
はつり補修費 129 
ﾎﾙｲﾝｱﾝｶｰ費 103 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｺｱ工事費 116 
水槽清掃費 汚水槽 78 
既設機器及び配管撤去工事 350 
ﾚﾝﾄｹﾞﾝ撮影費 337 
養生及び試験調査費 70 
運搬費 160 
現場雑費 273 
小計 3,029 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
及
び
ガ
ス
設
備
工
事 
ガ
ス
設
備
工
事 
改修対策 
ガス工事費 430 
湯
沸
室
改
修
に
伴
う
改
修 
ガス会社手続費 50 
養生及び試験調査費 20 
運搬費 15 
現場雑費 25 
小計 540 
衛
生
設
備
機
器
工
事 
劣化対策/改修対策 
洋風大便器(ｳｫｼｭﾚｯﾄ付） 3,297  
老
朽
化
し
た
衛
生
設
備
器
具
類
を
グ
レ
ー
ド
ア
ッ
プ 
紙巻器 74  
小便器 1,088 
洗面器 1,298 
ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾗｲｱｰ 1,054 
洗濯流し 94 
電気温水器 1,037 
給湯栓 26 
混合栓 107 
器具取付費 1,580 
消耗品雑材料費 91 
小計 9,746 
給
水
設
備
工
事 
劣化対策/改修対策 
硬質塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 VB 20A 89 
経
年
劣
化
し
た
鋼
管
製
給
水
管
を
硬
質
塩
ビ
ラ
イ
ニ
ン
グ
鋼
管
に
改
修
交
換 
硬質塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 VB 25A 17 
硬質塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 VB 32A 46 
同上継手類 276 
同上支持金物類 23 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ式量水器 94 
ｹﾞｰﾄパイプ 12 
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ継手 43 
消耗品雑材料費 18 
小計 618 
排
水
通
気
設
備 
劣化対策/改修対策 
排水用塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 DVLP 
40A 
34 経
年
劣
化
し
た
塩
ビ
製
排
水
管
を
排
水
用
塩
ビ
ラ
イ
ニ
ン
グ
鋼
管
に
改
修
交
換 
排水用塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 DVLP 
50A 
50 
排水用塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 DVLP 
75A 
120 
排水用塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 DVLP 
100A 
149 
同上継手類 636 
同上支持金物類 53 
配管用炭素鋼管 SGP 40A 9 
配管用炭素鋼管 SGP 50A 35 
同上継手類 22 
同上支持金物類 7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
及
び
ガ
ス
設
備
工
事 
排
水
通
気
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ 10k 50A 17 
経
年
劣
化
し
た
塩
ビ
製
排
水
管
を
排
水
用
塩
ビ
ラ
イ
ニ
ン
グ
鋼
管
に
改
修
交
換 
ｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ 10k 75A 41 
ﾁｬｯｷｲﾊﾞﾌﾞﾙ 50A 15 
ﾁｬｯｷｲﾊﾞﾌﾞﾙ 75A 37 
床上掃除口 COA 75A 20 
床上掃除口 COA 100A 55 
圧力計 12 
消耗品雑材料費 40 
小計 1,352 
給排水衛生設備・ガス設備工事計 21,867  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
給
排
水
衛
生
設
備 
及
び
ガ
ス
設
備
工
事 
 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,970 9.01% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 437 2.00% 
法対策/改修対策 162 0.74% 
改修対策 7,582 34.67% 
劣化対策/改修対策 11,716 53.58% 
 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備及びガス設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備及びガス設備の６要因別構成から、本事例の給排水衛生設備
及びガス設備工事は劣化対策、法対策、法対策／改修対策、改修対策及び劣化対策
／改修対策の５要因から構成されている。構成比は劣化対策約９％、法対策約２％、
法対策／改修対策約１％、改修対策約 35％及び劣化対策／改修対策約 53％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備及びガス設備工事の６要因別活用コスト構
成の実態は、下記の①、②ように本事例の賃貸による継続利用という運用特性を反
映したものであると考えられる。 
 
①顧客や社会的ニーズが建物の清潔感や衛生環境を重視するようになりトイレ、
洗面等の水廻りに対する関心度が高まる傾向にあるために、顧客や社会的ニー
ズに対応した衛生器具等の劣化対策を含む Value Up、イメージアップを図る改
修対策が施され改修対策が大きな比重を占めている。 
②同時に築後 34年を経ていることから経年劣化による給水管、排水管等の衛生環
境への影響が無視できない状況であることから衛生環境をステージアップする
ために、劣化した給排水管を塩ビライニング鋼管による交換改修を行ったため
劣化対策／改修対策が大きな比重を占めている。 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.６ 活用コスト：機械式駐車場、 
     昇降機設備及び外構工事 
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び
外
構
造
園
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
機
械
式
駐
車
場
設
備 
駐
車
場
外
部
改
修
工
事 
劣化対策 
立体駐車場廻り壁：ｱｸﾘﾙｼｼﾝ
樹脂塗装 
1,431 
 
立体駐車場廻り屋根：ﾌｯ素樹
脂塗装 
150 
ｱﾙﾐｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ張り 251 
出入口廻り三方抱き 31 
ｺｰﾅｰ役物 25 
    
庇天井ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1 
ｱﾙﾐ笠木ｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸﾞ塗装 25 
    
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ屋根高対候性ﾎﾟﾘｶｰ
ﾎﾞﾈｲﾄ 
137 
同上下鉄部 FE塗装 127 
同上幕板 131 
同上軒樋 212 
落し口 34 
竪樋 203 
ｻｲﾝ 20 
床：ｶﾗｸﾘｰﾄ 43 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ：FE塗装 17 
排水溝ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 3 
    
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ屋根用柱取り換え 136 
同上妻部ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ張り 282 
小計 3,259 
劣化対策 
誘導員詰所新設 350 
誘
導
員
詰
所
交
換
更
新 
ｼﾙﾊﾞｰﾒﾀﾘｯｸ塗装（詰所） 50 
物入（詰所） 255 
小計 655 
解
体
撤
去
工
事 
劣化対策 
作業員詰所撤去 63 
 
小計 63 
昇
降
機
設
備 
Ｅ
Ｌ
Ｖ 
劣化対策 
7~8F既存 ELV三方枠撤去 190 
 
小計 190 
機
械
式
駐
車
場
設
備 
解
体
撤
去
工
事 
法対策 
立体駐車場壁 ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ撤去 85 
駐
車
場
入
口
上
部
屋
根
材
が
可
燃
材
の
た
め
撤
去
更
新 
立体駐車場出入口枠 ｱﾙﾐﾊﾟﾈ
ﾙ撤去 
66 
立体駐車場ｺｰﾅｰｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ撤去 54 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ屋根材撤去 67 
小計 272 
昇
降
機
設
備 
Ｅ
Ｌ
Ｖ 
改修対策 
ELV改修（２基） 6,320  内
装
更
新 
小計 6,320  
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.６続き 
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び
外
構
工
事 
外
構
工
事 
客
土 改修対策 
植栽・客土 40 入
口
横
新
規 
小計 40 
駐
車
場 
道
路 
改修対策 
南側道路入口車乗入れ用ｽﾛｰ
ﾌﾟ 
50 
 
小計 50 
客
土
撤
去 
改修対策 
植栽撤去 63 
入
口
横 
客土撤去 22 
発生材処分 1,300 
小計 1,385 
機械式駐車場、昇降機及び外構計 12,234  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 4,167 34.06% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 272 2.22% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 7,795 63.72% 
改修対策/劣化対 0 0.00% 
 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
上表機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事６要因別構成から、本事例の機械式
駐車場・昇降機設備及び外構工事は劣化対策、法対対策及び改修対策の３要因で構
成されている。構成比は劣化対策約 34％、法対対策約２％及び改修対策約 64％であ
る。 
上記事項を考査すると機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事の６要因別活用コ
スト構成の実態は、下記の①、②、③ように本事例の賃貸による継続利用という運
用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①機械式駐車設備の外部劣化部の修繕等劣化対策が選択的に実施され、カーリフ
ト等の機器設備への対応は含まれていない。機械式駐車場は比較的顧客や社会
的ニーズが低いため全面的改修等の手当てがなされなかったものと考えられる 
②機械式駐車場入口上部の可燃性屋根は法不適合であり、撤去及び新規設置の法
対策を施したが活用コストに影響を及ぼすほど大ききくはない。 
③本工事内で顧客の満足度や直接的施設イメージに影響するのは昇降機（２基）
であり、昇降機の内部改装による Value Up、イメージアップに重点が置かれ改
修対策が全体の大きな比重を占めている。 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No２の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 18,890 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 14,398  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 75,560  
劣化対策/改修対策 0  
活用コスト小計  89,958  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 6,590 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 36,218  
劣化対策/法対策 669  
法対策 10,844  
法対策/改修対策 0  
改修対策 64,585 
劣化対策/改修対策 16,011  
活用コスト小計  36,218  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 21,300 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 850  
劣化対策/法対策 0  
法対策 9,878  
法対策/改修対策 2,888  
改修対策 27,509 
劣化対策/改修対策 12,208  
活用コスト小計  53,333  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 13,800 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 1,653  
法対策/改修対策 0  
改修対策 15,004  
劣化対策/改修対策 15,758  
活用コスト小計  32,415  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 2,480 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,970  
劣化対策/法対策 0  
法対策 437  
法対策/改修対策 162  
改修対策 7,582  
劣化対策/改修対策 11,716  
活用コスト小計  21,867  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 9,000 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 4,167  
劣化対策/法対策 0  
法対策 272 
法対策/改修対策 0  
改修対策 7,795  
劣化対策/改修対策 0  
活用コスト小計  12,234  
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№２の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
６要因分類 工種 活用コスト(千円） 
活用コスト 
合計(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事計 14,398  
57,603  17.04% 
建築内部工事計 36,218  
電気設備工事計 850  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 1,970  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構造園工事計 
4,167  
劣化対策/法対策 
建築外部工事計 0  
669  0.20% 
建築内部工事計 669  
電気設備工事計 0  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 0  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構造園工事計 
0  
法対策 
建築外部工事計 0  
23,084  6.83% 
建築内部工事計 10,844  
電気設備工事計 9,878  
空調換気設備工事計 1,653  
給排水衛生設備計 437  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構造園工事計 
272  
法対策/改修対策 
建築外部工事計 0  
3,050  0.90% 
建築内部工事計 0  
電気設備工事計 2,888  
空調換気設備工事計 0  
給排水衛生設備計 162  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構造園工事計 
0  
改修対策 
建築外部工事計 75,560  
198,035  58.57% 
建築内部工事計 64,585  
電気設備工事計 27,509  
空調換気設備工事計 15,004  
給排水衛生設備計 7,582  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構造園工事計 
7,795  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事計 0  
55,693  16.47% 
建築内部工事計 16,011  
電気設備工事計 12,208  
空調換気設備工事計 15,758  
給排水衛生設備計 11,716  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構造園工事計 
0  
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 25,480  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 54,783   
劣化対策/法対策 669   
法対策 11,116   
法対策/改修対策 0   
改修対策 147,940   
劣化対策/改修対策 16,011   
活用コスト小計  230,247   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 46,580  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 2,820   
劣化対策/法対策 0   
法対策 11,968   
法対策/改修対策 3,050   
改修対策 50,095   
劣化対策/改修対策 39,682   
活用コスト小計  107,887  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 72,060  
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 57,603  4,672 
劣化対策/法対策 669  55 
法対策 23,084  1,872 
法対策/改修対策 3,050  246 
改修対策 198,035  16,057 
劣化対策/改修対策 55,693  4,514 
活用コスト小計  338,134  27,416 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１０）６要因別ストック活用実態構成 
     下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。
また図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６要因分類 活用コスト（千円） ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  57,603  130,324.0  17.04% 
劣化対策/法対策 669  1,513.6  0.20% 
法対策 23,084  52,226.2  6.83% 
法対策/改修対策 3,050  6,900.5  0.90% 
改修対策 198,035  448,043.0  58.57% 
劣化対策/改修対策 55,693  126,002.3  16.47% 
表８ ６要因別事例№２活用コスト実態構成表 
図１ ６要因別活用コスト実態構成図 
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図２ 事例 NO2 ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９ ６要因別建築・設備工事コスト構成表 
6要因類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 
劣化対策  23.77% 54,783  2.62% 2,820  
劣化対策/法対策 0.29% 669  0.00% 0  
法対策 4.82% 11,116  11.12% 11,968  
法対策/改修対策 0.00% 0  2.83% 3,050  
改修対策 64.18% 147,940  46.55% 50,095  
劣化対策/改修対策 6.95% 16,011  36.87% 39,682  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ ６要因別設備活用コスト実態構成図 
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図３ ６要因別建築活用コスト実態構成図 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１１） 小括 
 
本事例№２の活用特性は築後 34 年を経た賃貸建物の全面改修による賃貸継続
運用ということである。その全面改修による継続運用法が活用コストの６要因の
構成にも大きく影響し、活用時の運用収益に直接影響する改修対策が最も大きな
比重を占めている。劣化対策と劣化対策／改修対策がほぼ同程度で、この３要因
が活用コストに大きく影響している。遵法性には大きな問題は無いため、法対策
要因のストック活用コストへの影響は小さい。 
 
本事例№２の６要因別活用構成は
劣化対策、劣化対策／法対策、法対
策、法対策／改修対策、改修対策及
び劣化対策／改修対策の６要因で
構成されている。構成比は劣化対策
約 17％(57,603)、劣化対策／法対
策約 0.2％(669)、法対策約７％
(23,084)、法対策／改修対策約１％
(3,050)、改修対策約 59％(198,035)
及び劣化対策／改修対策約 16％
(55,693)である 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように賃貸事務
所ビルの継続運用に伴う特性を反映したもので、円滑なストック活用が図られてい
ると考えられる。 
①本事例が築年数 34年と古い建物であることから物理的劣化が進行しているこ
とが想定されるため、建物価値の保全に対応した劣化対策も重要となっている。 
②全面改修による賃貸継続運用という運用法から、賃貸建物の運用収益に直接影
響を及ぼす改修対策（内・外部の Value up、イメージアップ、及び賃貸事務所
部分の OA対策、照明・空調環境向上等、賃貸建物への社会的ニーズの充足と、
周辺競合ビルとの競争力の強化）が重要視されたことから、改修対策が大きな
比重を占めている。 
③また遵法性には大きな問題は無いため、法対策要因のストック活用コストへの
影響は小さいが、全面改修に伴う法対策関連として法対策、劣化対策／法対策、
法対策／改修対策が継続運用のためには重要である。
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）対象事例紹介 
№３ ＰＭビル [松戸市松戸、築経年 34年、17,039.71㎡] 
 
（２）事例№３の活用に係る事項 
本事例№３はＪＲ東日本と新京成線松戸駅駅前広場に面する築年数 34 年
の地下２階地上９階建の賃貸複合用途ビル（遊技場・店舗・事務所）である。 
本事例における建物活用手法は、下記三項に纏められる。 
①現在の既稼働の３階遊技場を物販１店舗、飲食２店舗へ用途変更し 
②現在の既稼働の４階遊技場を物販１店舗への用途変更へ用途変更 
③上記用途変更に合わせて、建物の value up イメージアップを図る 
現在遊技場として稼働している３，４階を用途変更することで賃貸収入等
運用収益増収等運用性の向上を図り、同時に用途変更に伴う各階の劣化対策
及び改修対策の実施により、当該建物の value up イメージアップを図るこ
とを目的とした大規模改修である。 
 
（３）事例№３の劣化診断（ＥＲ指摘）及び修繕計画：劣化対策 
事例№３の物的劣化診断で短期対応を要するのは下表１の短期に記載され
ている事項であり、他は長期対応事項である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１ ＥＲ劣化診断に基づく類型基準 
      ：指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外部
敷地 
外構 
①東側犬走りﾀｲﾙ面の破損部 
②１階ｴﾝﾄﾗﾝｽ床石貼り面目地破損 
破損部張替え 
破損目地修復 
長
期 
構
造 
全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
旧耐震設計の建物 耐震診断、補強の義務あり 
部位・修繕時期 劣化状況  
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上  
天井 
①３階ﾍﾟﾃﾞｨｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯｷ床裏の 
漏水箇所 
漏水受設備設置及び天井汚染 
個所塗装補修 
外壁   
ｼｰﾘﾝｸﾞ   
外部鉄部 ①外部鉄部の発錆部 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
外部鋼製建具 ①外部鋼製建具の発錆部 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
外部金物 ①３階ﾍﾟﾃﾞｨｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯｷｽﾁｰﾙ製手摺 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
屋外階段   
外部雑工事 ①北側塔屋外壁看板鉄骨仮構面 
発錆部 
塗装補修 
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表１.２ ＥＲ劣化診断に基づく類型基準 
      ：指摘事項 
長
期 
外
部
仕
上
げ 
床   
外壁 
①外壁ﾈｵﾊﾟﾘｴ貼り仕上外壁面の汚損 
②外壁ｱﾙﾐｻｯｼ及びｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ貼り仕上外
壁面の汚損 
③外部ＡＬＣ版面の吹付ﾀｲﾙ面の汚損 
洗浄 
洗浄 
 
洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
ｼｰﾘﾝｸﾞ 
①各所劣化ｼｰﾘﾝｸﾞ部・外壁伸縮目地ｼｰ
ﾘﾝｸ・ＡＬＣ版目地・ﾈｵﾊﾟﾘｴ目地 
②塔屋屋上ｱﾙﾐ笠木面ｼﾞｮｲﾝﾄｼｰﾘﾝｸﾞ 
劣化 
→
打替え更新 
ｵｰﾊﾞｰﾌﾞﾘｯｼﾞ工法のよるｼｰﾘﾝｸﾞの
打替え 
外部鋼製建具   
外部鉄部   
部位・修繕時期 劣化状況・修繕  
短
期 
内
部
仕
上
げ 
床 
①後方 B階段室１階長尺塩ビｼｰﾄ 
②各所塩ビﾀｲﾙ 
張替更新 
張替更新 
天井 ①塔屋 EV機械室天井吹付け材 ｱｽﾍﾞｽﾄ調査 
内部鉄部 ①内部鉄部発錆部 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
内部鋼製建具 ①内部鋼製建具 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
各所塗装 ①各所塗装 仕上げ塗装更新 
内装ﾘﾆｭｰｱﾙ ①中央監視室内装 ﾘﾆｭｰｱﾙ 
雑工事 
①１階荷受室ｽﾁｰﾙｼｬｯﾀｰ 
②人荷用 EV籠内装 
整備補修 
仕上げ塗装更新 
長
期 
 壁 
①南側鉄骨階段室壁ボード貼り面及び
出入口ＳＤの塗装不具合部 
上塗装による更新 
内部建具   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
電
気
設
備 
受変電設備 
①屋外ｷｭｰﾋﾞｸﾙﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生部 
②動力盤ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生部 
③動力盤転倒防止対策 
塗装補修 
塗装補修 
支持固定 
非常電源設備 ①誘導灯及び非常照明ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 交換更新 
雑電気設備 
①ESP内電線配管防火区画貫通部端 
末処理耐火ﾊﾟﾃ劣化 
ﾊﾟﾃ処理補修 
長
期 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備   
防災器具設備 ①感知器類 交換更新 
雑電気設備 
①変圧器油 
②電力ﾒｰﾀｰ 
交換更新 
検査及び交換更新 
 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
空
調
換
気
設
備 
機器設備 
①空調屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝ汚損 
②小型空調屋外機転倒防止 
③空調屋内機天井ｶｾｯﾄ型ｺｲﾙ汚損 
支持金物固定 
洗浄 
ﾀﾞｸﾄ設備 
①地下１階ﾋﾟｯﾄ内受水槽室排気ﾀﾞｸﾄ 
貫通部 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ取付及び穴埋め処理 
配管設備 
①天井裏冷媒配管防火区画貫通部の耐
火ﾊﾟﾃ処理不具合部の処置及び防火ﾀﾞﾝ
ﾊﾟｰ、ﾀﾞｸﾄ貫通部の穴埋め不備部分の 
ﾊﾟﾃ処置補修 
雑補修   
長
期 
換気扇設備 換気扇ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ及び換気ﾀﾞｸﾄ汚損 清掃洗浄 
雑補修   
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表１.３ ＥＲ劣化診断に基づく類型基準 
      ：指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
給
排
水
衛
生
設
備 
衛生器具設備   
給水設備 
①EPS内揚水及び給水配管耐震対策 
②EPS内給水ﾒｰﾀｰ 
③受水槽内揚水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 
支持固定 
支持架台取付 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
給湯設備 ①電気貯湯式給湯器 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
排水通気設備 
①ESP内排水管耐震対策 
②給水・排水配管 
③湧水ﾎﾟﾝﾌﾟ 
支持固定 
清掃洗浄 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
 
設備雑工事 ①給排水衛生設備雑補修工事 補修 
長
期 
給水設備   
給湯設備   
排水通気設備 
①雑排水及び汚水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 
②湧水･雑排水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 
③給水・排水配管 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
補修更新 
清掃洗浄 
消化設備 
①連結送水配管及び放水口格納箱②消
火器 
塗装補修 
交換更新 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
当該建物は用途変更による短期賃貸利用ということであり、試行分類への
準拠を考慮しＥＲに計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年以内と 3 年
以内で計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ER計上(単位：千円) 
 工種  項目 緊急及び１年 
以内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部
工
事 
劣化対策 屋根 300 0 300 
外装 0 11,330 11,330 
ｼｰﾘﾝｸﾞ 0 3,160 3,160 
外部建具、金物 740 0 740 
外部雑 280 0 280 
建築外部小計 1,320 14,490 15,810 
建
築
内
部
工
事 
劣化対策 
内部床 680 400 1,080 
内部壁 2,700 0 2,700 
内部天井 0 0 0 
内部建具 670 600 1,270 
内部雑 440 0 440 
 建築内部工事小計 4,490 1,000 5,490 
電
気
設
備
工
事 
劣化対策  
受変電設備 0 0 0 
非常電源設備 170 0 170 
幹線動力設備 0 0 0 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 0 9,040 9,040 
防災電気設備 60 120 180 
弱電設備 0 1,040 1,040 
雑工事 200 0 200 
電気設備小計 430 10,200 10,630 
空
調
換
気
設
備
工
事 
劣化対策 
機器設備 0 0 0 
ﾀﾞｸﾄ設備 120 15,040 15,160 
配管設備 0 0 0 
換気・排煙設備 0 0 0 
雑補修 150 3,600 3,750 
空調換気設備小計 270 18,640 18,910 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
劣化対策 
衛生器具設備 0 0 0 
給水設備 0 1,600 1,600 
給湯設備 0 0 0 
排水通気設備 0 1,680 1,680 
消化設備 0 1,360 1,360 
雑工事 120 600 720 
給排水衛生設備小計 120 5,240 5,360 
機
械
駐
車
、 
昇
降
機
設
備 
劣化対策 
昇降機設備 0 8,000 8000 
機械駐車設備 0 0 0 
 外構工事 0 440 440 
機械駐車、昇降機設備等小計  8,440 8,440 
 ＥＲ指摘劣化対策合計 6,630 58,010 64,640 
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（５）．法対策（遵法性調査指摘事項）及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
下表３の緊急及び１年以内に記載事項は直近の是正事項であり優先
的に修繕･更新した。 
 
本事例№３は３，４階の用途変更（遊技場から飲食、物販）のため確認申請の
必要がある。ＥＲの遵法性についての指摘は、容積率が既存不適格（新築時は容
積制限なし)と指摘されたほか、耐震改修促進法等努力義務の指摘はあるが、遵法
当該建物に法的な不適合の指摘はない。 
 
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性 
    ：ＥＲ指摘事項  
遵
法
性 
時
期 建築基準関係規定等 現状適否 是正方法 
緊
急
及
び1
年
以
内 
集
団 
規
定 
建蔽率 
①法定建蔽率 100％、 
現況建蔽率 71％ 
適合 
容積率 
①法定容積率 600％、 
現況容積率 758％ 
＊新築時容積率規定なし 
既存不適格 
 
単
体 
規
定 
建築施工令 
建築改正基準法 
①屋内避難階段手摺一部未
設置 
②昇降機の防火遮煙設備未
設置 
手摺設置 
 
防火遮煙設備設置 
 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。
但し上記４項目に対応が必要。 
 
時
期 建築基準関係規定等 現状適否 是正方法 
長
期 
用
途 
制
限 
用途制限 
文教地域 
①商業地域 
②該当せず 
適合 
 
建
築 
制
限 
防火地区 
道路斜線 
道路計画 
①防火地域、耐火建築 
②斜線制限 1:1.5③駅前広場 
適合 
北側一部不適合 
整備完了済み 
そ
の
他
関
係
規
定
等 駐車場条例 付置義務 101台、現状 8台 既存不適格 
耐震改修促進法 旧耐震基準設計 耐震診断努力義務あり 
ハートビル法 2000m2以上遊技場＊改修時等
には現法適用に留意 
適用 
 
市条例 敷地内避難路の確保 適合 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。
但し上記２項目に留意が必要。 
 
 
ⅱ)遵法性：短期指摘事項対応（３年以下） 
遵法性の短期指摘事項は上表の「短期」に記する 
: 長期指摘事項対応（３年以上） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」項目に記する。 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例№３は賃貸複合用途ビルの３，４階の用途変更（遊技場から飲食店
舗、物販店舗）及び用途変更に伴う Value up、イメージアップを運用目的と
したＥＲ指摘事項を含んだ修繕・更新及び改修工事であり、運用法が活用コ
ストに強く反映されるストック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
外
部
改
修
工
事 
外
壁
新
設 改修対策 
押出し成形型ｾﾒﾝﾄ版ｱｽﾛｯｸ 250 新
規
外
壁
設
置 小計 250 
建築外部実施施工費計 250  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0  0.00% 
劣化対策/法対策 0  0.00% 
法対策 0  0.00% 
法対策/改修対策 0  0.00% 
改修対策 250  100.00% 
劣化対策/改修対策 0  0.00% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
上表建築外部工事６要因別構成から、事例№３の建築外部工事は改修対策１要因
である。 
 
本事例は３，４階の用途変更とそれに伴う付帯工事であり、上記建築外部工事は
用途変更後の物販、飲食店舗利用者の利便性に配慮して設置された ATM の専用通用
口の新設工事である。ATMの専用通用口ということから防犯性が重視され、既設ガ
ラスドアを撤去し、成形セメント版を用いて外壁を新設して防犯型の鋼製建具を設
置することで防犯性能の向上を図っている。 
上記より本事例の建築外部工事は成形セメント版外壁新設の改修対策のみとなっ
ている 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
４
階 
４
階
占
有
部
内
天
井
・
梁
塗
装
工
事 劣化対策 
 
仮設 299  
 
塗装養生 791  
天井塗装 2,027  
配管塗装 200  
資材搬入小運搬 30  
資材運搬費 20  
発生材処分費 25  
小計 3,392  
３
階
内
装
工
事 
区
画
壁
仮
囲
い
・
撤
去 
劣化対策 
A区画壁仮囲い取付・撤去 LGS+
ボード（2面） 
1,020 
 
B区画既存壁撤去 195 
C区画既存壁撤去 255 
小計 1,470 
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り 
改
修 
劣化対策 
既存パネル塗装 201 
 
照明器具ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 30 
小計 231  
Ｃ
区
画
～
通
路
歩
廊 
劣化対策 
既存ｶﾞﾗｽ扉撤去 150 
 
小計 150 
天井塗装 EP 3,078 
壁塗装 EP 302 
小計 3,380 
歩
廊
１
～
２
通
り 
劣化対策 
天井復旧 247 
 
床下地処理 302 
床仕上げ 130 
同上 1,982 
小計 2,661  
劣化対策 
施工ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 196 
 
小計 196 
３
階
内
装
工
事
【
撤
去
工
事
】 
【
Ｅ
ＬⅤ
廻
り
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り
】 
劣化対策 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ床及び搬出経路養生 209  
 
飾り天井撤去 鉄骨下地共 280  
歩廊一部天井撤去 61  
既存仮囲い撤去 130  
ｼｬｯﾀｰ撤去 54  
ｴﾝﾄﾗﾝｽ床ﾊｶﾞｼ 525  
C区画既存壁撤去 255  
B区画既存壁撤去 195  
廃材搬出 210  
場内小運搬、片付け清掃 230  
廃材処分費、 255  
同上 224  
同上 150  
小計 2,778  
４
Ｆ
改
修
工
事 
【
Ｅ
ＬⅤ
廻
り
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー 
廻
り
】 
劣化対策 
天井塗装 2,214 
 
壁塗装 120 
床下地処理 115 
小計 2,449  
劣化対策 
床仕上げ 176 
 
同上 2,058 
端部見切金物取付 161 
小計 2,395 
劣化対策 
既存ﾊﾟﾈﾙ塗装 202 
 
照明器具ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 30 
小計 232  
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １１９ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
４
Ｆ
改
修
工
事 
【
Ｅ
ＬⅤ
廻
り
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り
】 
劣化対策 
消火栓 BOX壁 LBS 56   
ELV枠下地 ST 44  
柱型壁下地処理ﾓﾙﾀﾙ補修 31  
既存梁・壁下下地処理ﾓﾙﾀﾙ補修 35  
既存壁 GL、PB取付 40  
小計 206  
ト
イ
レ
廻
り
改
修
工
事 
劣化対策 
竣工ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 80 
 
小計 80  
３
～
５
階 
３
・
４
階
シ
ャ
ッ
タ
ー
取
付
け
区
画
形
成 
法対策 
３階ﾃﾅﾝﾄ側   区
画
変
更
に
伴
う
新
た
な
防
火
区
画
を
防
火
シ
ャ
ッ
タ
ー
の
よ
り
形
成 
防火ｼｬｯﾀｰ本体 992  
同上 1,048  
電動開閉装置 562  
潜り戸常閉 179  
ｽﾁｰﾙ箱形ﾚｰﾙ 23  
防錆塗装 102  
小計 2,906  
法対策 
４階ｴｽｶﾚｰﾄ側   同
上 防火ｼｬｯﾀｰ本体 775  
電動開閉装置 229  
潜り戸常閉 331  
ｽﾁｰﾙ箱形ﾚｰﾙ 23  
防錆塗装 68  
小計 1,426  
法対策 
取付工事 857  
防
火
シ
ャ
ッ
タ
ー
雑
工
事 
補扉取付工事 115  
二次側配線調整費 242  
手動開閉装置取付費 127  
避難時停止装置結線調整費 213  
結線調整費 69  
搬入費 340  
小計 1,963  
３
階
内
装
工
事 
区
画
壁
仮
囲
い
・
撤
去 
法対策 
B区画壁新設 741 防
火
区
画
壁
新
設 
C区画壁新設 969 
小計 1,710 
法対策 
B区画 SD取付 152 
同
上 B区画 FIX窓取付 365 
同上 345 
B・C区画 SD取付 240 
小計 1,102 
４
Ｆ
改
修
工
事 
空
調
器
機
械
室 
法対策 
SD取付 245 防
火
扉
新
設 
小計 245 
Ｅ
ＬⅤ
廻
り
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り 
法対策 
SD４ 245  
同
上 SD５ 289  
SD10 58  
LSD１ 450  
LSD２ 282  
小計 1,324  
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
 
３
～
５
階 
４
階
床
塞
ぎ
工
事 
法対策/改修対策 
仮設工事 500  
防
火
区
画
貫
通
吹
抜
け
を
塞
ぐ
床
設
置 
鉄骨製作搬入費 300  
鉄骨取付費 500  
床工事 1,300  
既存鉄骨加工 400  
既存鉄骨撤去 300  
搬出処分 200  
小計 3,500  
建
築
内
部
工
事 
３
～
５
階 
３
・
４
・
５
階
パ
ニ
ッ
ク
オ
ー
プ
ン
設
置
工
事 
改修対策 
電気錠 200 
非
常
用
新
設 
電気錠制御盤 264 
面付通電金物 13 
刻み込み通電金物 13 
面付通電金物 7 
化粧版 21 
扉加工費 150 
電気錠取付 70 
制御盤取付結線調整費 250 
配線工事費 200 
試験立会費 18 
雑材消耗品 36 
発生剤処分 36 
運搬費 64 
小計 1,342 
４
階
機
械
室
壁
撤
去
工
事 
改修対策 
仮設 30  
区
画
の
変
更
に
伴
う
既
存
壁
の
撤
去 仮設資材ﾘｰｽ 129  
同上運搬費 112  
損料 35  
躯体 RC壁斫撤去 180  
廃材運搬費 180  
清掃片付け費 50  
発生材処分 130  
廃材運搬費 168  
小計 1,014  
Ｅ
ＬⅤ
廻
り
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り 
 改修対策 
C 区画既存管理用ｼｬｯﾀｰ錠 BOX
移設 
65 防
犯
扉
の
新
設 
ATM通路 SD取付 250 
小計 315 
４
Ｆ
改
修
工
事 
【
ト
イ
レ
廻
り
改
修
工
事
】 
 改修対策 
土間ｺﾝｸﾘｰﾄ資材費 72 
ト
イ
レ
廻
り
の
形
状
・
仕
様
の
変
更
よ
る
改
修
。 
ﾎﾟﾝﾌﾟ車 65 
配管延長 40 
打設人員 66 
ｺﾝｸﾘｰﾄ押さえ 33 
PS ﾌﾞﾛｯｸ壁 300 
天井ｱﾝｶｰ打設 54 
間仕切ｺﾝﾊﾟﾈ貼り 70 
壁 PB貼り 148 
天井・壁塗装下地 112 
同上塗装 192 
土間左官補修 22 
同上床仕上げ 257 
SUS巾木 196 
半硬質塩ビ巾木 18 
ｺｰﾅｰｶﾞｰﾄﾞ 60 
    天井点検口取付 20 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
４
Ｆ
改
修
工
事 
【
ト
イ
レ
廻
り
改
修
工
事
】 
 改修対策 
ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ：男子 170  
ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ：女子 255 
SK ﾌﾞｰｽ取付 45 
仕切り版 30 
副資材金物費 72 
上記取付費 180 
壁面化粧塩ビｼｰﾄ貼り 104 
同上 46 
同上 138 
男子ｶｳﾝﾀｰ天板取付 67 
女子ｶｳﾝﾀｰ天板取付 100 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ笠木取付 66 
同上 30 
ｶｳﾝﾀｰ製作：男子 180 
ｶ u ﾝﾀｰ製作：女子 220 
上記搬入取付 65 
汚垂石取付 120 
新規鏡取付 120 
手摺取付：大便器用 5 
手摺取付：小便器用 5 
ﾍﾞﾋﾞｰｷｬｯﾁｬｰ取付 20 
ﾍﾞﾋﾞｰﾍﾞｯﾄﾞ取付 5 
取合いｼｰﾘﾝｸﾞ 60 
雑塗装 26 
小計 4,593 
サ
イ
ン
工
事 
 改修対策 
扉 室名サイン   
デ
ザ
イ
ン
の
一
新
等
、
サ
イ
ン
類
の
全
面
的
改
修 
PS 13 
PS（A) 6 
PS（C) 8 
PS(D) 5 
PS（E) 4 
PS(F) 7 
EPS 9 
A階段 8 
B階段 9 
C階段 9 
D階段 1 
空調機械室（A) 10 
空調機械室（B),EPS・PS(B) 28 
ｽﾄｯｸｽﾍﾟｰｽ 12 
ﾎﾟﾝﾌﾟ室（湧水） 2 
ﾎﾟﾝﾌﾟ室（揚水） 2 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ室 5 
受水室 2 
電気室 1 
東京電力受電借り室 1 
自家発電室 2 
中央監視室 2 
警備員休憩室 2 
清掃員控室 2 
掃除用具 2 
   
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １２２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
サ
イ
ン
工
事 
 改修対策 
扉 室名サイン    
防災ｾﾝﾀｰ 2 
便所 8 
給湯室 6 
非常用侵入口 16 
ELV機械室 2 
ELV機械室（PH屋上） 2 
消火栓 3 
総合案内サイン 1,187 
上部垂れ壁 13 
上記ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 34 
腰壁 16 
上記ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 43 
巾木 50 
化粧目地 208 
ｼｰﾄ文字 18 
ﾌﾛｱ案内 2 420 
鍵面階数表示 88 
盤面 ﾗｲﾝ 8 
盤面ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 9 
  
点字サイン   
③案内設備（点字） 190 
  
ﾌﾛｱ案内ﾋﾟｸﾄｻｲﾝ   
①ELV前 案内板 504 
②ELV籠内 案内板 126 
④車椅子使用者用便房 標識 24 
⑤同上 15 
⑥便所（M)標識 15 
⑦便所（W)標識 15 
⑧ELV標識 32 
⑨便所等誘導標識 28 
⑩ｴｳｶﾚｰﾀｰ UP 15 
⑪ｴｽｶﾚｰﾀｰ DOWN 15 
⑫ﾌﾛｱ案内板 168 
⑬便所等誘導標識 吊下げ型 31 
小計 3,463 
１
Ｆ 
１
Ｆ
メ
ー
ル
ボ
ッ
ク
ス
交
換
工
事 
劣化対策/改修対策 
既設撤去 40 古
く
な
っ
た
メ
ー
ル
ボ
ッ
ク
ス
の
交
換
に
よ
る
仕
様
ア
ッ
プ 新設メールボックス 462 
同上取付費 63 
副資材 5 
撤去処分費 8 
小計 578 
３
～
５
階 
３
・
４
階
Ｐ
Ｓ
ブ
ロ
ッ
ク
撤
去
・
Ｌ
Ｇ
Ｓ
新
設
工
事 
劣化対策/改修対策 
４階既存壁撤去 150  
不
具
合
既
存
壁
の
撤
去
及
び
仕
様
の
異
な
る
新
壁
設
置 
４階新規壁補修費  LGS補強
含む２か所 
300  
剥離消費材 150  
立会検査費 98  
一次側電源配線工事 150  
発生剤処分 100  
小計 948  
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
３
～
５
階 
３
・
４
階
Ｐ
Ｓ
ブ
ロ
ッ
ク
撤
去
・
Ｌ
Ｇ
Ｓ
新
設
工
事 
劣化対策/改修対策 
仮設足場 20   
PS ﾌﾞﾛｯｸ壁撤去 105  
間仕切り壁 LGS下地 90  
間仕切り壁 PB２層貼 210  
場内運搬費 46  
廃材運搬費 69  
清掃片付け 18  
発生剤処分 101  
廃材運搬車両 168  
小計 827  
３
階
内
装
工
事 
Ｅ
ＬⅤ
廻
デ
ザ
イ
ン
改
修 
劣化対策/改修対策 
壁ﾀﾞｲﾉｯｸﾌｨﾙﾑ 75 
Ｅ
ＬⅤ
の
劣
化
部
を
仕
様
変
更
に
よ
るⅤ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
 
同上 75 
下地処理 25 
施工費 75 
床警告点字鋲 135 
同上 238 
小計 623 
 
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り
改
修 
劣化対策/改修対策 
区画壁ﾀﾞｲﾉｯｸﾌｨﾙﾑ下地処理共 350 
同
上 
小計 350  
４
Ｆ
改
修
工
事 
Ｅ
ＬⅤ
廻
り
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
廻
り 
劣化対策/改修対策       
壁ﾀﾞｲﾉｯｸﾌｨﾙﾑ 70  
同
上 同上 55  
下地処理ｶｲｶﾙ板 50  
ﾀﾞｲﾉｯｸﾌｨﾙﾑ施工費 75  
巾木取付 SUS 425  
ｺｰﾅｰｱｰﾄﾞ SUS 96  
小計 771  
劣化対策/改修対策        
ELV横ﾄｲﾚ内装 760 
同
上 ELV横ﾄｲﾚﾊﾟｰﾃｨｼｮﾝ 160 
小計 920  
劣化対策/改修対策        
給湯室壁新設 80 
同
上 給湯室内装工事 150 
小計 230  
建築内部総計 49,770   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 19,620 39.4% 
劣化対策/法対策 0 0.0% 
法対策 10,676 21.5% 
法対策/改修対策 3,500  7.0% 
改修対策 10,727  21.6% 
劣化対策/改修対策 5,247 10.5% 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№３建築内部工事は劣化対策、法対策、
法対策／改修対策、改修対策及び劣化対策/改修対策の５要因から構成されている。
構成比は劣化対策約 39％、法対策約 22％、法対策／改修対策約７％、改修対策約
22％、劣化対策/改修対策約 10％となっている。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②、③、④に示すよ
うに本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例は築年数 34年と古い建物の３，４階の既稼働遊技場から物販、飲食店舗
への用途変更であるが、全面的撤去、新設による改修では負荷が過大となり運
用上の支障となる可能性があることから、既存部位活用のための劣化対策が重
要視され負荷の軽減が図られている。 
  具体的には４階専用部内の天井・梁や３階通路部及び３，４階のＥＬＶ、エ
スカレーター廻りに劣化対策が施されたことにより、劣化対策の比重が大きな
ものとなっている。 
②用途変更に伴い防火区画が変更されていることから新たな防火区画成立が重要
である。そのため防火シャッター、防火タイプ区画壁、防火戸を設置すること
で防火区画による安全性の確保と円滑な利用が図られていることから、法対策
の比重も大きなものとなっている。 
③利用者の関心度の高い水廻り等や、ＥＬＶ、エスカレーター廻りの改修対策が
実施され、同時に利用者の利便性を高めるサインの全面改修も実施され満足度
の向上が図られている。またパニックオープンドアが設置され非常時の安全性
の確保も図られていることから改修対策の比重も法対策同様大きなものとなっ
ている。 
④パイプスペース区画壁やＥＬＶ、エスカレーター廻りの仕様変更による改修対
策が実施され value up イメージアップが図られている。 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
３
階
幹
線
動
力
設
備 
劣化対策 
産廃処理費 20 
 
運搬費 16 
小計 36 
４
階
幹
線
動
力
設
備 
劣化対策 
産廃処理費 50  
運搬費 63 
小計 113 
既
存
分
電
盤
・
照
明 
器
具
撤
去 
劣化対策 
既存配線撤去 50  
分電盤撤去 230 
雑材消耗品 9 
廃材運搬費 115 
発生材処分費 280 
雑材消耗品 12 
現場雑費 35 
小計 731 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
工
事 
３
階
電
灯 
設
備
工
事 
劣化対策 
産廃処理費 40  
運搬費 175 
小計 215 
４
階
電
灯 
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 99  
産廃処理費 40 
運搬費 103 
小計 242 
誘
導
灯
設
備 
３
階
誘
導
灯
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 33  
産廃処理費 20 
運搬費 16 
小計 69 
４
階
誘
導
灯 
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 31  
産廃処理費 20 
運搬費 16 
小計 67 
非
常
照
明
設
備 
３
階
非
常
照
明
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 44  
産廃処理費 20 
運搬費 17 
小計 81 
４
階
非
常
照
明
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 63  
産廃処理費 30 
運搬費 22 
小計 115 
非
常
用
放
送
設
備 
（
法
対
策
） 
３
階
非
常
放
送
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 23  
産廃処理費 20 
運搬費 11 
小計 54 
４
階
非
常
放
送
設
備
工
事 
劣化対策 
撤去費 23  
産廃処理費 20 
運搬費 11 
小計 54 
自
動
火
災
報
知
機
設
備
（
法
対
策
） 
３
階
自
動
火
災
報
知
設
備 
劣化対策 
撤去費 37  
産廃処理費 20 
運搬費 22 
小計 79 
４
階
自
動
火
災
報
知
設
備 
劣化対策 
撤去費 36  
産廃処理費 20 
運搬費 20 
小計 76 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １２６ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
３
階
幹
線
動
力
設
備 
法対策 
防火区画貫通処理 9 新
配
線
の
防
火
区
画
貫
通
処
理 小計 9 
４
階
幹
線
動
力
設
備
工
事 
法対策 
防火区画貫通処理 15 同
上 同上 24 
小計 39 
３
・
４
・
５
階
パ
ニ
ッ
ク
オ
ー
プ
ン
用
感
知
器
追
加
工
事 
３
階
シ
ャ
ッ
タ
ー 
法対策 
煙感知器 35 
法
定
非
常
用
設
備
設
置 
ｼｬｯﾀｰ一次等閉鎖装置   
ｹｰﾌﾞﾙ HP-1.2-3C 7 
ｹｰﾌﾞﾙ AE0.9-4C 1 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 3 
感知器取付ﾎﾞｯｸｽ 4 
雑材消耗品 3 
電工費 80 
機器取付費 55 
試験調整費 28 
運搬費 4 
現場経費 11 
小計 231 
４
階
シ
ャ
ッ
タ
ー 
法対策 
煙感知器 28 
同
上 ｼｬｯﾀｰ一次等閉鎖装置   
電気操作盤   
ｹｰﾌﾞﾙ HP-1.2-3C 6 
ｹｰﾌﾞﾙ AE0.9-4C 1 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 2 
感知器取付ﾎﾞｯｸｽ 2 
雑材消耗品 1 
電工費 50 
機器取付費 42 
試験調整費 21 
運搬費 3 
現場経費 8 
小計 164 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
３
階
電
灯 
設
備
工
事 
法対策 
防火区画貫通処理 9 
 
小計 9 
誘
導
灯
設
備 
３
階
誘
導
灯
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 1 
法
定
避
難
用
設
備
配
線 
ｹｰﾌﾞﾙ 23 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 10 
誘導灯 105 
同上 17 
同上 75 
同上 66 
消耗品雑材料 15 
電工費 111 
塗装費 2 
消防申請・検査立会 35 
現場雑費 27 
小計 487 
法対策 
防火区画貫通処理 9  
小計 9 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １２７ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
誘
導
灯
設
備 
４
階
誘
導
灯
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 1 
法
定
避
難
用
設
備
配
線 
ｹｰﾌﾞﾙ 23 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 10 
誘導灯 87 
同上 19 
同上 132 
消耗品雑材料 14 
電工費 105 
塗装費 2 
交通運搬費 12 
消防申請・検査立会 70 
現場雑費 27 
小計 502 
非
常
照
明
設
備 
３
階
非
常
照
明
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 1 
法
定
非
常
用
照
明
配
線
及
び
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 46 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 12 
非常照明器具 10 
同上 253 
消耗品雑材料 17 
電工費 146 
塗装費 2 
現場雑費 29 
小計 516 
法対策 
防火区画貫通処理 12  
小計 12 
４
階
非
常
照
明
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 3 
法
定
非
常
用
照
明
配
線
及
び
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 62 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 17 
非常照明器具 313 
消耗品雑材料 20 
電工費 208 
塗装費 5 
現場雑費 37 
小計 665 
非
常
用
放
送
設
備
（
法
対
策
） 
３
階
非
常
放
送
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 2 
法
定
非
常
用
放
送
設
備
配
線
及
び
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 15 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 7 
ｽﾋﾟｰｶｰ 54 
同上 9 
消耗品雑材料 5 
電工費 77 
機器取付費 60 
試験調整費 30 
消防申請・検査立会 50 
塗装費 3 
現場雑費 19 
小計 331 
法対策 
防火区画貫通処理 15  
小計 15 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １２８ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
非
常
用
放
送
設
備
（
法
対
策
） 
４
階
非
常
放
送
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 2 
法
定
非
常
用
放
送
設
備
配
線
及
び
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 15 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 7 
ｽﾋﾟｰｶｰ 42 
同上 9 
消耗品雑材料 4 
電工費 75 
機器取付費 72 
試験調整費 36 
消防申請・検査立会 50 
塗装費 3 
現場雑費 19 
小計 334 
自
動
火
災
報
知
機
設
備
（
法
対
策
） 
３
階
自
動
火
災
報
知
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 4 
非
常
用
自
火
報
設
備
配
線
及
び
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 4 
ｹｰﾌﾞﾙ 6 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 12 
煙感知器 200 
消耗品雑材料 11 
電工費 124 
機器取付費 156 
試験調整費 78 
消防申請・検査立会 50 
塗装費 6 
現場雑費 37 
小計 688 
法対策 
防火区画貫通処理 9  
小計 9 
４
階
自
動
火
災
報
知
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 5 
非
常
用
自
火
報
設
備
配
線
及
び
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 1 
ｹｰﾌﾞﾙ 8 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 9 
煙感知器 177 
定温式感知器 3 
消耗品雑材料 10 
電工費 122 
機器取付費 156 
試験調整費 78 
消防申請・検査立会 50 
塗装費 7 
現場雑費 35 
小計 661 
防
排
煙
設
備 
３
階
防
排
煙
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 0 
法
定
防
煙
設
備
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 2 
ｹｰﾌﾞﾙ 7 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 3 
煙感知器 8 
自動閉鎖装置   
排煙口   
消耗品雑材料 2 
電工費 27 
機器取付費 48 
試験調整費 24 
ｴｽｶﾚｰﾀｰ･ｼｬｯﾀｰ調整費、連動制
御 
50 
塗装費 4 
運搬費 6 
現場雑費 10 
小計 191 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １２９ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
防
排
煙
設
備 
３
階
防
排
煙
設
備
工
事 
法対策 
防火区画貫通処理 15 
 
小計 15 
防
排
煙
設
備 
４
階
防
排
煙
設
備
工
事 
法対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 1 
法
定
防
煙
設
備
設
置 
ｹｰﾌﾞﾙ 1 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 1 
自動閉鎖装置 16 
排煙口   
消耗品雑材料 1 
電工費 7 
機器取付費 30 
試験調整費 15 
ｴｽｶﾚｰﾀｰ･ｼｬｯﾀｰ調整費、連動制
御 
50 
運搬費 4 
現場雑費 7 
小計 133 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
３
階
幹
線
動
力
設
備 
改修対策 
電線管 5 
区
画
変
更
に
伴
う
幹
線
の
新
規
配
線 
同上付属品 2 
同上支持材 2 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 2 
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ 21 
同上 8 
同上付属品 9 
同上支持材 3 
電線 1 
ｹｰﾌﾞﾙ 17 
同上 15 
同上 8 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 7 
動力盤 80 
動力盤 P-3-1 改修 70 
消耗品雑材料 13 
電工費 142  
塗装費 15 
機械室撤去費 30 
ｹｰﾌﾞﾙ撤去費 60 
現場雑費 28 
小計 538 
４
階
幹
線
動
力
設
備
工
事 
改修対策 
電線管 5 
同
上 同上付属品 2 
同上支持材 2 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 5 
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ 151 
同上 38 
同上付属品 57 
同上支持材 24 
電線 7 
ｹｰﾌﾞﾙ 66 
同上 18 
同上 19 
同上 97 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 26 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １３０ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
幹
線
動
力
設
備
工
事 
４
階
幹
線
動
力
設
備
工
事 
改修対策 
動力盤 70 
大
規
模
改
修
に
伴
う
盤
類
の
改
修
、
新
設 
動力盤 70 
動力盤 P-4-1改修 72 
電灯盤 L-4-3改修 78 
電灯盤 L-4-4改修 78 
電灯盤 M-4-5改修 70 
電灯盤 L-4-5,6改修 65 
電灯盤 L-4-共 改修 66 
消耗品雑材料 56 
電工費 638  
塗装費 27 
機械室撤去費 30 
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ･ｹｰﾌﾞﾙ撤去費 171 
産廃処理費 50 
運搬費 63 
現場雑費 108 
小計 2,229 
３
・
４
・
５
階
パ
ニ
ッ
ク
オ
ー
プ
ン
用
感
知
器
追
加
工
事 
５
階
電
気
錠
制
御
盤 
改修対策 
配線材 5  
雑材消耗品   
電工費 15 
機器取付費 18 
試験調整費 9 
運搬費 1 
現場雑費 3 
小計 51 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
空
調
配
線
類 
改修対策 
屋内電源配線工事 230 
新
規
空
調
用
配
線 屋外電源配線工事 150 
ﾘﾓｺﾝ用配線工事 350 
ﾘﾓｺﾝ取付費 210 
小計 940 
劣化対策 
電気工事 350  
ﾘﾓｺﾝ取付費 16 
小計 366 
３
階
電
灯
設
備
工
事 
改修対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 16 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
電
灯
配
線
及
び
器
具
設
置 
ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 2 
ｹｰﾌﾞﾙ 15 
同上 73 
同上 18 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 29 
ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ 14 
照明器具 3,260 
同上 412 
同上 37 
同上 21 
同上支持材 71 
消耗品雑材料 198 
電工費 1,353 
塗装費 22 
撤去費 252 
現場雑費 301 
小計 6,094 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １３１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
４
階
電
灯
設
備
工
事 
改修対策 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 11 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
電
灯
配
線
及
び
器
具
設
置 
ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 2 
ｹｰﾌﾞﾙ 14 
同上 37 
同上 4 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 17 
ｽｲｯﾁ 0 
ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ 14 
ｺﾝｾﾝﾄ 1 
照明器具 3 
同上 2,020 
同上 238 
同上 37 
同上支持材 45 
消耗品雑材料 122 
電工費 836 
塗装費 15 
現場雑費 183 
小計 3,599 
４
階
便
所
電
灯
設
備
工
事 
改修対策 
電線管 0 
同
上 同上付属品 0 
配管支持材 0 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 0 
ｹｰﾌﾞﾙ 19 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 1 
照明器具 12 
同上 173 
同上 48 
同上 64 
同上 105 
天井付人感ｾﾝｻｰ 8 
人感ｾﾝｻｰ用操作ﾕﾆｯﾄ 2 
ｽｳｨｯﾁ 0 
雑材消耗品 22 
電工費 143 
運搬費 18 
現場雑費 31 
小計 646 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １３２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
４
階
便
所
廻
り
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
改修対策 
電線管 3  
同上付属品 1 
配管支持材 1 
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ 2 
ｹｰﾌﾞﾙ 32 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 2 
ｺﾝｾﾝﾄ 3 
同上 3 
同上 1 
小便器ｾﾝｻｰ   
雑材消耗品 2 
電工費 134 
運搬費 6 
現場雑費 10 
小計 200 
電気設備工事計 21,615   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
電
気
設
備
工
事 
 
 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,932 8.9% 
劣化対策/法対策 0 0.0% 
法対策 5,020 23.2% 
法対策/改修対策 0 0.0% 
改修対策 14,663  67.8% 
劣化対策/改修対策 0 0.0% 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備施工費６要因別構成から、本事例№３の電気設備工事は劣化対策、
法対策、及び改修対策の３要因で構成されている。構成比は劣化対策約９％、法対
策約 23％、及び改修対策約 68％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②、③に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
  ①３，４階の用途変更に伴い用途変更階の区画も変更されている。そのため区画
変更に合致しない多くの既存電気設備は利用できない状況となり劣化対策の一
環として撤去及び産廃処理が行われた。 
②用途変更階の区画変更に伴う電気設備の大規模改修では、現法の基準への準拠
が必要であり誘導灯、非常用照明器具、諸感知器などの法定器具新設等法対策
が重要となっている。  
③大規模改修に伴う幹線動力設備や電灯コンセント設備、空調配線など法規制外
の電気設備工事は改修対策の一環であり、円滑な店舗運用には欠かすことがで
きない。そのため改修対策が重視され大きな比重を占めている。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １３３ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
３
階
共
有
部
空
調
更
新
工
事 
劣化対策 
既存空調屋外器撤去 30  
同上 30 
既存空調屋内器撤去 100 
既存冷媒管撤去費 35 
既存ﾄﾞﾚﾝ管撤去費 15 
冷媒ｶﾞｽ処分費 175 
同上回収費 50 
撤去材搬出費 150 
同上処分費 75 
小計 660 
４
階
空
調
撤
去
・
更
新
工
事 
劣化対策 
既存屋外器撤去 66  
既存空調屋内器撤去 105 
冷媒ｶﾞｽ破壊処分費 585 
冷媒ｶﾞｽ回収費 50 
小計 806 
３
・
４
・
５
階
事
務
所
内
空
調
機
器
更
新
工
事 
劣化対策 
既存空調屋外器撤去 50  
既存空調屋内器撤去 120 
冷媒ｶﾞｽ回収破壊撤去処分
費 
60 
同上回収作業 25 
配管材撤去費 30 
小計 285 
排
煙
設
備 
３
階
排
煙
設
備
工
事 
劣化対策     
既存排煙ﾀﾞｸﾄ類撤去 60 
 
小計 60 
４
階
排
煙
設
備
工
事 
劣化対策     
既存排煙ﾀﾞｸﾄ類撤去 50 
 
小計 50 
３
・
４
・
５
階
事
務
所
内
空
調
機
器 
更
新
工
事 
法対策 
区画貫通処理費 16 防
火
区
画
貫
通
処
理 
小計 16 
換
気
設
備 
３
階
換
気
設
備
工
事 
法対策 
風量調整兼用防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 10 
防
火
区
画
を
貫
通
す
る
換
気
設
備
の
防
火
器
具
設
置 防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 10 
同上 13 
同上 53 
FD付ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 300φ 30 
FD付ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 200φ 9 
器具取付費 46 
小計 171 
４
階
換
気
設
備
工
事 
法対策 
風量調整兼用防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 4 
同
上 同上 8 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 9 
同上 16 
同上 7 
同上 13 
同上 71 
FD付ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 300φ 30 
FD付ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 200φ 7 
器具取付費 11 
小計 176 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
ダ
ク
ト
設
備
新
設
工
事 
法対策 
ダンパー類 148 
 
小計 148 
排
煙
設
備 
３
階
排
煙
設
備
工
事 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ 630 
法
に
準
拠
し
た
排
煙
設
備
の
設
置 
同上 121 
同上継手支持金物類 525 
雑材消耗品 38 
防煙防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 17 
同上 19 
同上 17 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 18 
同上 13 
同上 7 
排煙ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 24 
同上 14 
同上 22 
同上 21 
同上 16 
同上 17 
手動開放箱 27 
ﾜｲﾔｰｾｯﾄ 11 
器具取付費 484 
手動開放装置配線工事 108 
斫補修費 150 
発生材処分費 100 
塗装工事費 70 
試運転調整費 15 
運搬費 48 
現場雑費 130 
小計 2,662 
４
階
排
煙
設
備
工
事 
法対策 
角ﾀﾞｸﾄ 94 
同
上 同上 32 
同上継手支持金物類 88 
雑材消耗品 6 
排煙防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 23 
同上 32 
防煙防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 22 
排煙ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 29 
手動開放箱 14 
ﾜｲﾔｰｾｯﾄ 5 
器具取付費 138 
手動開放装置配線工事 54 
斫補修費 150 
発生材処分費 100 
塗装工事費 70 
試運転調整費 15 
運搬費 11 
現場雑費 47 
小計 930 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
３
階
共
有
部
空
調
更
新
工
事 
改修対策 
新設空調屋外器 398 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
空
調
設
備
の
更
新､
仕
様
ア
ッ
プ 
同上 830 
防振架台 98 
新設空調屋内器 485 
ｴｺﾊﾟﾈﾙ 100 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 9 
REFNET ｼﾞｮｲﾝﾄ 18 
空調屋外器搬入費 500 
同上基礎設置費 40 
空調屋内機吊込み費 80 
冷媒管 185 
同上 33 
同上 35 
同上 22 
同上継手支持金物類 194 
冷媒配管工費 1,385 
雑材消耗品 56 
ﾄﾞﾚﾝ管 17 
同上 3 
同上継手類 29 
同上支持金物類 12 
ﾄﾞﾚﾝ配管費 215 
雑材消耗品 8 
ﾘﾓｺﾝ配線取付費 50 
空調ﾘﾓｺﾝ取付費 10 
区画貫通処理費 64 
冷媒用配管ｶﾊﾞｰ 30 
仮設養生費 50 
保温工事 100 
塗装工事費 80 
発生材処分費 150 
試験運転調整費 30 
運搬費 119 
現場雑費 305 
小計 5,740 
４
階
空
調
撤
去
・
更
新
工
事 
改修対策 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
同
上 現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 214 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 17 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 40 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 214 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 17 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 40 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 218 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 22 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 50 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
４
階
空
調
撤
去
・
更
新
工
事 
改修対策 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 218 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
空
調
設
備
の
更
新､
仕
様
ア
ッ
プ 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 22 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 50 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 218 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 22 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 50 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 214 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 17 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 40 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 214 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 17 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 40 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 930 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 40 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 39 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 4 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 10 
    
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 131 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 13 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 30 
ﾋﾞﾙ用ﾏﾙﾁ屋外器 587 
現地配管接続ｷｯﾄ 4 
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振架台 31 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 41 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 4 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 10 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 107 
省ﾅﾋﾞﾘﾓｺﾝ 8 
ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰﾊﾟﾈﾙ 20 
４方向天井ｶｾｯﾄ型屋内器 189 
吹出し型ｱﾀﾞﾌﾟﾀｰ 5 
ﾌｨﾙﾀｰﾁｬﾝﾊﾞｰ 14 
ﾛﾝｸﾞﾗｲﾌﾌｨﾙﾀｰ 4 
吸込み分岐ﾁｬﾝﾊﾞｰ 15 
屋外器搬入据付費 750 
屋内器吊込費 210 
冷媒管 770 
冷媒管 72 
同上継手支持金物類 253 
冷媒配管工費 3,673 
雑材商務品 148 
保温工事費 345 
試験運転調整費 80 
運搬費 396 
現場雑費 1,020 
小計 18,729 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
３
・
４
・
５
階
事
務
所
内
空
調
機
器
更
新
工
事 
改修対策 
空調器 876 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
空
調
設
備
の
更
新､
仕
様
ア
ッ
プ 
屋外器搬入据付費 24 
屋内機吊り込み費 60 
冷媒管 12 
同上 47 
同上継手・支持金物 36 
冷媒配管工 313 
斫補修費 70 
天井点検口設置費 23 
保温工事 80 
天井部分補修費 50 
産業廃棄物処分費 50 
仮設養生費 16 
試運転調整費 10 
運搬費 47 
現場雑費 121 
小計 1,835 
換
気
設
備 
３
階
換
気
設
備
工
事 
改修対策 
ｼﾛｯｺﾌｧﾝ 天吊 156 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
換
気
設
備
の
更
新､
仕
様
ア
ッ
プ 
同上防振吊金物 4 
ｽﾄﾚｰﾄｼﾛｯｺﾌｧﾝ 天吊 32 
同上防振吊金物 2 
ｽﾄﾚｰﾄｼﾛｯｺﾌｧﾝ 天吊 32 
同上防振吊金物 2 
機器吊り込み費 18 
全熱交換機 床置 910 
機器搬入据付費 50 
基礎設置工事 25 
角ﾀﾞｸﾄ 320 
同上 22 
同上継手支持金物 239 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 300φ 132 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 200φ 23 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 300φ 10 
同上継手類 82 
同上支持金物類 49 
雑材消耗品 26 
ﾎﾞｯｸｽ 81 
吸排気ｶﾞﾗﾘ 36 
SUS防虫網 12 
制気口 3 
同上ﾎﾞｯｸｽ 9 
制気口 5 
同上ﾎﾞｯｸｽ 13 
既存全熱交換機移設費 30 
壁斫補修費 110 
同上 100 
同上 60 
同上 56 
発生材処分費 150 
保温工事費 441 
同上 184 
塗装工事費 75 
試運転調整費 10 
運搬費 70 
現場雑費 190 
小計 3,769 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
換
気
設
備 
４
階
換
気
設
備
工
事 
改修対策 
ｼﾛｯｺﾌｧﾝ 天吊 32 
区
画
、
用
途
変
更
に
伴
う
換
気
設
備
の
更
新､
仕
様
ア
ッ
プ 
同上防振吊金物 2 
ｽﾄﾚｰﾄｼﾛｯｺﾌｧﾝ 天吊 19 
同上防振吊金物 2 
ｽﾄﾚｰﾄｼﾛｯｺﾌｧﾝ 天吊 32 
同上防振吊金物 2 
機器吊り込み費 18 
全熱交換機 床置 910 
全熱交換機 床置 1,075 
機器搬入据付費 90 
基礎設置工事 50 
天井換気扇 17 
同上取付配管工事費 15 
角ﾀﾞｸﾄ 979 
同上 76 
同上継手支持金物 739 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 100φ 12 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 150φ 76 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 200φ 61 
ｽﾊﾟｲﾗﾙﾀﾞｸﾄ 200φ 3 
同上継手類 76 
同上支持金物類 30 
雑材消耗品 62 
ﾎﾞｯｸｽ 108 
吸排気ｶﾞﾗﾘ 36 
SUS防虫網 23 
制気口 45 
同上ﾎﾞｯｸｽ 94 
制気口 4 
同上ﾎﾞｯｸｽ 7 
制気口 15 
同上ﾎﾞｯｸｽ 44 
壁斫補修費 110 
同上 50 
同上 55 
同上 100 
同上 100 
同上 25 
同上 60 
発生材処分費 150 
保温工事費 1,353 
同上 134 
同上 124 
塗装工事費 180 
試運転調整費 30 
運搬費 146 
現場雑費 384 
小計 7,755 
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前頁表４.４続き 
空
調
換
気
設
備
工
事 
ダ
ク
ト
設
備
新
設
工
事 
改修対策 
３階マック用   
用
途
変
更
に
伴
う
店
舗
用
の
ダ
ク
ト
新
設 
角ダクト 1,089 
同上 311 
同上 293 
同上支持金物類 339 
雑材消耗品 65 
器具取付費 55 
保温工事費 545 
同上 236 
斫補修費 960 
安全対策費 150 
既存配管移設工事 300 
廃材処分費 360 
運搬費 92 
現場雑費 247 
小計 5,042 
空調換気設備計 49,883  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
空
調
換
気
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 2,910 5.8% 
劣化対策/法対策 0 0.0% 
法対策 4,103 8.2% 
法対策/改修対策 0 0.0% 
改修対策 42,870  85.9% 
劣化対策/改修対策 0 0.0% 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、事例№３の空調換気設備工事は劣化対
策、法対策及び改修対策の３要因で構成されている。構成比は劣化対策約６％、法
対策約８％及び改修対策約 86％である。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記のように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 ①用途変更に伴う大規模改修で不要となった空調換気関連機器及び配管ダクト類
の撤去・処分は劣化対策の一環として対処された。 
 ②用途変更に伴う大規模改修で空調換気関連の配管及びダクト類が新防火区画を
貫通する場合、防火ダンパー等区画処理が法的に必要となる。また排煙設備も
同様に区画処理が必要であり本事例の空調換気設備の法対策は重要である。 
 ③空調換気設備への顧客や社会的ニーズが店舗などの室内空気環境そのものを重
視する傾向にあることから、空調換気設備に対する要請は増大する傾向にある。
そのため本事例では用途変更に合わせた大規模改修による空調換気設備の性能
向上を重要視したため改修対策が大きな比重を占めている。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５ 活用コスト：給排水衛生設備及びガス設備 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
４
階
便
所
衛
生
設
備
機
器
工
事 
劣化対策 
運搬費 55 
 
小計 55 
給
水
設
備
工
事 
劣化対策 
既存配管撤去費 15 
 
産業廃棄物処分費 20 
運搬費 7 
小計 42 
４
階
便
所
給
水
設
備
工
事 
劣化対策 
産業廃棄物処分費 30 
 運搬費 17 
小計 47 
排
水
設
備
工
事
（
一
次
工
事
） 
劣化対策 
産業廃棄物処分費 200 
 運搬費 45 
小計 245 
排
水
設
備
工
事 
（
二
次
工
事
） 
劣化対策 
既存配管撤去費 36 
 
既存配管加工費 60 
産業廃棄物処分費 30 
運搬費 33 
小計 159 
排
水
設
備
工
事 
（
４
階
便
所
工
事
） 
劣化対策 
産業廃棄物処分費 50 
 
運搬費 28 
小計 78 
空
調
ド
レ
ン
配
管
更
新
改
修
工
事 
３
・
４
・
５
事
務
所 
ド
レ
ン
工 劣化対策 
ﾄﾞﾚﾝ管 1 
 
同上継手類 1 
同上支持金物類 1 
ﾄﾞﾚﾝ配管工 25 
小計 28 
消
化
設
備
工
事 
３
階
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 
劣化対策 
既存配管・器具撤去工事費 2,434 
 
小計 2,434 
４
階
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 
劣化対策 
既存配管・器具撤去工事費 2,485 
 
小計 2,485 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
消
火
設
備
工
事 
３
階
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 
法対策 
閉鎖型ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾍｯﾄﾞ 322 
防
火
区
画
に
合
わ
せ
て
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
消
火
設
備
の
既
存
撤
去
及
び
新
設 
流水検地装置 150A   
末端試験弁   
配管用炭素鋼管 25A 299 
配管用炭素鋼管 32A 80 
配管用炭素鋼管 40A 60 
配管用炭素鋼管 50A 105 
配管用炭素鋼管 65A 101 
配管用炭素鋼管 80A 45 
配管用炭素鋼管 100A 504 
同上継手類 1,433 
同上支持金物 394 
配管固定金物 119 
雑金物類 24 
雑材消耗品 158 
配管工事費 5,063 
既存配管・器具撤去工事費 2,434 
機器取付費 200 
ｱﾝｶｰ打設費 383 
斫補修費 152 
試験調整費 365 
配管接続費 360 
水抜き・水張工事費 100 
運搬費 71 
交通費 263 
官庁届出立会費 200 
現場雑費 254 
小計 13,489 
４
階
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 
法対策 
閉鎖型ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾍｯﾄﾞ 340 
同
上 流水検地装置 150A   
末端試験弁   
配管用炭素鋼管 25A 350 
配管用炭素鋼管 32A 37 
配管用炭素鋼管 40A 63 
配管用炭素鋼管 50A 134 
配管用炭素鋼管 65A 94 
配管用炭素鋼管 80A 34 
配管用炭素鋼管 100A 504 
同上継手類 1,460 
同上支持金物 401 
配管固定金物 122 
雑金物類 24 
雑材消耗品 161 
配管工事費 5,190 
機器取付費 211 
ｱﾝｶｰ打設費 393 
斫補修費 156 
試験調整費 368 
配管接続費 360 
水抜き・水張工事費 100 
運搬費 72 
交通費 270 
官庁届出立会費 200 
現場雑費 260 
小計 11,304 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
４
階
便
所
衛
生
設
備
機
器
工
事 
改修対策 
洋風便器 855  
劣
化
し
た
衛
生
設
備
器
具
を
撤
去
交
換
し
、
ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
壁掛小便器 195  
洗面器 273 
自動水洗 150 
洗面器 5 
自動水洗 4 
掃除流し 32 
給水栓 1 
車椅子用大便器 36 
ｳｫｼｭﾚｯﾄ 84 
手摺 48 
ｵｽﾒｲﾄﾊﾟｯｸ 275 
同上搬入組立費 200 
紙巻器 17 
手洗器 8 
自動水洗 15 
混合水洗 11 
小型電気温水器 51 
ﾍﾞﾋﾞｰｼｰﾄ 99 
ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ 113 
ｷｯﾁﾝ 66 
同上吊戸 21 
搬入費 36 
器具取付費 250 
消耗品雑材 85 
試運転調整費 15 
現場雑費 150 
小計 3,095 
給
水
設
備
工
事 
改修対策 
塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 10 
劣
化
し
た
給
排
水
管
を
塩
ビ
ラ
イ
ニ
ン
グ
鋼
管
に
交
換 
同上 4 
同上継手類 27 
同上支持金物 7 
配管工費 31 
雑材消耗品 2 
ｺｱｹﾞｰﾄ弁 36 
私設給水ﾒｰﾀｰ 43 
器具取付費 22 
保温工事費（材工共） 9 
凍結作業費 60 
穴あけ費 50 
斫補修費 6 
現場雑費 17 
小計 324 
排
水
設
備
工
事
（
一
次
工
事
） 
改修対策 
３階マック用   
同
上 排水用硬質ｴﾝﾋﾞﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 
100A 
8 
同上 125A 64 
同上継手類 128 
同上支持金物類 9 
塩化ﾋﾞﾆｰﾙ管 44 
同上継手類 8 
小口径枡 12 
同上鋳鉄蓋 112 
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前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
排
水
設
備
工
事
（
一
次
工
事
） 
改修対策 
雑材消耗品 13  
配管工費 316 
器具取付費 38 
仮設工事費 600 
斫補修費 100 
根切り埋戻し 360 
ｱｽﾌｧﾙﾄ復旧費 250 
塗装工事費 150 
現場雑費 123 
小計 2,335 
排
水
設
備
工
事
（
二
次
工
事
） 
改修対策 
耐火２層管 125A 122  
同上 100A 37 
同上 75A  5 
同上継手類 328 
同上支持金物 82 
配管工費 359 
雑材消耗品 28 
将来用床上ｷｬｯﾌﾟ止め 5 
既存配管撤去費 36 
既存配管加工費 60 
穴あけ費 168 
斫補修費 48 
仮設足場架け払い 359 
同上資材搬入搬出費 108 
産業廃棄物処分費 30 
現場雑費 92 
小計 1,867 
排
水
設
備
工
事
（
４
階
便
所
工
事
） 
改修対策 
耐火２層管 100A 84  
同上 75A  21 
同上 65A 14 
同上 50A  32 
同上継手類 302 
同上支持金物 76 
配管工費 406 
雑材消耗品 28 
床上掃除口 23 
器具取付費 26 
穴あけ費 242 
斫補修費 69 
現場雑費 70 
小計 1,393 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.５続き 
 
空
調
ド
レ
ン
配
管 
更
新
改
修
工
事 
４
階
ド
レ
ン
工
事 
改修対策 
ﾄﾞﾚﾝ管 80 新
規
空
調
設
備
の
ド
レ
ン
管
設
置 
同上継手類 80 
同上支持金物 56 
配管工費 500 
雑材消耗品 22 
小計 738 
給排水衛生設備及びガス設備計 40,958  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 5,573 13.6% 
劣化対策/法対策 0 0.0% 
法対策 24,793 60.5% 
法対策/改修対策 0 0.0% 
改修対策 10,592 25.9% 
劣化対策/改修対策 0 0.0% 
 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備の６要因別構成から、本事例の給排水衛生設備工事は劣化対
策、法対策、及び改修対策の３要因から構成されている。構成比は劣化対策約 14％、
法対策約 60％、改修対策約 26％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、
下記の①、②ように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①築後 34 年を経ていることから衛生器具等が利用者や社会的ニーズに対応でき
ないため、用途変更に伴う大規模改修に合わせて劣化した給排水衛生設備の撤
去・処分が劣化対策の一環として対処された。 
②用途変更に伴う変更階の防火区画変更に合わせて法定消火設備（スプリンクラ
ー設備）が設置されて火災への安全性の確保が図られたことから、法対策の比
重が大きくなっている。 
③利用者や社会的ニーズが建物の清潔感や衛生環境を重視するようになりトイレ、
洗面等の水廻りに対する関心度が高まる傾向にあるために、用途変更に伴う大
規模改修に合わせて顧客や社会的ニーズに対応した衛生器具及び配管類の改修
対策が施され Value Up、イメージアップが図られたことから改修対策が大きな
比重を占めている。 
  また店舗専用の改修対策として給排水管類も設置されている。 
  
基準：劣化 → 基準:法 
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表４.６ 活用コスト：機械式駐車場、昇降機設備 
及び外構工事 
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び
外
構
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
昇
降
機
設
備 
Ｅ
Ｌ
Ｖ 
劣化対策 
天井パネルｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 15  
小計 15 
改修工事 
天井。壁ﾀﾞｲﾉｯｸﾌｨﾙﾑ 210  昇
降
機
の
仕
様
変
更
に
よ
る
ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
施工費(下地処理共） 126  
床 PLC-36918 3  
床 PVS-36504 6  
施工費(下地処理共） 34  
小計 379  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事計 
394 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備 
及
び
外
構
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 15 3.8% 
劣化対策/法対策 0 0.0% 
法対策 0 0.0% 
法対策/改修対策 0 0.0% 
改修対策 379 96.2% 
劣化対策/改修対策 0 0.0% 
 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
上表機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事６要因別構成から、本事例の機械式
駐車場・昇降機設備及び外構工事は劣化対策、及び改修対策の２要因で構成されて
いる。構成比は劣化対策約４％、改修対策約 96％である。 
 
上記事項を考査すると本事例№３の工事対象は昇降機設備だけでありの６要因別
活用コスト構成の実態は、下記のように本事例の運用特性を反映したものであると
考えられる。 
・利用者の満足度や施設イメージに直接的に影響するのは昇降機であるが、昇降
機自体の交換等全面改修は負担が過大となるため全面改修は行われていない。 
 昇降機には内部天井への劣化対策と壁面、床仕上げ面の改修対策が施された
が、昇降機の Value Up、イメージアップを図った改修対策が大きな比重を占め
ている。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No３の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 15,810  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 250  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  250  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 5,490  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 19,620  
劣化対策/法対策 0  
法対策 10,676  
法対策/改修対策 3,500  
改修対策 10,727  
劣化対策/改修対策 5,247  
実施施工費小計  49,770  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 10,630 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,932  
劣化対策/法対策 0  
法対策 5,020  
法対策/改修対策 0  
改修対策 14,663  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  21,615  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 18,910 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 2,910  
劣化対策/法対策 0  
法対策 4,103  
法対策/改修対策 0  
改修対策 42,870  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  49,883  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 5,360 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 5,573  
劣化対策/法対策 0  
法対策 24,793  
法対策/改修対策 0  
改修対策 10,592  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  40,958  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 8,440 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 15  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 379  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  394  
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（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№３の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
6要因分類 工種 
活用コスト 
(千円） 
活用コスト合計
(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事合計 0  
30,050  18.45% 
建築内部工事合計 19,620  
電気設備工事合計 1,932  
空調換気設備工事合計 2,910  
給排水衛生設備合計 5,573  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事合計 15  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 0  
0  0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 0  
44,592  27.38% 
建築内部工事合計 10,676  
電気設備工事合計 5,020  
空調換気設備工事合計 4,103  
給排水衛生設備合計 24,793  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事合計 0  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
3,500  2.15% 
建築内部工事合計 3,500  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 250  
79,481  48.80% 
建築内部工事合計 10,727  
電気設備工事合計 14,663  
空調換気設備工事合計 42,870  
給排水衛生設備合計 10,592  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事合計 379  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
5,247  3.22% 
建築内部工事合計 5,247  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事合計 0  
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（９）６要因分類の再集計 
       
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 21,300  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 19,635   
劣化対策/法対策 0   
法対策 10,676   
法対策/改修対策 3,500   
改修対策 11,356   
劣化対策/改修対策 5,247   
実施施工費小計  50,414   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 43,340  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 10,415   
劣化対策/法対策 0   
法対策 33,916   
法対策/改修対策 0   
改修対策 68,125   
劣化対策/改修対策 0   
実施施工費小計  112,456  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 64,640  
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 30,050  2,542 
劣化対策/法対策 0  0 
法対策 44,592  3,773 
法対策/改修対策 3,500  296 
改修対策 79,481  6,725 
劣化対策/改修対策 5,247  444 
実施施工費小計  162,870  13,780 
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（１０）６要因別ストック活用実態構成 
     下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。
また図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
  
６要因分類 合計金額：千円 ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  30,050  18,793.0  18.45% 
劣化対策/法対策 0  0.0  0.00% 
法対策 44,592  27,887.4  27.38% 
法対策/改修対策 3,500  2,188.9  2.15% 
改修対策 79,481  49,706.7  48.80% 
劣化対策/改修対策 5,247  3,281.4  3.22% 
表８ ６要因別事例№３活用コスト実態構成表 
劣化対策  
18.45% 
劣化対策/ 
法対策 
0.00% 
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法対策/ 
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48.80% 
劣化対策/ 
改修対策 
3.22% 
６要因別活用コスト実態構成 
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法対策 
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図１ ６要因別活用コスト実態構成図 
 
図２ 事例 NO３ コスト構成類型別単価及び構成比図 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、図４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９ ６要因別建築・設備工事コスト構成表 
6要因類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 
劣化対策  38.95% 19,635  9.26% 10,415  
劣化対策/法対策 0.00% 0  0.00% 0  
法対策 21.18% 10,676  30.16% 33,916  
法対策/改修対策 6.94% 3,500  0.00% 0  
改修対策 22.53% 11,356  60.58% 68,125  
劣化対策/改修対策 10.41% 5,247  0.00% 0  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
38.95% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
21.18% 
法対策/改修対策 
6.94% 
改修対策 
22.53% 
劣化対策/ 
改修対策 
10.41% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
劣化対策  
9.26% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
30.16% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策 
60.58% 劣化対策/ 
改修対策 
0.00% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図３ ６要因別建築活用コスト実態構成図 
図４ ６要因別設備活用コスト実態構成図 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１１） 小括 
 
本事例№３はＪＲ東日本と新京成線の松戸駅駅前広場に面する地下２階地上９階
建の築年数 34年の賃貸複合用途ビル（遊技場・店舗・事務所）である。 
本事例の活用特性は現在遊技場として稼働している３，４階を飲食店舗、物販店
舗に用途変更することで賃貸収入等運用収益の増収を図ると同時に、本用途変更に
合わせて当該建物の value up イメージアップを図ることを目的としている短期賃
貸運用である。 
 
本事例№３の６要因別活用構成は
劣化対策、法対策、法対策／改修
対策、改修対策及び劣化対策／改
修対策の５要因で構成されている。
構成比は劣化対策約 18％(30,050)、
法対策約 27％(44,592)、法対策／
改修対策約２％(3,500)、改修対策
約 49％(79,481)及び劣化対策／改
修対策約３％(5,247)である。 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように用途変更
による賃貸継続運用に伴う特性を反映したもので、円滑なストック活用が図られて
いると考えられる。 
本事例における建物活用手法は、下記三項に纏められる。 
①本事例は築年数 34年と古い建物であることから、物理的劣化が進行しているこ
とが想定されるため、用途変更に伴い撤去・処分を要する場合には劣化対策を
実施することで、劣化対策は建物価値の保全の一翼をになっている。 
②３，４階の用途変更に伴い用途区画が変更になると同時に、防火区画等の法的
区画も変更になることから、法的区画の変更に対応した法対策が必須で、法準
拠は円滑な運用の基礎条件であることから法対策が大きな比重を占めている。 
③３，４階の用途変更に合わせて、利用者や社会的ニーズを考慮してトイレ等水
廻りやＥＬＶ,エスカレーター等の共用部に改修対策を実施し、運用収入の増加
に影響する value up イメージアップを図ったため改修対策の比重が大きくな
っている。 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）対象事例紹介 
№４ ＭＨビル [目黒区目黒、築経年 24年、5300㎡] 
 
（２）事例№４の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、下記二項に纏められる。 
①全室賃貸共同住宅である建物運用法を ER記載事項に基づいて「住みながら」
の修繕・更新及び改修で、全戸分譲共同住宅へ建物運用法の変更を図る。 
②賃貸から分譲へと運用法が変わることによって、ＥＲに指摘された法対策、
劣化対策だけではなく、分譲運用に効果的な建物の Value up を図る。 
 
（３）事例№４の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
事例№４の物的劣化診断で短期対応を要するのは防災･防火システムで他
は長期対応事項である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 
外
部
敷
地 
全般 修繕必要なし。 
長
期 
①西側駐車ｽﾍﾟｰｽ 床インターロッキングの不陸 不陸調整及び縁石のズレ修繕 
②車路床 車路床タイル欠損部修繕 欠損部修繕 
③車路 衝突緩衝材に劣化修繕 緩衝材交換 
④竪樋 竪樋配管にチョーキング及び 
バンドの発錆 
竪樋配管、バンドの塗装 
長期  構造  全般 目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 
外
部
仕
上
げ 
全般 目視範囲内で必要は確認できない。 
長
期 
外壁 ①西側駐車ｽﾍﾟｰｽ塀のﾀｲﾙｸﾗｯｸ ｸﾗｯｸ部修繕 
②全般的にｱﾙﾐｻｯｼ廻りのﾀｲﾙ浮き 浮き修繕 
屋上 
①屋外機置場目隠しﾙｰﾊﾞｰ及び 
扉発錆また丁番破断 
塗装更新 
丁番交換 
②屋外機電気配管、冷媒管 
及分電盤に発錆 
 分電盤開閉不良 
塗装更新。 
開閉調整 
③ﾊﾄ小屋笠木ﾓﾙﾀﾙ浮き修繕 ﾓﾙﾀﾙ浮き修繕 
④排水ﾄﾞﾚｰﾝのｺﾞﾐ堆積 堆積ｺﾞﾐ除去 
⑤伸縮目地の浮き、欠損 浮き、欠損修繕 
外部階段 ①天井からの漏水と断熱材剥離  
②中庭階段床ﾀｲﾙ浮き 浮き修繕 
中庭壁 物取合い部破談部 破談部修繕 
外部鉄部 ①各所外部鉄部 発錆修繕塗装更新 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１．２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策ガイド 
      ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 
内
部
仕
上
げ 
全般 目視範囲内で必要は確認できない。  
長
期 
階段室 ①３階天井の漏水跡 漏水跡修繕・更新 
ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ ①床の汚損 汚損の修繕・更新 
ｼﾞﾑﾅｼﾞｳﾑ 
①湿気による壁塗装の剥離 剥離補修、塗装更新 
②喚起ﾀﾞｸﾄﾎﾞｯｸｽの発錆 塗装更新 
地下駐車場 ①二重壁のｸﾗｯｸ ｸﾗｯｸ部修繕･更新 
２０２号室 ①ﾊﾞﾂｺﾆｰ軒天の漏水による塗装剥離  軒天漏水防止及び塗装更新 
２０４号室 ①玄関扉の戸当りによる破損 扉交換 
１０６号室 ①床ｶｰﾍﾟｯﾄの汚損・劣化 ｶｰﾍﾟｯﾄ交換 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 
電
気
・
空
調
・
換
気 
全般 目視範囲内で必要は確認できない。 
長
期 
圧力ポンプ ①配管の発錆の 塗装更新 
水道ﾒｰﾀｰ ①ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ蓋の発錆 塗装更新 
電気温水器 ①ﾄﾞﾚｰﾝ目皿の発錆 目皿交換 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急
短期 
 
防
災
・
防
火 
 
 
シ
ス
テ
ム 
全般 全般：目視範囲内では必要は確認できない。 
短
期 
地下１階廊下 ①誘導灯のﾊﾞｯﾃﾘｰ切れ ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換・更新 
各階廊下 ①使用期限切れ消火器 消火器交換・更新 
防火戸 
（301号室） 
① 間の防火戸の開閉不良 扉交換・更新 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例は運用手法が分譲ということで出口戦略が短年であることと、試行
分類への準拠を考慮しＥＲに計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年以
内と 3 年以内で計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ＥＲ計上(単位：千円) 
 工種 修繕・更新 項目 
緊急及び１年 
以内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部
工
事 
劣化対策 屋根   14,979 
外装   12,828 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ    
外部建具   3,769 
外部雑   18,759 
建築外部小計   50,335 
建
築
内
部
工
事 
劣化対策 
内部床   7,694 
内部壁   8,450 
内部天井   625 
内部建具   3,127 
内部雑   7,787 
 建築内部工事小計   27,683 
電
気
設
備
工
事 
劣化対策  
受変電設備   484 
非常電源設備     
幹線動力設備     
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備   75 
防災電気設備   97 
弱電設備   249 
電気設備小計   905 
空
調
換
気
設
備
工
事 
劣化対策 
機器設備   1,044 
ﾀﾞｸﾄ設備   518 
配管設備     
換気・排煙設備   477 
監視制御設備     
空調換気設備小計   2,039 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
劣化対策 
衛生器具設備     
給水設備   747 
給湯設備   11,122 
排水通気設備   8,380 
ｶﾞｽ設備     
消化設備   3,000 
給排水衛生設備小計   23,249 
外
構
造
園
工
事 
 
劣化対策 
植栽剪定除草
除去 
  1,277 
外構.造園工事小計   1,277 
 ＥＲ指摘劣化対策合計   105,488 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １５５ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
定期報告書において指摘された事項は対象建物活用の短期の是正事
項であり優先的に修繕･更新した。 
 
本事例では用途変更はなく、また大規模な修繕・模様替えにも該当しないので
確認申請の必要は無い。ＥＲの遵法性についての指摘も諸定期報告書における指
摘事項以外は、遵法性にも問題ないため既存建物の法的な不適合はない。 
 
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性 
     ：ＥＲ指摘事項  
遵
法
性 
時
期 建築基準関係規定等 現状適否 是正方法 
短
期 
点
検
結
果 
報
告
書 消防用設備等 
 
①ﾊﾛｹﾞﾝ化物消火設備ﾎﾞﾝﾍﾞ 
発錆       
② ｼ ｬ ｯ ﾀ ｰ 連 動 閉 鎖 せ ず           
③誘導等、誘導標識ﾊﾞｯﾃﾘｰ不良       
④消化器の使用期限超過           
ボンベ交換 
ｼｬｯﾀｰ修繕・更新 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
消化器交換 
定
期
報
告
書
関
連 
簡易専用水水道法 
検査報告書 
①槽水抜き管に逆流防止に十
分な間隔の排水口空間を設
ける｡ 
水槽水抜き管更新 
貯水槽清掃報告書 
①連通管ﾊﾞﾙﾌﾞ不良２箇所 
②受水槽の下に水溜り在り 
③FM ﾊﾞﾙﾌﾞの給水量が少ない
④現地調査より点検ｽﾍﾟｰｽが 
 確保されていない 
連通管ﾊﾞﾙﾌﾞ更新 
受水槽配管更新 
FM ﾊﾞﾙﾌﾞ更新 
点検ｽﾍﾟｰｽ確保 
長
期 
そ
の
他
関
係
規
定
等 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、改修
時等には現法適用に留意 
訴求なし 
下水道法 排水処理部が未設置を確認。現
状使用には問題ないが改築、改
修時等には要設置に要留意 
既設ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｰ撤去 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性が確保されていることを確認した。但し
上記２項目に留意が必要。 
 
ⅱ)遵法性：短期指摘事項対応（３年以下） 
遵法性の短期指摘事項は上表の「短期」に記する 
     ：長期指摘事項対応（３年以上） 
 遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」に記する。 
遵法性の長期指摘事項は①ハートビル法関連②下水道関連である。 
①に関して本事例は訴求されない。 
②はディスポーザーが設置されている場合、敷地内下水に処理槽
が必要なため、既設ディスポーザーを撤去し使用不可とするこ
とで対応した。 
基準：劣化 → 基準:法 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は賃貸から分譲方式への運用法の変更に伴うＥＲ指摘事項を含んだ
修繕・更新及び改修工事であり、運用法が活用コストに強く反映されるスト
ック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
防
水
工
事 
屋
根
防
水 
劣化対策 
既存伸縮目地撤去ﾊﾟｯｶｰ交換 1,896  
臭換気塔架台補修 260 
ﾙﾊﾞｰﾌｪﾝｽ架台補修 273 
ﾄﾞﾚｲﾝ目皿撤去補修 55 
立上目地ｼｰﾙ撤去・打ち替え 27 
立上り入隅ｼｰﾙ三角打ち 181 
EXP-J屋根下ｼｰﾙ打ち替え 10 
臭換気塔架台入隅ｼｰﾙ三角打ち 140 
〃中間ｼｰﾙ撤去・打ち替え 203 
ﾙｰﾊﾞｰﾌｪﾝｽ架台入隅ｼｰﾙ三角打ち 68 
ﾙｰﾊﾞｰ中間ｼｰﾙ撤去・打ち替え 92 
平場下地調整 1,679 
立上り下地調整 110 
臭･換気塔立上り下地調整 109 
吊ﾌｯｸ根元ｼｰﾙ 11 
清掃・高圧洗浄 345 
ｸｰﾗｰ一部移動、復旧共 234 
小計 5,693 
外
壁
補
修
工
事 
劣化対策 
外壁目地ｼｰﾙ撤去･打ち替え 1,116  
B1 ｼｬｯﾀｰ扉廻り〃 9 
板金屋根〃 286 
ﾀｲﾙ目地ﾓﾙﾀﾙ補修 1,193 
小計 2,604 
サ
ッ
シ
ュ
周
り 
シ
ー
リ
ン
グ
打
ち
替
え 
劣化対策 
南西面サッシュ廻りｼｰﾙ打ち替え 329  
南東面サッシュ廻りｼｰﾙ打ち替え 237 
北東面サッシュ廻りｼｰﾙ打ち替え 275 
北西面サッシュ廻りｼｰﾙ打ち替え 287 
吹抜け部サッシュ廻りｼｰﾙ打ち替え 100 
廊下面サッシュ廻りｼｰﾙ打ち替え 91 
小計 1319 
外
部
雑 
工
事 
劣化対策 
養生費 65  
材料荷揚げ･荷降ろし 208 
小計 273 
防
水
工
事 
外
部
階
段
床
タ
イ
ル
補
修 
劣化対策 
｢1^3F階段部分｣    
浮きタイル撤去 45 
撤去跡塗布防水 36 
新規ﾀｲﾙ貼り 59 
ｸﾗｯｸﾀｲﾙ撤去･張替え 93 
｢3F踊り場･2~3F踊り場床｣   
浮きﾀｲﾙ撤去･張替え 19 
撤去跡塗布防水 11 
ｸﾗｯｸﾀｲﾙ撤去･張替え 139 
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前頁表４.１続き 
建
築
外
部
工
事 
防
水
工
事 
外
部
階
段
床
タ
イ
ル
補
修 
劣化対策 
｢1~2踊り場床｣    
ｸﾗｯｸﾀｲﾙ撤去･張替え 28 
｢1F踊り場､B1床｣   
ｸﾗｯｸﾀｲﾙ撤去･張替え 42 
階段部ｸﾗｯｸﾀｲﾙ撤去･張替え 16 
｢その他工事｣   
雑工事 116 
ｺｱ抜き 253 
小計 857 
外
部
改
修
工
事 
外
部
改
修
工
事 
劣化対策 
足場架設費 2,384  
ﾈｯﾄｼｰﾄ養生 558 
安全対策費 145 
昇降階段設置 58 
片付け･清掃･周辺養生 218 
搬入運搬 145 
小計 3,508 
屋
根
塗
装
工
事 
劣化対策 
屋根高圧洗浄 55  
小計 55 
外
壁 
洗
浄 
劣化対策 
外壁高圧洗浄 378  
汚れ箇所薬品洗浄 145 
小計 523 
雑
部
塗
装 
劣化対策  
屋上ﾌｪﾝｽ塗装(柱) 112  
〃(C ｯチャンネル) 513 
換気ﾌｰﾄﾞ塗装 44 
屋上配管塗装 363 
排気塔塗装 46 
運搬交通費 84 
小計 1,162 
プ
ー
ル
再
生
塗
装 
劣化対策 
下地処理 580  
ﾌﾟｰﾙ底面 VE ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装 218 
ﾌﾟｰﾙ内側塗装 725 
天板廻り淵溝塗装 508 
廻りｺｰｷﾝｸﾞ撤去･打ち直し 102 
小計 2,133 
そ
の
他
工
事 
劣化対策 
菊型吐出金具交換 287  
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ交換 676 
既存ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ撤去･処分 15 
小計 978 
劣化/法対策 
ﾊﾞﾙｺﾆｰ避難ﾊｯﾁ交換 1,661 
既
設
非
難
ハ
ッ
チ
上
位
器
具
設
置 
小計 1,661 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
外
部
工
事 
軒
部
分
化
粧
工
事 
改修対策 
足場工事(単管及びﾋﾞﾃﾞ足） 528  
同上撤去工事 206 
軒天井ｱﾙﾐ曲げ加工 1407 
同上塩ビｼｰﾄ貼り 594 
ﾄﾞﾚﾝ用ｼｰﾄ貼り 180 
梁型部分加工 206 
軒天鉄骨外周部分塗装 218 
運搬経費 99 
警備員設置 207 
小計 3,645 
 
 
 
 
基準-劣化 → 基準-法 
 分類１ → 分類２ 
 １５８ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.１続き 
建
築
外
部
工
事 
防
水
工
事 
屋
根
防
水 
劣化対策/改修対策 
平場ｳﾚﾀﾝ塗膜塗装 11,192 
既
設
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水
押
え
コ
ン
ク
リ
ー
ト
上
面
に
新
規
ウ
レ
タ
ン
塗
膜
防
水
。
お
よ
び
脱
気
筒
新
設 
立上り〃 732 
脱気筒取付け 281 
改修ﾄﾞﾚｲﾝ取付け 254 
臭･換気塔立上り廻り処理 140 
臭･換気塔立上ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 472 
〃天端〃 553 
ﾏﾝﾎｰﾙ出入口廻ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 12 
ﾄﾞﾚﾝ廻り補強 2 
ﾙｰﾊﾞｰ架台ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 480 
臭気塔中間部分塗装 182 
臭気塔･換気孔廻りｼｰﾙ打ち替え 52 
小計 14,352 
建築外部工事計 38,763  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 19,105 49.29% 
劣化対策/法対策 1,661 4.29% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 3,645 9.40% 
劣化対策/改修対策 14,352 37.02% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
上表建築外部工事６要因別構成から、事例№４の建築外部工事は劣化対策、劣化
対策／法対策、改修対策及び劣化対策/改修対策の４要因から構成されている。構成
比は劣化対策約 49％、劣化対策／法対策約４％、改修対策約９％及び劣化対策/改
修対策約 37％である。 
 
建築外部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の賃貸から分譲への変更という運用特性を反映したものであると考えられる。 
①当該建物は竣工後 24年を経た建物であり、ＥＲにおいても建物外部に関する物
理的経年劣化が指摘されている。本事例の運用法が賃貸から分譲への変更であ
ることを考慮して劣化対策が重視されている。 
②本事例の運用法の変更に伴い、顧客や社会的ニーズを満足させるための Value 
Up、イメージアップ等改修対策が不可欠であるということができる。 
 
しかし実施工事前の確認では建築外部にはＥＲで指摘されていたほどの物理的経
年劣化は認められなかったため、ＥＲ指摘の建築外部劣化対策費と実施工事におけ
る劣化対策費には大きな開きが生じることとなった。 
基準：劣化 → 基準:法 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
防
水
工
事 
駐
車
場
内
壁
ク
ラ
ッ
ク
補
修
工
事 
劣化対策 
ｸﾗｯｸ補修 3  
〃 57 
〃 42 
〃 13 
養生費 58 
清掃費 44 
壁面塗装 725 
小計 942 
共
用
廊
下
照
明
器
具
交
換
工
事 
劣化対策 
仮設養生 58  
 
小計 58  
Ｂ
１
廊
下
及
び
階
段(
通
路
部
分
） 
仮
設
工
事 
劣化対策 
既設通路床長尺撤去 80  
内部天井撤去 117 
仮設養生ﾈｯﾄ 55 
仮設足場損料 36 
残材搬出費 56 
残材処分費 107 
小計 451 
天
井
工
事 
劣化対策 
下地調整費 68  
同上 PB ﾎﾞｰﾄﾞ貼 74 
同上仕上岩綿吸音板 105 
開口補強 58 
点検口□450角 40 
資材運搬費 33 
小計 378 
塗
装
工
事 
劣化対策 
壁 AEP塗装 244  
各部 OP塗装 248 
小計 492 
劣化対策 
階段ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ交換 33  
小計 33 
そ
の
他
工
事 
劣化対策 
分電盤塗装 87  
空調配管囲い（ﾊﾟﾝﾁﾝｸﾞ) 454 
同上設置工事 107 
小計 648 
階段部分 
工事 
劣化対策 
鉄扉枠補修 116  
同上ｼｰﾙ打ち 41 
小計 157 
Ｂ
１
Ｆ
ジ
ャ
グ
ジ
ー
内
工
事 
塗
装
工
事 
劣化対策 
AEP塗装/天井･壁 302  
各部 OP塗装 107 
ｳﾚﾀﾝ系塗装 304 
小計 713 
そ
の
他 
工
事 
劣化対策 
既設ｼｬﾜｰ部分仕切り 526  
ｻｳﾅ雑工事 33 
小計 559 
ジ
ム
内
装
工
事 
塗
装
工
事 
劣化対策 
AEP塗装/天井 74  
AEP塗装/壁 127 
小計 201 
仮
設
解
体 
工
事 劣化対策 
既設長尺ｼｰﾄ撤去 74  
部分天井撤去 41 
残材処分費 33 
小計 148 
そ
の
他 
工
事 
劣化対策 
天井補修 198  
小計 198 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
１
０
４
モ
デ
ル
ル
ー
ム 
改修対策 
仮設工事 401 
既
存
占
有
室
の
分
譲
へ
向
け
た
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
の
た
め
の
仕
様
・
形
状
の
変
更 
解体工事 2,125  
木工事 5,934  
左官工事 836  
石･ﾀｲﾙ工事 4,348  
暖炉工事 850  
建具工事 7,978  
塗装工事 46  
内装工事 2,178  
家具工事 5,247  
厨房工事 3,334  
ｶﾞｽ工事 100 
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 363  
廃棄物処分 1,558  
小計 35,298  
１
０
７
室 
改修対策 
仮設工事 77  
同
上 解体工事 377  
木工事 8  
左官工事 37  
石･ﾀｲﾙ工事 70  
外部建具工事 44  
内部建具工事 327  
塗装工事 61  
内装工事 419  
厨房工事 426  
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 70  
廃棄物処分 164  
小計 2,080  
２
０
２
室 
改修対策 
仮設工事 80  同
上 解体工事 236  
木工事 167  
左官工事 214  
石･ﾀｲﾙ工事 579  
外部建具工事 44  
内部建具工事 936  
ｶﾞﾗｽ･ﾐﾗｰ工事 600  
塗装工事 86  
内装工事 7  
厨房工事 50  
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 75  
廃棄物処分 246  
小計 3,320  
２
０
４
室 
改修対策 
仮設工事 72  同
上 解体工事 129  
木工事 31  
左官工事 47  
石･ﾀｲﾙ工事 236  
外部建具工事 44  
内部建具工事 847  
ｶﾞﾗｽ･ﾐﾗｰ工事 655  
塗装工事 86  
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
２
０
４
室 
改修対策 
厨房工事 50   
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 71  
廃棄物処分 164  
小計 2,432  
３
０
１
室 
改修対策 
仮設工事 163  同
上 解体工事 387  
木工事 277  
左官工事 253  
石･ﾀｲﾙ工事 694  
外部建具工事 44  
内部建具工事 923  
ｶﾞﾗｽ･ﾐﾗｰ工事 804  
塗装工事 86  
内装工事 682  
厨房工事 50  
ｶﾞｽ工事 25  
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 192  
廃棄物処分 328  
小計 4,908  
３
０
３
室 
改修対策 
仮設工事 61  同
上 解体工事 59  
木工事 32  
左官工事 60  
石･ﾀｲﾙ工事 298  
外部建具工事 44  
内部建具工事 870  
ｶﾞﾗｽ･ﾐﾗｰ工事 674  
塗装工事 86  
厨房工事 50  
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 48  
廃棄物処分 164  
小計 2,446  
３
０
４
室 
改修対策 
仮設工事 80  同
上 解体工事 162  
木工事 110  
左官工事 47  
石･ﾀｲﾙ工事 236  
外部建具工事 44  
内部建具工事 194  
ｶﾞﾗｽ･ﾐﾗｰ工事 655  
塗装工事 86  
内装工事 180  
厨房工事 50  
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 75  
廃棄物処分 164  
小計 2,083  
４
住
戸
コ
ン
ロ
交
換 
改修対策 
厨房工事 1,544   
ｶﾞｽ工事 373  
小計 1,917  
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス･
ホ
ー
ル･
ロ
ビ
ー 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
工
事 
改修対策 
仮設工事   エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
の
形
状
・
仕
様
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
、
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
化粧ﾎﾞｰﾄﾞ程度 131  
出入口引き違い   ｱﾙﾐｻｯｼｭ 214  
同上設置工事 25  
仮設裏通路床仮設ﾊﾟﾈﾙ敷き 124  
仮設解体撤去工事   
内部足場損料 91  
内部養生費 279  
内部天井撤去 86  
化粧棚撤去 40  
残材搬出袋詰 56  
残材処分費 134  
軽量ﾎﾞｰﾄﾞ工事   
天井下地組 70  
同上ﾎﾞｰﾄﾞ貼 151  
廻縁 33  
壁下地組 76  
同上ﾎﾞｰﾄﾞ貼 55  
開口補強 74  
天井点検口 450角 56  
資材運搬費 56  
造作家具工事   
間接棚ﾎﾞｯｸｽ 140  
同上受け金物 239  
同上設置工事 107  
塗装工事   
天井 AEP仕上げ 152  
運搬交通費 84  
小計 2,473  
自
動
ド
ア
交
換 
改修対策 
既設天井/壁､床石撤去 214  エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
の
改
修
に
合
わ
せ
た
自
動
ド
ア
の
改
修 
同上床天井養生費 180  
自動ﾄﾞｱ枠 2,393  
同上ｴﾝｼﾞﾝ 1,270  
同上設置工事 272  
硝子工事 956  
同上設置工事 206  
建具 3,628  
同上設置工事 107  
周辺補修工事 907  
小計 10,133  
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 １６３ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス･
ホ
ー
ル･
ロ
ビ
ー 
受
付 
改修対策 
壁ﾀｲﾙ貼､部分左官調整 331  形
状
・
仕
様
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
、
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
同上ﾀｲﾙ貼 2,095  
受付ｶｳﾝﾀｰ部分撤去 107  
同上鉄骨下地調整 206  
受付ｶｳﾝﾀｰ用ｻｯｼ設置 111  
管理室内部内装仕上げ調整 107  
仮設養生及び目隠し 74  
ﾊﾟﾈﾙ照明入りｻｲﾝ 940  
警備員 152  
小計 4,123  
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
右
壁
工
事 
改修対策 
鉄骨下地 297  同
上 間接照明下地 148  
化粧ﾊﾟﾈﾙ 371  
ｴﾝﾄﾗﾝｽ内部出ﾊﾟﾈﾙ 362  
受付ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ 354  
ｵﾌﾞｼﾞｪ下地 107  
同上設置工事 247  
壁砂岩石貼 945  
ﾎﾟｽﾄ 21組 1,260  
大型ﾎﾟｽﾄ大中小 371  
現場設置工事 198  
同上石工事見切り SUS FB 437  
各部ｼｰﾙ打ち 99  
警備員 227 
小計 5,423  
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
内
部
天
井
工
事 
改修対策 
既設天井撤去/区画/解体 260  同
上 同上ﾈｯﾄ養生 86  
天井下地組 156  
同上ﾎﾞｰﾄﾞ貼 302  
同上開口補強 107  
天井点検口 84  
天井仕上げ 260  
警備員 152  
運搬交通費 753  
小計 2,160  
１
Ｆ
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド 
改修対策 
解体撤去工事   仕
様
の
変
更
に
よ
る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
既設間仕切り撤去 115  
収納ﾌﾞｰｽ撤去 大 14  
同上 小 30  
床ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ撤去 8  
床長尺ｼｰﾄ撤去 16  
建具撤去･金物撤去 2  
巾木撤去 56  
残材搬出費 335  
残材処分費 20  
ｺﾞﾐ袋/雑材費 20  
建具新設工事   
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ合板ﾌﾗｯｼｭ 140  
同上ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ及び鍵 25  
同上設置工事 41  
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
１
Ｆ
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド 
改修対策 
内装工事    
床左官調整費 89  
壁･天井ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼 227  
ｿﾌﾄ巾木 23  
床長尺ｼｰﾄ貼 178  
扉塩ビｼｰﾄ貼 51  
上記扉 DC交換 22  
軽量ﾎﾞｰﾄﾞ工事   
既設照明器具部分補修 74  
新規照明器具部分/開口補強 65  
新規建具部分下地及びﾎﾞｰﾄﾞ
貼 
20  
天井収納部分補修 30  
仮設足場損料 57  
資材運搬費 132  
運搬交通費 195  
小計 1,985  
Ｂ
１
廊
下
及
び
階
段(
通
路
部
分
） 
塗
装
工
事 
改修対策 
床塩ビﾀｲﾙ貼り 301 
 
小計 301 
Ｂ
１
Ｆ
ジ
ャ
グ
ジ
ー
内
工
事 
間
仕
切
工
事 
改修対策 
LGS 34 付
加
価
値
と
な
る
共
用
部
の
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
、
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
同上ﾎﾞｰﾄﾞ貼 105 
同上見切り 72 
同上巾木 40 
小計 251 
タ
イ
ル
工
事 
改修対策 
ﾀｲﾙ下地調整/床･壁 855 同
上
、
仕
様
の
変
更 
ﾀｲﾙ貼 6,150 
役物調整 451 
同上設置工事 107 
各部ｼｰﾙ打ち 247 
小計 7,810 
内
装 
工
事 
改修対策 
床塩ビﾀｲﾙ貼 175 同
上 小計 175 
ジ
ム
内
装
工
事 
内
装
工
事 
改修対策 
床塩ビﾀｲﾙ貼り 175 同
上 
小計 175 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
防
水
工
事 
駐
車
場
内
壁
ク
ラ
ッ
ク
補
修
工
事 劣化対策/改修対策 
給排気ﾀﾞｸﾄ設置 125 劣化
漏
水
の
防
止
と
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
小計 125 
Ｂ
１
Ｆ
ジ
ャ
グ
ジ
ー
内
工
事 仮
設
工
事 
劣化対策/改修対策 
既設通路床長尺撤去 47 改
修
工
事
の
た
め
の
劣
化
部
の
撤
去 
ﾊﾟﾈﾙ撤去/ﾛｯｶｰ共 15 
仮設足場損料 57 
残材搬出費 28 
残材処分費 67 
小計 214 
ス
パ
再
生
工
事 
仮
設 
工
事 
劣化対策/改修対策 
養生 87 既
設
塗
装
上
に
新
設
ゲ
ル
コ
ー
ト
塗
装
施
工 
小計 87 
ス
パ
再
生
工
事 
劣化対策/改修対策 
浴槽内ﾗｲﾆﾝｸﾞ 580 
成形ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装･成形 261 
ｹﾞﾙｺｰﾄ塗装 319 
光沢出し･ｺｰｷﾝｸﾞ打ち直し 145 
小計 1,305 
建築内部工事計 98,127   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 4,978 5.17% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 89,493  93.03% 
劣化対策/改修対策 1,731 1.80% 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№４建築内部工事は劣化対策、改修対
策及び劣化対策/改修対策の３要因から構成されている。構成比は劣化対策約５％、
改修対策約 93％、劣化対策/改修対策約２％となっている。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①事例№４の活用目的が賃貸から分譲への運用法の変更のため共用部だけでなく、
一般的には対象とならない専用部の Value Up、イメージアップ等改修対策が新
規顧客確保等のため重要であり改修対策の比重が大きくなっている。 
②本事例は築後 24年と経年劣化も予想されることから単に運用目的に伴う改修
対策が必要なだけではなく、ＥＲ指摘事項を含む劣化対策が必要かつ重要な状
況である。しかし出口戦略が３年と短期のため、直近の必要対応事項を適切に
選択し劣化対策を施すことが重要である。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
１
Ｆ
エ
ン
ト
ラ
ン
ス 
照
明
器
具
設
備
工
事 
劣化/法対策 
非常灯 78 
法
に
準
拠
し
、
劣
化
し
た
非
常
用
電
気
設
備
の
更
新 
小計 78 
１
Ｆ
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド 
照
明
器
具
設
備
工
事 
劣化/法対策 
非常灯 104 同
上 
小計 104 
Ｂ
１
Ｆ
廊
下 
Ｂ
１
Ｆ 
照
明
器
具
設
備
工
事 
劣化/法対策 
非常灯 78 同
上 
誘導等 43 
小計 121 
１
Ｆ
～
３
Ｆ 
共
用
部
廊
下 
１
Ｆ
～
３
Ｆ 
共
用
部
廊
下 
照
明
器
具
交
換 
劣化/法対策 
非常灯 519 
同
上 
小計 519 
１
０
４
モ
デ
ル
ル
ー
ム 
電
気 
設
備 
改修対策 
既存配線取り合い手間 35 分
譲
の
中
心
と
な
る
モ
デ
ル
ル
ー
ム
の
電
気
設
備
改
修
に
よ
る 
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
、
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
電灯配線(材工） 305 
分
電
盤 
分電盤(材) 44 
分電盤取付け施工費 22 
ス
イ
ッ
チ
・
コ
ン
セ
ン
ト
類 
ｺﾝｾﾝﾄ 2口(材工) 64 
ｺﾝｾﾝﾄ 1口(ｱｰｽ付)(材工) 33 
ｽｲｯﾁ片切(1連 1個)(材工) 121 
ｽｲｯﾁ 3路(材工) 30 
Ｔ
Ｅ
Ｌ 
TEL ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ(材工) 33 
TEL配管(材工) 45 
TEL配線(材工) 23 
TV TV ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 46 
宅
内 
Ｌ
Ａ
Ｎ 
LAN配管(材工) 45 
LAN配線(材工) 75 
LAN ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 22 
照明器具 照明器具取付け費 70 
その他 申請費 35 
  小計 1,048  
１
０
７
室 
電
気
設
備 
改修対策 
既存配線切廻し改修手間
(材工) 46 
同
上 
換
気
設
備 
天井埋込換気扇(材) 33 
換気扇取付け費 6 
ﾀﾞｸﾄ工事 100φ(材工) 55 
ﾛｽﾅｲ 98 
給排気ｸﾞﾘﾙ(材) 50 
同上施工費 79 
照
明
器
具
工
事 
LED ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ(材) 90 
同上ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ(材) 34 
人感ｾﾝｻｰ 15 
照明器具取付費(工) 20 
間接照明ﾗﾝﾌﾟ交換 70 
小計 596 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
２
０
２
室 
電
気
設
備 
改修対策 
既存配線切廻し改修手間
(材工) 
46 
分
譲
に
向
け
た
電
気
設
備
改
修
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
、 
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
ス
イ
ッ
チ
・ 
コ
ン
セ
ン
類 
ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 80 
ｽｲｯﾁ(材工) 99 
浴室換気乾燥機(材) 110 
同上専用ｽｲｯﾁ 3 
換気扇取付費(工) 6 
ダｸﾄ工事 100φ(材工) 55 
ＴＥＬ TEL ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ(材工) 33 
Ｔ
Ｖ 
配
線 TV ｺﾝｾﾝﾄ(材工） 26 
照
明
器
具 
ｼｰﾘﾝｸﾗｲﾄ(材） 32 
LED ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ(材) 27 
同上ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ(材) 7 
人感ｾﾝｻｰ 15 
照明器具取付費（工） 20 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ穴あけ（工) 5 
間接照明ﾗﾝﾌﾟ交換（材工) 70 
小計 634 
２
０
４
室 
電
気
設
備 
改修対策 
既存配線切廻し改修手間(材工) 46 
同
上 
ス
イ
ッ
チ
・
コ
ン
セ
ン
ト 
ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 131 
ｽｲｯﾁ(材工) 104 
ＴＥＬ TEL ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ(材工) 46 
Ｔ
Ｖ 
配
線 TV ｺﾝｾﾝﾄ(材工） 46 
照
明
器
具 
ｼｰﾘﾝｸﾗｲﾄ(材） 32 
LED ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ(材) 18 
同上ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ(材) 7 
人感ｾﾝｻｰ 15 
照明器具取付費（工） 20 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ穴あけ（工) 5 
間接照明ﾗﾝﾌﾟ交換（材工) 70 
小計 540 
３
０
１
室 
電
気 
設
備 
改修対策 
既存配線切廻し改修手間
(材工) 
46 同
上 
ス
イ
ッ
チ
・ 
コ
ン
セ
ン
ト
類 
ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 102 
ｽｲｯﾁ(材工) 108 
浴室換気乾燥機(材) 110 
同上専用ｽｲｯﾁ 3 
換気扇取付費(工) 6 
ダｸﾄ工事 100φ(材工) 55 
ＴＥＬ TEL ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ(材工) 46 
Ｔ
Ｖ 
配
線 TV ｺﾝｾﾝﾄ(材工） 39 
照
明
器
具 
ｼｰﾘﾝｸﾗｲﾄ(材） 32 
LED ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ(材) 27 
同上ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ(材) 7 
人感ｾﾝｻｰ 15 
照明器具取付費（工） 20 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ穴あけ（工) 5 
間接照明ﾗﾝﾌﾟ交換（材工) 70 
小計 691 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
３
０
３
室 
電
気 
設
備 
改修対策 
既存配線切廻し改修手間
(材工) 
46 
分
譲
に
向
け
た
電
気
設
備
改
修
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ
、 
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
ス
イ
ッ
チ
・ 
 
コ
ン
セ
ン
ト 
ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 131 
ｽｲｯﾁ(材工) 104 
ＴＥＬ TEL ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ(材工) 46 
Ｔ
Ｖ 
配
線 TV ｺﾝｾﾝﾄ(材工） 46 
照
明
器
具 
ｼｰﾘﾝｸﾗｲﾄ(材） 32 
LED ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ(材) 18 
同上ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ(材) 7 
人感ｾﾝｻｰ 15 
照明器具取付費（工） 20 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ穴あけ（工) 5 
間接照明ﾗﾝﾌﾟ交換（材工) 70 
小計 540 
３
０
４
室 
電
気 
設
備 
改修対策 
既存配線切廻し改修手間
(材工) 
91 同
上 
ス
イ
ッ
チ
・ 
 
コ
ン
セ
ン
ト 
ｺﾝｾﾝﾄ(材工) 131 
ｽｲｯﾁ(材工) 104 
ＴＥＬ TEL ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ(材工) 46 
Ｔ
Ｖ 
配
線 TV ｺﾝｾﾝﾄ(材工） 46 
照
明
器
具 
ｼｰﾘﾝｸﾗｲﾄ(材） 32 
LED ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ(材) 36 
同上ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ(材) 7 
人感ｾﾝｻｰ 15 
照明器具取付費（工） 20 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ穴あけ（工) 5 
間接照明ﾗﾝﾌﾟ交換（材工) 70 
小計 603 
１
Ｆ
エ
ン
ト
ラ
ン
ス 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
弱
電
設
備
工
事 
改修対策 
撤去工事 150 同
上 ｴﾝﾄﾗﾝｽ配線替え 120 
自動ﾄﾞｱ電源工事 15 
１F照明配線工事 75 
外部庭園照明配線工事 45 
庭園照明点滅回路増設 90 
ｼﾝﾀｰﾎｰﾝ配線工事 38 
ﾛﾋﾞｰｲﾝﾀｰﾎｰﾝ玄関機 340 
同上埋込 BOX 13 
仮設照明工事 30 
既設回路調査費 38 
感知器脱着 30 
消耗品雑材 30 
運搬交通費 47 
現場雑費 120 
小計 1,181 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
１
Ｆ
エ
ン
ト
ラ
ン
ス 
照
明
器
具
設
備
工
事 
改修対策 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 280 仕
様
・
形
状
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
 
ｕ
ｐ
、
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ（2灯用) 35 
ｽﾎﾟｯﾄﾗｲﾄ 98 
間接照明 298 
同上用給電ｺﾈｸﾀｰ 4 
同上用接続ｺﾈｸﾀｰ 4 
埋込用穴あけ手間 40 
労務費 150 
消耗品･支持材 27 
運搬交通費 44 
現場雑費 111 
小計 1,091 
１
Ｆ
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
弱
電
設
備
工
事 
改修対策 
撤去工事 150 器
具
の
変
更
に
よ
る
改
修
の
た
め
の
準
備
工
事 分電盤配線替え 90 
ﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞ配線替え 75 
既存ｺﾝｾﾝﾄ配線替え 30 
新規照明配線工事 75 
仮設照明工事 30 
既設回路調査費 38 
消耗品雑材 10 
運搬交通費 21 
現場雑費 51 
小計 570 
照
明
器
具
設
備
工
事 
改修対策 
蛍光灯 70 器
具
の
仕
様
ア
ッ
プ 
埋込用穴あけ手間 44 
労務費 105 
消耗品 15 
運搬交通費 26 
現場雑費 65 
小計 325 
Ｂ
１
Ｆ
廊
下 
Ｂ
１
Ｆ
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
改修対策 
撤去工事 230 改
修
の
た
め
の
準
備
工
事 
廊下浴室廻り配線替え 300 
配線器具交換費 45 
ｳｫｼｭﾚｯﾄ電源工事 30 
分電盤回路増設費 75 
仮設照明工事 45 
既設回路調査費 38 
官庁届出費/立会い 60 
消耗品雑材 23 
運搬交通費 36 
現場雑費 90 
小計 972 
Ｂ
１
Ｆ
照
明
器
具
設
備
工
事 
改修対策 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 252 付
加
価
値
と
な
る
共
用
部
の
器
具
及
び
配
置
の
変
更
に
よ
る
改
修 
ｼｰﾘﾝｸﾗｲﾄ 188 
照明器具支持材 10 
埋込用穴あけ手間 32 
労務費 99 
消耗品 19 
運搬交通費 30 
現場雑費 77 
小計 707 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備
工
事 
１
Ｆ
～
３
Ｆ
共
用
部
廊
下 
１
Ｆ
～
３
Ｆ
共
用
部
廊
下
照
明
器
具
交
換 
劣化対策/改修対策 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 830 共
用
部
の
古
く
な
っ
た
照
明
器
具
の
仕
様
ア
ッ
プ 
労務費 435 
消耗品･支持材 39 
運搬交通費 74 
現場雑費 190 
小計 1,568 
電気設備工事計 11,888  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
電
気
設
備
工
事 
 
 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 822 6.91% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 9,498  79.90% 
劣化対策/改修対策 1,568 13.19% 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備施工費６要因別構成から、本事例の電気設備工事は劣化対策／法対
策、改修対策及び劣化対策/改修対策の３要因で構成されている。構成比は劣化対策
／法対策約７％、改修対策約 80％及び劣化対策/改修対策約 13％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例の運用目的が賃貸から分譲への運用法の変更であることから共用部だけ
ではなく、専用部の Value Up、イメージアップ等改修対策が建築内部工事と同
様、電気設備工事においても重要でありその比重が大きくなっている。又昨今
電気に対する需要は商業･オフィスビルだけでなく一般の住居系建物において
も需要は増加する傾向にあり、その需要に対応する基幹設備の改修は運用収益
を向上する上で重要である。 
②本事例の経年数を考慮すると既設の電気設備に対する劣化対策及び非常用設備
等の法基準への準拠が不可避であり、劣化対策／法対策や劣化対策／改修対策
が電気設備工事においては重要となっている。 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円) 
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
１
０
７
室 
換
気
設
備
工
事 
劣化対策 
24換気用 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ  
吸気口(材工) 
40 
 
小計 40 
３
０
１
室 
冷
暖
房
設
備 劣化対策 
乾燥機排湿ﾀﾞｸﾄ撤去･処理 15 
 
小計 15 
１
０
４
モ
デ
ル
ル
ー
ム 
冷
暖
房 
設
備 
改修対策 
ｴｱｺﾝ空調設備工事（材工) 5,948 モ
デ
ル
ル
ー
ム
の
仕
様
ア
ッ
プ
し
た
空
調
設
備
の
新
設 
小計 5,948 
換
気
設
備 
各室換気乾燥機(2部屋式) 110 
同上専用ｽｲｯﾁ 0 
換気扇取付(材） 6 
ﾀﾞｸﾄ工事 100φ(材工) 55 
小計 171 
１
Ｆ
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド 
空
調
機
器
撤
去
工
事 
改修対策 
既存空調機器撤去工事 45 仕
様
ア
ッ
プ
し
た
空
調
設
備
の
新
設 
同上処分費 90 
消耗品雑材 3 
運搬交通費 12 
現場雑費 15 
小計 165 
空調換気設備工事計 6,339  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
空
調
換
気
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 55 0.87% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 6,284  99.13% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、事例№４の空調換気設備工事は劣化対
策と改修対策の２要因で構成されている。構成比は劣化対策約１％及び改修対策約
99％である。 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記のように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
・空調換気設備への顧客や社会的ニーズが室内空気環境そのものを重視する傾向
にあることを考慮し、賃貸から分譲という運用法の変更に伴いモデルルーム（１
０４号室）を戸別空調換気設備へ全面改修し、更に販売住戸においても戸別空
調換気設備への改修が行わため、空調換気設備全体に占める改修対策の比重が
大きくなっている。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
消火設備是正
工事 
劣化対策 
誘導及びﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 63 
 
消火器交換･更新 141 
ﾊﾛﾝｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ圧力低下是正 3,969 
小計 4,173 
プール施設 劣化対策 
薬注ﾕﾆｯﾄ交換 226 
 
ろ過ﾌｨﾙﾀｰ交換 304 
小計 530 
ディスポーザ
ー撤去工事 法対策 
ディスポーザー撤去 1,140 
現
状
で
は
下
水
道
法
に
抵
触
す
る
デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
ー
撤
去 
小計 1,140 
受水槽配管 
改修 法対策 
受水槽配管改修 924 
基
準
の
隙
が
取
れ
な
い
配
管
変
更 
小計 924 
１
０
４
モ
デ
ル
ル
ー
ム 
衛
生
設
備
機
器
工
事 
改修対策 
ﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ(材工) 3,570  モ
デ
ル
ル
ー
ム
に
合
わ
せ
た
ハ
イ
グ
レ
ー
ド
の
給
排
水
衛
生
設
備
の
整
備 
ｼｬﾜｰﾕﾆｯﾄ(材工) 1,110  
洗濯ﾊﾟﾝ･洗濯水洗   
洗濯ﾊﾟﾝ(材) 12 
洗濯ﾊﾟﾝ取付費(工) 10 
洗濯混合水洗(材) 18 
混合水洗取付費(工) 4 
ﾀｵﾙ掛け(材) 11 
ﾀｵﾙ掛けﾘﾝｸﾞ(材) 8 
ﾘﾝｸﾞ取付費(工) 2 
トイレ   
便器(材) 384 
便器取付費 38 
紙巻器 27 
紙巻器取付費 2 
ﾀｵﾙ掛けﾘﾝｸﾞ(材) 17 
ﾘﾝｸﾞ取付費(工) 2 
小計 5,215 
給
水
設
備 
工
事 
給水既存管切り回し改修工事(材工) 87 
給水既存管切り回し改修工事(材工) 65 
給水横引き配管工事 90 
給
湯
設
備
工
事 
給湯配管工事(材工） 97 
給湯配管工事(材工） 65 
給湯横引配管工事(材工） 120 
排
水
設
備
工
事 
屋内配水既存管切回し改修
工事(材工） 
128 
屋内配水既存管切回し改修工事 
(材工） 96 
排水横引配管工事 100 
そ
の
他 
電気温水器(材) 321 
同上搬入/据付工事 135 
小計 1,304 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
２
０
２
室 
衛
生
設
備
機
器
工
事 
改修対策 
ﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ(材工) 1,218 分
譲
に
向
け
て
仕
様
ア
ッ
プ
し
た
給
排
水
設
備
の
整
備 
その他   
水洗(材) 204 
混合水洗取付費(工) 18 
ｼｬﾜｰﾎｰｽﾍｯﾄﾞ(材) 13 
同上取付費 8 
小計 1,461 
給
水
設
備
工
事 
給水既存管器切回し改修工事(材工) 11 
給
湯
設
備
工
事 
給湯配管工事(材工) 16 
排
水
設
備
工
事 
屋内既存配水管切回し改修工事 
(材工） 32 
既存配管取合手間 45 
小計 104 
２
０
４
室 
衛
生
設
備
機
器 
工
事 
改修対策 
水洗(材) 122 同
上 混合水洗取付費(工) 11 
ｼｬﾜｰﾎｰｽﾍｯﾄﾞ(材) 13 
同上取付費(工) 8 
小計 154 
３
０
１
室 
衛
生
設
備
機
器
工
事 
改修対策 
ﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ(材工) 1,218 同
上 洗濯ﾊﾟﾝ(材) 6 
洗濯ﾊﾟﾝ取付費(工) 10 
洗濯混合水洗(材) 16 
混合水洗取付費(工) 4 
水洗(材) 204 
同上混合水栓取付費(工) 18 
ｼｬﾜｰﾎｰｽﾍｯﾄﾞ(材) 13 
同上取付費(工) 8 
小計 1,497 
給
水
設
備
工
事 
既存給水 ﾌﾟﾗｸﾞ止め処理 8 
給水既存管器切回し改修工事(材工) 11 
給
湯
設
備
工
事 
給湯配管工事(材工) 16 
排
水
設
備 
工
事 
屋内既存配水管切回し改修工事 
(材工） 32 
既存配管取合手間 45 
小計 112 
３
０
３
室 
衛
生
設
備
機
器 
工
事 
改修対策 
水栓(材) 204 同
上 混合水洗取付費(工) 18 
ｼｬﾜｰﾎｰｽﾍｯﾄﾞ(材) 13 
同上取付費 8 
小計 243 
３
０
４
室 
衛
生
設
備
機
器 
工
事 
改修対策 
水栓(材) 122 同
上 混合水洗取付費(工) 11 
ｼｬﾜｰﾎｰｽﾍｯﾄﾞ(材) 13 
同上取付費 8 
小計 154 
外
部
共
用
排
水
管
新
設
工
事 
排
水
設
備 
工
事 
改修対策 
排水配管 6,090 
外
部
接
続
排
水
管
の
新
設 
小計 6,090 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
Ｂ
１
Ｆ
ジ
ャ
グ
ジ
ー
内 
衛
生
設
備
機
器 
 
工
事 
劣化対策/改修対策 
洋便器 505 劣
化
し
た
衛
生
器
具
を
交
換
し
付
加
価
値
性
を
高
め
る 
紙巻器 41 
手洗器 210 
ｼｬﾜﾊﾞｰ 420 
同上器具取付費 240 
給
水
給
湯
設
備
工
事 
劣化対策/改修対策 
給水管 3 同
上 給湯管 12 
同上継手類 15 
同上接合材 2 
同上配管工事費 120 
水圧試験費 45 
壁ﾊﾂﾘ補修費 120 
消耗品雑材 19 
運搬交通費 36 
現場雑費 210 
小計 1,998 
内部給水菅 
交換工事 劣化対策/改修対策 
給水菅交換 2,000 同
上 小計 2,000 
給排水衛生設備工事計 27,099  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 4,703 17.35% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 2,064 7.62% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 16,334 60.28% 
劣化対策/改修対策 3,998 14.75% 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備の６要因別構成から、本事例の給排水衛生設備工事は劣化対
策、法対策、改修対策及び劣化対策/改修対策の４要因で構成されている。構成比は
劣化対策約 17％、法対策約８％、改修対策約 60％及び劣化対策/改修対策約 15％で
ある。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、
下記①、②、③、④に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えら
れる。 
①集合住宅としての安全性確保のため劣化した消火設備の更新等の劣化対策が実
施されている。 
②下水道法に抵触する汚水処理の問題に対して、各戸のディスポーザーを撤去す
る法対策で対応した。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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③顧客や社会的ニーズが建物の清潔感や衛生環境を重視するようになり賃貸から
分譲への運用法の変更という性格上、その傾向を無視できないためモデルルー
ムを中心として専用部の浴室・便所等の水廻りに劣化対策を含む改修対策が実
施されたため改修対策の比重が大きくなっている。 
④賃貸から分譲への運用法の変更にとって重要である活用時の付加価値を高める
ジャグジー等共有部も重視され、劣化した衛生設備機器の value upや給水給湯
管の改修対策が実施されている。 
 
このように給排水衛生工事の実態は良好な衛生環境の醸成であるといえる。 
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表４.６ 活用コスト６要因分類：外構造園工事 
外
構
造
園
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
植
栽
剪
定 
除
草
除
去 
準
備 
工
事 
劣化対策 
低木･下草伐採･整理 459 
 
発生材処分費 435 
運
搬 
養
生
費 
運搬･養生費 667 
同上 43 
小計 1,604 
各
専
有
エ
リ
ア
外
構
工
事 
準
備
工
事 劣化対策 
既存高木剪定･清掃 1,357 
 
既存中木剪定･清掃 400 
既存低木剪定･清掃 17 
発生材処分費 435 
小計 2,209 
駐車場塀補修
工事 
劣化対策 
ﾀｲﾙ張替え 237 
 
小計 237 
駐
車
場 
改
修
工
事 
準
備
工
事 
改修対策 
高木撤去 155 
 
小計 155 
 
外
構
造
園
工
事 
プ
ー
ル
サ
イ
ド
デ
ッ
キ 
劣化対策 
既存ｳｯﾄﾞデッキ洗浄 17 
 
既存ｳｯﾄﾞデッキ塗装 243 
小計 260 
外
部
改
修
工
事 
擁
壁
洗
浄
工
事 
劣化対策 
脚立作業足場 36 
 
既存部分擁壁洗浄 402 
小計 438 
駐輪台設置 
工事 
法対策 
駐輪場 580 自
転
車
駐
輪
台
数
規
定
に
合
わ
せ
駐
輪
台
設
置 設置施工 36 
小計 616 
中
庭
外
構
造
園 
準
備
工
事 
改修対策 
既存高木伐採･伐根 326 分
譲
の
付
加
価
値
で
あ
る
共
用
の
中
庭
の
改
修
整
備
。 
既存中木伐採･伐根 235 
既存低木伐採･伐根 145 
小計 706 
中
庭
造
園 
ﾀｲﾙ仕上げ土間 2,909 
特注化粧蓋 537 
ｱｯﾊﾟｰﾗｲﾄ埋込仕様 552 
ﾁｭｰﾌﾞﾗｲﾄ 1,091 
ｱｯﾊﾟｰﾗｲﾄｼﾝﾎﾞﾙ T用 87 
客土 25 
排水層 42 
化粧砂利敷き 740 
割り肌ﾀｲﾙ仕上げ擁壁 4,267 
擬岩貼仕上げﾌﾟｰﾙ側 496 
埋込照明擬岩貼壁 118 
割り肌ﾀｲﾙ仕上げ植栽桝 473 
ｱｯﾊﾟｰﾗｲﾄ植栽桝用 174 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.６続き 
外
構
造
園
工
事 
占
有
庭
工
事 
植
栽
工
事 
改修対策 
ｼﾏﾄﾈﾘ株立ち 83 
 
ﾊｲﾋﾞｬｸｼﾝ 19 
ｷﾝﾒﾂｹﾞ刈り込み 42 
ﾘｭｳﾉﾋｹﾞ 150 
ｷﾝﾒﾂｹﾞ 27 
ｷﾝﾒﾂｹﾞ 80 
ｼﾏﾄﾈﾘ株立ち 83 
常緑ﾔﾏﾎﾞｳｼ 226 
ﾏｻｷ生垣 397 
低木寄せ植え 1,022 
小計 13,640 
運
搬 
養
生
費 
改修対策 
運搬･養生費 1,437 
 
小計 1,437 
準
備
工
事 
改修対策 
既存高木伐採･伐根 58 
 
既存中木伐採･伐根 183 
既存低木伐採･伐根 58 
小計 299 
１
０
４
庭
造
園 
改修対策 
既存ﾀｲﾙ撤去及び下地造作 196 モ
デ
ル
ル
ー
ム
の
中
庭
の
新
規
造
園
整
備
に
よ
る
改
修 ﾀｲﾙ仕上げﾃﾗｽ 1,378 
ﾀｲﾙ仕上げ植栽壁 1,308 
ﾍﾞﾝﾁ横植栽桝 417 
避難経路階段 5 
砂利見切り材 60 
化粧砂利敷き 547 
土留め CB積吹付け仕上げ 355 
ﾍﾞﾝﾁ造作 574 
木製台造作 163 
ｺﾝｾﾝﾄ増設 16 
ｱｯﾊﾟｰﾗｲﾄ(材工) 261 
植
栽
工
事 
改修対策 
客土 180 
 
既存ﾊﾅﾐｽﾞｷ移植 17 
ﾔﾏﾎﾞｳｼ株立ち 71 
ｿﾛ株立ち 58 
ｿﾛ株立ち 20 
常緑ﾔﾏﾎﾞｳｼ 116 
低木･下草寄せ植え 783 
下草寄せ植え 88 
ﾏｻｷ生垣 160 
小計 6,773 
運
搬 
養
生
費 
改修対策 
運搬養生費 707 
 
小計 707 
 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
前頁表４.６続き 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事 
占
有
庭
工
事 
門
扉
・
タ
イ
ル
等 
劣化対策/改修対策 
既存避難経路用門扉撤去 122 老
朽
化
し
た
門
扉
等
外
部
施
設
の
仕
様
ア
ッ
プ
に
よ
る
更
新
、 
発生材処分費 36 
避難経路門扉  ＃１０２ 538 
避難経路門扉  ＃１０４ 349 
避難経路門扉  ＃１０５ 528 
避難経路門扉  ＃１０６ 548 
避難経路門扉  ＃１０７ 696 
避難経路門扉 ＃１０７-2 548 
既存避難経路用通路階段ﾀｲﾙ補修 44 
既存非難用通路階段ﾀｲﾙ 217 
北東面砂利敷き(#104･105 側) 874 
南西面砂利敷き(#106) 178 
占有庭低木補植(#104 除く） 218 
化粧砂利敷き(#107側) 232 
小計 5,128 
運
搬
・ 
養
生
費 
劣化対策/改修対策 
運搬養生費 734 
小計 734 
植
栽
桝
タ
イ
ル
張
替
え 
既
存
植
栽
桝
改
修 
劣化対策/改修対策 
植栽桝ﾀｲﾙ撤去 160 
 
既存植栽撤去 64 
既存客土撤去 61 
発生材処分費 174 
ﾀｲﾙ貼下地処理 308 
植栽桝ﾀｲﾙ貼 848 
ｷﾝﾒﾂｹﾞ 403 
客土 84 
植栽内ﾁｭｰﾌﾞﾗｲﾄ 1,091 
小計 3,193 
運
搬
・ 
養
生
費 
運搬･養生費 311 
小計 311 
外構造園工事計 35,254  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
外
構
造
園
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 4,903 12.75% 
劣化/法対策 0 0.00% 
法対策 616 1.60% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 23,562  61.28% 
劣化対策/改修対策 9,366 24.36% 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（６）－６ ６要因による外構造園工事の実態の考察 
 
上表外構造園工事６要因別構成から、本事例の６要因別構成は劣化対策、法対策、
改修対策及び劣化対策／改修対策の４要因で構成されている。構成比は劣化対策約
13％、法対策約２％、改修対策約 61％及び劣化対策／改修対策約 24％である。 
前頁記述事項を考査すると外構造園工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記①、②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①賃貸から分譲という運用法の変更にとって購入者のニーズに対応した重要な付
加価値である外部空間の醸成が重要視され、共有部中庭及び占有庭外構造園の
改修対策が施され改修対策の比重が大きなものとなっている。 
②各専有エリアの諸外構劣化部分への修繕・更新等劣化対策関連が実施され、内
外部一体の整備が図られている。 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No４の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 50,335  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 19,105  
劣化/法対策 1,661  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 3,645  
劣化対策/改修対策 14,352  
実施施工費小計  38,763  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 27,683  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 4,978  
劣化/法対策 0  
法対策 0 
法対策/改修対策 0  
改修対策 89,493  
劣化対策/改修対策 1,731  
実施施工費小計  96,202 
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 905 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化/法対策 822  
法対策 0 
法対策/改修対策 0  
改修対策 9,498  
劣化対策/改修対策 1,568  
実施施工費小計  11,888 
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 2,039 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 55  
劣化/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修法対策 0  
改修対策 6,284  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  6,339  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 23,249 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 4,703  
劣化/法対策 0  
法対策 2,064 
法対策/改修対策 0  
改修対策 16,334  
劣化対策/改修対策 3,998  
実施施工費小計  27,099  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 1,277 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 4,903 
劣化/法対策 0  
法対策 616  
法対策/改修対策 0  
改修対策 23,562  
劣化対策/改修対策 9,366  
実施施工費小計  38,447 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№４の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
6要因分類 工種 
活用コスト 
(千円） 
活用コスト合計
(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事合計 19,105  
33,744  15.43% 
建築内部工事合計 4,978  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 55  
給排水衛生設備合計 4,703  
外構造園工事合計 4,903  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 1,661  
2,483  1.14% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 822  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 0  
2,680  1.23% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 2,064  
外構造園工事合計 616  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
0  0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 3,645  
148,816  68.03% 
建築内部工事合計 89,493  
電気設備工事合計 9,498  
空調換気設備工事合計 6,284  
給排水衛生設備合計 16,334  
外構造園工事合計 23,562  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 14,352  
31,015  14.18% 
建築内部工事合計 1,731  
電気設備工事合計 1,568  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 3,998  
外構造園工事合計 9,366  
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 78,018  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 28,986   
劣化/法対策 1,661   
法対策 616   
法対策/研修対策 0   
改修対策 116,700   
劣化対策/改修対策 25,449   
実施施工費小計  173,412   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 27,470  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 4,758   
劣化/法対策 822   
法対策 2,064   
法対策/改修対策 0   
改修対策 32,116   
劣化対策/改修対策 5,566   
実施施工費小計  45,326  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 105,488  
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 33,744  2,805 
劣化/法対策 2,483  207 
法対策 2,680  224 
法対策/改修対策 0  0 
改修対策 148,816  12,373 
劣化対策/改修対策 31,015  2,579 
実施施工費小計  218,738  18,188 
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（１０）６要因別活用コスト実態構成 
    下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。ま
た図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６要因分類 活用コスト（千円） ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  33,744  19,360 15.43% 
劣化対策/法対策 2,483  1,425 1.14% 
法対策 2,680  1,538 1.23% 
法対策/改修対策 0  0 0.00% 
改修対策 148,816  85,379 68.03% 
劣化対策/改修対策 31,015  17,794 14.18% 
図１．６要因別活用コスト実態構成図 
表８．６要因別事例№４活用コスト実態構成表 
劣化対策  
15.43% 
劣化対策/法対策 
1.14% 法対策1.23% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策 
68.03% 
劣化対策/改修対策 
14.18% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
19,360  
1,425  1,538  0  
85,379  
17,794  
15% 
1% 1% 0% 
68% 
14% 0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
0
10000
20000
30000
40000
50000
60000
70000
80000
90000
No４ 
構成比 
円/㎡ 構成比 
図２ 事例 No４ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
６要因分類 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  16.72% 28,986  10.50% 4,758  
劣化/法対策 0.96% 1,661  1.81% 822  
法対策 0.36% 616  4.55% 2,064  
法対策/改修対策 0.00% 0  0.00% 0  
改修対策 67.30% 116,700  70.86% 32,116  
劣化対策/改修対策 14.68% 25,449  12.28% 5,566  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策16.72% 
劣化対策/法対策 
0.96% 法対策0.36% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策67.30% 
劣化対策/改修対策 
14.68% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
劣化対策10.50% 
劣化対策/法対策 
1.81% 法対策4.55% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策 70.86% 
劣化対策/改修対策 
12.28% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図４．６要因別設備活用コスト実態構成図 
図４．類型別建築・設備活用コスト実態構成図 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１１） 小括 
 
本事例№４の活用特性は賃貸から分譲への運用法の変更であり、その変更が活用
コストの６要因の構成にも大きく影響している。具体的には本事例は竣工後 24年を
経た建物であり経年劣化も想定されるが、実際には活用時の運用収益に直接影響す
る改修対策（Value up＝各分の改修、及び共有部の付加価値性の向上へ向けた改修
等）が重要視されたことから、改修対策（Value up）が大きな比重を占めている。 
また遵法性は定期報告書に指示事項がある以外大きな問題は無いため、法対策関
連費の活用コストへの影響は小さい。  
  
 本事例№４の６要因別活用構成は
劣化対策、劣化対策／法対策、法対
策、改修対策及び劣化対策／改修対
策の５要因で構成されている。構成
比は劣化対策約 15％(33,744)、法対
策約１％(2,483)、法対策／改修対
策約１％(2,680)、改修対策約 68％
(148,816)及び劣化対策／改修対策
約 14％(31,015)である。 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように賃貸集合住
宅から分譲集合住宅への運用法の変更に伴う特性を反映したもので、円滑なストッ
ク活用が図られていると考えられる。 
 
①本事例が築年数 24 年と古い建物であることから物理的劣化が進行しているこ
とが想定されるため、建物価値の保全に対応した劣化対策も重要となっている。 
②賃貸から分譲への運用法の変更に伴い、購入者及び社会的ニーズを満たすこと
で購入意欲を高め、活用時の運用収益に直接影響する改修対策に重点がおかれ、
占有部及び共有部で実施されたため改修対策が大きな比重を占めている。 
③建物本体だけでなく購入者のニーズに対応した重要な付加価値である外部空間
が重要視され、共有部中庭及び占有庭の外構造園工で緑空間の醸成が図られて
いる。 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）本事例紹介 
№５Ｓビル [横浜市港北区、築経年 22年、6300㎡] 
  
（２）事例№５の活用に係る事項 
本事例は平成元年に用途（公衆浴場、飲食店、スポーツ施設）として確認
申請を受け、平成５年に用途変更（事務所ビル）と吹抜け部塞ぎ（118.53 ㎡）
の増築の再申請をしている。しかし８階スポーツ施設の異用途使用及び屋上
プールにテント屋根を増設したための容積率オーバー、更にテント屋根材が
防火地域不適合で不適合建築物となったため検査済証を取得していない。 
 
本事例にの活用に関わる以往（計画）事項は下記二項に纏められる。 
①本事例の対象建物活用に関わる以往事項は不適合是正及びＥＲ指摘事項
（緊急及び１年以内）是正である。 
②具体的にはＥＲ指摘の物理的劣化の是正措置、８階の異用途使用のスポー
ツ施設の事務所への用途変更、また無届で増築された屋上(９階)プール鉄鋼
組みテント屋根及びプール施設を撤去しての増改築前の原状回復である。 
 
（３）事例№５の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
本事例は不適合建物であるため、不適合の是正は建物活用の前提条件であり
最優先事項である。したがって本事例では緊急で行う不適合是正実施工費とＥ
Ｒで指摘された緊急及び１～３年以内の短期修繕･更新費を検討対象とする。但
し緊急及び １年以内の短期修繕･更新費であっても、不適合部分に係る劣化診
断及びそれに要する費用は不適合の是正という前提条件と合致しないので除外
する。本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮し
て緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
      ：ＥＲ劣化診断指摘事項  
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急 
短
期 
外部 外構 外部周りﾈｯﾄﾌｪﾝｽｰ 前面補修､整備 
長期 構造 全般 目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
建
物
外
部
仕
上
げ 
外壁 
外部吹付けﾀｲﾙ不具合 下地補修・洗浄・ﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
各所ｼｰﾘﾝｸﾞ不良 打ち替え 
ｱﾙﾐｻｯｼｭ汚損 洗浄 
搭屋目隠しﾙｰﾊﾞｰ 点検､調整､整備 
屋上 
搭屋屋上 
下地補修,洗浄及び 
塗膜防水 
8F屋上防水ｱｺﾞｺﾝ爆裂 修復・更新 
非難ﾊﾞﾂｺﾆｰ 天井ﾎﾞｰﾄ 塗装更新 
外部鉄部 各所外部鉄部発錆 錆止,仕上げ塗装更新 
外部鋼製建具 外部鋼製建具発錆 錆止,仕上げ塗装更新 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.２  ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
      ：ＥＲ劣化診断指摘事項  
緊
急
、
短
期 
内
部
仕
上
げ 
駐車場 
入口及びｽﾛｰﾌﾟ天井ﾎﾞｰﾄﾞ 塗装更新 
入口及びｽﾛｰﾌﾟ舗装面 部分補修､洗浄､ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ塗装 
出入口停止白ﾗｲﾝ 塗装更新 
階段室 ①３階天井の漏水跡 漏水跡修繕・更新 
ｴﾝﾄﾗﾝｽﾋﾟﾛﾃｨｰ 
①土間ﾀｲﾙｸﾗｯｸ ﾀｲﾙｸﾗｯｸ補修・更新 
②隣地 CB壁ﾀｲﾙｸﾗｯｸ ﾀｲﾙｸﾗｯｸ補修・更新 
2～8F防火戸 扉下部隙間 密封処理 
一般階 EV枠 一般階 EV枠傷  補修 
各所塗装仕上 塗装仕上面 塗装更新 
地下立体駐車場 
出入口 SD ﾄﾞｱ塗装 塗装更新 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ塗装 塗装更新 
ﾊﾟﾚｯﾄ塗装 ﾀｯﾁｱｯﾌﾟ塗装補修 
地階 EV ﾎｰﾙ床 床ﾀｲﾙ汚損化 ﾀｲﾙ洗浄 
1階管理室 
①天井化粧ﾎﾞｰﾄﾞ 
②壁塗装 
③床燕尾ﾀｲﾙ 
ﾎﾞｰﾄﾞ貼替え更新 
塗装更新 
貼替え更新 
地階改修部 改修工事 工事継続 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
電
気
設
備 
屋外ｷｭｰﾋﾞｸﾙ ﾁｮｰｷﾝｸﾞ現象 塗装補修 
屋外自家発電機 ﾁｮｰｷﾝｸﾞ現象 塗装補修 
EPS 内防火区画貫
通部 
貫通部耐火ﾊﾟﾃ劣化 ﾊﾟﾃ交換 
雑工事 電気諸設備 雑補修 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
空
調
換
気
設
備 
空調屋外機 
ﾁｮｰｷﾝｸﾞ現象 塗装補修 
ｺｲﾙﾌｨﾝ汚れ ｺｲﾙﾌｨﾝ洗浄 
天井ｶｾｯﾄ型空調屋
内機 
ｺｲﾙ汚れ ｺｲﾙ洗浄 
外壁ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 錆発生 錆補修 
雑工事 空調換気諸設備 雑補修 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊
急
、
短
期 
給
排
水
衛
生
設
備 
高架水槽ﾊﾟﾈﾙ ﾊﾟﾈﾙ劣化 塗装補修 
私設給水ﾒｰﾀｰ 給水ﾒｰﾀｰ 耐震対策支持固定 
湧水･排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 湧水･排水ﾎﾟﾝﾌﾟ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
雑工事 給排水諸設備 雑補修 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例の主たる運用手法は法不適合の是正であるが、試行分類への準拠を
考慮と出口戦略を考慮しＥＲに計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年
以内と 3 年以内で計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
  
ＥＲ計上(単位：千円) 
工種 修繕・更新 項目 
緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部 
劣化対策 
屋根   630 
外装   9,590 
ｼｰﾙﾘﾝｸﾞ   1,200 
外部建具   440 
外部雑   50 
軒天井   120 
外部鉄部   1,700  
ｻｼｭ洗浄   230 
ｱﾙﾐﾙｰﾊﾞｰ点検･調整･整備   50 
小計   14,010 
建
築
内
部
工
事 
劣化対策 
駐車場天井塗装   90 
駐車場舗装面   150 
駐車場停止線   30 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ床壁ﾀｲﾙｸﾗｯｸ補修   20 
2-8F防火扉下隙間   70 
1FEV枠傷補修   30 
各所塗装   820 
立体駐車場 SD塗装   40 
ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ､ﾊﾟﾚｯﾄ塗装   780 
BF床ﾀｲﾙ   30 
1F管理室   170 
BF改修部継続   500 
小計   2,730  
電
気
設
備 
劣化対策 
受変電設備塗装   380 
自家発電設備塗装   80 
耐火ﾊﾟﾃ交換   300 
雑工事   80 
小計   840 
空
調
換
気
設
備 
劣化対策 
機器設備塗装   380  
屋外ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ   720  
空調換気雑工事   210  
屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝ洗浄   4,080  
屋内機ｺｲﾙﾌｨﾝ洗浄   4,930  
小計    10,320  
給
排
水
衛
生
設
備 
劣化対策 
高架水槽塗装   300 
私設ﾒｰﾀ耐震支持   430 
給水設備   0  
給湯設備   0  
湧水排水ﾎﾟﾝﾌﾟ   260 
排水通気設備   0  
消化設備   0  
給排水雑工事   210 
小計    1,200 
外
構
工
事 
劣化対策 
外部周りﾈｯﾄﾌｪﾝｽ   290  
小計    290 
 ＥＲ指摘劣化対策合計   29,390 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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ＥＲ劣化診断指摘事項に対する修繕計画は表１.１，１.２記載の通りである。
但し本論１０事例はファンド物件であることから修繕・更新はファンド事業成立
の都度必要に応じて実施されているものと考えられる。そのため本事例において
も出口戦略を考慮し修繕更新費用は緊急及び１年以内と２～３年までの修繕更新
費を用い、上表 2はそれに準じている。 
また本事例 No５のＥＲでは遵法性調査で不適合を指摘している。しかしＥＲで
は物理的劣化部分の修繕・更新費の計上のみで、不適合是正の法対策コストの試
算には具体的に踏み込んでいないため、表 2 の計上費には不適合性是正対策費用
は含まれていない。 
 
＊上表２ ＥＲ指摘劣化対策費は直接工事費であるが、後述の６要因による活用
コスト分類においては、工事請負契約に基づいた共通仮設費は各工事項目に按
分した。また設計・ＣＭ費用は別途とした。 
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 （５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
  
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
1)屋上(９階)の無届プール屋根増築による容積率（建築基準法第 52
条）不適合 
2)プールテント屋根の鉄骨構造露出及びテントが非耐火構造である
ことから防火地区（建築基準法第 61 条）に不適合であり法の緩和
措置は無いが、法的適合化が建物活用の最優先事項であり不適合是
正のための変更については役所、消防も協力を約し、消防設備につ
いても是正した。但し提出済みの確認申請を取り消したので新たに
民間で建築確認申請を提出受理された。 
 
表３  ６要因コスト分類の基準：遵法性 
        ：遵法性指摘事項 
遵
法
性 
 内容 
確
認
申
請
関
係 
平成元年度建築物申請手続きは適切に行われたことを確認 
平成５年度建築物申請手続きは工事完了隅証を取得しなかっ
たことを確認→無届の増築による容積オーバー。 
現地の目視調査では竣工図との相違は確認できない。 
時
期 
現行法 現状適否 是正方法 
短
期 
建
築
基
準
関
係
規
定 
集
団
規
定 
建蔽率 
81.89％<90％：適合 
(耐火建築割増しなし)  
適合 
容積率 
631.62％<600％：不適合 
（屋上ﾌﾟｰﾙ屋根増築による容
積率ｵｰﾊﾞｰ） 
ﾌﾟｰﾙ屋根撤去 
防火地区 
屋上ﾌﾟｰﾙ屋根の非耐火 
：不適合 
同上 
用途制限 
当 初：公衆浴場、飲食店、
ｽﾎﾟｰﾂ施設 
再申請：事務所ビル 
再申請後：不適合 
異種用途： 飲食店、ｽﾎﾟｰﾂ
施設用途変更 
単
体
規
定 
防火規定   
避難規定   
そ
の
他
関
係
規
定
等 
工作物 
設置許可 
広告塔の許可不明  
建築基準法 
第 5２条：容積率ｵｰﾊﾞ 
：不適合 
ﾌﾟｰﾙ屋根撤去 
第 61条：防火指定不適合（ｰ非
耐火材使用） 
：不適合 
ﾌﾟｰﾙ屋根撤去 
現地目視調査の範囲内で、上記３項目に留意が必要。 
長
期 
定
期
報
告
書
関
係 
左記事項について遵法性を確認 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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３)ＥＲ指摘による具体的な法的是正案 
ＥＲに指摘されている法的是正事項の実施施工法を下記に示す。 
例示）ＥＲ指摘事項   → 実施施工法 
 
①９Ｆプール屋根容積率オーバー → プール屋根撤去 
法対策（容積率不適合是正） 
②同上構造､テント非耐火ｰ     → プール屋根撤去 
法対策（防火地域不適合是正） 
③９Ｆ屋上竣工時状況回復       → プール施設撤去 
法対策（異用途不適合是正） 
④８Ｆスポーツ施設用途変更     → 事務所に用途変更 
法対策（異用途不適合是正） 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は専用駐車場の一部を時間貸し駐車場として活用する中長期運用に
伴うＥＲ指摘事項を含んだ修繕・更新及び改修工事であり、運用法が活用コ
ストに強く反映されるストック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部 
活用コスト６要因分類：2004（単位：千円）  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
外
壁
是
正
工
事 
ａ
．
下
地
補
修 
劣化対策 
調査費 215  
 
ひび割れ補修 147  
外壁爆裂補修 160  
ﾓﾙﾀﾙ浮き補修 394  
高圧水洗浄 358  
小計 1,274 
ｂ.
シ
ー
リ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
打継目地 1,292  
 
建具周り 1,013  
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ他ｽﾘﾌﾞ廻り 54  
小計 2,359 
ｃ.
外
壁
塗
装 劣化対策 
駐車場出入口壁塗装 146  
 
〃天井 47  
ﾊﾞﾂｺﾆｰ軒天 50  
石状吹付部下地調整 1,304  
外壁吹付けﾀｲﾙ 1,197  
石状吹付 2,934  
小計 5,678 
ｄ.
鉄
部
塗
装 
劣化対策 
各所外部鉄部塗装 2,779  
 
小計 2,779  
ｅ.
各
所
ク
リ
ー
ニ
ン
グ 
劣化対策 
ｻｯｼｭｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 125  
 
目隠しﾙｰﾊﾞｰｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 189  
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ他ｽﾘﾌﾞ廻り 48  
小計 362  
不
良
箇
所
是
正
工
事 
ａ.
地
下･
１
階
部 
 
是
正
工
事 
劣化対策 外壁部漏水箇所補修 100  
 
 
ｱｸｾｽﾎｰﾙ前面ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 30  
 
駐車場物入扉撤去及び補修 20  
〃側溝内清掃 53  
駐車場入口側面侵入者防止
扉 
190  
ｴﾝﾄﾗﾝｽｽﾛｰﾌﾟｺｰﾅｰｶﾞｰﾄﾞ取付 33  
小計 426  
解
体
撤
去 
工
事 
屋
上
プ
ー
ル
周
り
改
修
工
事 
法対策 
屋上ﾌﾟｰﾙ周り解体・撤去 3,570  
法
不
適
合
の
原
因
で
あ
る
屋
上
プ
ー
ル
施
設
廻
り
の
解
体
撤
去
で
原
状
回
復 小計 3,570  
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.１続き 
建
築
外
部 
屋
上
プ
ー
ル
周
り
撤
去
工
事 
劣化対策/法対策 
架台基礎撤去後ﾓﾙﾀﾙ補修 288  屋
根
架
台
撤
去
補
修 
床面高圧洗浄 272  
小計 560 
９
階
屋
上
原
状
復
帰 
法対策/改修対策 
伸縮目地ｳﾚﾀﾝｼｰﾙ充填 541  既
設
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水
押
コ
ン
ク
リ
ー
ト
上
ウ
レ
タ
ン
塗
膜
防
水 
1,4通り目隠し鉄骨下地補強 210  
床面ｳﾚﾀﾝ塗膜棒防水 3,114  
脱気筒設置 100  
改修用 2重ﾄﾞﾚｲﾝ設置 150  
小計 4,115 
建築外部工事計 21,123  
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
建
築
外
部
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 12,878 60.97% 
劣化対策/法対策 560 2.65% 
法対策 3,570 16.90% 
法対策/改修対策 4,115 19.48% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
     ｈ 
上表建築外部工事６要因別構成から、本事例の建築外部工事は劣化対策、劣化対
策／法対策、法対策、法対策／改修対策、の４要因構成されている。構成比は劣化
対策約 61％、劣化対策／法対策約３％、法対策約 17％、法対策／改修対策約 19％
である。 
建築外部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように法不
適合の既稼働建物の法是正による賃貸継続利用という運用特性を反映したものであ
ると考えられる。 
①築年数 22 年ということで、法不適合の是正に合わせて外壁に対する補修及び塗
装更新等の劣化対策が施され建築外部の原状回復が図られている。 
②屋上プールの無届増設屋根が本事例№５の容積率及び耐火規定の不適合対象で
あることから、屋上プール施設及び屋根の撤去による法対策が施され不適合是
正が図られている。 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部 
建
築
内
部 
活用コスト６要因分類：2004（単位：千円） 
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
不
良
箇
所 
是
正
工
事 
劣化対策 
B1F機械室壁配管貫通部補修 16  
 
〃煙道部菅部補修 35  
〃ﾊﾟｲﾌﾟｽﾍﾟｰｽ貫通部補修 20  
小計 71  
８
階
用
途
変
更 
（
異
用
途
使
用 
是
正
） 
法対策 
金属工事 1,498  異
種
用
途
の
８
階
ス
ポ
ー
ツ
施
設
を
事
務
に
用
途
変
更
し
適
法
状
態
に
す
る
。 
左官工事 485  
塗装工事 323  
雑工事 566  
小計 2,872  
解
体
撤
去 
工
事 
８
階
用
途
変
更
工
事 
法対策 
8階用途変更工事 7,044  上
記
事
項
に
伴
う
解
体
等
雑
工
事 
小計 7,044  
８
階
用
途
変
更 
法対策/改修対策 
建具工事 2,381  用
途
変
更
に
伴
う
仕
上
げ
工
事 
内装工事 6,232  
小計 8,613 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
改
修
工
事 
改修対策 
ﾀｲﾙ工事 231  エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
の
形
状
・
仕
様
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
金属工事 4,756  
建具工事 1,728  
塗装工事 608  
内装工事 183  
雑工事 640  
小計 8,146  
ト
イ
レ
・
給
湯
室 
改
修
工
事 
改修対策 
石工事 397  ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の 
形
状
・
仕
様
の
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
金属工事 471  
左官工事 1,014  
建具工事 1,464  
塗装工事 32  
内装工事 2,721  
雑工事 6,830  
小計 12,929  
解
体
撤
去
工
事 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス 
劣化対策/改修対策 ｴﾝﾄﾗﾝｽ廻り改修工事 970  
改
修
工
事
に
合
わ
せ
た
老
朽
化
部
分
の
解
体
撤
去 
ト
イ
レ
・
給
湯
室
改
修
工
事 
劣化対策/改修対策 
ﾄｲﾚ・給湯室改修工事 998  
小計 1,968  
建築内部工事計 41,643 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 71  0.17% 
劣化対策/法対策 0  0.00% 
法対策 9,916  23.81% 
法対策/改修対策 8,613  20.68% 
改修対策 21,075  50.61% 
劣化対策/改修対策 1,968  4.73% 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№５の建築内部工事は劣化対策、法対
策、法対策／改修対策、改修対策、劣化対策／改修対策の５要因構成されている。 
構成比は劣化対策約 0.2％、法対策約 24％、法対策／改修対策約 21％、改修対策
約 50％、劣化対策／改修対策約５％である。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①本事例が法不適合建物であることから法不適合是正のための法対策が優先対策
であり、屋上プール施設撤去及び８階の異種用途の変更（スポーツ施設から事
務所へ変更）に伴う法対策と法対策／改修対策の法関連対策が大きな比重を占
めている。 
②法是正対策と同時に、それに伴う８階の用途変更（スポーツ施設から事務所）
及び活用時の収益性に直接影響を与える利用者、社会的ニーズを反映した共用
部の改修対策が施され改修対策が単独では最も大きな比重を占めている。 
この改修対策の実施は、活用コストにおける法是正の負荷を軽減する働きを
有すると考えられる。 
 
  
 １９６ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類：2004（単位：千円）  
工種 ６要因別 項目 金額 備考 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ廻り
改修 
劣化対策 
機械警備更新 1,055  
 
小計 1,055  
８
階
用
途
変
更 
（
異
用
途
使
用 
是
正
） 法対策 
非常放送 396  ８
階
用
途
変
更
に
よ
る
法
準
拠
の
非
常
用
設
備
設
置 
 
自動火災報知 499  
解体撤去 822  
ESP移設工事 2,120  
小計 3,837  
屋
上
プ
ー
ル
廻
り
撤
去 法対策 
電工費 218 屋
上
プ
ー
ル
の
原
状
回
復
に
伴
う
雑
工
事 場内小運搬 38 
処分費 70 
運搬費 10 
雑費 16 
小計 352  
８
階
用
途
変
更
復
工
事 
法対策/ 
改修対策 
幹線動力設備工事 1,765  
ス
ポ
ー
ツ
施
設
か
ら
事
務
所
へ
用
途
変
更
に
よ
る
形
状
・
仕
様
変
更 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ 2,231  
電話配管 324  
ﾃﾚﾋﾞ共聴 212  
小計 4,532 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
改
修 
改修対策 
電灯・弱電設備 211 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
廻
り
の
形
質
の
伴
う
改
修
に
合
わ
せ
た
電
気
設
備
改
修 
小計 211  
ト
イ
レ･
給
湯
室
改
修 
改修対策 
合成樹脂性電線管 4 ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の
形
質
の
伴
う
改
修
に
合
わ
せ
た
電
気
設
備
改
修 
  3 
同上付属品 2 
計  9 
ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 21 
600v絶縁電線 1 
低圧力ｹｰﾌﾞﾙ 11 
  4 
  5 
  57 
  6 
ｹｰﾌﾞﾙ支持材 4 
計  109 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準-劣化 → 基準-法 
 分類１ → 分類２ 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備 
ト
イ
レ･
給
湯
室
改
修 
改修対策 
埋込ｽｲｯﾁ 7 ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の
形
質
の
伴
う
改
修
に
合
わ
せ
た
照
明
、
ス
イ
ッ
チ
等
電
気
設
備
改
修 
  1 
  7 
計  15 
ダウンライト 308 
ミラー用〃 24 
埋込型蛍光灯 32 
消耗品材 9 
計  373 
電工費 820 
はつり補修 240 
天井開口費 39 
運搬費 48 
雑費 80 
計  1,227  
小計 1,733  
電気設備工事計 11,720  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,055  9.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 4,189 35.74% 
法対策/改修対策 4,532 38.67% 
改修対策 1,944 16.59% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備工事６要因別構成から、事例№５の電気設備工事は劣化対策、法対
策、法対策／改修対策、改修対策の４要因で構成されている。構成比は劣化対策約
９％、法対策約 36％、法対策／改修対策約 39％、改修対策約 16％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①屋上プール撤去、８階異種用途変更の法不適合是正に伴う法対策及び法対策・
改修対策の法関連対策に重点が置かれ大きな比重を占めている。 
②トイレ、給湯室等の共用部に改修対策が施され、利用者及び社会的ニーズに対
応した照明環境の向上が図られている。 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備 
活用コスト６要因分類：2004（単位：千円） 
工種 コスト構成類型 項目 金額 備考 
１
階
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
ホ
ー
ル
改
修
工
事 
劣化対策 
空調機ﾊﾟﾈﾙ清掃等 43  
 
小計 43  
 
８
階
用
途
変
更
（
異
用
途
使
用
是
正
） 
法対策 
空調機器設備 1,674  ８
階
用
途
変
更
に
伴
う
空
調
換
気
設
備
整
備 
空調配管設備 2,930  
換気設備 2,405  
小計 7,009  
屋
上
プ
ー
ル 
 
廻
り
撤
去 
法対策 
ﾀﾞｸﾄ類撤去 72  屋
上
プ
ー
ル
廻
り
の
原
状
回
復
に
伴
う
空
調
関
係
雑
工
事 
冷媒ｶﾞｽ回収費 360  
小計 432  
７
階
空
調
改
修
工
事 
改修対策 
７階空調改修工事 272  
 
小計 272  
ト
イ
レ･
 
給
湯
室 
改
修 
改修対策 
換気設備工事 4,168  
 
小計 4,168  
空調換気設備工事計 11,924  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
空
調
換
気
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 43  0.36% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 7,441  62.40% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 4,440 37.24% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
 上表空調換気設備工事６要因別構成から、事例№１の空調換気設備工事は劣化対
策、法対策、改修対策の３要因で構成されている。構成比は劣化対策約 0.4％、法
対策約 63％、法対策／改修対策約 37％である。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記の①、②のように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 ①屋上プール撤去及び８階異種用途変更の法不適合是正に伴う法対策が施され、
特に８階異種用途変更に伴う全面的法対策が大きな比重を占めている。 
②トイレ、給湯室等共用部に換気設備の改修対策が施され、利用者及び社会的ニ
ーズに対応した空気環境の向上が図られている。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
給
排
水
衛
生
設
備 
活用コスト６要因分類：2004年（単位：千円） 
工種 コスト構成類型 項目 金額 備考 
屋
上
プ
ー
ル
周
り
撤
去
工
事 
法対策 
機器類解体工事 1,250  
屋
上
の
原
状
回
復
に
伴
う
付
帯
施
設
の
撤
去
・
廃
棄 
衛生器具撤去工事 36 
配管類撤去工事 858 
消耗品材料費 97 
はつり補修費 242 
場内運搬費 145 
養生及び片付け清掃費 61 
産業廃棄物処理費 600 
現場経費 316 
小計 3,605  
Ｂ
１
Ｆ
駐
車
場
及
び
機
械
室
内
撤
去
工
事 法対策 
B1F駐車場及び機械室内撤去
工事 
1,962  
Ｂ
１
階
及
び
機
械
室
内
の
プ
ー
ル
関
連
施
設
の
撤
去 小計 1,962  
ト
イ
レ･
給
湯
室
改
修 
便
所
内
改
修 
工
事 
改修対策 
衛生設備工事 12,836  
ト
イ
レ
・
給
湯
室
廻
り
の
衛
生
設
備
の
仕
様
ア
ッ
プ 
小計 12,836  
給排水衛生設備工事計 18,403  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 5,567  30.25% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 12,836  69.75% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備の６要因別構成から、本事例№５の給排水衛生設備工事は、 
法対策及び改修対策の２要因で構成されている。構成比は法対策約 30％、改修対策
約 70％である。 
上記事項を考査すると給排水衛生設備の６要因別活用コスト構成の実態は、下記
①、②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①本事例の法不適合是正は主に屋上プール施設の撤去であり、それに伴う給排水
管の撤去及びボイラー等Ｂ１階駐車場及び機械室内のプール関連設備も法対策
の一環として撤去され、法的適合性が確保された。 
②トイレ、給湯室等水廻り等の衛生環境及び施設内容に対する利用者及び社会的
ニーズは大きく、法対策実施に合わせて衛生設備器具の改修により value up
されたため改修対策が大きな比重を占めている。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２００ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.６ 活用コスト６要因分類：外構・ガス工事 
外
構
・
ガ
ス
工
事 
活用コスト６要因分類：2004年（単位：千円） 
工種 ６要因別 項目 金額 備考 
外構工事 劣化対策 
 0 
 
小計 0 
ガス工事 法対策 
ｶﾞｽ撤去工事 100 屋上
プ
ー
ル
施
設
の
ガ
ス
ボ
イ
ラ
ー
撤
去
に
伴
う
ガ
ス
設
備
撤
去 
小計 100 
外構・ガス設備工事計 100  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
外
構
・
ガ
ス
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 100 100.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による外構・ガス工事の実態の考察 
 
上表外構・ガス工事の６要因別構成から、本事例№５の外構・ガス工事は、ガス
工事の法対策の１要因でだけである。 
 
ガス工事はプール施設関連ボイラーのガス配管等撤去であり、法不適合是正の法
対策の一環である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No１の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 14,010 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 12,878  
劣化/法対策 560  
法対策 3,570  
法対策/改修対策 4,115  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  21,123  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 2,730 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 71  
劣化/法対策 0  
法対策 9,916  
法対策/改修対策 8,613  
改修対策 21,075  
劣化対策/改修対策 1,968  
実施施工費小計  41,643  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 840 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,055  
劣化/法対策 0  
法対策 4,189  
法対策/改修対策 4,532  
改修対策 1,944  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  11,720 
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 10,320 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 43  
劣化/法対策 0  
法対策 7,441  
法対策/改修法対策 0  
改修対策 4,440  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  11,924  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 1,200 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化/法対策 0  
法対策 5,567  
法対策/改修対策 0  
改修対策 12,836  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  18,403 
外
構
・
ガ
ス
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 290 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化/法対策 0 
法対策 100  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0 
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  100 
 
 
 ２０２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№５の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
6要因分類 工種 
活用コスト 
(千円） 
活用コスト合計
(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事合計 12,878  
14,047  13.39% 
建築内部工事合計 71  
電気設備工事合計 1,055  
空調換気設備工事合計 43  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 560  
560  0.53% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 3,570  
30,783  29.34% 
建築内部工事合計 9,916  
電気設備工事合計 4,189  
空調換気設備工事合計 7,441  
給排水衛生設備合計 5,567  
外構・ガス工事合計 100  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 4,115  
17,260  16.45% 
建築内部工事合計 8,613  
電気設備工事合計 4,532  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 0  
40,295  38.41% 
建築内部工事合計 21,075  
電気設備工事合計 1,944  
空調換気設備工事合計 4,440  
給排水衛生設備合計 12,836  
外構・ガス工事合計 0  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
1,968  1.88% 
建築内部工事合計 1,968  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構・ガス工事合計 0  
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下表３.１２は本章３－３ 事例№５の活用コストの６要因による試行分類及び 
表３.１０、３.１１に基づき建築総計、設備総計、総合計毎に活用コストを６要因
に分類集計したものである。 
 
表３.１２ ６要因試行分類：全総計及び建築総計、設備総計 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 16,740   
コスト ６要因分類 活用コスト（千円）  
活用コスト 
６要因分類 
劣化対策 12,949  
劣化対策/法対策 560  
法対策 13,486  
法対策/改修対策 12,728  
改修対策 21,075  
劣化対策/改修対策 1,968  
実施施工費小計  62,766  
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 12,650  
コスト ６要因分類 活用コスト（千円）  
活用コスト 
６要因分類 
劣化対策 1,098  
劣化対策/法対策 0  
法対策 17,297  
法対策/改修対策 4,532  
改修対策 19,220  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  42,147  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 29,390   
コスト ６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
活用コスト 
６要因分類 
劣化対策 14,047 1,952 
劣化対策/法対策 560  77 
法対策 30,783 4,278 
法対策/改修対策 17,260 2,398 
改修対策 40,295 5,600 
劣化対策/改修対策 1,968 275 
活用コスト小計  104,913 14,580 
  
＊建築総計＝建築外部合計＋建築内部合計＋外構工事 
＊設備総計＝電気設備合計＋空調換気設備合計＋衛生設備合計＋ｶﾞｽ工事合計 
 ２０４ 
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（１０）６要因別活用コスト実態構成 
    下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。ま
た図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
６要因分類 活用コスト（千円） ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  14,047  17193.4  13.39% 
劣化対策/法対策 560  685.4  0.53% 
法対策 30,783  37678.1  29.34% 
法対策/改修対策  17,260  21126.1  16.45% 
改修対策 40,295 49320.7  38.41% 
劣化対策/改修対策  1,968 2408.8  1.88% 
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改修対策 
1.88% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
表８．６要因別事例№５活用コスト実態構成表 
 
図１．６要因別活用コスト実態構成図 
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図２ 事例 No５ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、図４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
施工費仕分け類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  20.63% 12,949 2.61% 1,098 
劣化対策/法対策 0.89% 560 0.00% 0 
法対策 21.49% 13,486 41.04% 17,297 
法対策/改修対策 20.28% 12,728 10.75% 4,532 
改修対策 33.58% 21,075 45.60% 19,220 
劣化対策/改修対策 3.14% 1,968 0.00% 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
20.63% 
劣化対策/法対策 
0.89% 
法対策 
16.91% 
法対策/ 
改修対策 
24.85% 改修対策 
36.71% 
劣化対策/改修対策 
0.00% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
劣化対策  
2.61% 
劣化対策/ 
法対策 
0.00% 
法対策 
41.04% 
改修対策/ 
劣化対策 
0.00% 
改修対策 
45.60% 
法対策/ 
改修対策 
10.75% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図４．６要因別設備活用コスト実態構成図 
 
図４．類型別建築・設備活用コスト実態構成図 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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（１１） 小括 
 
本事例は不適合性是正の法対策が最優先事項であるが、実際には法対策コスト
と同時に活用時の賃貸料など収益性の向上に大きく影響する、一部専用部の用途
変更とエントランス部等共有部の改修対策（Value up＝各分の改修、及び共有部
の付加価値性の向上へ向けた改修等）が実施され改修対策（Value up）が大きな
比重を占めている。 
結果的に法対策コストと改修対策コストで全体の 67％を占めている。 
 
本事例№５の６要因別活用構成
は劣化対策、劣化対策／法対策、
法対策、法対策／改修対策、改修
対策及び劣化対策／改修対策の
６要因で構成されている。 
構成比は劣化対策 13％(4,047)
劣化対策／法対策１％(560)、法
対策 29％(30,783)、法対策／改修
対策16％(17,260)、改修対策38％
(40,295)及び劣化対策／改修対
策２％(1,968)である。 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように法不適合
建物の是正による運用法の変更に伴う活用特性を反映したもので、円滑なストック
活用が図られていると考えられる。 
 
①本事例は容積率オーバー等不適合性是正の法対策が最優先で実施されている。 
②８階スポーツ施設から事務所へ用途変更が実施され、法的な異種用途使用状態
が解消されている 
③本事例活用に不可避な法対策コストの負担に対し、それを補う収益性の向上に
直結する８階の用途変更及び共用部等の改修対策が同時実施されている。 
 
 
 
  
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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（附）試行分類の有効性の考察 
  本事例№５は６要因試行分類の対象事例であり、試行分類の結果を以下に示す。 
 
左図は工種毎の６要因試行分類の各
コスト構成を示している 
試行事例№５の活用特性は法不適合
の是正及び、用途変更部と他の部分の
改修が主となっている。左図のコスト
構成をみると法対策、法対策/改修対策
及び改修対策の比重が各工種共に大き
く、活用特性を反映したものとなって
いることが分かる。また重合部要因の
法対策/改修対策が分類に重要な働き
をしていることも理解される。 
上記より試行分類が各工種において、
有効であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 図-附１、２から試行分類に用いている６要因のうち主要３要因の劣化対策、法
対策及び改修対策が試行分類に於いて有効であると推察される。同時に主要３要
因の重合部である劣化/法対策、法対策/改修対策及び劣化対策/改修対策もまた主
要３要因同様に有効性を発揮し６要因が一体的に分類機能を果たしていると考え
られる。以上のことから６要因による活用コストの試行分類は有効性が大きいこ
とを示しているということができる。
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0.53% 
法対策 
29.34% 
法対策/改修対策 
16.45% 
改修対策 
38.41% 
劣化対策/ 
改修対策 
1.88% 
事例№５試行分類６要因構成 
劣化対策  劣化/法対策 法対策 法対策/改修対策 改修対策 劣化対策/改修対策 
図-附１ 工種毎の試行分析６要因コスト構成 
図-附２ 工種毎の試行分析６要因コスト構成 
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（１）対象事例紹介 
№６KNビル [練馬区石神井、築経年 22年、2,918.32㎡] 
 
（２）事例№６の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、下記二項に纏められる。 
①本事例№６は都内の閑静な住宅地に立地する築年数 22 年の全室賃貸共同住
宅で、用途の変更や全面的改修は行わずＥＲ指摘事項への劣化対策と部分的
改修対策で活用性の向上を図る。 
②当該敷地南西面に新設された区道の道路車線への不適合を天空率の準用によ
って「住みながら」の是正を図る。 
 
（３）事例№６の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
ＥＲの劣化診断で緊急・短期（１年以内）対応を要する指摘は特になく、
他は長期対応事項である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
 
外
部
敷
地 
外構 
①外構ﾌｪﾝｽに錆、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 塗装更新 
②ｺﾞﾐ壁ｸﾗｯｸ発生 ﾓﾙﾀﾙ補修の上塗装更新 
③駐車場床にｸﾗｯｸ 補修の上塗装更新 
④同上乗入部 L 型側溝破損 L 型側溝交換更新 
⑤外構床ﾀｲﾙｸﾗｯｸ、破損 補修の上交換更新 
⑥自転車置場鉄部に錆、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 塗装更新 
長
期 
構
造 
全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
新耐震以降の建物診断、補強の義務なし 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
 
外
部
仕
上
げ 
屋上 ①屋根軽量瓦汚損 清掃・洗浄 
外壁 
①渡廊下鉄部に錆,ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 塗装更新 
②躯体取合い部 EXP.Jのｼｰﾘﾝｸﾞ劣化, 
ﾎﾞﾙﾄ脱落,発錆 
補修更新 
③渡廊下上裏の結露 洗浄及び塗装更新 
④外壁ﾀｲﾙの浮き､汚損 不具合部補修及び洗浄 
⑤ﾊﾞﾙｺﾆｰ床にｸﾗｯｸ 補修の上防水塗装更新 
同上手摺壁,天井に汚損,ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 補修の上塗装更新 
同上屋外機置場床の経年劣化 補修の上防水塗装更新 
ｼｰﾘﾝｸﾞ ①各所外壁面ｼｰﾘﾝｸﾞの不良部 ｼｰﾘﾝｸﾞ打ち替え 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ   
外部鋼製建具 ①各所外部鉄部及び鋼製建具錆、 
ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 
防錆・仕上げ塗装更新 
外部鉄部 ①各所外部鉄部発錆 防錆・仕上げ繕塗装更新 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２０９ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表１.２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
      ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
内
部
仕
上
げ 
長
期 
天井 
①ｴﾝﾄﾗﾝｽ天井の漏水痕 
 
補修の上塗装による更新 
内部建具 
①ｱﾌﾟﾛｰﾁ屋根鉄骨の錆、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 防錆・仕上げ繕塗装更新 
②ｴﾝﾄﾗﾝｽ SDの錆、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 防錆・仕上げ繕塗装更新 
内部金物   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
 
電
気
設
備 
受変電設備   
非常電源設備 
①管理人室、郵便室非常用照明器具 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ、及びたま切れ 
 
ﾊﾞｯﾃﾘｰおよびまた交換更新 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備   
照明設備 
①外部照明器具に錆、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 防錆・仕上げ繕塗装更新 
②東側自転車置場の架空配線の高さ不
足 
配線経路の変更更新 
弱電設備   
防災器具設備 
①外部非常警報受信機に錆、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ 
発生   
防錆・仕上げ繕塗装更新 
②北側ﾊﾞﾙｺﾆｰ避難ﾊｯﾁ直下に駐車場 
、付帯溝あり 
 
駐車配列変更及び溝蓋設置に
よる避難路確保 
雑電気設備   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
 
空
調
換
気
設
備 
機器設備   
ﾀﾞｸﾄ設備 ①ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟにﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 塗装更新 
配管設備   
雑補修   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
 
給
排
水
衛
生
設
備 
衛生器具設備   
給水設備 ①加圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾎﾞｯｸｽにﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 塗装更新 
給湯設備   
排水通気設備 ①給排水配管にﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生 塗装更新 
消化設備   
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
事例№６は運用目的が短中期賃貸利用ということと、試行分類への準拠を
考慮しＥＲに計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年以内と 3 年以内で
計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２－１ ＥＲ計上劣化対策構成 
 ＥＲ計上(単位：千円) 
 工種  項目 緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
建
築
外
部 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 屋根 0 0 0 
外装 0 0 0 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ 0 0 0 
外部建具、金物 0 0 0 
外部雑 0 0 0 
建築外部小計 0 0 0 
建
築
内
部 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
内部床 0 0 0 
内部壁 0 0 0 
内部天井 0 0 0 
内部建具 0 0 0 
内部雑 0 0 0 
 建築内部工事小計 0 0 0 
電
気
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策  
受変電設備 0 0  0 
非常電源設備 100 0 100 
幹線動力設備 0 0 0 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 0  0 0 
防災電気設備 0 0 0 
弱電設備 0  0  0 
雑工事 0 0  0 
電気設備小計 100 0 100 
空
調
換
気
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
機器設備 0 0 0 
ﾀﾞｸﾄ設備 0 0 0 
配管設備 0 0 0 
換気・排煙設備 0 0 0 
雑補修 0 0 0 
空調換気設備小計 0 0 0 
給
排
水
衛
生
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
衛生器具設備 0 0  0  
給水設備 0 0  0  
給湯設備 0 0 0 
排水通気設備 0 0 0  
消化設備 0 0 0 
雑工事 0 0 0  
給排水衛生設備小計 0 0 0 
機
械
駐
車
、 
昇
降
機
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
昇降機設備 0 0 0 
機械駐車設備 0 0 0 
機械駐車、昇降機設備小計 0 0 0 
ＥＲ指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策合計 100 0 100 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
当該建物で緊急及び 1 年以内の対応が必要な指摘事項は以下の３点
である。遵法性の緊急及び１年以内指摘事項は下表の「緊急及び１年
以内」に記する。 
①当該敷地南西面新設区道からの道路車線制限不適合（ＥＲ指摘外） 
②管理人室及び郵便室の非常用照明のバッテリ切れやたま切れ不具合への対応。 
③北側バルコニー避難ハッチ直下が駐車場で、側溝等もあり駐車配置の変更等
の対応が必要である。 
 
ＥＲの遵法性指摘事項は細部の不適合部是正と、ＥＲでは指摘されていない
が当該敷地南西部に新設された区道の道路車線不適合がある。斜線不適合は天
空率の緩和措置を活用し自主的に是正することで役所の同意を得た。 
 
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性 
    ：ＥＲ指摘事項  
遵
法
性 
時期 現行法 現状適否 是正方法 
緊
急
及
び
１
年
以
内 
建
築
基
準
関
係
規
定
等 
集
団
規
定 
道路斜線制限 
南西面新設区道からの 
道路車線制限不適合 
天空率活用による緩和 
措置で是正 
建蔽率 
１階周りに組立式物置、屋根
付駐輪場が増築 
増築手続きの有無不明 
建蔽。容積率ｵｰﾊﾞｰ認めら
れない 
単
体
規
定 
非常用照明 
 
管理人室及び郵便室の非常用
照明のﾊﾞｯﾃﾘｰ、たま切れ 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ、たまの更新 
避難設備 北側バルコニー避難ハッチ直
下が駐車場 
 
駐車配置の変更による避
難路の確保及び付随溝へ
の蓋設置 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記４項目に対応
が必要。 
時期 現行法 現状適否 是正方法 
長
期 
建
築
基
準
関
係 
規
定
等 
そ
の
他
関
係
規
定
等 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、 
改修時等には現法適用に留意 
努力義務あり 
消防法 消防設備等の定期点 点検・報告義務あり(H16
以降不明) 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記２項目に留意
が必要。 
 
ⅱ)遵法性：短期指摘事項対応（３年以下） 
  遵法性の短期指摘事項は上表の「短期」に記する。 
 
ⅲ)遵法性：長期指摘事項対応（３年以上） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」に記する。  
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は賃貸から分譲方式への運用法の変更に伴うＥＲ指摘事項を含んだ
修繕・更新及び改修工事であり、運用法が活用コストに強く反映されるスト
ック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
屋
根
工
事 
一
般
屋
根 
劣化対策 
軽量瓦高圧水洗浄    
軒樋清掃    
割れ部分補修    
小計 0  
外
壁
工
事 
タ
イ
ル
外
壁
部 
劣化対策 
ﾀｲﾙ各所補修 33  
小計 33  
渡
り
廊
下 
劣化対策 
手摺塗装 52  
H鋼鉄骨柱 60  
天井結露補修 8  
天井補修 29  
EXP ﾌﾟﾚｰﾄ交換 52  
同上下地補修 12  
作業足場 90  
小計 303  
外
階
段
手
摺
壁 
劣化対策 
下地清掃 28  
天井塗装    
手摺裏壁塗装 245  
同上廊下 97  
小計 370  
バ
ル
コ
ニ
ー 
手
摺
壁
部
分 
劣化対策 
下地清掃    
天井塗装    
手摺裏壁塗装    
小計 0  
バ
ル
コ
ニ
ー
防
水 
劣化対策 
下地清掃    
下地補修    
下地調整    
ｺｰﾅｰｼｰﾙ    
平場ｳﾚﾀﾝ塗膜防水    
立上りｳﾚﾀﾝ塗膜防水    
屋外機処理    
隔壁塗装    
小計 0  
共
用
部
工
事 
中
庭 
劣化対策 
床ﾀｲﾙｸﾗｯｸ部分取替え補修 120  
小計 120 
 
 
外
部
建
具
工
事 
外
部
鋼
製
扉 
劣化対策 
雑塗装 60  
小計 60  
玄
関
扉 
劣化対策 
扉見え掛部：雑塗装 255  
戸当たりまで：雑塗装    
小計 255  
外
部
金
物 
竪
樋 
劣化対策 
渡り廊下下部手直し 15  
小計 15  
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前頁表４.１続き 
建
築
外
部 
天
空
率
確
保
工
事 
仮
設
工
事 
法対策 
仮設足場 180 
新
設
さ
れ
た
区
道
か
ら
の
道
路
斜
線
に
抵
触
し
不
適
合
と
な
る
た
め
、
天
空
率
の
緩
和
措
置
を
活
用
し
た
法
的
是
正
。 
小計 180 
法対策 
仮設配線 45 
小計 45 
法対策 
仮設備品（1か月） 20 
小計 20 
法対策 
資材・廃材置場 20 
小計 20 
法対策 
養生費 50 
小計 50 
法対策 
発生材処分 55 
小計 55 
法対策 
片付清掃費 50 
小計 50 
法対策 
警備員 44 
小計 44 
法対策 
足場繋ぎ跡補修 33 
小計 33 
法対策 
道路占用料（申請共） 60 
小計 60 
解
体
撤
去
工
事 
法対策 
ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰ 21 
小計 21 
法対策 
ﾊﾝﾄﾞｸﾗｯｼｬｰ 100 
小計 100 
法対策 
同上用発電機 45 
小計 45 
法対策 
解体工 59 
小計 59 
法対策 
面ハツリ 22 
小計 22 
法対策 
発生材集積・積込み 25 
小計 25 
天
空
率
確
保
工
事 
躯
体
工
事 
法対策 
鉄筋工（常庸） 67 
小計 67 
法対策 
型枠大工（常庸） 72 
小計 72 
法対策 
型枠 払 26 
小計 26 
法対策 
コンクリート 20 
小計 20 
法対策 
打設工 80 
小計 80 
仕
上
げ
工
事 
法対策 
左官工 83 
小計 83 
法対策 
タイル 14 
小計 14 
法対策 
タイル工 45 
小計 45 
法対策 
副資材 12 
小計 12 
法対策 
屋根：軒端 板金工 160 
小計 160 
法対策 
シーリング 34 
小計 34 
法対策 
ウレタン塗装 66 
小計 66 
法対策 
塗装工 2 
小計 2 
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前頁表４.１続き 
 
屋
根
工
事 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
部 
改修対策 
侵入防止柵新設 144 
 
小計 144 
 
共
用
部
工
事 
中
庭 
改修対策 
出入口天井張替   中
庭
出
入
口
劣
化
部
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
に
伴
う
改
修
実
施 同上：軽天下地 10 
同上：ｹｲｶﾙ板 34 
同上：塗装 3 
小計 47 
外
部
建
具
工
事 
Ｐ
Ｓ
扉 
改修対策 
上部開口：意匠 486 Ｐ
Ｓ
扉
上
部
開
口
設
置 
小計 486 
共
用
部
工
事 
入
口 
ゲ
ー
ト 
劣化対策/改修対策 
ｹﾚﾝ清掃・錆止め・ｳﾚﾀﾝ仕上げ 50  
小計 50  
階
段
部 
劣化対策/改修対策 
長尺ｼｰﾄ張替 802  
小計 802  
共
有
廊
下
及
び
踊
り
場 
劣化対策/改修対策 
長尺ｼｰﾄ張替 715  
長尺ｼｰﾄ端末ｼｰﾙ 230  
小計 945  
側
溝 劣化対策/改修対策 
ｳﾚﾀﾝ防水 527  
小計 527  
外
部
建
具
工
事 
Ｐ
Ｓ
扉 
劣化対策/改修対策 
ｹﾚﾝ清掃・錆止め・ｳﾚﾀﾝ仕上げ 171  
小計 171  
建築外部工事計 5,838  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,156 19.80% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 1,510 25.87% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
 改修対策 677 11.60% 
 劣化対策/改修対策 2,495 42.74% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
上表建築外部工事６要因別構成から、事例№６の建築外部工事は劣化対策、法対
策、改修対策及び劣化対策/改修対策の４要因から構成されている。構成比は劣化対
策約 20％、法対策約 26％、改修対策 12％約及び劣化対策/改修対策約 42％である。 
 
建築外部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように法不
適合の是正と、共用部の部分的劣化対策と改修対策による賃貸共同住宅の継続利用
という運用特性を反映したものであると考えられる。 
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①賃貸集合共同住宅の場合、占有部は賃貸利用者が変わる度に原状回復やリニュ
ーアルが繰り返されることから、建物外部の経年劣化が進む傾向があると考え
られる。本事例は竣工後 22年を経ているが賃貸運用に支障をきたすような建物
内外部の著しい物理的経年劣化はないものと考えられることから外部共用部の
劣化対策と改修対策を部分的選択的に実施している。 
②当該敷地南西面に区道が新設され、その区道からの道路車線制限に抵触してい
ることが明らかになり遵法性に問題が生じたことから、法的不適合部を自主的
に是正し、当該建物の社会的及び運用的価値の保全を図った。 
 
  
 ２１６ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
共
用
部 
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
工
事 
改修対策 
天井：漏水部補修 68  
陳
腐
化
し
た
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
部
の
デ
ザ
イ
ン
更
新
に
伴
う
改
修
対
策
実
施 
同上 PB張り 73  
同上：塗装仕上げ 44  
同上：ｶﾞﾗｽ割れ替え 26  
同上：塗装仕上げ 18  
壁：下地処理 205  
同上：塗装仕上げ 62  
作業用足場 20  
小計 516  
内
部 
建
具 
改修対策 
扉：錆止めの上、ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼
り 
220  扉
の
シ
ー
ト
貼
り
改
修 
小計 220  
建築内部工事計 736   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0   
劣化対策/法対策 0   
法対策 0  
法対策/改修対策 0   
 改修対策 736   
 劣化対策/改修対策 0   
 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、本事例の建築内部工事は改修対策要因だけ
である。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の法不適合の是正と部分的劣化対策と改修対策による賃貸共同住宅の継続利用と
いう運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例は築後 22年を経た賃貸集合共同住宅であるが、賃貸利用の占有部は利用
者の入れ替えに合わせて随時原状回復やリニューアル等が行われるのが一般的
であり、本事例では占有居室の改修対策は実施せず、利用者の満足度を考慮し
てエントランス等の共用部に限定した改修対策に止めている。 
②法不適合の道路斜線制限に抵触しているのは最上階の軒先及びバルコニー先端
部であるが、その是正に当たっては天空率の規定を準用したため建築内部には
影響を与えていない。 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２１７ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
外
部
器
具 
劣化対策 
塗装 96 
 
小計 96 
防
災
設
備
工
事 
警
報 
受
信
機 
劣化対策/法対策 
錆止め・塗装 2 
 
小計 2 
 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
誘
導
・
非
常
灯
類 
法対策 
非常用照明 63 
 
小計 63 
 
防
災
設
備
工
事 
避
難 
設
備 
法対策 
床面ｺﾝｸﾘｰﾄ嵩上げ 72 避
難
経
路
の
確
保
改
修 
同上黄ﾗｲﾝ引き 3 
小計 75 
電
灯
・
コ
ン
セ
ン
ト
設
備
工
事 
電
線
類 
改修対策 
架空配線切断、端部仕舞 1 架
空
配
線
の
撤
去
及
び
埋
設
配
線
へ
の
交
換 
小計 1 
共
用
部 
照
明 
改修対策 
ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ照明 96 高
力
率
型
照
明
器
具
設
置 
同上 111 
小計 207 
外
部
器
具 
改修対策 
交換 130  
小計 130  
電気設備工事計 574  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 96 16.72% 
劣化対策/法対策 2 0.35% 
法対策 138 24.04% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 338  58.89% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２１８ 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備施工費６要因別構成から、本事例の電気設備工事は劣化対策、劣化
対策/法対策、法対策及び改修対策の４要因から構成されている。構成比は劣化対策
約 17、劣化対策/法対策約 0.4、法対策約 24及び改修対策約 59である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例の電気設備工事は共用部に限定し選択的に劣化対策及び改修対策が実施
し、利用者の満足度の向上を図った。 
②電気工事の一環としてＥＲ指摘事項の非常用照明及び避難設備の法対策を実施
し、集合共同住宅としての安全性の保全を図った。  
 ２１９ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
換
気
設
備
工
事 
劣化対策 
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ：塗装 45  
小計 45 
空調換気設備工事計 45  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
空
調
換
気
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 45  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0   
劣化対策/改修対策 0  
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、事例№４の空調換気設備工事は劣化対
策のみの構成となっている。 
 
上記事項から空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記のよう
に本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
・本事例は工事範囲が共用部に限定されているために、空調換気設備工事におい
ても選択的に劣化対策が施され耐久性能の向上が図られている。 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２２０ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
給
排
水
衛
生
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
機
器
類 
劣化対策 
加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ BOX・配管塗装 16 
 
小計 16 
 
配
管
類 
劣化対策 
竪樋破損部修繕 4 
 
小計 4 
消
火
設
備
工
事 
法対策 
火災報知用連動操作盤 205 
劣
化
し
た
消
防
設
備
を
法
基
準
に
準
拠
す
る
よ
う
に
劣
化
対
策
を
施
し
た
。 
消耗品雑材料費 11 
器具取付費 143 
試験調整費 52 
消防申請手続書 65 
現場雑費 20 
小計 496 
改修対策 
機器収納箱：防水型 208  
小計 208  
給排水衛生設備及びガス設備工事計 724  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
給
排
水
衛
生
設
備
及
び 
ガ
ス
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 20 2.76% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 496 68.51% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 208 28.73% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備工事の６要因別構成から、本事例の給排水衛生設備工事は劣
化対策、法対策及び改修対策で構成されている。構成比は劣化対策約３％、法対策
約 68％及び改修対策約 29％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、
下記のように本事例の賃貸集合共同住宅の継続運用という運用特性を反映したもの
であると考えられる。 
 
①機器、配管等の劣化対策で給排水設備の基本性能の保全を図った。 
②消防法に基づく火災報知盤等の法対策及び消火設備の改修対策で安全性の保全
を図った。 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２２１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.６ 活用コスト：機械式駐車場、 
     昇降機設備及び外構工事 
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び
外
構
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
外
構 
ゴ
ミ
置
場 
劣化対策 
壁ｸﾗｯｸ部ﾀｲﾙ補修 21 
 
下地高圧水洗浄 1 
同上：床 23 
小計 45 
Ｌ
型
側
溝
取
合
部 
劣化対策 
破損部分補修 32 
 
小計 32 
駐
輪
場 
自
転
車
置
場 
法対策 
東側自転車置場撤去 50 入
口
幅
員
基
準
確
保
の
た
め
自
転
車
置
き
場
の
撤
去 
同上床：防塵塗装塗布 80 
同上：下地調整 44 
小計 174 
外
構 
植
栽 
改修対策 
ｼﾝﾎﾞﾙﾂﾘｰ廻り植栽新設 52 外
構
廻
り
の
改
修 
小計 52 
ゴ
ミ
置
場 
改修対策 
鳥防止メッシュ新設 239 
鳥防止メッシュ新設 280 
小計 519 
駐
輪
・
駐
車
場 
自
転
車
置
場 
改修対策 
駐車場・駐輪場仕切り新設 34 駐
車
場
・
駐
輪
場
の
形
質
の
変
更 
小計 34 
駐
車
場
床
他 
改修対策 
下地高圧水洗浄 32 
床ｸﾗｯｸ補修：U ｶｯﾄｼｰﾙ 68 
防塵塗装塗布 777 
ﾗｲﾝ引き 90 
出入口鍵改造 18 
小計 985 
外
構 
フ
ェ
ン
ス 
劣化対策/改修対策 
支柱：ｹﾚﾝ清掃・錆止め・ 
ｳﾚﾀﾝ塗装 
380 フ
ェ
ン
ス
劣
化
部
の
塗
装
仕
様
ア
ッ
プ 小計 380 
劣化対策/改修対策 
裏口門扉取替え 311 新
型
錠
に
交
換 小計 311 
駐
輪
場 
自
転
車
置
場 
劣化対策/改修対策 
駐輪場支柱：ｹﾚﾝ清掃・錆止
め・ｳﾚﾀﾝ塗装 
25 
自
転
車
置
場
劣
化
部
の
塗
装
仕
様
ア
ッ
プ 
駐輪場屋根：ｹﾚﾝ清掃・錆止
め・ｳﾚﾀﾝ塗装 
121 
小計 146 
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事計 
2,678 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 77 2.88% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 174 6.50% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
 改修対策 1,590 59.37% 
 劣化対策/改修対策 837 31.25% 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２２２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
本事例では機械式駐車場・昇降機設備は未設置なので対象となるのは外構工事だ
けである。上表から外構工事の６要因別構成は劣化対策、法対策、改修対策及び劣
化対策／改修対策の４要因で構成されている。構成比は劣化対策約３％、法対策約
７％、改修対策約 59％及び劣化対策／改修対策約 31％である。 
 
上記記述事項を考査すると外構工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①側溝及びフェンスの外構外周施設への劣化対策で施設利用者の安全性の確保を
図っている。 
②ゴミ置場及び自転車置場の付帯施設への諸対策を実施し、利用者の利便性と衛
生環境の向上を図っている。 
 
このように管理権を運用者が有する共有部である外構の性能及び衛生環境を維持
保全することは、賃貸集合共同住宅のイメージアップに通じるものと考えられる。 
  
 ２２３ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No６の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,156  
劣化対策/法対策 0  
法対策 1,510  
法対策/改修対策 0  
改修対策 677  
劣化対策/改修対策 2,495  
実施施工費小計  5,838  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0 
法対策/改修対策 0  
改修対策 736  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  736  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 100 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 96  
劣化対策/法対策 2  
法対策 138 
法対策/改修対策 0  
改修対策 338  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  574  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 45  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0 
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  45  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 20  
劣化対策/法対策 0  
法対策 496  
法対策/改修対策 0  
改修対策 208  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  724  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 77 
劣化対策/法対策 0  
法対策 174  
法対策/改修対策 0  
改修対策 1,590  
劣化対策/改修対策 837  
実施施工費小計  2,678  
 
 ２２４ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№５の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
 
 
 
 
実施施工費 
仕分け類型 工種 金額(千円） 合計(千円） 構成比（％） 
劣化対策  
建築外部工事合計 1,156  
1,394 13.16% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 96  
空調換気設備工事合計 45  
給排水衛生設備合計 20  
機械式駐車場、昇降機及び
外構造園工事合計 
77  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 0  
2 0.02% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 2  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
機械式駐車場、昇降機及び
外構造園工事合計 
0  
法対策 
建築外部工事合計 1,510  
2,318 21.88% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 138  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 496  
機械式駐車場、昇降機及び
外構造園工事合計 
174  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
0 0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
機械式駐車場、昇降機及び
外構造園工事合計 
0  
改修対策 
建築外部工事合計 677  
3,549 33.50% 
建築内部工事合計 736  
電気設備工事合計 338  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 208  
機械式駐車場、昇降機及び
外構造園工事合計 
1,590  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 2,495  
3,332 31.45% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
機械式駐車場、昇降機及び
外構造園工事合計 
837  
 ２２５ 
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0   
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,233   
劣化対策/法対策 0   
法対策 1,684   
法対策/改修対策 0   
改修対策 3,003   
劣化対策/改修対策 3,332   
実施施工費小計  9,252   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 100  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 161   
劣化対策/法対策 2   
法対策 634   
法対策/改修対策 0   
改修対策 546   
劣化対策/改修対策 0   
実施施工費小計  1,343  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 100   
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 1,394  140 
劣化対策/法対策 2  0 
法対策 2,318  234 
法対策/改修対策 0  0 
改修対策 3,549  357 
劣化対策/改修対策 3,332  336 
実施施工費小計  10,595  1,067 
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（１０）６要因別ストック活用実態構成 
     下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。
また図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
６要因分類 合計金額：千円 ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  1,394  2,388.4  13.16% 
劣化/法対策 2  3.4  0.02% 
法対策 2,318  3,971.5  21.88% 
法対策/改修対策 0  0.0  0.00% 
改修対策 3,549  6,080.6  33.50% 
劣化対策/改修対策 3,332  5,708.8  31.45% 
表８ ６要因別事例№６活用コスト実態構成表 
劣化対策 
13.16% 
劣化対策/法対策 
0.02% 
法対策 
21.88% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策 
33.50% 
劣化対策/改修対策 
31.45% 
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劣化対策/法対策 
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図１．６要因別活用コスト実態構成図 
図２ 事例 NO６ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、図４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
実施施工費 
仕分け類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  19.46% 1,233  29.49% 161  
劣化/法対策 0.00% 0  0.15% 2  
法対策 18.20% 1,684  47.21% 634  
法対策/改修対策 0.00% 0  0.00% 0  
改修対策 32.46% 3,003  40.66% 546  
劣化対策/改修対策 36.01% 3,332  0.00% 0  
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策 
13.33% 
劣化対策/法対策 
0.00% 
法対策 
18.20% 
劣化/ 
法対策 
0.00% 
改修対策 
32.46% 
劣化対策/改修対策 
36.01% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策 
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
劣化対策 
11.99% 
劣化対策/法対策 
0.15% 
法対策 
47.21% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策 
40.66% 劣化対策/ 
改修対策 
0.00% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策 
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図４．６要因別設備活用コスト実態構成図 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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（１１） 小括 
 
本事例の活用特性はＥＲ指摘事項の劣化対策と部分的改修対策及び法不適合部の
是正法対策による賃貸集合共同住宅の継続運用ということである。また自主的法対
策による本事例の社会的資産価値の確保も活用特性の一端を担っている。劣化対策
と部分的改修対策及び法不適合部の是正法対策による賃貸集合共同住宅の継続運用
法が活用コストの６要因の構成にも大きく影響している。 
 
本事例№６の６要因別活用構成は
劣化対策、劣化対策／法対策、法対
策、改修対策及び劣化対策／改修対
策の５要因で構成されている。構成
比は劣化対策約 13％、劣化対策/法
対策約 0.02％、法対策約 22％、改
修対策約 33％及び劣化対策／改修
対策約 31％である。 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように、居住者
や社会的ニーズに対応した共用部限定の諸対策、及び法不適合部の是正対策による
賃貸集合共同住宅の継続運用に伴う特性を反映したもので、円滑なストック活用が
図られていると考えられる。 
 
 ①賃貸の運用収益の元である居住専用部分への対策は本事例には含まず、共用部
分に限定して居住者及び社会的ニーズへの対応を図っている。 
②ＥＲにおいては遵法性には大きな問題は指摘されていなかったが、当該敷地南
西部に新設された区道の道路斜線制限に抵触し、不適合の状態であることが判
明した。今後支障なく賃貸運用を継続し、建物としての社会的資産価値を確保
するために天空率による緩和措置を活用し不適合を自主的に是正した。 
③賃貸収入など活用時の収益性に直接に影響する改修対策及び劣化対策／改修対
策の改修関連対策がエントランス等共用部で実施され収益性の向上が図られて
いる。 
 
 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）対象事例紹介 
№７ATビル [品川区戸越、築経年 20年、1,201.07㎡] 
 
（２）事例の№７の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、下記に纏められる。 
①本事例は東急大井線「戸越公園駅」に近接し、近隣商業地域内に立地する
築年数 20年の５階建店舗併設賃貸共同住宅（住居、医療施設、店舗）であ
る。 
②当該建物の活用手法は、５階の既存オーナー住居を２分割し５階を賃貸用
に区画変更（２住戸から３住戸へ変更）して運用収益の向上を図る 
③ＥＲ指摘事項を含む建物内外部の劣化部の修繕・更新及び１階アプローチ
廻り、エレベーターホール等建物共用部と、空室となっている占有部を改
修（Value Up）し入居者の満足度向上と競合力の強化を図る。 
 
（３）６要因コスト分類の基準：劣化対策 
ＥＲの劣化診断に基づく修繕計画は２～１２年の長期計画であるが、本章では試
行事例に準拠し、ＥＲ指摘の劣化対策は出口戦略を考慮して緊急及び１年以内～３
年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
      ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
緊急 全般 修繕必要なし 
短
期 
外
部
敷
地 
外構 
①1Ｆ外部西側通路塀の吹付ﾀｲﾙ不
具合部 
②１階西側道路境界 L 型側溝破損
ｺﾝｸﾘｰﾄ蓋 
仕上塗装更新 
 
取り換え更新 
 
長
期 
構
造 
全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
新耐震以降の建物→診断、補強の義務なし 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上 ①塔屋屋上ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水立上り 
押え金物錆び発生 
ビﾞｽ SUS製に交換 
天井 
①１階ｴﾝﾄﾗﾝｽ天井ｱﾙﾐｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ 
白錆発生部 
洗浄及びｱﾙﾐｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
外壁 
①１階ｴﾝﾄﾗﾝｽｴﾚﾍﾞｰﾀｰ廻り壁 
花崗岩面の汚染部 
洗浄 
ｼｰﾘﾝｸﾞ ①各所ｼｰﾘﾝｸﾞ劣化又は不具合部 打替え更新 
外部鋼製建具 ①外部鋼製建具の発錆部 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
外部金物 ①一般階ﾊﾞﾙｺﾆｰ溶融亜鉛ﾒｯｷ物干し
金物 
洗浄及びｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
屋外階段 ①塔屋階段床ｺﾝｸﾘｰﾄ面ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ発生
箇所 
洗浄処理 
外部雑工事 ①西側隣地境界ｱﾙﾐ目隠し及びｺﾝｸﾘｰ
ﾄﾌﾞﾛｯｸ塀 
基礎の洗浄 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
      ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上 
①塔屋屋上改修された塗膜防水面 
②5 階 R 階屋上ｼｰﾄ防水面の膨れ等不
具合部 
③5階屋上ｱｽﾌｧﾙﾄ防水露出ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ 
立上り面の膨れ等不具合部 
④一般階ﾊﾞﾙｺﾆｰ床面 
洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
不具合部補修及び塗膜防水による
更新 
不具合部補修及びｼﾙﾊﾞｰｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
更新 
洗浄及び防滑性塗り床による更新 
外壁 
①各所ｱﾙﾐ面の汚損 
②外壁ｱﾙﾐｻｯｼｭの汚損 
③各所ｺﾝｸﾘｰﾄ打放しﾗﾝﾃﾞｯｸｽｺｰﾄ吹付
け仕上面の汚損 
④１階整骨医院軒天井ｺﾝｸﾘｰﾄ面の 
汚損 
⑤ｴﾝﾄﾗﾝｽｱﾌﾟﾛｰﾁｱﾙﾐ製ｷｬﾉﾋﾟｰの汚損 
洗浄及びｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
洗浄及びｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
 
洗浄及びﾗﾝﾃﾞｯｸｽｺｰﾄによる 
ﾘﾆｭｰｱﾙ 
洗浄 
ｼｰﾘﾝｸﾞ   
外部鋼製建具 
①外部鋼製建具の発錆部 
②外部廊下玄関ｽﾁｰﾙﾄﾞｱの塗装 
不具合部 
③窓先空地面店舗のｽﾁｰﾙｼｬｯﾀｰの 
塗装不具合部 
④５階屋上切妻型ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄの塗装 
不具合部 
⑤屋上ｺﾝｸﾘｰﾄ避難階段ｽﾁｰﾙ製格子 
ﾄﾞｱの塗装不具合部 
防錆塗装及び仕上げ塗装更新 
塗装更新 
 
塗装更新 
 
塗装更新 
 
塗装更新 
 
外部金物 ①一般階ﾊﾞﾙｺﾆｰ溶融亜鉛ﾒｯｷ物干し
金物の汚損 
②外部鉄部の発錆部 
③ﾊﾞﾙｺﾆｰ溶融亜鉛ﾒｯｷ物干し金物の
塗装不具合部 
④外壁各所竪樋の塗装不具合部 
洗浄及びｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸ 
 
防錆塗装及び仕上げ塗装更新 
塗装更新 
 
塗装更新 
外
部
仕 
上
げ 
長
期 屋外階段 
①屋外ｺﾝｸﾘｰﾄ避難階段床ﾓﾙﾀﾙ面 
ｸﾗｯｸ発生部 
②塔屋階段床ｺﾝｸﾘｰﾄ面ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ 
発生部 
ｸﾗｯｸ発生部補修後洗浄及び塗膜防
水による更新 
ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ発生部洗浄 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
内
部
仕
上
げ 
短
期 
床   
建具   
雑工事   
長
期 
床 ①ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ機械室床防塵塗装面 塗装更新 
壁 
①1 階ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ壁及び天井の塗装
面不具合 
仕上塗装による更新 
内部建具 
①その他、塗装仕様の内部ｽﾁｰﾙﾄﾞｱの
塗装面不具合 
②ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙｱﾙﾐ製自動ﾄﾞｱの開閉装
置の不具合 
塗装更新 
 
開閉装置取替え 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.３ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
  ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
電
気
設
備 
受変電設備   
非常電源設備   
雑電気設備 ①電気設備雑補修工事 雑補修 
長
期 
受変電設備 
①制御盤 
②住戸分電盤 
改修更新 
改修更新 
非常電源設備 
①非常警報盤ﾊﾞｯﾃﾘ劣化 
②非常照明ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 
交換更新 
交換更新 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 ①ｺﾝｾﾝﾄ類 交換更新 
照明器具工事 ①照明器具安定器劣化 交換更新 
防災器具設備 
①ｶﾞｽ漏れ検知器劣化 
②感知器類 
③非常警報盤劣化 
交換更新 
交換更新 
改修更新 
弱電設備 
①ﾃﾚﾋﾞ共聴劣化 
②ｲﾝﾀｰﾎｰﾝ一部劣化 
改修更新 
交換更新 
雑電気設備 ①引込開閉器盤塗不具合部 塗装更新 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
空
調
換
気
設
備 
短
期 
機器設備 
①空調屋外機ｹｰｼﾝｸﾞﾁｮｰｷﾝｸﾞ 
発生部 
②空調屋外機転倒防止対策 
塗装補修 
 
支持金物固定 
ﾀﾞｸﾄ設備   
配管設備   
雑補修 ①空調換気設備雑補修  
長
期 
機器設備 
①空調機器劣化 
②空冷式空調機屋内機ｺｲﾙﾌｨﾝ汚損 
③空冷式空調機屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝ汚損 
交換更新 
清掃洗浄 
清掃洗浄 
換気扇設備 
①外壁換気ﾌｰﾄﾞ廻りｺｰｷﾝｸﾞ不具合部 
②換気扇類劣化 
交換補修 
交換更新 
ﾀﾞｸﾄ設備 ①換気ﾀﾞｸﾄ汚損 清掃洗浄 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
給
排
水
衛
生
設
備 
衛生器具設備   
給水設備 
①EPS内給水ﾒｰﾀｰ 
②受水槽ﾊﾟﾈﾙ塗装劣化 
支持架台取付 
塗装更新 
給湯設備 ①屋外壁掛型ｶﾞｽ瞬間湯沸器ｹｰｼﾝｸﾞ 
ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生部 
塗装更新 
排水通気設備   
長
期 
衛生器具設備 ①衛生器具金物 交換更新 
給水設備 
①給水排水管汚損 
②給水加圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ劣化 
③私設取水ﾒｰﾀｰ 
④受水槽塗装劣化 
⑤給水加圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ劣化 
清掃洗浄 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
検査及び交換更新 
塗装更新 
交換更新 
給湯設備 ①ｶﾞｽ瞬間湯沸器 
②ｶﾞｽ瞬間湯沸器 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
交換更新 
排水通気設備   
消化設備 ①消火器 交換更新 
雑工事 
①ｼｽﾃﾑｷｯﾁﾝ一部劣化 
②ｶﾞｽ配管 
交換更新 
交換更新 
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表１.４ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
  ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短期 昇
降
機
・
機
械
駐
車
場
・
外
構 
外構工事 
①西側隣地境界ｱﾙﾐ目隠し及びｺﾝｸﾘｰ
ﾄﾌﾞﾛｯｸ塀基礎の汚損 
清掃洗浄 
長
期 
外構工事 
①東側、南側及び西側隣地境界 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸの塗装不具合 
②東側外構部鋳鉄製ﾏﾝﾎｰﾙ 
③西側隣地境界ｱﾙﾐ目隠しﾌｪﾝｽ 
の汚損 
④窓先空地屋外駐車場ﾄﾗﾌｨｯｸﾍﾟｲﾝﾄ 
塗装更新 
 
防喰塗装更新 
 
洗浄及びｱﾙﾏｲﾄｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
区画及び誘導ﾗｲﾝ塗装更新 
昇降機設備 
①ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉・三方枠塗装劣化 
②ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ籠内部仕上 
塗装更新 
仕上げ更新 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例は運用手法が分譲ということで出口戦略が短年であることと、試行
分類への準拠を考慮しＥＲに計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年以
内と 3 年以内で計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ＥＲ計上(単位：千円) 
 工種  項目 緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
建
築
外
部 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 屋根 20  20 
外装 0  0 
ｼｰﾘﾝｸﾞ    
外部建具、金物 30 170 200 
外部雑 30  30 
建築外部小計 80 170 250 
建
築
内
部 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
内部床 0 20  20  
内部壁 0   
内部天井    
内部建具 0   
内部雑    
 建築内部工事小計 0 20 20 
電
気
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策  
受変電設備 0    
非常電源設備 0    
幹線動力設備    
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 0    
防災電気設備 0  80 80 
弱電設備 0    
雑工事 40  260 300 
電気設備小計 40 340 380 
空
調
換
気
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
機器設備 210 3,140 3,350 
ﾀﾞｸﾄ設備 0 300 300 
配管設備    
換気・排煙設備 0  0 
雑補修 10 80 90  
空調換気設備小計 220 3520 3,740  
給
排
水
衛
生
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
衛生器具設備 0  0 
給水設備 250 630 880  
給湯設備 80 260 340  
排水通気設備  120 120 
消化設備 0 210 210  
雑工事 0  0 
給排水衛生設備小計 330 1,220 1,550 
機
械
駐
車
等
、 
昇
降
機
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
昇降機設備 0  0 
機械駐車設備    
 外構工事 20 220  240 
機械駐車、昇降機設備等小計 20 220 240 
ＥＲ指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策合計 690 5,490 6,180 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
ＥＲにおいて指摘された短期の是正事項は下記２項目であり優先的
に是正した。 
①１階東側の窓先空地及び避難通路が駐車場になっており避難上
の問題がある。 
②２階避難梯子一ヶ所無くなっており、至急設置する必要がある。 
その他法的に大きな問題となる不適合個所は認められない。 
 
またＥＲ指摘項目以外ではあるが、当該建物の運用法として既存５階
を３分割し１住居を増やした場合（現状２住戸）、増設住戸には２方向
避難が適用されるために、非難器具の設置が義務付けられるので対応が
必要となる。 
  
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性 
     ：ＥＲ指摘事項 
遵
法
性 
緊急及び 1年
以内 現行法 現状適否 是正方法 
建
築
基
準
関
係
規
定
等 
集
団 
規
定 
建蔽率 ①60.61%≦100% 適合 
容積率 ①257.81%≦258% 適合 
単
体 
規
定 
都条例 
①窓先空地：１階東側の窓先
空地及び避難通路が駐車
場になっており避難上の
問題有。      
②２階避難梯子一か所無し    
 
要検討 
 
 
 
要設置 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記４項目に対応が必要。 
長期 現行法 現状適否 是正方法 
建
築
基
準
関
係
規
定
等 
用
途 
制
限 
用途制限 
文教地域 
①近隣商業地域 
②該当せず 
適合 
適合 
建
築 
制
限 
防火地区 
道路計画 
道路斜線 
日影規制 
①防火地域 
②なし 
③斜線勾配＝1:1.5 
④5h、3h、測定高さ 4m 
耐火建築物：適合 
 
適合 
適合 
そ
の
他
関
係
規
定
等 
駐車場条例 近隣商業地域付置義２台 現有３台：適合 
耐震改修促進法 新耐震基準設計 耐震診断努力義務なし 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、改
修時等には現法適用に留意→ 
該当なし 
都安全条例 敷地内避難路の確保 適合 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記２項目に留意が必要。 
 
ⅱ)遵法性：長期指摘事項対応（２～12年対応） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」項目に記する。  
基準：劣化 → 基準:法 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例№７は中長期賃貸集合住宅の運用収益の向上を目的とし、５階の区
画変更（２住戸から３住戸に変更）と、ＥＲ指摘事項を含む建物内外部の劣
化部の修繕・更新及び１階アプローチ廻り、エレベーターホール等建物共用
部の改修対策、更に空室となっている占有部の改修対策（Value Up）であり、
運用特性が実施施工費に強く反映したストック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
防
水
工
事 
既
存
塩
ビ
シ
ー
ト
床
面
防
水 劣化対策 
損傷部補修：高圧洗浄 78 
 
小計 78 
ア
プ
ロ
ー
チ 
上
部
防
水 
劣化対策 
下地処理：高圧水洗浄共 5 
 
ｳﾚﾀﾝ防水 20 
小計 25 
塔
屋 
防
水 
劣化対策 
下地処理：高圧水洗浄共 16 
 
ｼｰﾄ防水 81 
小計 97 
廊
下
庇
防
水 
劣化対策 
下地処理：高圧水洗浄共 3 
 
ｳﾚﾀﾝ防水 15 
小計 18 
シ
ー
リ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
打継目地：変成ｼﾘｺﾝ 25×10 601 
 
建具廻り目地・ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ 
15×10 
646 
ﾊﾞﾙｺﾆｰ入隅三角ｼｰﾙ：変成ｼﾘｺ
ﾝ 20×20×1/2 
21 
既存ｼｰﾙ撤去 300 
鋼製手摺ｲﾝｻｰﾄ部：変成ｼﾘｺﾝ 111 
小計 1,679 
下
地
補
修
工
事 
劣化対策 
手摺笠木浮補修 13 
 
鉄筋爆裂・欠損補修：樹脂ﾓﾙ
ﾀﾙ補修 
120 
目地ﾌﾚｰﾑｼﾞｬﾝｶ補修、素地調
整：樹脂ﾓﾙﾀﾙ・ﾌｨﾗ処理 
333 
金物手摺部笠木浮補修 187 
下地洗浄（外壁、上裏、手摺）：
水圧洗浄 
298 
ﾌﾞﾛｯｸ塀（両面） 191 
小計 1,142 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.１続き 
 
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
塔屋階段床ｺﾝｸﾘｰﾄ面：ｴﾌﾛ除
去、複合酸洗い 
6 
 
屋上切妻型ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ洗浄：中性
洗剤拭取り 
5 
屋上床面雑草除去 3 
外周壁面ｻｯｼｭ、ｶﾞﾗｽ：中性洗
剤拭取り 
120 
西面ｱﾙﾐ目隠、ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ：
高圧水洗浄 
10 
避難ﾊｯﾁ、ﾊｼｺﾞ：中性洗剤拭取
り 
18 
小計 162 
建
築
外
部 
撤
去
工
事 
劣化対策 
西面５階庇撤去、処分共：取
付ﾎﾞﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ部補修 
46 
 
北面１階大型看板撤去：取付
ﾎﾞﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ部補修 
85 
北面照明器具撤去：電気配線
処理共 
24 
小計 155 
ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
工
事 
ア
プ
ロ
ー
チ
床
・
壁
工
事 
改修対策 
床花崗岩ﾊﾞｰﾅｰ仕上 1,296 ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
の
仕
上
げ
材
の
仕
様
変
更
に
よ
る 
ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
床花崗岩磨き仕上 408 
下地ﾓﾙﾀﾙ 158 
下地清掃・接着剤塗布 32 
壁ｱﾄﾞ砂岩Ｎ貼り：ﾌﾗｯﾄ 928 
同上ｺｰﾅｰ：ﾌﾗｯﾄ R 80 
石張り下地補修ﾓﾙﾀﾙ 131 
ﾎﾞﾗｰﾄﾞ車止め：花崗岩磨き 288 
縁石花崗岩磨き仕上 136 
石工事副資材費 150 
石材搬入費 90 
石ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 50 
石目地ｺｰｷﾝｸﾞ 77 
小計 3,824 
天
井
工
事 
改修対策 
ｱﾌﾟﾛｰﾁ天井ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ 900 同
上
天
井
工
事 
吊ﾎﾞﾙﾄ：ﾀｰﾝﾊﾞｯｸﾙ SUS 400 
金物施工費 120 
下地 SUS鉄骨 210 
ｶﾐｶﾙｱﾝｶｰ及び取付費 70 
小計 1,700 
 
雑
工
事 
改修対策 
ﾎﾞﾗｰﾄﾞ支柱ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 88 ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
改
修
に
伴
う
雑
工
事 
ﾌﾞﾛｯｸ塀増設 90 
ﾌﾞﾛｯｸ塀薄塗補修 45 
ﾌﾞﾛｯｸ塀塗装   
ﾌﾞﾛｯｸ上部ｽﾁｰﾙ縦格子 187 
同上塗装 40 
郵便ﾎﾟｽﾄ新設 416 
ﾎﾟｽﾄ取付費 26 
ﾎﾟｽﾄ廻り壁新設：LGS 46 
ﾎﾟｽﾄ廻り壁新設：ｹｲｶﾙ板 27 
同上屋根ｱﾙﾐ PL貼り：5mm 60 
ﾎﾞﾗｰﾄﾞ SUS ﾁｪｰﾝ 60 
ﾃﾅﾝﾄ用看板新設 200 
同上下地ｽﾁｰﾙﾌﾚｰﾑ 90 
既存円形柱打放し補修   
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.１続き 
建
築
外
部 
ア
プ
ロ
｜
チ
廻
り
工
事 
雑
工
事 
改修対策 
ﾃﾅﾝﾄ前靴拭きﾏｯﾄ取替え 50 
 
ﾏｯﾄ底ﾓﾙﾀﾙ仕上げ：溝作成 20 
雑塗装工事 15 
取合い諸工事 40 
居住者通行養生 80 
石張り養生 20 
片付け清掃費 60 
墨出し費 30 
美装ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ費 60 
小計 7,274 
外
部
追
加
工
事 
改修対策 
目隠し衝立：SUS・ﾎﾟﾘｶ 85 外
部
ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
改
修
追
加 受水槽基礎隙間塞ぎ：SUS ﾊﾟﾝ
ﾁﾝｸﾞﾒﾀﾙ 
60 
正面ｱﾌﾟﾛｰﾁﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ取付工事   
ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ 41 
取付工事費 20 
運搬交通費 6 
小計 212 
ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
工
事 
解
体
撤
去
工
事 
劣化対策/改修対策 
既存天井庇解体 66 ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
の
改
修
に
伴
い
、
老
朽
化
の
目
立
つ
ア
プ
ロ
ー
チ
廻
り
天
井
庇
の
撤
去
、
処
分 
同上下地鉄骨撤去 30 
樋撤去 5 
ｱﾌﾟﾛｰﾁ土間ｺﾝ撤去 210 
東側壁ﾀｲﾙ撤去 63 
花壇撤去 60 
ﾃﾅﾝﾄ看板撤去 30 
ﾎﾞﾗｰﾄﾞ部ｺﾝｸﾘｰﾄ穴あけ 28 
雑解体工事 40 
子運搬積込み費 90 
ｶﾞﾗ魂処分費 80 
廃材処分費 120 
解体養生費 80 
小計 902 
建築外部工事計 11,744  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 3,356 28.58% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
 改修対策 7,486 63.74% 
 劣化対策/改修対策 902 7.68% 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
上表建築外部工事６要因別構成から、事例№７の建築外部工事は劣化対策、改修
対策、劣化対策/改修対策の 3要因の構成となっている。構成比は劣化対策約 28％、
改修対策約 64％、劣化対策/改修対策約８％である。 
 
本事例の運用特性は５階の区画変更（２住戸から３住戸に変更）、ＥＲ指摘事項を
含む建物内部の劣化部の修繕・更新、１階アプローチ廻り・エレベーターホール等
建物共用部の改修対策、更に空室となっている占有部の改修対策（Value Up）によ
る運用収益の向上である。建築外部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記
①、②、③、④に示すよう上記運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①５階の区画変更（２住戸から３住戸に変更）が外部工事へ与える負荷は限定的
（庇部撤去のみ）で小さく、外部工事コスト構成に大きな影響を与えるもので
はない。 
②ＥＲ指摘事項を含む建物外部の劣化対策重要視され、全体的な劣化対策が施さ
れ、建物外部の初期性能の回復が図られている。 
③１階アプローチ廻りに居住者や社会的ニーズに対応して改修対策が実施され、
Value up,イメージアップが図られている。 
④空室となっている占有部の改修対策（Value Up）は占有部内部に限定され外部
工事に影響は与えていない。 
 
建物外部の物理的劣化状況は大規模な劣化対策を至急に必要とするほど深刻な状
況ではなく、本事例の賃貸継続運用に支障となるものではないと考えられる。 
  
 ２３９ 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
工
事 
雑
工
事 
劣化対策 
掲示板取替え 25   
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ新設：受枠共取替え 50  
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ周囲補修 15  
ｻｯｼｭ廻り防水ﾓﾙﾀﾙ詰め成型 41  
ｻｯｼｭ廻りｺｰｷﾝｸﾞ 11  
取合い雑ｺｰｷﾝｸﾞ 10  
取合い雑左官工事 15  
居住者通路養生 60  
石張り養生 30  
片付け清掃費 40  
墨出し費 25  
美装ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ費 30  
小計 352  
基
準
階
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
・
廊
下
工
事 
雑
工
事 
劣化対策 
ｽﾁｰﾙ錆止め塗装 88   
ｻﾝﾀﾞｰ掛け及びﾊﾟﾃ処理 75  
室名札取付：番号ｼｰﾙ共 63  
室名札取付費 30  
既存室名札仮設置 30  
床ﾀｲﾙ破損部張替 75  
養生費 20  
片付け清掃費 40  
小計 421  
追
加
工
事 
建
具
工
事
追
加 
劣化対策 
501号室網戸取替え    
網戸ｱﾙﾐ枠 21  
同上ﾚｰﾙ 5  
ﾄﾞｱｽｺｰﾌﾟ 1  
取付工事費 28  
運搬調査費 8  
小計 63  
各
戸
網
戸
修
理
工
事 
劣化対策 
網戸ｻﾗﾝ交換 262   
撤去網戸処分費 18  
運搬費 20  
小計 300  
ガ
ラ
ス
割
れ 
交
換
修
理 
劣化対策 
ｶﾞﾗｽ交換工事費：材工 60  
 
小計 60  
４
０
１
号
室
ク
ロ
ス
張
替
工
事 
劣化対策 
壁、天井ｸﾛｽ張替え工事 66  
 
新規ｸﾛｽ貼り 157  
 
廃棄物処分費 20  
 
小計 243  
 
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
工
事 
金
属
・
建
具
・
ガ
ラ
ス
工
事 
法対策 
ｵｰﾄﾄﾞｱｶﾞﾗｽ：ﾌｧｲﾔｰﾃﾝﾊﾟｰ 80  
防
火
性
能
を
持
つ
ガ
ラ
ス
扉
に
変
更 
小計 80  
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
金
属
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事 
法対策 
住戸界壁 218  住
区
画
の
防
火
性
能
の
確
保 
ﾛｯｸﾌｪﾙﾄ+U ﾀｲﾄ 19  
小計 237  
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２４０ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
金
属
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事 
法対策 
（廊下～住戸界壁）   住
区
画
の
防
火
性
能
の
確
保 
RC壁新設工事   
ｹﾐｶﾙｱﾝｶｰ打ち 50  
鉄筋加工組立費 60  
型枠工事 144  
ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 20  
ﾎﾟﾝﾌﾟ車損料 50  
ｺﾝｸﾘｰﾄ打設手間 50  
隙間ｸﾗｳﾄ注入費 100  
小計 474 
建
具
工
事 
法対策 
玄関 SD ﾌﾗｯｼｭ戸 90  
 
小計 90  
雑
工
事 
法対策 
避難昇降機 140  住
区
変
更
に
伴
う
避
難
路
の
確
保 
小計 140  
追
加
工
事 
５
階
窓
手
摺 
設
置
工
事 
法対策 
ｽﾃﾝﾚｽﾊﾟｲﾌﾟ 20  
安
全
条
例
準
拠
の
安
全
柵
設
置 
小計 20  
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
工
事 
床
・
壁
石
工
事 
改修対策 
床：花崗岩ﾊﾞｰﾅｰ仕上 365  エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
の
形
状
・
仕
様
変
更
に
よ
る
Ｖ
ａ
ｌ
ｕ
ｅ 
ｕ
ｐ 
床：花崗岩磨き仕上 102  
下地ﾓﾙﾀﾙ 43  
壁：大理石ﾀｿｽﾎﾜｲﾄ圧着貼り 310  
同上下地補修 29  
石工事副資材費 50  
小計 899  
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
工
事 
壁 工
事 改修対策 
ﾎｰﾙ壁ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 340  同
上 同上既存壁全面ﾊﾟﾃ処理 24  
小計 364  
金
属
・
建
具
・
ガ
ラ
ス
工
事 
改修対策 
巾木 SUS貼り：H=100 21  同
上 
ｽﾁｰﾙ扉ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 35  
片開きｽﾁｰﾙﾌﾗｯｼｭ戸 53  
建具金物 26  
引分けｵｰﾄﾄﾞｱ 680  
ﾄﾞｱｴﾝｼﾞﾝ装置 400  
通用口引分けｵｰﾄﾄﾞｱ：ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰ
ﾄ貼り 
140  
建具金物及び搬入取付費 70  
ｵｰﾄﾄﾞｱ用制御盤、操作盤 65  
ｶﾞﾗｽｺｰ k ﾝｸﾞ及び搬入取付費 60  
小計 1,550  
建
築
内
部
工
事 
 
天
井
工
事 
改修対策 
天井 LGS下地 20  同
上 天井 PB貼り 15  
ﾌｸﾋﾞ廻り縁 7  
ﾎｰﾙ天井寒冷紗塗装仕上げ 34  
光天井：乳白色ｱｸﾘﾙ板貼り 44  
目地ｺｰｷﾝｸﾞ 20  
下地ｽﾁｰﾙ枠 65  
同上塗装 20  
天井内部白色塗装 9  
小計 234  
金
属
・ 
建
具
工
事 
改修対策 
玄関扉ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 375  同
上 
特殊ﾀｲﾙ部ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 295  
同上ｽﾁｰﾙＰＬ下地 500  
小計 1,170  
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
仮
設
工
事 
改修対策 
片付け清掃費 100  ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
改
修
工
事 
    
一般養生費 60  
居住者通路養生 20  
美装ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ費 60  
墨出し費 50  
内部脚立足場 30  
仮設材運搬費 20  
小計 340  
解
体
工
事 
改修対策 
5階内装解体 396  同
上 5階内部 CB壁解体 378  
SD扉撤去 24  
機器類撤去 50  
配管・配線類撤去 60  
中庭植え込み類撤去：残土共 45  
植え込み立上り RC壁撤去:ｸﾗｯｼ
ｬｰ解体 
55  
雑解体 50  
荷降し小運搬積込み費 300  
発生材処分費 300  
防火戸撤去跡仮塞ぎ養生：ｺﾝﾊﾟ
ﾈ 
40  
解体養生費 60  
小計 1,758  
木
工
事 
改修対策 
ﾌﾘｰﾌﾛｱｰ：H=90～100 513  同
上 際根太 114  
捨てﾍﾞﾆﾔ 170  
耐水ﾍﾞﾆﾔ 16  
化粧ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ 883  
巾木：H=100 158  
額縁 137  
造り付下足入れ収納 190  
ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽ:L=2200 48  
同上:L=1900 22  
同上:L=2500 29  
ｸﾛｾﾞｯﾄ中棚:500×3400 28  
同上:500×2100 24  
ﾊﾟｲﾌﾟﾊﾝｶﾞｰφ35:L=3400 10  
同上:L=2100 8  
片引き開口枠：800×1900 14  
同上：650×1900 28  
同上：800×1900 28  
折戸開口枠:600×2200 26  
4枚折戸開口枠:3400×2400 19  
片引き開口枠：800×1900 12  
同上：800×1900 38  
木
工
事 
改修対策 
4枚折戸開口枠:2100×2400 16  
運搬費 55  
釘金物類 40  
大工工賃 500  
荷揚げ費 60  
小計 3,186  
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
左
官
・
タ
イ
ル
工
事 
改修対策 
玄関扉床人造石貼り:400×400 42  ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
改
修
工
事 
    
上り框人造石貼り:100×60 57  
巾木人造石貼り:H=120 43  
ｷｯﾁﾝ面壁人造大理石貼り:400
×400 
77  
洗面床磁器ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ貼り:50角 71  
洗面壁磁器ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ貼り:50角 294  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ床ﾀｲﾙ貼り:200角 84  
ﾀｲﾙ・石副資材費 60  
ｷｯﾁﾝ壁人造石目地ｺｰｷﾝｸﾞ 24  
床ﾀｲﾙ下地ﾓﾙﾀﾙ 49  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ床薄塗補修 12  
廊下巾木ﾓﾙﾀﾙ 8  
副資材費 20  
荷揚げ費 45  
小計 886  
金
属
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事 
改修対策 
流しﾗｲﾆﾝｸﾞ LGS 下地:H=1100×
L=2600 
20  同
上 
間仕切 LGS下地 127  
壁 PB貼り 130  
壁耐水 PB貼り 34  
天井 LGS下地 117  
吊ﾎﾞﾙﾄ:ｱﾝｶｰ打ち 59  
天井 PB貼り 105  
ﾌｸﾋﾞ廻り縁 43  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ隔て板:W2300+W1200×
H1800 
85  
同上:W400×H1800 25  
同上ｹｲｶﾙ板塗装 15  
荷揚げ費 80  
小計 840  
内
装
工
事 
改修対策 
壁 GL工事 173  同
上 壁ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ 184  
天井ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ 94  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ：ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ w ｼｰﾄ貼り 49  
荷揚げ費 50  
小計 550  
建
具
工
事 
改修対策 
ﾄﾞｱﾁｪｯｸ 13  同
上 ﾄﾞｱｽｺｰﾌﾟ 2  
ﾄﾞｱｶﾞｰﾄﾞ 4  
ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ 17  
PS ﾌﾟﾚｽ戸 56  
AW   
AW引違い窓 27  
可動網戸 6  
ｱﾙﾐ竪格子面格子 15  
搬入費 45  
取付費 65  
ｶﾞﾗｽ FW6.8 5  
ｶﾞﾗｽ搬入取付費及びｶﾞﾗｽｼｰﾙ 18  
既存ｻｯｼｭ調整 45  
荷揚げ費 35  
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
建
具
工
事 
改修対策 
ww   ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
改
修
工
事 
    
片引き框戸:800×1900 22  
同上:650×1900 44  
片引きﾌﾗｯｼｭ戸 34  
折戸 36  
4枚折戸 40  
片引き框戸:800×1900 22  
片引きﾌﾗｯｼｭ戸 34  
4枚折戸 37  
建具金物 66  
搬入費 20  
取付費 75  
荷揚げ費 35  
小計 908  
塗
装
工
事 
改修対策 
ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽ VP塗装:L=2200 28  同
上 同上：L=1900 14  
同上：L=2500 14  
木製建具 VP塗装 22  
鋼製建具塗装 4  
鋼製建具枠塗装 18  
小計 100  
建
築
内
部
工
事 
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
雑
工
事 
改修対策 
ｼｽﾃﾑｷﾁﾝ 620  同
上 搬入荷揚げ据付け費 30  
洗濯機ﾊﾟﾝ 16  
ﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ 728  
搬入荷揚げ据付け費 40  
洗面化粧台 320  
搬入荷揚げ据付け費 40  
    
発砲ｳﾚﾀﾝ吹付け 139  
既存ｻｯｼｭｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 40  
既存ｻｯｼｭ止水処理 20  
既存ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ止水処理 35  
不要ﾍﾞﾝﾄﾞｷｬｯﾌﾟ類撤去・穴埋め 30  
小計 2,058  
雑
工
事 
改修対策 
消防申請検査立会費 30  同
上 取合いｺｰｷﾝｸﾞ工事 60  
ｺｱ抜き・穴あけ工事 60  
ｶｰﾃﾝﾚｰﾙ C-W： L=2200 19  
同上：L=1900 10  
同上：L=2500 10  
流 し 水 切 り ｶ ﾊ ﾞ ｰ ： W=100 
L=2500 
44  
物干し金物 11  
吸気口 13  
金物類取付費 45  
取合い諸工事 160  
荷揚げ費 25  
小計 487 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
５
階
住
戸
３
分
割
改
修
工
事 
外
廊
下
工
事 
改修対策 
外廊下 RC壁解体 286  ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
改
修
工
事 
    
両面ｶｯﾀｰ入れ 54  
飛散防止養生 180  
小運搬荷降し費 120  
ｶﾞﾗ魂処分 80  
ｶﾞｰﾄﾞﾏﾝ 90  
外廊下 壁ｺﾝｸﾘｰﾄ補修 90  
外廊下笠木ﾓﾙﾀﾙ 21  
外廊下床 100角ﾀｲﾙ貼り 107  
同上下地ﾓﾙﾀﾙ 45  
外廊下床塗布防水 51  
同上下地ﾓﾙﾀﾙ 45  
排水溝ﾓﾙﾀﾙ他左官工事 50  
外廊下ｽﾁｰﾙ手摺 H=100 36φ 102  
同上 OP塗装 16  
天井 LGS下地 14  
吊ﾎﾞﾙﾄ:ｱﾝｶｰ打ち 12  
天井ｹｲｶﾙ板貼り 29  
ﾌｸﾋﾞ廻り縁 7  
天井 VP塗装 15  
外廊下壁塗装   
荷揚げ費 50  
外廊下取合い諸工事 30  
片付け清掃費 30  
墨出し費 20  
美装ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ費 20  
小計 1,564  
５
階
住
戸
３
分
割
改
修 
工
事 
共
通
仮
設
工
事 
改修対策 
片付け清掃費 80  同
上 発生材処分費 150  
一般養生費 120  
内部脚立足場 20  
仮設材運搬費 40  
運搬費 70  
仮設電気・水道費 100  
外部駐車場賃料 168  
小計 748  
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
工
事 
撤
去
工
事 
劣化対策/改修対策 
既存天井解体 36  住
区
変
更
に
合
わ
せ
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
ホ
ー
ル
の
劣
化
部
の
撤
去 
ﾎｰﾙ床磁器ﾀｲﾙ撤去 50  
既存ｵｰﾄﾄﾞｱ撤去 35  
既存 SD ﾄﾞｱ撤去 25  
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ撤去 10  
既存郵便ﾎﾟｽﾄ撤去 25  
雑解体工事 40  
小運搬積込み費 50  
ｶﾞﾗ魂処分費 40  
発生材処分費 60  
解体養生費 40  
小計 411  
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
追
加
工
事 
各
住
戸
ド
ア
ハ
ン
ド
ル
交
換
工
事 
劣化対策/改修対策 
玄関ﾄﾞｱﾃﾞｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ隠し L金物共 45  古
い
ド
ア
錠
を
安
全
性
の
高
い
錠
に
交
換 
取替え工事費 23  
運搬交通費 6  
小計 74  
建築内部工事計 20,517   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,439 7.01% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 1,041  5.07% 
法対策/改修対策 0  0.00% 
改修対策 17,552  85.55% 
劣化対策/改修対策 485 2.36% 
 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
本事例№７の建物内部工事は５階の区画変更（２住戸から３住戸に変更）とＥＲ
指摘事項を含む建物内部の劣化部の修繕・更新及び１階アプローチ廻り、エレベー
ターホール等建物共用部及び空室となっている占有部の改修対策である。 
 
上表建物建築内部工事の６要因別活用コスト分類構成をみると６要因別構成は劣
化対策、法対策約、改修対策及び劣化対策/改修対策の４要因で構成されている。構
成比は劣化対策約７％、法対策約５％、改修対策約 86％及び劣化対策/改修対策約
２％である。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②、③に示すように
本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①賃貸住戸増室による運用収益向上を目的とした５階のオーナー住居の２分割に
よる区画変更工事（２住戸から３住戸に変更）は本事例の主要改修工事であり、
それに伴い改修対策の比重が突出して大きくなっている。 
②オーナー住居の区画変更工事は形質の変更を伴う工事であり、現法への準拠が
不可避であることから法対策も重要な要因となっている。 
③エレベーターホール、廊下等共用部及び空室へは改修対策が実施され value up
が図られると同時に、劣化対策も同時に実施されて原状性能の保全が図られて
いる。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
配
線
配
管
設
備
工
事 
雑
補
修
工
事 
劣化対策 
照明器具ｶﾊﾞｰ破損部交換 50 
 
付属品 25 
消耗品 25 
電工費 150 
運搬経費 40 
小計 380 
 
電
気
設
備
追
加
工
事 
漏
電
事
故
対
応
工
事 
劣化対策 
緊急対応工事費：漏電個所調査 75 
階段丸型照明器具交換 78 
１階階段ﾎｰﾙ丸型照明器具交換 37 
消耗品雑材料費 1 
発生材処分費 10 
電工費 60 
運搬交通費 9 
下方経費 20 
小計 290 
配
線
配
管
設
備
工
事 
雑
補
修
工
事 法対策 
防火区画貫通部防火ﾊﾟﾃ補修 45 新
た
な
防
火
区
画
貫
通
部
の
処
理 
小計 45 
非
常
用
警
報
設
備 
非
常
用
警
報
盤
移
設
工
事 
法対策 
電線管:CV-FP 22 法
定
の
非
常
用
設
備
の
再
整
備 
電線管:CD16 30 
電線:VVFP-1.6-2C 2 
非常警報盤：露出型 94 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ:200×200×150 4 
消耗品 20 
電工費 160 
運搬経費 30 
小計 362 
弱
電
設
備 
共
用
部
イ
ン
タ
ー
ホ
ー
ン
電
線
電
線
管
配
線
工
事 
改修対策 
電線:COEV0.9-5P 255 共
用
部
の
弱
電
設
備
の
新
規
配
線 
電線:COEV0.9-3P 104 
電線:COEV0.9-10P 18 
CD19 4 
CD22 6 
CD28 5 
ﾊﾂﾘ穴あけ 150 
付属品 45 
消耗品 40 
電工費 500 
運搬経費 50 
小計 1,177 
５
階
電
気
設
備
変
更 
幹
線
設
備 
改修対策 
主開閉器盤:3P60A 92 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
電
気
設
備
の
改
修 
ﾒｰﾀｰ盤 30 
電灯各戸盤 56 
電線 18 
同 3 
電線管 1 
消耗品 35 
電工費 150 
運搬経費 25 
東電申請費 90 
小計 500 
照
明
器
具 
改修対策 
ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 39 同
上 ｼｰﾘﾝｸﾞ 12 
棚下灯 31 
ﾌﾞﾗｹｯﾄ 12 
人感ｾﾝｻｰ 27 
小計 121 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備 
５
階
電
気
設
備
変
更 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
改修対策 
電線:VVF1.6-2C 8 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
電
気
設
備
の
改
修 
同:VVF1.6-3C 7 
同:VVF2.0-2C 7 
同:VVF2.0-3C 31 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ:200×200×150 7 
ｺﾝｾﾝﾄ 16 
同上:E付 5 
ｽｲｯﾁ 2 
同上 2 
同上:P付 11 
消耗品 40 
電工費 240 
運搬経費 40 
小計 416 
弱
電
設
備 
改修対策 
TEL ﾕﾆｯﾄ 12 同
上 電線:AE0.5-2P 9 
電線管:CD16 11 
同:CD22 7 
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ:200×200×150 2 
付属品 20 
予備線 2 
消耗品 20 
電工費 75 
小計 158 
改修対策 
TV ﾕﾆｯﾄ 15 同
上 分配器 19 
電線 50 
消耗品 35 
電工費 75 
試験調整費 40 
運搬経費 25 
小計 259 
電
気
設
備
追
加
工
事 
ス
イ
ッ
チ
プ
レ
ー
ト
類
交
換 
工
事 
改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ 6 同
上 ｺﾝｾﾝﾄﾌﾟﾚｰﾄ 6 
ﾘﾓｺﾝ 46 
弱電ﾌﾟﾚｰﾄ 2 
消耗品雑材料費 1 
撤去材処分費 5 
電工費 72 
運搬交通費 3 
下方経費 14 
小計 155 
照
明
器
具
工
事 
共
用
部 
劣化対策/改修対策 
ｱﾌﾟﾛｰﾁ･ﾎｰﾙ照明器具：EB1715B 19 共
用
部
の
照
明
等
老
朽
化
し
た
機
器
の
グ
レ
ー
ド
ア
ッ
プ 同：EB1733HL 33 
同：FHT24W 60 
同：ｽﾘﾑﾗｲﾝ 58 
同：ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ：非常灯 70 
各階廊下照明器具：ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ：
EG-9916W 
36 
小計 276 
配
線
配
管
設
備
工
事 
共
用
部 
電
線
工
事 
劣化対策/改修対策 
電線:VVF1.6-2C 2 
 
電線:VVF1.6-3C 3 
電線:VVF2.0-2C 4 
電線:VVF2.0-3C 13 
小計 22 
共
用
部 
配
管
工
事 
劣化対策/改修対策 
電線管:CD16 2 
 
電線管:CD22 2 
電線管:CD28 2 
小計 6 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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前頁表４.３続き 
 
弱
電
設
備 
共
用
部
イ
ン
タ
ー
ホ
ー
ン
機
器 
劣化対策/改修対策 
ｲﾝﾀｰﾎｰﾝ親機 285 高
性
能
イ
ン
タ
ー
ホ
ー
ン
の
交
換
設
置 
ｲﾝﾀｰﾎｰﾝ子機 57 
集合玄関機 180 
ｲﾝﾀｰﾎｰﾝ操作盤 45 
小計 567 
電気設備工事計 4,644  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 670 14.15% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 407 8.60% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 2,786  58.85% 
劣化対策/改修対策 871 18.40% 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
 上表電気設備施工費６要因別構成から、本事例の電気設備工事は劣化対策、法
対策、改修対策及び劣化対策／改修対策の４要因の構成となっている。構成比は
劣化対策約 14％、法対策約９％、改修対策約 59％、劣化対策／改修対策約 18％
である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例が集合住宅であるため受変電盤等の基幹設備の改修が必要となるような
急激な電力需要の増加はないため、５階のオーナー住居の２分割による区画変
更（２住戸から３住戸に変更）に伴い改修対策の比重が大きくなっていると考
えられる。 
②５階の区画変更部以外の電気設備工事は共用部における劣化対策、劣化対策／
改修対策の劣化対策関連が主で、修繕・更新及び改修によるものであることか
ら、本事例の電気設備において劣化対策による原状性能保全が重要である。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２４９ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
各
所
追
加
工
事 
５
階
小
屋
裏
換
気
扇
劣
化
交
換
工
事 
劣化対策 
換気扇 17 
 
温度ｾﾝｻｰ 13 
同上収納 BOX：ｽﾁｰﾙ焼付塗
装 
10 
撤去材処分費 3 
取付工事費 48 
運搬交通費 4 
下方経費 9 
小計 104 
５
０
１
号
室
換
気
扇
修
理
工
事 劣化対策 
ｼﾛｯｺﾌｧﾝ：ｷｯﾁﾝ換気扇 25 
 
交換工事費 15 
撤去材処分費 2 
運搬交通費 2 
下方経費 4 
小計 48 
各
戸
ガ
ス
器
具
修
理 
劣化対策 
ｺﾝﾛ口交換工事：材工 15 
 
小計 15 
５
階
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
換
気
ダ
ク
ト
設
備 
改修対策 
配管ﾀﾞｸﾄ:100φ 23 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
所
要
換
気
ダ
ク
ト
の
設
置 
同上:150φ 9 
ﾌﾚｷﾀﾞｸﾄ:100φ 10 
同上:150φ 12 
付属品 45 
消耗品 30 
取付工事費 150 
運搬経費 30 
小計 309 
５
階
換
気
設
備
工
事 
浴
室
換
気
設
備 改修対策 
浴室換気扇 18 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
所
要
換
気
設
備
設
置 
小計 18 
便
所
換
気
設
備 
改修対策 
便所換気扇 18 
小計 18 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
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前頁表４.４続き  
空
調
換
気
設
備 
各
所
追
加
工
事 
５
階
空
調
設
備
工
事 
改修対策 
ﾙｰﾑｴｱｺﾝ：6.3KW 560 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
空
調
設
備
設
置 
同上：2.8KW 190 
同上：2.2KW 65 
屋上配管 SUS ﾗｯｷﾝｸﾞ 48 
冷媒配管基礎 18 
基礎工事費 25 
同上転倒防止 23 
取付工事費 100 
下方経費 92 
小計 1,121 
空調換気設備工事計 1,633  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
空
調
換
気
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 167 10.23% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 1,466 89.77% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、本事例の空調換気設備工事は劣化対策
と改修対策の２要因から構成されている。構成比は劣化対策約 10％、改修対策約
90％である。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記①、②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①空調設備工事は５階区画変更部に限定され、区画変更工事に伴ない換気扇に対
する劣化対策が施されている 
②５階のオーナー住居の２分割による区画変更（２住戸から３住戸に変更）に伴
い５階３住居の空調・換気設備が改修され、最近の賃貸集合住宅運用上欠かす
ことのできない空調換気設備が新たに整備されたため改修対策が大きな比重を
占めている。 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５ 活用コスト６要因分類：  
給排水衛生設備及びガス設備 
給
排
水
衛
生
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
給
排
水
衛
生
設
備
設
備
追
加
工
事 
５
０
１
号
室
給
湯
器
劣
化
交
換
工
事 
劣化対策 
給湯器：屋外設置型 215 
 
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾊﾟｲﾌﾟ：SUS20φ 3 
同上：13φ 2 
保温工事：材工ﾗｯｷﾝｸﾞ共 20 
取付配管工事費 50 
ｶﾞｽ接続工事費：材工 30 
撤去品処分費 5 
運搬交通費 6 
下方経費 31 
小計 362 
各
住
戸
内
部
洗
濯
パ
ン
排
水
口
取
付
工
事 
劣化対策 
排水口 5 
 同上取替え手間 15 
小計 20 
消
防
設
備
工
事 
法対策 
５階避難器具 75 法
定
避
難
器
具
設
置 小計 75 
５
階
給
水
設
備 
工
事 
法対策 
局納付金 15 
 
ﾒｰﾀｰﾕﾆｯﾄ:20A 52 
同上取付費 25 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管:20A 6 
小計 92 
５
階
衛
生
機
器
設
備 
改修対策 
洋風便器 199 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
衛
生
器
具
設
備
の
設
置 
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾎﾙﾀﾞｰ 8 
ﾀｵﾙ掛け 5 
洗濯水洗 20 
ｱﾝｸﾞﾙﾊﾞﾙﾌﾞ 6 
C付ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ:15A 4 
ﾌﾚｷﾊﾟｲﾌﾟ 6 
消耗品雑材 8 
器具取付費 130 
運搬費 25 
小計 411 
５
階
給
水
設
備
工
事 
 
同上継手類 5 同
上
給
水
設
備 
給水ﾋﾞﾆｰﾙ管:HIVP20 8 
同上:HIVP13 2 
同上継手類 16 
ｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ:10K20A 7 
C付ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ:20A 6 
管支持金物 5 
消耗品雑材 7 
配管工費 120 
保温工事 65 
ﾊﾂﾘ穴あけ工事 60 
官庁手続費 60 
運搬費 25 
現場諸経費 45 
既存配管穴塞ぎ 40 
小計 569 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２５２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
 前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備 
 
５
階
排
水
通
気
設
備 
改修対策 
排水ﾋﾞﾆｰﾙ管:VU100 9 ５
階
住
区
画
変
更
に
伴
う
排
水
設
備
の
設
置 同上:VU75 13 
同上:VU50 11 
同上継手類 55 
排水ｺﾞﾑﾌﾚｷ 19 
管支持金物 9 
消耗品雑材 7 
配管工費 120 
運搬費 10 
現場諸経費 18 
既存配管穴塞ぎ 40 
小計 311 
ガ
ス
設
備
工
事 
改修対策 
ｶﾞｽ工事費 480 ガ
ス
設
備
設
置 
小計 480 
給排水衛生設備及びガス設備工事計 2,228  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
給
排
水
衛
生
設
備 
 
 
及
び
ガ
ス
設
備
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 382 17.15% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 167 7.50% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 1,679 75.36% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備及びガス設備の６要因別構成から、本事例の排水衛生設備及
びガス設備工事は劣化対策、法対策、改修対策の構成となっている。３要因の構成
比は劣化対策約 17％、法対策約８％、改修対策約 75％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備及びガス設備工事の６要因別活用コスト構
成の実態は、下記①、②、③に示すように本事例の運用特性を反映したものである
と考えられる。 
 
①５階住区変更に伴う既設給湯器の更新及び他の専用部の消耗部品の交換が施さ
れたが、これら劣化対策は賃貸集合住宅の運用上頻度が高いと考えられる。 
②住区画の変更に伴う避難路が法的に必要であり避難器具を設置による法対策が
施された。 
③５階の住区画変更（２住戸から３住戸に変更）に伴い、５階３住居において給
排水衛生設備の全面改修が実施されたため改修対策の比重が大きくなっている。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２５３ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.６ 活用コスト６要因分類： 
機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事 
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び
外
構
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
外
構
工
事 
法対策 
 
駐輪場屋根張替え：ｱﾙﾐﾌﾚｰ
ﾑ網入り型ｶﾞﾗｽ 
100 安
全
条
例
の
窓
先
空
地
の
確
保 
駐車場ﾗｲﾝ引き 48 
ﾊｯﾁﾝｸﾞﾗｲﾝ引き 12 
小計 160 
昇
降
機
仕
上
げ
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
工
事 
内
外
装
補
修
工
事 
劣化対策/改修対策 
扉ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 145  仕
上
シ
ー
ト
に
よ
る
昇
降
機
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル 
三方枠ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 130  
籠内壁ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 120  
籠内床ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾀｲﾙ貼り 33  
天井ﾊﾟﾈﾙｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 14  
電球交換 4  
片付け清掃費 15  
小計 461  
外
構
工
事 
劣化対策/改修対策 
清掃及びﾀｯｸｺｰﾄ吹付け 36 劣
化
し
た
外
構
の
仕
様
ア
ッ
プ
に
よ
る
更
新 
既存 AS ｵｰﾊﾞﾚｲ 225 
既存ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ切込み 22 
ﾏﾝﾎｰﾙ廻り切込み 25 
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋防触塗装 40 
片付け清掃 30 
小計 378 
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事計 
999 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
施
工
費
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 160 16.02% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 839 83.98% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２５４ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
上表機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事６要因別構成から本事例は法対策と
劣化対策／改修対策の２要因で構成されている。構成比は法対策約 16％、劣化対策
／改修対策約 84％である。 
 
上記事項を考査すると機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事の６要因別活用コ
スト構成の実態は、下記①、②に示すように本事例の運用特性を反映したものであ
ると考えられる。 
 
①１階の駐輪場屋根が耐火材料ではなく防火地域の規定に抵触するので、屋根を
耐火材料に張り替える法対策を施している。また避難路の一部が駐車場となっ
ており緊急に対策を要する事項として都条例既定の避難路が確保されていない
ことがＥＲに指摘されているため、駐車場のラインを変更し避難路をハッチン
グラインで明示する法対策を施し、法的不具合の是正を図った。 
②昇降機は施設イメージに影響を及ぼす一因であることから、昇降機へ内外装補
修による劣化対策／改修対策を施し value upを図った。 
 ２５５ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No７の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 250  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 3,356  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 7,486  
劣化対策/改修対策 902  
実施施工費小計  11,744  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 20  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,439  
劣化対策/法対策 0  
法対策 1,041 
法対策/改修対策 0  
改修対策 17,552  
劣化対策/改修対策 485  
実施施工費小計  20,517  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 380 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 670  
劣化対策/法対策 0  
法対策 407 
法対策/改修対策 0  
改修対策 2,786  
劣化対策/改修対策 871  
実施施工費小計  4,734  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 3,740 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修法対策 0  
改修対策 1,466  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  1,466  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 1,550 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 382  
劣化対策/法対策 0  
法対策 167  
法対策/改修対策 0  
改修対策 1,679  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  2,228  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 240 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0 
劣化対策/法対策 0  
法対策 160  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 839  
実施施工費小計  999  
 
  
 ２５６ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№７の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
施工費仕分け類型 工種 金額(千円） 合計(千円） 構成比（％） 
劣化対策  
建築外部工事合計 3,356  
5,847 14.03% 
建築内部工事合計 1,439  
電気設備工事合計 670  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 382  
外構造園工事合計 0  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 0  
0 0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 0  
1,775 4.26% 
建築内部工事合計 1,041  
電気設備工事合計 407  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 167  
外構造園工事合計 160  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
0 0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 7,486  
30,969 74.29% 
建築内部工事合計 17,552  
電気設備工事合計 2,786  
空調換気設備工事合計 1,466  
給排水衛生設備合計 1,679  
外構造園工事合計 0  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 902  
3,097 7.43% 
建築内部工事合計 485  
電気設備工事合計 871  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 839  
 
 
  
 ２５７ 
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 270  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 4,795   
劣化対策/法対策 0   
法対策 1,201   
法対策/研修対策 0   
改修対策 25,038   
劣化対策/改修対策 2,226   
実施施工費小計  33,260   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 5,910  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,052   
劣化対策/法対策 0   
法対策 574   
法対策/改修対策 0   
改修対策 5,931   
劣化対策/改修対策 871   
実施施工費小計  8,428  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 35,130   
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 ６,180  538 
劣化対策/法対策 0  0 
法対策 1,775  164 
法対策/改修対策 0  0 
改修対策 30,969  2,850 
劣化対策/改修対策 3,097  285 
実施施工費小計  41,688  3,837 
 
 
 
 
 
 
 
  
 ２５８ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１０）６要因別ストック活用実態構成 
    下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。ま
た図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６要因分類 合計金額：千円 ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  5,847  20,734.0  14.03% 
劣化対策/法対策 0  0.0  0.00% 
法対策 1,775  6,294.3  4.26% 
法対策/改修対策 0  0.0  0.00% 
改修対策 30,969  109,819.1  74.29% 
劣化対策/改修対策 3,097  10,982.3  7.43% 
図１．６要因別活用コスト実態構成図 
 
表８．６要因別事例№７活用コスト実態構成表 
図２ 事例 No７ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
劣化対策  
14.03% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
4.26% 
改修対策/ 
法対策 
0.00% 
改修対策 
74.29% 
改修対策/ 
劣化対策 
7.43% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
20,734  
0  
6,294  
0  
109,819  
10,982  
14% 
0% 4% 0% 
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7% 
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0
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、図４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
施工費仕分け類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  14.42% 4,795  12.48% 1,052  
劣化対策/法対策 0.00% 0  0.00% 0  
法対策 3.61% 1,201  6.81% 574  
法対策/改修対策 0.00% 0  0.00% 0  
改修対策 75.28% 25,038  70.37% 5,931  
劣化対策/改修対策 6.69% 2,226  10.33% 871  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図４．６要因別設備活用コスト実態構成図 
劣化対策  
14.42% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
3.61% 
改修対策/ 
法対策 
0.00% 
改修対策 
75.28% 
改修対策/ 
劣化対策 
6.69% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
劣化対策  
12.48% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
6.81% 
改修対策/法対策 
0.00% 
改修対策 
70.37% 
改修対策/ 
劣化対策 
10.33% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
 ２６０ 
 
5,847  
0  
1,775  
0  
30,969  
3,097  
14% 
0% 4% 0% 
74% 
7% 0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
0
5000
10000
15000
20000
25000
30000
35000
No７活用コスト 
構成比 
千円 構成比 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１１） 小括 
 
本事例は築年数 20 年の５階建店舗併用賃貸共同住宅（住居、医療、店舗）で、
計画当時５階がオーナー住居であった。当該建物の活用手法は５階の既存オーナ
ー住居を２分割し５階を賃貸用に区画変更（２住戸から３住戸へ変更）して運用
収益の向上を図ると同時に、ＥＲ指摘事項を含む建物内外部の劣化部の修繕・更
新及び１階アプローチ廻り、エレベーターホール等建物共用部と、空室となって
いる占有部を改修（Value Up）し入居者の満足度向上と競合力を強化するもので
ある。 
 
本事例№２の６要因別活用構成は劣
化対策、法対策、改修対策及び劣化対
策／改修対策の４要因で構成されて
いる。構成比は劣化対策約 14％
(5,847)、法対策約４％(1,775)、改修
対策約 74％(30,969)、劣化対策／改
修対策約７％(3,097)である。 
 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例№７の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように賃貸
集合住宅の継続運用に伴う特性を反映したもので、円滑なストック活用が図られて
いると考えられる。 
 
①賃貸集合住宅においては不可避の専用部の消耗部品の交換の劣化対策が実施 
されたが、これら劣化対策は賃貸集合住宅の運用性格上頻度が高いものの、設
備機器自体の更新でなければ運用上の負荷としては大きくはない。 
②本事例№７は運用収入源である５階の区画変更（２住戸から３住戸へ変更）を
中心として、その他専用部の及び共用部の Value up イメージアップを目的と
した対策が重視されたため改修対策が突出して大きな比重を占めている。 
②本事例では改修対策が大きな比重を占めているが、賃貸による共同集合住宅を
継続運用する上発生する劣化対策が重要である。 
 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）対象事例紹介 
№８TM ビル [港区南青山、築経年 20年、1,830.70㎡] 
 
（２）事例№８の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、下記に纏められる。 
本事例は南青山の商業地に立地する築年数 20 年の 10 階建賃貸複合用途ビル
（事務所、店舗）であり、本計画当時１，３，５，６，７階事務所が空室で
ある。当該建物の活用手法は、 
①２階から５階の事務所を店舗へ「利用しながら」用途変更し運用収益の向上
を図る。 
②１階エントランス廻りを Value Upすることでテナントの満足度と競合力の向
上を図るものである。 
 
本事例は出口戦略が短期の賃貸運用であるため、全館の全面的改修は行わず、
２階から５階の事務所から店舗への用途変更に伴う法的不具合の是正と、店舗
用途の基礎的改修工事及びエントランス廻り外構の改修（Value up）に限定し
た実施工事である。 
 
（３）事例№４の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
劣化診断で緊急対応を要する指摘事項は消防関連の細かな指摘で、他は長
期対応事項である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
 
表１.１ ６要因コスト分類の基準：劣化対策 
      ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外
部
敷
地 
外構 
①1Ｆ外部西側通路塀の吹付ﾀｲﾙ
不具合部 
②１階西側道路境界L型側溝破損
ｺﾝｸﾘｰﾄ蓋 
仕上塗装更新 
 
取り換え更新 
長
期 
構
造 
全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
新耐震以降の建物→診断、補強の義務なし 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上 
①7 階屋上出入口ﾊｯﾁ周辺の下階へ
の漏水箇所 
漏水補修及び 7 階天井漏水部の塗装
更新 
天井 
①１階ｴﾝﾄﾗﾝｽ天井ｱﾙﾐｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ 
白錆発生部 
洗浄及びｱﾙﾐｺｰﾃｨﾝｸﾞ 
外壁 
①１階ｴﾝﾄﾗﾝｽｴﾚﾍﾞｰﾀｰ廻り壁花崗岩
面の汚染部 
洗浄 
ｼｰﾘﾝｸﾞ ①各所ｼｰﾘﾝｸﾞ劣化又は不具合部 打替え更新 
外部鋼製建具 ①外部鋼製建具の発錆部 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
外部金物 ①外部鉄部の発錆部 錆腐塗装及び仕上げ塗装更新 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策   
：ＥＲ指摘事項 
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋外階段 ①屋外鉄骨階段段鼻ｽﾃﾝﾚｽﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ
金物の剥離個所 
②屋外鉄骨階段 1~2階の花崗岩 
踏に発生しているｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ発生 
個所 
剥離補修 
 
防水処置及び洗浄 
外部雑工事 ①塔屋ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ内側目隠しｱﾙﾐﾙｰﾊﾞｰ
の支柱ｱﾝｶｰ部の防水不完全部 
②各階避難ﾊﾞﾙｺﾆｰ天井面の塗装未
更新部 
補修 
 
塗装更新 
長
期 
外壁 
①外壁ﾈｵﾊﾟﾘｴ貼り仕上外壁面の 
汚損 
②外壁ｱﾙﾐｻｯｼ及びｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ貼り仕上
外壁面の汚損 
③外部ＡＬＣ版面の吹付ﾀｲﾙ面の 
汚損 
洗浄 
 
洗浄 
 
洗浄及びﾄｯﾌﾟｺｰﾄ更新 
ｼｰﾘﾝｸﾞ 
①各所劣化ｼｰﾘﾝｸﾞ部・外壁伸縮 
目地ｼｰﾘﾝｸ・ALC版目地・ﾈｵﾊﾟﾘｴ 
目地 
②塔屋屋上ｱﾙﾐ笠木面ｼﾞｮｲﾝﾄｼｰﾘﾝｸﾞ
劣化 
打ち替え更新 
 
 
ｵｰﾊﾞｰﾌﾞﾘｯｼﾞ工法のよるｼｰﾘﾝｸﾞの 
打替え 
外部鋼製建具   
外部鉄部   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 内
部
仕
上
げ 
床 
①南側鉄骨階段室壁床長尺塩 
ビｼｰﾄ仕上げ面ひび割れ、 
剥離部 
張り替え補修 
建具 
①７階西側連装ｻｯｼｭの方立部ｶﾊﾞｰ
破損部 
②各階事務室東側窓の目隠しｱﾙﾐﾙｰ
ﾊﾞｰ支持金物の発錆部 
③１階排煙窓開閉装置不良部 
修復補修 
 
錆止め塗装 
 
補修 
雑工事 
①７階男子便所等銀膜が劣化し 
た鏡 
取り替え更新 
長
期 
壁 
①南側鉄骨階段室壁ボード貼り 
面及び出入口ＳＤの塗装不具 
合部 
上塗装による更新 
内部建具   
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表１.２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策  
      ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
電
気
設
備 
受変電設備 
①屋外ｷｭｰﾋﾞｸﾙﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生部 
②動力盤ﾁｮｰｷﾝｸﾞ発生部 
③動力盤転倒防止対策 
塗装補修 
塗装補修 
支持固定 
非常電源設備 ①誘導灯及び非常照明ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 交換更新 
雑電気設備 
①ESP内電線配管防火区画貫通部 
端末処理耐火ﾊﾟﾃ劣化 
ﾊﾟﾃ処理補修 
長
期 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備   
防災器具設備 ①感知器類 交換更新 
雑電気設備 
①変圧器油 
②電力ﾒｰﾀｰ 
交換更新 
検査及び交換更新 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
空
調
換
気
設
備 
短
期 
機器設備 
①空調屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝ汚損 
②小型空調屋外機転倒防止 
③空調屋内機天井ｶｾｯﾄ型ｺｲﾙ汚損 
洗浄 
支持金物固定 
洗浄 
ﾀﾞｸﾄ設備 
①地下１階ﾋﾟｯﾄ内受水槽室排気 
ﾀﾞｸﾄ貫通部 
防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ取付及び穴埋め処理 
配管設備 
①天井裏冷媒配管防火区画貫通部
の耐火ﾊﾟﾃ処理不具合部の処置及
び防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、ﾀﾞｸﾄ貫通部の穴埋
め不備部分の 
ﾊﾟﾃ処置補修 
雑補修   
長
期 
換気扇設備 換気扇ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ及び換気ﾀﾞｸﾄ汚損 清掃洗浄 
雑補修   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
給
排
水
衛
生
設
備 
衛生器具設備   
給水設備 
①EPS内揚水及び給水配管耐震対策
②EPS内給水ﾒｰﾀｰ 
③受水槽内揚水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 
支持固定 
支持架台取付 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
給湯設備 ①電気貯湯式給湯器 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
排水通気設備 
①ESP内排水管耐震対策 
②給水・排水配管 
③湧水ﾎﾟﾝﾌﾟ 
支持固定 
清掃洗浄 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
設備雑工事 ①給排水衛生設備雑補修工事 補修 
長
期 
給水設備   
給湯設備   
排水通気設備 
①雑排水及び汚水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 
②湧水･雑排水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 
③給水・排水配管 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
補修更新 
清掃洗浄 
消化設備 
①連結送水配管及び放水口格納箱
②消火器 
塗装補修 
交換更新 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例は運用手法が店舗併用事務所ビルの店舗増床による賃貸運用継続で
あるが、試行分類への準拠を考慮しＥＲに計上された修繕計画のうち緊急及
び１年以内と 3 年以内で計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ＥＲ計上(単位：千円) 
 工種  項目 緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
建
築
外
部 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 屋根 390  390 
外装 20 2,870 2,890 
ｼｰﾘﾝｸﾞ 60 40 100 
外部建具、金物 980 100 1,080 
外部雑 330  330 
建築外部小計 1,780 3,010 4,790 
建
築
内
部 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
内部床 40  40 
内部壁    
内部天井    
内部建具 100  100 
内部雑 30  30 
 建築内部工事小計 170  170 
電
気
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策  
受変電設備 530  530 
非常電源設備 1,300  1,300 
幹線動力設備    
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備    
防災電気設備    
弱電設備    
雑工事 100 500 600 
電気設備小計 1,930 500 2,430 
空
調
換
気
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
機器設備 3,650  3,650 
ﾀﾞｸﾄ設備 80  80 
配管設備    
換気・排煙設備  1,950 1,950 
雑補修    
空調換気設備小計 3,730 1,950 5,680 
給
排
水
衛
生
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
衛生器具設備    
給水設備 550  550 
給湯設備 250  250 
排水通気設備 650 400 1,050 
消化設備    
雑工事 500  500 
給排水衛生設備小計 1,950 400 2,350 
機
械
駐
車
等
、 
昇
降
機
設
備 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
劣化対策 
昇降機設備    
機械駐車設備    
 外構工事    
機械駐車、昇降機設備等小計    
ＥＲ指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策合計 9,560 5,860 15,420 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
事例№８の遵法性に関わる指摘事項の主なものは 
①受水槽の換気ダクト防火ダンパーの未設置 
②EPS 内電線配管防火区画貫通部の耐火パテ不備 
③塔屋の ELV 機械室の防火ダンパーのヒューズ切れ 
の３点であり、緊急に対応する必要がある。 
それ以外に１階外部に CB 及びプレファブの倉庫２棟（約 13m2）が
増築されているが、建蔽率・容積率ともに問題はない。しかし増築届出
が確認できないため無届の増築である可能性が高い。 
 
 
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性  
     ：ＥＲ指摘事項 
遵
法
性 
時期 現行法 現状適否 是正方法 
短
期 
集
団 
規
定 
建蔽率 
①１階外部倉庫 2棟の増築部 
＊建蔽率には問題なし 
届け出要確認 
 
容積率 
①１階外部倉庫 2棟の増築部 
＊容積率には問題なし 
届け出要確認 
 
単
体
規
定 
消防法 ①受水槽の換気ダクト防火 
ダンパーの未設置 
②EPS 内電線配管防火区画
貫通部の耐火パテ不備 
③塔屋の ELV 機械室の防火
ダンパーのヒューズ切 
防火ダンパー設置 
 
防火パテ補修 
 
ヒューズの交換・更新 
現地目視調査範囲内で左記項目の遵法性確保を確認。但し上記３項目に対応が必要。 
時期 現行法 現状適否 是正方法 
長
期 
用
途 
制
限 
用途制限 
文教地域 
①商業地域＋第一種住居地域 
②第一種文教地区＋第二種 
文教地域 
適合 
適合 
建
築 
制
限 
防火地区 
道路計画 
①防火地域 
②25mの拡幅計画あり 
適合 
ｾｯﾄﾊﾞｯｸ済み 
そ
の
他
関
係
規
定
等 
駐車場条例 2000m2以下 付置義務なし 適合 
耐震改修促進法 新耐震基準設計 耐震診断努力義務なし 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、改修
時等には現法適用に留意 
該当なし 
都安全条例 敷地内避難路の確保 適合 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記２項目に留意が必要。 
 
ⅱ)遵法性：長期指摘事項対応（２～５年対応） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」項目に記する。 
 
ＥＲ指摘項目以外ではあるが、用途変更（２階から５階までを事務所から店舗
に変更）した場合、用途変更階には防火区画（異種用途区画）が適用されるため
に、昇降機に遮煙性能が義務付けられるので至急な検討及び対応が必要となる  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本実施施工費は２階から５階の用途変更に起因する法的不具合及び事務所
から店舗へ変更する場合の基礎的改修対策及びエントランス廻り外構の改修
（Value up）の限定的改修工事であり、運用法が実施施工費に強く反映した
ストック活用事例である 
また用途変更（事務所から店舗）に伴う店舗部分の意匠・内装等改修工事
は新規テナントが自ら行うものであり、その改修工事費は本実施施工費には
含まれていない。しかし事務所から店舗に用途変更する場合に店舗用途が必
要とする基礎的改修工事は含んでいる。 
 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４．１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
建築外部工事計 0  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0  0.00% 
劣化対策/法対策 0  0.00% 
法対策 0  0.00% 
法対策/改修対策 0  0.00% 
改修対策 0  0.00% 
劣化対策/改修対策 0  0.00% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
本事例は、２階から５階の屋内部の用途変更に伴う法的不具合への対策、及び新
たな店舗用途の基礎的性能の確保及び１階エントランス廻り外構の改修（Value up）
に限定された実施工事であり、建築外部工事は本実施工事の範囲外である。したが
って上表４．１建築外部工事は本実施施工費には計上されていない。 
前表２よりＥＲ指摘劣化事項の緊急及び 1年以内を含む３年以内の修繕・更新費
合計のうち建築外部工事は工種全体の約 31％を占めていることから、建築外部の物
理的劣化はかなり進行しており、競合が激しい南青山の商業地に立地することを考
慮すると、建築外部の劣化対策も必要であると考えられる。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２６７ 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
２
Ｆ 
建
具
工
事 
劣化対策  
非常階段扉改修×2 333 劣
化
し
た
非
常
階
段
扉
修
繕 
小計 333 
３
Ｆ 
建
具
工
事 
劣化対策  
非常階段扉改修×2 333 同
上 
小計 333 
４
Ｆ 
建
具
工
事 
劣化対策  
非常階段扉改修×2 333 同
上 
小計 333 
５
Ｆ 
建
具
工
事 
劣化対策  
非常階段扉改修×2 333 同
上 
小計 333 
２
Ｆ 
遮
煙
フ
ィ
ル
ム 
防
火
設
備 法対策 
ELV扉前 遮煙フィルム防火設
備 
655 
用
途
変
更
に
伴
う
防
火
区
画
基
準
に
準
拠
し
た
昇
降
機
扉
前
の
防
火
設
備
（
遮
煙
扉
）
設
置 
小計 655 
３
Ｆ 
遮
煙
フ
ィ
ル
ム 
防
火
設
備 法対策 
ELV扉前 遮煙フィルム防火設
備 
655 
同
上 
小計 655 
４
Ｆ 
遮
煙
フ
ィ
ル
ム 
防
火
設
備 法対策 
ELV扉前 遮煙フィルム防火設
備 
655 
同
上 
小計 655 
５
Ｆ 
遮
煙
フ
ィ
ル
ム 
防
火
設
備 法対策 
ELV扉前 遮煙フィルム防火設
備 
655 
同
上 
小計 655 
２
Ｆ 
内
装
補
修
工
事 法対策/改修対策         
２階床・壁・天井等 800 
用
途
変
更
に
伴
う
防
火
遮
煙
扉
設
備
新
設
に
関
る
改
修 
小計 800 
３
Ｆ 
内
装
補
修
工
事 法対策/改修対策         
２階床・壁・天井等 800 
同
上 
小計 800 
４
Ｆ 
内
装
補
修
工
事 法対策/改修対策         
２階床・壁・天井等 800 同上 
小計 800 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２６８ 
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前頁表４.２続き  
建
築
内
部
工
事 
５
Ｆ 
内
装
補
修
工
事 
法対策/改修対策         
２階床・壁・天井等 800 
用
途
変
更
に
伴
う
防
火
遮
煙
扉
設
備
新
設
に
関
る
改
修 
小計 800 
建築内部工事計 7,152   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,332 18.62% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 2,620  36.63% 
法対策/改修対策 3,200  44.74% 
改修対策 0  0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№２の建築外部工事は劣化対策、法対
策、法対策／改修対策の３要因から構成されている。構成比は劣化対策約 18％、法
対策約 37％、法対策／改修対策約 45％である。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②、③に示すように
本事例の用途変更による賃貸継続利用という運用特性を反映したものであると考え
られる。 
 
①本事例№８は活用時の収益増を目的とした２階から５階までの用途変更階及び
新店舗利用者等のニーズに対応した１階のエントランス回りの改修に限定し、
運用の効率化を図っている。 
②用途変更階への法対策と同時に非常階段の劣化した避難扉に劣化対策が施され
安全性の向上を図っている。 
③本事例の主目的である用途変更階への防火区画（異種用途区画）適用による昇
降機扉前の遮煙フィルム防火設備設置の法対策が実施され、更に法対策に伴う
補修及び改修の法対策/改修対策が施されたことにより法関連対策が大きな比
重を占めている。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２６９ 
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表４．３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
遮
煙
フ
ィ
ル
ム
防
火
設
備 
法対策 
制御盤設置 410  
小計 410  
配線・感知器類 740  
小計 740  
電
灯
動
力
幹
線
配
線
設
備
工
事 
法対策 
防火区画貫通処理盛替え 100 
用
途
変
更
に
よ
っ
て
生
じ
た
電
気
配
管
の
防
火
区
画
貫
通
部
処
理 小計 100 
受
変
電
設
備
工
事 
キ
ュ
ー
ビ
ク
ル 
改
修
工
事 改修対策 
重量物搬入搬出費 550 許
容
電
気
容
量
増
大
に
対
応
し
た
受
変
電
設
備
改
修 
産廃処分費 45 
東電申請費 60 
耐圧試験費 50 
主任技術者費 40 
現場諸経費 428 
小計 1,173 
電
灯
動
力
幹
線
配
線
設
備
工
事 
電
灯
幹
線
配
線
設
備
工
事 
改修対策 
２Ｆ電灯幹線配線工事 370 用
途
変
更
に
伴
う
変
更
各
階
の
新
規
電
灯
幹
線
の
配
管 
小計 370 
３Ｆ電灯幹線配線工事 340 
小計 340 
４Ｆ電灯幹線配線工事 310 
小計 310 
５Ｆ電灯幹線配線工事 280 
小計 280 
動
力
幹
線
配
線
設
備
工
事 
２Ｆ動力幹線配線工事 370 用
途
変
更
に
伴
う
変
更
各
階
の
新
規
動
力
幹
線
の
配
管 
小計 370 
３Ｆ動力幹線配線工事 340 
小計 340 
４Ｆ動力幹線配線工事 310 
小計 310 
５Ｆ動力幹線配線工事 280 
小計 280 
共
通 
改修対策 
配線支持材料 100 上
記
配
管
類
支
持 
小計 100 
改修対策 
現場諸経費 420  
小計 420 
受
変
電
設
備
工
事 
キ
ュ
ー
ビ
ク
ル 
改
修
工
事 劣化対策/改修対策 
1φﾄﾗﾝｽ 100VA×MCB3P×5 700  
動力盤 MCB3PVA×4 75 
ﾄﾗﾝﾝｽ 3φ200KVA乾式 700 
基礎工事 100 
改造費材工共 500 
小計 2,075 
電気設備工事計 7,618  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 1,250 16.41% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 4,293  56.35% 
劣化対策/改修対策 2,075 27.24% 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備施工費６要因別構成から、本事例の電気設備工事は法対策、改修対
策、劣化対策／改修対策の３要因から構成されている。その構成比は法対策約 17％、
改修対策約 56％、劣化対策／改修対策が約 27％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように用途変更による賃貸継続利用という運用特性を反映したものである
と考えられる。 
 
①本事例の主目的である遮煙設備設置に付随する制御盤設置等の法対策が実施さ
れている。 
②２階から５階の用途変更（事務所から店舗）に伴う照明設備や空調設備等改修
により電気設備への要求が増大したため電気設備の改修対策が実施され、劣化
対策／改修対策と共に改修関連対策が大きな比重を占めている。 
実際にキュービクルの更新・改修は劣化対策／改修対策として行われている。 
 
  
 ２７１ 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
室
内
一
般
換
気 
劣化対策 
150φSD 60  
同 継手類 30  
同 配管工事 47  
同 保温 48  
外壁開口×8 40  
ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ：150φFD付×8 43  
外部防水ｼｰﾙ 35  
現場諸経費 445  
小計 748  
換
気
設
備
工
事 
室
内
一
般
換
気 
劣化対策 
天井扇：150φ×8 218  
同上取付×8 56  
小計 274  
冷
媒
配
管
工
事 
法対策 
冷媒管防火区画貫通部補修 700 用
途
変
更
に
よ
る
冷
媒
配
管
の
防
火
区
画
貫
通
部
処
理 
小計 700 
換
気
設
備
工
事 
法
対
策
改
修 法対策 
ｼｯｸﾊｳｽ関連法規制対策 2,000 用
途
変
更
に
伴
う
シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
関
連
法
対
策 
小計 2,000 
換
気
口 
法対策 
FD付ｼｬｯﾀｰ×4 136 
 
小計 136 
 
ダ
ク
ト
設
備
工
事 
換
気
設
備
Ａ 
法対策/改修対策 
ﾀﾞｸﾄ加工鋼板 287 
用
途
変
更
階
店
舗
厨
房
部
の
換
気
設
備
用
ダ
ク
ト
等
新
設 ﾌﾗﾝｼﾞ取付加工 121 
排風機×4：排出ｴﾙﾎﾞｰ 100 
ｷｬﾝﾊﾞｽｺﾈｸﾀｰ×4 108 
支持金物 227 
取付施工費 574 
ﾀﾞｸﾄ塗装 299 
外壁開口：ｶｯﾀｰ及びﾊﾂﾘ×4 100 
小計 1,816 
機
器
設
備
工
事 
２
階
～
５
階 
改修対策 
天井ｶｾｯﾄﾀｲﾌﾟ 27m2/250kcal×4 2,050 
用
途
変
更
階
の
空
調
機
器
設
備
新
設 同上搬入据付け 495 
小計 2,545 
店
舗
厨
房 
換
気
設
備 
改修対策 
屋上排風機×4 936 
用
途
変
更
階
店
舗
厨
房
部
の
換
気
設
備
機
器
新
設 
同上屋上設置 180 
作業足場掛払い 375 
同上ﾈｯﾄ貼り 90 
小計 1,581 
冷
媒
配
管
工
事 
改修対策 
冷媒配管工事 285 
新
規
空
調
設
備
用
の
冷
媒
配
管
新
設 同上継手 64 
支持金物 58 
操作線 21 
全上施工費 352 
試験調査費 51 
外部ﾗｯｷﾝｸﾞ 167 
外部基礎 24 
現場諸経費 357 
小計 1,379 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２７２ 
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前頁表４.４続き  
空
調
換
気
設
備 
換
気
設
備
工
事 
換
気
口 
改修対策 
屋外ﾌｰﾄﾞ×4 140  
同上取付×4 100 
同上外部開口×4 100 
小計 340 
空調換気設備工事計 11,519  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
空
調
換
気
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 1,022 8.87% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 2,836 24.62% 
法対策/改修対策 1,816 15.77% 
改修対策 5,845  50.74% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、本事例の空調換気設備工事は劣化対策、
法対策、法対策／改修対策及び改修対策の４要因から構成される。構成比は劣化対
策約 9％、法対策約 24％、法対策／改修対策約 16％、改修対策約 51％である。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記の①、②ように用途変更による賃貸継続利用という運用特性を反映したものであ
ると考えられる。 
 
①用途変更により室内の換気ダクト及び一般換気扇の劣化対策が施され、換気設
備の性能維持が図られている。 
②用途変更に伴ってシックハウス関連法が準用され、24時間稼働の換気扇設置の
法対策が施され、用途変更店舗の空気環境の維持向上が図られている。 
③用途変更店舗内の空調機器が新設され、改修対策により社会的ニーズへの対応
が図られてた。 
④用途変更店舗の厨房に換気機器が新設され、作業及び空気環境の向上が図られ
ている 
上記③、④により改修対策が大きな比重を占めている。 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２７３ 
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表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
給
排
水
衛
生
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
排
水
通
気
設
備 
法対策 
ｸﾞﾘｰｽﾄﾗｯﾌﾟ：SUS×4 768 
法
定
の
グ
リ
ー
ス
ト
ラ
ッ
プ
等
新
設 同上取付固定 100 
小計 868 
給
水
設
備
工
事 
改修対策 
給水直結ﾌﾞｰｽﾀｰ 1,170 
用
途
変
更
に
対
応
し
た
各
階
給
水
メ
ー
タ
ー
設
置
等
給
水
設
備
改
修 
施設ﾒｰﾀｰ：25A×4 108 
同上取付 137 
地上ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ：32A 34 
ﾒｰﾀｰ廻り金物 25 
土間部根切り 275 
同上復旧 135 
32A：HIVP 102 
同上継手 68 
支持金物類 34 
全上配管工事 280 
ﾗｯｷﾝｸﾞ及び保温 175 
作業足場掛払い 232 
外壁穴あけ×4 24 
外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ×4 28 
現場諸経費 283 
小計 3,110 
改修対策 
給水管引込工事 50A→75A 1,300 敷
地
内
引
込
管
径
変
更 小計 1,300 
排
水
通
気
設
備 
改修対策 
VP100A 63 
グ
リ
ー
ス
ト
ラ
ッ
プ
等
新
設
に
伴
う
改
修 
80A 29 
同上継手類及び支持金物 59 
同上配管工事 184 
根切及びﾊﾂﾘ 60 
同仮復旧 30 
排水枡設置：600角ｲﾝﾊﾞｰﾄ 45 
外壁穴あけ 28 
外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ 28 
現場諸経費 139 
小計 665 
給排水衛生設備、ガス設備工事計 5,943  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
給
排
水
衛
生
設
備
、
ガ
ス
設
備
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 868 14.61% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 5,075 85.39% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２７４ 
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（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備の６要因別構成から、本事例の給排水衛生設備は法対策と改
修対策の２要因で構成され、構成比は法対策約 15％、改修対策約 85％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備及びガス設備工事の６要因別活用コスト構
成の実態は、下記の①、②、③ように本事例の用途変更による賃貸継続利用という
運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①２階から５階の用途変更（事務所から店舗）することにより店舗利用の際に排
水処理の法規定に関わる法対策が実施され、水処理の適法性を確保している。 
②店舗利用に必要となる厨房部等の給排水設備の基礎的改修対策が実施され、厨
房機能を確保している。 
③２階から５階の４フロアーが店舗利用されることによる給水需要の増加対策と
して給水引き込み管径アップの改修対策が実施されている。 
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表４.６ 活用コスト６要因分類：外構工事 
外
構
工
事 
実施施工費(2011)(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
外
構
工
事 
１
階
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
改
修
工
事 
劣化対策 
植栽ｱﾌﾟﾛｰﾁﾃﾞｯｷ 2,100 
 
小計 2,100 
改修工事 
ｻｲﾝ工事 800 
 
小計 800 
改修工事 
ｽｸﾘｰﾝ工事 2,400 
 
小計 2,400 
外構工事計 5,300  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 2,100 39.62% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 3,200 60.38% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
本事例は、２階から５階の用途変更に伴う諸対策及び１階のエントランス回り外
構の改修（Value up）に限定された実施工事であり機械式駐車場は実施工事の範囲
外である。 
また昇降機設備は用途変更に伴い変更階に防火区画（異種用途区画）が適用され、
昇降機に遮煙性能が必要となるが、本事例では昇降機自体を改修するのでなく変更
階のエレベーター扉前に遮煙フィルム防火設備を設置することで合法的に対応し、
修繕、改修などの対策も行っていない。 
したがって上表機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の６要因別構成は、外構
工事（エントランス部）の劣化対策及び改修対策の構成となっている。構成比は劣
化対策約 40％、改修対策約 60％である。 
 
上記事項から外構工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記の①、②ように
本事例の用途変更による賃貸継続利用という運用特性を反映したものであると考え
られる。 
①用途変更による既設及び新店舗利用者のニーズを満たすために、劣化した植栽
アプローチデッキへの劣化対策。 
②①の利用者ニーズを満たすと同様に利用者の利便性を高め、イメージアップを
図るサイン、スクリーン等改修対策が施され大きな比重を占めている。 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例 No８の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 4,790 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  0  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 170 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,332  
劣化対策/法対策 0  
法対策 2,620 
法対策/改修対策 3,200  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  7,152  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 2,430 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 1,250 
法対策/改修対策 0  
改修対策 4,293  
劣化対策/改修対策 2,075  
実施施工費小計  7,618  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 5,680 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,022  
劣化対策/法対策 0  
法対策 2,836  
法対策/改修法対策 1,816  
改修対策 5,845  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  11,519  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 2,350 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 868  
法対策/改修対策 0  
改修対策 5,075  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  5,943  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
造
園
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 2,100 
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 3,200  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  5,300  
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（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№８の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
施工費仕分け類型 工種 金額(千円） 合計(千円） 構成比（％） 
劣化対策  
建築外部工事合計 0  
4,454 11.87% 
建築内部工事合計 1,332  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 1,022  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 2,100  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 0  
0 0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 0  
7,574 20.18% 
建築内部工事合計 2,620  
電気設備工事合計 1,250  
空調換気設備工事合計 2,836  
給排水衛生設備合計 868  
外構造園工事合計 0  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
5,016 13.36% 
建築内部工事合計 3,200  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 1,816  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 0  
18,413 49.06% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 4,293  
空調換気設備工事合計 5,845  
給排水衛生設備合計 5,075  
外構造園工事合計 3,200  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
2,075 5.53% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 2,075  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 4,960  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 3,432   
劣化対策/法対策 0   
法対策 2,620   
法対策/改修対策 3,200   
改修対策 3,200   
劣化対策/改修対策 0   
実施施工費小計  12,452   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 10,460  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 1,022   
劣化対策/法対策 0   
法対策 4,954   
法対策/改修対策 1,816   
改修対策 15,213   
劣化対策/改修対策 2,075   
実施施工費小計  25,080  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 15,420  
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 4,454  413 
劣化対策/法対策 0  0 
法対策 7,574  702 
法対策/改修対策 5,016  465 
改修対策 18,413  1,706 
劣化対策/改修対策 2,075  191 
実施施工費小計  37,532  3,477 
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（１０）６要因別ストック活用実態構成 
     下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。
また図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６要因分類 活用コスト（千円） ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  4,454  19,115.9 11.87% 
劣化対策/法対策 0  0.0 0.00% 
法対策 7,574  32,506.4 20.18% 
法対策/改修対策 5,016  21,527.9 13.36% 
改修対策 18,413  79,025.8 49.06% 
劣化対策/改修対策 2,075  8,905.6 5.53% 
表８ ６要因別事例№８活用コスト実態構成表 
 
劣化対策  
11.87% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
20.18% 
改修対策/ 
法対策 
13.36% 
改修対策 
49.06% 
劣化対策/ 
改修対策 
5.53% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図１．６要因別活用コスト実態構成図 
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図２ 事例 No８ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３、図４は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
6要因類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 
劣化対策  27.56% 3,432  4.07% 1,022  
劣化対策/法対策 0.00% 0  0.00% 0  
法対策 21.04% 2,620  19.75% 4,954  
法対策/改修対策 25.70% 3,200  7.24% 1,816  
改修対策 25.70% 3,200  60.66% 15,213  
劣化対策/改修対策 0.00% 0  8.27% 2,075  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
27.56% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
21.04% 
法対策/改修対策 
25.70% 
改修対策 
25.70% 
改修対策/ 
劣化対策 
0.00% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図４．類型別建築・設備活用コスト実態構成図 
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法対策/ 
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法対策 
11.16% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図４．６要因別設備活用コスト実態構成図 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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（１１） 小括 
 
本事例№８は築年数 20年の 10階建て賃貸複合用途建物（事務所、店舗）で、計
画当時１，３，５，６，７階が空室であった。当該建物の活用手法は２階から５階
の事務所を店舗へ「利用しながら」用途変更し運用収益の向上を図ると同時に、１
階エントランス廻りを修繕・改修（Value Up）することで利用者ニーズを満たし、
競合力の向上を図るものである。 
 
本事例№８の６要因別活用構成は
劣化対策、法対策、法対策／改修対
策、改修対策及び劣化対策／改修対
策の５要因で構成されている。構成
比は劣化対策約 12％(4,454)、法対
策約 20％(7,574)、法対策／改修対
策約 13％(5,016)、改修対策約 49％
(18,413)及び劣化対策／改修対策
約６％(2,075)である 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように賃貸複合
用途建物の２階から５階の用途変更による継続運用に伴う特性を反映したもので、
円滑なストック活用が図られていると考えられる。 
 
①用途変更階への防火区画（異種用途区画）が適用されたため昇降機の遮煙設備
の緩和措置として、昇降機扉前の遮煙フィルム防火設備設置の法対策を実施し、
店舗利用を可能とした。そのため法対策の比重が比較的大きくなっている。 
②店舗利用による照明、空調設備など電気需要増加が想定されることから、受電
盤等電気設備の基幹設備を改修し、円滑な利用を図った。 
③一般人の店舗利用を想定し、空調換気設備の改修対策による空気環境の向上を
図った。 
④店舗の利用率を高めるため、給排水等厨房施設の基礎設備を整備した。 
 以上②、③、④により改修対策の比重が大きくなっている。 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）対象事例紹介 
  №９ ASビル [文京区千駄木、築経年 19年、1,697.63㎡] 
         不忍通り沿いの商業地域に立地する 10 階建賃貸共同住宅
（住居、事務所）で、最寄り駅はＪＲ西日暮里駅である。 
 
（２）事例№９の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、、下記に纏められる。 
①空室となっていた３室（５０４号室、７０２号室、１００１号室）の原状
回復及び修繕と、ＥＲ指摘事項を含む建築内の劣化対策 
②エントランス廻りを含む共用部及びランドリーの改修対策により満足度向
上し入居者の退去防止と新たな入居者の獲得による収益性の向上である。 
 
本事例は中長期の賃貸運用であり、空室となっていた占有部３室の原状回
復及び修繕を中心として、１階エントランス廻りを含む共用部及びランドリ
ーの改修（Value Up）を対象とした実施工事である。 
 
（３）事例№９の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
事例№９の物的劣化診断で短期対応を要する事項は外構、建物外部の一部
で、他の大半は長期対応事項である。 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１ ６要因コスト分類の基準：劣化対策  
  ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外
部
敷
地 
外構 
① 囲障不具合部 修繕 
構
造 
長
期 
全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
新耐震以降の建物→診断、補強の義務なし 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上   
天井   
外壁 ① 磁器質小口ﾀｲﾙ張り 修繕 
ｼｰﾘﾝｸﾞ   
外部鋼製建具 ① 片開き鋼製建具：OS塗装 仕上げ塗装更新 
外部金物   
屋外階段   
外部雑工事   
長
期 
屋上 
①屋上ｱｽﾌｧﾙﾄ防水、押えｺﾝｸﾘｰﾄ不具合       
②屋上ｱｽﾌｧﾙﾄ防水立上りﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ不具合       
ｱｽﾌｧﾙﾄ防水、押えｺﾝｸﾘｰﾄ修繕 
乾式保護修繕 
外壁 
①磁器質小口ﾀｲﾙ張り浮部 
②吹付けﾀｲﾙ：複層塗材ＣＥ不具合部 
③ﾘｼﾝ吹付け汚損 
→ﾀｲﾙ浮修繕 
→仕上げ塗装修繕 
→洗浄 
ｼｰﾘﾝｸﾞ  
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表１.２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策  
  ：ＥＲ指摘事項 
長
期 
外
部
仕
上
げ 
外部鋼製・ 
ｱﾙﾐ建具 
①片開き鋼製建具発錆：OS 塗装②ｱﾙﾐ製
引違窓不具合部 
③ｱﾙﾐ製片違窓（腰窓）不具合部 
④ｱﾙﾐ製引違窓（掃き出し）不具合部ｽﾃﾝ
ﾚｽ製建具不具合部 
⑥自動扉不具合部 
防錆塗装及び仕上げ塗装更新 
修繕 
修繕 
修繕 
修繕 
修繕 
外部金物 外壁各所竪樋の塗装不具合部 塗装更新 
外部雑工事 外部足場  
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
内
部
仕
上
げ 
床   
建具   
雑工事   
長
期 
床 
①ﾋﾞﾆｰﾙ床ﾀｲﾙ不具合部 
②長尺塩ビｼｰﾄ貼り：NC発泡層なし 
不具合部 
修繕 
 
修繕 
壁 
①磁器質ﾀｲﾙ貼り浮部 
②ﾎﾞｰﾄﾞ+ｸﾛｽ：GL工法 
③ﾋﾞﾆｰﾙ巾木剥離部 
浮部修繕 
修繕 
剥離修繕 
天井 
①岩綿吸音板不具合部 
②同上 
③ﾎﾞｰﾄﾞ+ｸﾛｽ不具合部 
修繕 
修繕 
鋼製・ｱﾙﾐ建具 
①片開き軽量鋼製建具発錆 
②親子開き軽量鋼製建具発錆 
③片開き鋼製建具発錆 
④親子開き鋼製建具：OS塗 
⑤ｽﾃﾝﾚｽ製建具不具合部 
⑥自動扉不具合部 
防錆塗装及び仕上げ塗装更新 
防錆塗装及び仕上げ塗装更新 
防錆塗装及び仕上げ塗装更新 
仕上げ塗装更新 
修繕 
修繕 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
電
気
設
備 
受変電設備   
非常電源設備   
雑電気設備   
長
期 
受変電設備 
①引き込み線 
②引き込み線 
③動力制御盤 
④動力制御盤 
⑤警報盤 
⑥警報盤 
修繕 
更新 
修繕 
制御盤交換更新 
修繕 
警報盤交換更新 
非常電源設備 
①蛍光灯ﾊﾞｯﾃﾘ内蔵型ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 
②蛍光灯ﾊﾞｯﾃﾘ内蔵型 
③誘導灯ﾊﾞｯﾃﾘ内蔵型ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 
④誘導灯ﾊﾞｯﾃﾘ内蔵型 
⑤非常照明ﾊﾞｯﾃﾘ内蔵型ﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化 
⑥非常照明ﾊﾞｯﾃﾘ内蔵型 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
器具交換更新 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
器具交換更新 
ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換 
器具交換更新 
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表１.２ ６要因コスト分類の基準：劣化対策  
  ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
長
期 
電
気
設
備 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備   
照明器具工事 
①電灯盤 
②蛍光灯不具合 
③蛍光灯更新 
④白熱灯不具合 
⑤白熱灯更新 
器具交換更新 
修繕 
器具交換更新 
修繕 
器具交換更新 
防災器具設備 
①ITV装置不具合 
②ITV装置更新 
③感知器類 
④連動制御盤不具合 
⑤連動制御盤更新 
修繕 
器具交換更新 
器具類交換更新 
修繕 
連動制御盤交換更新 
弱電設備 
①ﾃﾚﾋﾞ共聴劣化 
②ﾃﾚﾋﾞ共聴更新 
③ｲﾝﾀｰﾎｰﾝ一更新 
修繕 
共聴機器交換更新 
ｲﾝﾀｰﾎｰﾝ機器交換更新 
雑電気設備 
①避雷針設備不具合部 
②配管･ﾗｯｸ類不具合部 
③電線･ｹｰﾌﾞﾙ類不具合部 
修繕 
修繕 
修繕 
部位・修繕時期 劣化状況・修繕  
空
調
換
気
設
備 
短
期 
機器設備   
ﾀﾞｸﾄ設備   
配管設備   
長
期 
機器設備 
①空冷ﾊﾟｯｹｰｼﾞ不具合部 
②空冷ﾊﾟｯｹｰｼﾞ更新 
修繕 
機器交換更新 
換気扇設備 
①換気扇類不具合部 
②換気扇類更新 
修繕 
換気扇交換更新 
ﾀﾞｸﾄ設備 ①換気ﾀﾞｸﾄ不具合部 修繕 
配管設備 ①配管類不具合部 修繕 
部位・修繕時期 劣化状況・修繕  
給
排
水
衛
生
設
備 
短
期 
衛生器具設備   
給水設備 ① 受水槽（FRP) ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
給湯設備 ① 製缶類不具合部 修繕 
排水通気設備   
給
排
水
衛
生
設
備 
長
期 
衛生器具設備 
② 衛生器具設備不具合部 
②衛生器具設備 
修繕 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
給水設備 
② 増圧ﾎﾟﾌﾟﾕﾆｯﾄ不具合 
②増圧ﾎﾟﾌﾟﾕﾆｯﾄ 
修繕 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
給湯設備 
① ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ不具合部 
②ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ 
③製缶類更新 
④電気給湯器類不具合部 
① 電気給湯器類 
⑥ｶﾞｽ湯沸器類不具合部 
修繕 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
機器交換更新 
修繕 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
修繕 
排水通気設備 
①ﾋﾟｯﾄ内湧水排水ﾎﾟﾝﾌﾟ不具合部 
②ﾋﾟｯﾄ内湧水排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 
③ 枡不具合部 
④排水配管不具合 
修繕 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
修繕 
修繕 
消化設備 
② 消化機器類 
②連結送水管配管不具合部 
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
修繕 
部位・修繕時期 劣化状況・修繕  
昇
降
機
・
機
械
駐
車
場
・
外
構
工
事 
短
期 
外構工事   
昇降機設備   
長
期 
外構工事 ① 囲障不具合部 修繕 
昇降機設備 ① 昇降機不具合部 修繕 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例は運用手法が空室の修繕による原状回復及び共用部とランドリーの
改修による共同集合住宅の賃貸継続運用ということで、試行分類への準拠を
考慮しＥＲに計上された長期修繕計画のうち緊急及び１年以内と 3 年以内で
計上された修繕・更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ＥＲ計上(単位：千円) 
 工種  項目 緊急及び１年以
内修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部 
劣化対策 
屋根 0 0 0 
外装 200 0 200 
ｼｰﾘﾝｸﾞ 0 0 0 
外部建具、金物 30 0 30 
外部雑 0 0 0 
建築外部小計 230 0 230 
建
築
内
部 
劣化対策 
内部床 0 0 0 
内部壁 0 0 0 
内部天井 0 0 0 
内部建具 0 0 0 
内部雑 0 0 0 
 建築内部工事小計 0 0 0 
電
気
設
備 
劣化対策  
受変電設備 0  0 0 
非常電源設備 0  0 0 
幹線動力設備 0 0 0 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 60  80 140 
防災電気設備 0  120 120 
弱電設備 0  0 0 
雑工事 0  0 0 
電気設備小計 60 200 260 
空
調
換
気
設
備 
劣化対策 
機器設備 0 0  0 
ﾀﾞｸﾄ設備 0 0 0 
配管設備 0 0 0 
換気・排煙設備 0 0 0 
雑補修 0 0 0 
空調換気設備小計 0 0 0 
給
排
水
衛
生
設
備 
劣化対策 
衛生器具設備 0 20 20 
給水設備 53 0 53 
給湯設備 24 0 24 
排水通気設備 0 0  0 
消化設備 0 0 0 
雑工事 0 0 0 
給排水衛生設備小計 77 20 97 
機
械
駐
車
等
、 
昇
降
機
設
備 
劣化対策 
昇降機設備 0 90 0 
機械駐車設備 0 0 0 
 外構工事 0 0  0 
機械駐車、昇降機設備等小計 0 90 90 
 ＥＲ指摘劣化対策合計 367 310 677 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
都条例関連において指摘された「主要な出入口と道路巾員の確保」
は短期是正事項であり優先的に修繕･更新した。 
 
当該建物の遵法性に関わる指摘事項の主なものは下記の２項目である。 
①エントランス、建物入口付近が駐輪場状態で「共同住宅等の主要な出入口と
道路の規定による幅員」が確保されていないという事項であり、緊急の対応
が必要である。 
②現在の建物状況は１階が店舗に用途変更されているが、用途変更申請が確認
できず未届けの変更である可能性があり確認が必要である。 
 
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性   
：ＥＲ指摘事項 
遵
法
性 
時
期 
現行法 現状適否 是正方法 
短
期 
集
団 
規
定 
建蔽率 73.22%≦100%  適合 
容積率 593.92%≦600%  適合 
単
体 
規
定 
都条例 
主要な出入口と道路巾員： 
エントランス、建物入口付近が 
駐輪場状態なっており既定の
巾員が確保できていない。 
要至急処理 
 
現地目視調査の範囲内で、上記項目の遵法性確保を確認した。但し上記１項目に対応が必要。 
長
期 
用
途 
制
限 
用途制限 
文教地域 
①商業地域 
②該当せず 
適合 
適合 
建
築 
制
限 
防火地区 
道路計画 
道路斜線 
日影規制 
①防火地域 
②― 
③― 
④― 
耐火建築物：適合 
 
 
そ
の
他
関
係
規
定
等 
駐車場条例 商業地域付置義２台 適合 
耐震改修促進法 新耐震基準設計 耐震診断努力義務なし 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、 
改修時等には現法適用に留意 
 
該当なし 
都安全条例 敷地内避難路の確保 適合 
現地目視調査の範囲内で、上記項目の遵法性確保を確認した。但し上記２項目に留意が必要。 
 
ⅱ)遵法性：長期指摘事項対応（３年以上） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」項目に記する。 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は賃貸から分譲方式への運用法の変更に伴うＥＲ指摘事項を含んだ
修繕・更新及び改修工事であり、運用法が活用コストに強く反映されるスト
ック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
共
用
部
Ａ 
補
修
工
事 
劣化対策 
外階段腰壁笠木天端ﾀｲﾙ補強
工事（ﾀｲﾙ目詰め）1~9F（材工
共） 
120 
 
小計 120 
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
屋上ｹﾚﾝ清掃工事 200 
 
小計 200 
撤
去
工
事 
劣化対策 
養生費 100  
運搬交通費 76 
残材処分費、仮設材費 96 
小計 272 
建
具
工
事 
劣化対策 
外部鋼製建具下端防錆処理及
び仕上塗装工事 
80 
 
ｴｱﾀｲﾄｺﾞﾑ取替え工事 120 
小計 200 
外
部
建
具
廻
り
コ
ー
キ
ン
グ 
劣化対策 
外部建具取合いｼｰﾙ打設工事
（1F ﾊﾞｯｸ材共） 
45 
 
小計 45 
建築外部工事計 837  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 837 100.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
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（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
事例№９の建築外部工事対象は外部共用部分で外部階段修繕、屋上清掃、外部建
具の修繕に限定されている。したがって建築外部工事は劣化対策１要因の構成とな
っている。 
 
前表２ＥＲ計上劣化対策コストの短期及び 1年以内劣化対策は劣化対策全体の約
1.7％と小さい。また本事例の建築外部工事劣化対策コストはＥＲ計上劣化対策コス
ト全体の 5.8％と小さい。したがって建築外部の物理的劣化の状況は大規模な劣化
対策を至急に必要とするほど深刻な状況ではなく、当該建物の運用に支障となるも
のではないと考えられる。 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
共
用
部
Ａ
工
事 
金
属
・
建
具
・ 
ガ
ラ
ス
工
事 
劣化対策 
機械室出入口ﾄﾞｱ下端塗装工事 11  
汚
損
部
清
掃 
出入口ﾄﾞｱ靴ｽﾞﾘｸﾘﾆｰﾆﾝｸﾞ工事 46  
ELV 機械室階段下点検口塗装工
事 
11  
小計 68 
天
井
工
事 
劣化対策 
EV機械室天井ﾉﾛがけ工事（材工
共） 
50  天
井
修
繕 
小計 50 
雑
工
事 
劣化対策 
地下ﾋﾟｯﾄ内清掃工事 200  汚
損
部
清
掃 仮設費 200  
小計 400 
共
用
部
Ｂ
天
井
改
修
工
事 
解
体
撤
去
工
事 劣化対策 
天井ＰＢ解体撤去工事（下地残
し） 
22  
改
修
に
伴
う
解
体
撤
去 
小計 22 
３
０
４
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
床
・
壁
・
天
井
改
修
に
伴
う
巾
木
の
変
更
及
び
塗
装
更
新 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5  
汚
損
部
清
掃 
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 26  
３
０
５
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
床
・
壁
・
天
井
改
修
に
伴
う
巾
木
の
変
更
及
び
塗
装
更
新 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5  
汚
損
部
清
掃 
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 26  
４
０
４
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
上
室
に
準
ず
る 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5   
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 26  
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２９０ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
 前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
５
０
４
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
床
・
壁
・
天
井
改
修
に
伴
う
巾
木
の
変
更
及
び
塗
装
更
新 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5  
汚
損
部
清
掃 
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 26  
５
０
６
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
上
室
に
準
ず
る 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5   
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 26  
７
０
２
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
巾木張替え 8  
上
室
に
準
ず
る 
ｷｯﾁﾝ天井ﾎﾞｰﾄﾞ補修 27  
空調撤去後鉄板塞ぎ工事 31  
同上取付費 27  
ｶﾞﾗﾘ廻りｼｰﾙ及び断熱材吹付け
工事 
44  
小計 137  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｶｰﾃﾝｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 6   
内部ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 55  
養生材・発生材処分費 13  
運搬交通費 33  
    
小計 107  
７
０
３
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
上
室
に
準
ず
る 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5   
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
    
小計 26  
７
０
５
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
床
・
壁
・
天
井
改
修
に
伴
う
巾
木
の
変
更
及
び
塗
装
更
新 
額縁塗装 6  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 8  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 8  
交通運搬費 10  
撤去材及び発生材処分費 15  
小計 73  
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２９１ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
 前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
７
０
５
号
室
改
修
工
事 
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5  
汚
損
部
清
掃 
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
    
小計 26  
９
０
１
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
巾木張替え 8  
床
・
壁
・
天
井
改
修
に
伴
う
巾
木
の
変
更
及
び
塗
装
更
新 ｷｯﾁﾝ天井ﾎﾞｰﾄﾞ補修 27  
ｶﾞﾗﾘ廻りｼｰﾙ及び断熱材吹付け
工事 
44  
小計 79  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｶｰﾃﾝｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 6  
汚
損
部
清
掃 
内部ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 55  
養生材・発生材処分費 13  
運搬交通費 33  
    
小計 107  
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
上
室
に
準
ず
る 
額縁塗装 25  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 13  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 31  
交通運搬費 15  
撤去材及び発生材処分費 30  
小計 140  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5   
ｶｰﾃﾝ 12  
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 38  
１
０
０
３
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
劣化対策 
ドア枠塗装 26  
上
室
に
準
ず
る 
額縁塗装 25  
ｿﾌﾄ巾木張替え（剥し共） 13  
ｷｯﾁﾝ床張替え（剥し共） 31  
交通運搬費 15  
撤去材及び発生材処分費 30  
小計 140  
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
工
事 
劣化対策 
ｻｯｼｭｶﾞﾗｽ清掃 5   
ｶｰﾃﾝ 12  
ﾄｲﾚ、UB室清掃 9  
換気扇清掃 4  
ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ清掃 8  
小計 38  
 
共
用
部
Ｂ
天
井
改
修
工
事 
金
属
工
事 
改修対策 
軽鉄下地補強（材工共） 8  改
修
下
地
補
強 小計 8 
天
井 
工
事 
改修対策 
天井ｹｲｶﾙ板 6mm貼り（材工共） 24  仕
様
変
更
伴
う
天
井
改
修 天井ﾌｸﾋﾞ取付（材工共） 7  
天井 EP塗装（下地処理共） 18  
小計 49 
３
０
４
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 70  
小計 115  
３
０
５
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 70  
小計 115  
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２９２ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
 前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
３
０
６
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  
仕
様
変
更
に
伴
う
内
装
改
修 
小計 45  
４
０
４
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁･天井ｸﾛｽ張替え 70  
小計 115  
５
０
４
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 70  
小計 115  
５
０
６
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 70  
小計 115  
７
０
２
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装 
工
事 
改修対策 
壁･天井ｸﾛｽ張替え 79  
同
上 
小計 79  
７
０
３
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装 
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 70  
小計 115  
７
０
５
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装 
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 70  
小計 115  
７
０
６
号
室
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  
同
上 
小計 45  
９
０
１
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 60  同
上 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 79  
小計 139  
１
０
０
１
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  仕
様
変
更
に
伴
う
内
装
改
修
及
び
防
鳥
ネ
ッ
ト
新
設 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 143  
防鳥ﾈｯﾄ 3  
小計 191  
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２９３ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
 前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
１
０
０
３
号
室 
改
修
工
事 
塗
装
・
内
装
工
事 
改修対策 
床ｶｰﾍﾟｯﾄ張り替え（剥し共） 45  仕
様
変
更
に
伴
う
内
装
改
修
及
び
防
鳥
ネ
ッ
ト
新
設 
壁、天井ｸﾛｽ張替え（剥し共） 143  
防鳥ﾈｯﾄ 3  
小計 191  
建築内部工事計 3,547   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 2,019 56.92% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0  0.00% 
改修対策 1,528  43.08% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№９の建築内部工事は劣化対策及び改
修対策の２要因から構成されている。構成比は劣化対策が約 57％、改修対策約 43％、
となっている。 
本事例は当初運用収益の向上を目的とした、空室となっていた占有室３室の原状
回復及び１階エントランス廻りを含む共用部とランドリーの改修対策（Value Up）
であったが実際には占有室 12室の「住みながら」の原状回復と共用部の改修対策が
施されている。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①本事例の原状回復は当初空室の３室が対象であったが、実際には占有室 12室に
原状回復が実施され、共同集合住宅の賃貸運用の強化が図られた。 
②占有室 12 室に原状回復によって劣化対策の比重が 57％と大きくなている。 
更に原状回復に合わせて内装仕上げの仕様変更による改修対策（Value Up）
が実施され、また共有部の改修対策も実施されたため改修対策の比重も 43％と
大きくなっている。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ２９４ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
５
０
４
号
室
改
修
工
事 
照
明
器
具 
劣化対策 
蛍光管交換 2 既
設
蛍
光
管
交
換 
既存品処分 4 
小計 6 
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
照
明
器
具 
劣化対策 
蛍光管交換 2 同
上 
既存品処分 4 
小計 6 
共
用
部
Ｂ 
照
明
器
具
工
事 
劣化対策 
既存照明器具再取付費 35 既
存
照
明
器
具
再
取
付 
小計 35 
３
０
４
号
室
改
修
工
事 
照
明
器
具 
劣化対策/改修対策 
照明器具：ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 12 省
エ
ネ
型
ラ
イ
ト
設
置 
同上取付費 15 
小計 27 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 大
型
プ
レ
ー
ト
に
変
更 小計 1 
３
０
５
号
室 
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
３
０
６
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
４
０
４
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
５
０
４
号
室
改
修
工
事 
照
明
器
具 
劣化対策/改修対策 
照明器具：ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 12 省
エ
ネ
型
ラ
イ
ト
設
置 
同上取付費 15 
小計 27 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 大
型
プ
レ
ー
ト
に
変
更 小計 1 
５
０
６
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
６
０
５
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備 
６
０
５
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 大
型
プ
レ
ー
ト
に
変
更 
小計 1 
７
０
２
号
室
改
修
工
事 
照
明
器
具 
劣化対策/改修対策 
照明器具：ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 9 省
エ
ネ
型
ラ
イ
ト
設
置 小計 9 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 2 大
型
プ
レ
ー
ト
に
変
更 
同上取付費 27 
小計 29 
７
０
３
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
７
０
５
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
７
０
６
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
９
０
１
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
１
０
０
３
号
室
改
修
工
事 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ交換 1 同
上 
小計 1 
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
空
調
電
源
工
事 
改修対策 
空調電源工事 5 新
規
電
源
設
備
設
置 
小計 5 
共
用
部
Ｂ 
雑
工
事 
改修対策 
養生費    
資材運搬・搬入費 20 
解体・発生材処分費 35 
小計 55 
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前頁表４.３続き 
電
気
設
備 
共
用
部
Ａ 
電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 
劣化対策/改修対策 
外階段 10F ｽｲｯﾁﾌﾟﾚｰﾄ板交換工
事 
15 大
型
プ
レ
ー
ト
に
変
更 小計 15 
電気設備工事計 228  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
電
気
設
備
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 47 20.61% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 60  26.32% 
劣化対策/改修対策 121 53.07% 
 
 
 
（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備実施施工費６要因別構成から、本事例は劣化対策、改修対策、劣化
対策/改修対策の 3 要因で構成されている。構成比は劣化対策約 21％、改修対策約
26％、劣化対策/改修対策約 53％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②、③に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①本事例は賃貸の共同集合住宅のため改修による急激な電力需要の増加も予想さ
れないことから受電盤等基幹設備の大規模改修は不必要と考えられる。 
②本事例の電気設備工事は利用者の利便性を考慮した照明器具工事と電灯コンセ
ント工事、空調電源工事の３工種に限定され工種全体の構成比は劣化対策約
21％、改修対策約 26％、劣化対策/改修対策約 53％である。 
③②の照明器具工事、電灯コンセント工事、空調電源工事の各コストは小さく、
電気設備工事が活用コストに与える影響をは小さいと考えられる。 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
空
調
設
備
工
事 
改修対策 
空調機：ﾙｰﾑｴﾔｺﾝ壁掛け型 93 
新
規
省
エ
ネ
型
空
調
設
備
交
換
改
修 
空調機：ﾙｰﾑｴﾔｺﾝ壁掛け型 83 
天井吊り金具 10 
既存ｴｱｺﾝﾎﾞｯｸｽ天板 8 
同上取付工事 5 
吸気弁 3 
運搬交通費 8 
小計 210 
空
調
設
備
関
連
工
事 
改修対策 
 
室外機吊込工事 60 
同
上 室内機取付工事 45 
既存ｴｱｺﾝ撤去工事 54 
同上搬出処分費 80 
冷媒配管工事 90 
内外機ﾄﾞﾚﾝ工事 55 
ｽﾘﾑﾀﾞｸﾄ工事 35 
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ穴あけ工事 50 
外壁ﾚﾝﾄｹﾞﾝ撮影 150 
交通運搬費 30 
小計 649 
空調換気設備工事計 859  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
空
調
換
気
設
備
工
事 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 859 100.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、本事例の空調換気設備工事は改修対策
の１要因で構成されている。 
 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記のように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
・本事例の空調換気設備工事は空室の１００１号室の空調機新設による全面改修
に限定されており、賃貸利用の強化が図られている。 
他の占有室 12では空調換気設備は特に対策も施されず、現状の維持で止まっ
ている。 
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表４.５ 活用コスト６要因分類：給排水衛生設備 
給
排
水
衛
生
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 ６要因分類 項目 金額 備考 
３
０
４
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 内
装
制
限
に
伴
う
ガ
ス
器
具
か
ら
Ｉ
Ｈ
器
具
へ
の
変
更 
小計 90 
３
０
５
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
４
０
４
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
５
０
６
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
６
０
５
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
７
０
３
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
７
０
５
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
９
０
１
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
１
０
０
３
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
法対策 
IH1口ｺﾝﾛ 90 同
上 
小計 90 
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 前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備 
３
０
４
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
仕
様
変
更
（
Ｖ
Ａ
Ｌ
Ｕ
Ｅ 
Ｕ
Ｐ
）
に
伴
う
洗
濯
・
調
理
設
備
撤
去
改
修 
ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
３
０
５
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
４
０
４
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
５
０
６
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
６
０
５
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
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 前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備 
７
０
３
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
仕
様
変
更
（
Ｖ
Ａ
Ｌ
Ｕ
Ｅ 
Ｕ
Ｐ
）
に
伴
う
洗
濯
・
調
理
設
備
撤
去
改
修 
ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
７
０
５
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
９
０
１
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
１
０
０
１
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
１
０
０
３
号
室
改
修
工
事 
洗
濯
機
・
調
理
器
改
修
工
事 
改修対策 
全自動洗濯機 456 
同
上 ﾋﾞﾙﾄｲﾝｷｯﾄ 24 
13A～20AHIVP給水材 25 
50A・VU排水材 30 
支持金物類 20 
工費 150 
消耗・雑材費 25 
運搬諸経費 50 
新規 IH ﾋｰﾀ隙間 SUS金物 60 
養生費（室内、ELV,共用部） 100 
小計 1,030 
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 前頁表４.５続き 
給
排
水
衛
生
設
備 
共
用
部
Ａ 
給
水
設
備
工
事 
劣化対策/改修対策 
受水槽ﾌﾟﾚｰﾄ盤 SUS ﾌﾟﾚｰﾄに
交換工事（材工共） 
30 プ
レ
ー
ト
仕
様
ア
ッ
プ 小計 30 
給
湯
器 
設
備 劣化対策/改修対策 
給湯配管ﾗｯｯｷﾝｸﾞ部ｼｰﾙ打設
工事（材工共） 
100 同
上 
小計 100 
給排水衛生設備及びガス設備工事計 10,430  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
給
排
水
衛
生
設
備
工
事
及
び 
ガ
ス
設
備
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 900 8.63% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 9,400 90.12% 
劣化対策/改修対策 130 1.24% 
 
 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備工事の実態の考察 
 
上表給排水衛生設備及びガス設備の６要因別構成から、本事例の給排水衛生設備
及びガス設備は法対策、改修対策、劣化対策／改修対策の３要因で構成されている。
構成比は法対策約９％、改修対策約 90％, 劣化対策／改修対策約１％である。 
 
上記事項を考査すると給排水衛生設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、
下記①、②、に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①占有 10室ではガスコンロから IHIコンロへ交換改修による内装制限に準拠する
法対策を実施することで安全性の向上を図った。 
②占有 10室では居住者のニーズに対応した、ビルトイン全自動洗濯機の設置及び
附帯工事の改修対策が実施され賃貸運用の強化が図られた。この改修対策によ
って改修対策が大きな比重を占めることとなった。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ３０２ 
 
第３章 １０事例による建築ストック活用の実態分析 
 
表４.６ 活用コスト６要因分類 
：機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事費 
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び
外
構
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
昇
降
機
工
事 
改修対策・劣化対策 
壁・天井ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼り 1,500 
昇
降
機
籠
内
の
ダ
イ
ノ
ッ
ク
シ
ー
ト
に
よ
る
仕
様
ア
ッ
プ 
小計 1,500 
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事計 
1,500 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 1,500 100.00% 
 
 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
上表機械式駐車場・昇降機設備及び外構工事６要因別構成から、本事例№９は機
械式駐車場設備は設置されておらず、また外構工事は本工事の範囲外であることか
ら工事対象は昇降機設備だけである。 
昇降機設備の６要因別構成は改修対策／劣化対策の１要因であり、昇降機の全面
改修は行われていない。 
本事例№９では昇降機内装の仕様変更で Value Up、イメージアップすることで利
用者の満足度の向上が図られている。 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例№９の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 230 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 837  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  837  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 2,019  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0 
法対策/改修対策 0  
改修対策 1,528  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  3,547  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 260 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 47  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0 
法対策/改修対策 0  
改修対策 60  
劣化対策/改修対策 121  
実施施工費小計  228  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修法対策 0  
改修対策 859  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  859  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 97 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 900  
法対策/改修対策 0  
改修対策 9,400  
劣化対策/改修対策 130  
実施施工費小計  10,430  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 90 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0 
劣化対策/法対策 0 
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 1,500  
実施施工費小計  1,500  
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（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№９の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
6要因分類 工種 
活用コスト 
(千円） 
活用コスト合計
(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事合計 837  
2,903 16.68% 
建築内部工事合計 2,019  
電気設備工事合計 47  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 0  
0 0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 0  
900 5.17% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 900  
外構造園工事合計 0  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
0 0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 0  
11,847 68.08% 
建築内部工事合計 1,528  
電気設備工事合計 60  
空調換気設備工事合計 859  
給排水衛生設備合計 9,400  
外構造園工事合計 0  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
1,751 10.06% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 121  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 130  
外構造園工事合計 1,500  
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 230   
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 2,856   
劣化対策/法対策 0   
法対策 0   
法対策/研修対策 0   
改修対策 1,528   
劣化対策/改修対策 1,500   
実施施工費小計  5,884   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 447   
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 47   
劣化対策/法対策 0   
法対策 900   
法対策/改修対策 0   
改修対策 10,319   
劣化対策/改修対策 251   
実施施工費小計  11,517  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 677   
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 2,903  283 
劣化対策/法対策 0  0 
法対策 900  88 
法対策/改修対策 0  0 
改修対策 11,847  1,154 
劣化対策/改修対策 1,751  170 
実施施工費小計  17,401  1,695 
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（１０）６要因別ストック活用実態構成 
    下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。ま
た図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
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円/㎡ 構成比 
６要因分類 合計金額：千円 ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  2,903  17,076.5 16.68% 
劣化対策/法対策 0  0.0 0.00% 
法対策 900  5,294.1 5.17% 
法対策/改修対策 0  0.0 0.00% 
改修対策 11,847  69,688.2 68.08% 
劣化対策/改修対策 1,751  10,300.0 10.06% 
表８．６要因別建築ストック活用コスト実態構成表 
図１．６要因別活用コスト実態構成図 
図２ 事例 No９ ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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0.00% 
改修対策 
68.08% 
劣化対策/ 
改修対策 
10.06% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３,4 は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９．６要因別建築・設備工事コスト構成表 
施工費仕分け類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  48.54% 2,856  0.41% 47  
劣化/法対策 0.00% 0  0.00% 0  
法対策 0.00% 0  7.81% 900  
法対策/改修対策 0.00% 0  0.00% 0  
改修対策 25.97% 1,528  89.60% 10,319  
劣化対策/改修対策 25.49% 1,500  2.18% 251  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
48.54% 
改修対策/ 
劣化対策 
42.43% 
法対策 
0.00% 
劣化対策/ 
法対策 
0.00% 
改修対策 
25.97% 
改修対策/ 
法対策 
0.00% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
劣化対策0.41% 
改修対策/劣化対策 
1.31% 
法対策7.81% 
劣化対策/ 
法対策 
0.00% 
改修対策 
89.60% 改修対策/ 
法対策 
0.00% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化対策/法対策 
法対策 
法対策/改修対策 
改修対策 
劣化対策/改修対策 
図 4．６要因別設備活用コスト実態構成図 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１１） 小括 
 
本事例は不忍通り沿いの商業地域に立地する築年数 19 年の 10 階建賃貸共同住宅
（住居、事務所）であるが、現況は１階が店舗に用途変更され利用されている。当
該建物の活用手法は空室 3 室含む占有室の 12 室（304、305、404、504、506、605、
702、703、705、901、1001、1003 号室）の「住みながら」の原状回復と Value up
更に２室（306、706号室）の修繕、及びＥＲ指摘事項を含む建築内外部の劣化対策
とエントランス廻りを含む共用部とランドリーの改修対策により居住者の満足度の
向上を図り、入居者の退去防止と新たな入居者獲得による収益性の向上と賃貸の継
続運用である。 
 
本事例№９の６要因別活用構成は
劣化対策、法対策、改修対策及び劣
化対策／改修対策の４要因で構成さ
れている。構成比は劣化対策約 17％
(2,903)、法対策約５％(900)、改修
対策約 68％(11,847)及び劣化対策
／改修対策約 10％(1,751)である。 
 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②、③に示すように本事例の活
用手法は空室 3 室含む占有室の 12 室の「住みながら」の原状回復と Value up 更に
エントランス廻りを含む共用部とランドリーの改修対策という特性を反映したもの
で、円滑なストック活用が図られていると考えられる。 
 
①築後 22年であるが、建築外部には継続運用に支障となる問題点は認められない
が、専用室 12 室の原状回復のために劣化対策が施され、原状性能の維持及び運
用性の向上が図られている。 
②賃貸共同住宅（店舗併用）の運用収益源である空室 3 室を含む専用室 12 の「住
みながら」の原状回復と改修対策、更にその他共用部の Value up への諸対応と
いうことで、収益性向上へ直接影響する専用部及び共用部の改修対策が重要視
され実施されたことから、改修対策が大きな比重を占めている。 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１）対象事例紹介 
№10 UAビル [渋谷区神宮前、築経年 13年、955.27㎡] 
 
（２）事例№10の活用に係る事項 
本事例における建物活用手法は、下記に纏められる。 
①事例№10 は神宮前の商業地に立地する築年数 13 年の５階建賃貸複合用途
ビル（事務所、店舗）で、活用手法は３階、５階の事務所を店舗へ用途変
更し、運用収益の向上を図る。 
②事例№10は当初の出口戦略も５年の短期賃貸運用であるため、全館の全面
的改修は行わず、入居テナントが「利用しながら」の３階、５階の用途変
更に伴う法法的不具合に限定して是正工事を行う。 
 ③事例№10は法不適合建物（５階の無届の増改築による容積率不適合と、延
焼の恐れの部分に抵触する木製ルーバー）の是正が必須の活用条件である。
この不適合部の是正はＥＲに短期雑工事として計上されている。 
   
（３）事例№10の６要因コスト分類の基準：劣化対策 
ⅰ）劣化診断及び修繕計画：緊急 
   ＥＲに緊急対応事項は記載されていない。 
ⅱ）劣化診断及び修繕計画：短期（１年以内） 
   本事例のＥＲ計上劣化対策費の約 53％が短期指摘事項で、他は長期指摘
事項である。（表２参照） 
本章で扱うＥＲ指摘の劣化対策は試行事例に準拠し、出口戦略を考慮して
緊急及び１年以内～３年を用いる。その具体的対応策は表中に記載する。 
 
表１.１ ６要因コスト分類の基準 
：劣化対策  ：ＥＲ指摘事項 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外部
敷地 
外構 
①1Ｆ外構部雑補修 
 
不具合部補修 
長
期 
構
造 
全般 
目視の範囲内で緊急、短期修繕の必要は確認できない。 
新耐震以降の建物診断、補強の義務なし 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 
外
部
仕
上
げ 
屋上 ①ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ及び排水ﾄﾞﾚﾝ廻り 泥撤去及び洗浄 
外部鋼製建具 ①外部鋼製建具、点検口等錆除去と 
仕上げ塗装更新 
 
防錆・仕上げ塗装更新 
外部金物 ①外部鉄部,の鉄骨部等発錆部 錆止及び仕上塗装 
屋外階段 ①屋外階段ｺﾝｸﾘｰﾄ腰壁内部錆汁による 
汚染部分 
洗浄 
外部雑工事 ①5階ﾃﾗｽ上の不適合増築事務所(鉄骨造) 
及び不適合木造庇 
撤去及び原状回復 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
 ３１０ 
 
第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
表１.２ ６要因コスト分類の基準 
：劣化対策  ：ＥＲ指摘事項 
長
期 
外
部
仕
上
げ 
外壁 
①西外壁弾性吹付ﾀｲﾙ仕上げ面の膨れ 
部分等補修 
補修 
②道路面外壁花崗岩とｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ化粧ﾙｰﾊﾞｰ 
取り合い部の黒汁汚染部分 
洗浄 
外部鋼製建具 ①外部鋼製建具、点検口等錆除去と 
仕上げ塗装更新 
防錆・仕上げ塗装更新 
外部鉄部 ①外部鉄部,の鉄骨部等発錆部 錆止及び仕上塗装 
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期 内部
仕
上
げ 
壁 
①2から 4階のｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ壁面下部の 
台車による破損部 
破損部補修 
①地下階受水槽室外壁（ﾄﾞﾗｲｴﾘｱ面） 
内部等のｴﾌﾛｴｯｾﾝｽ発生個所 
漏水処置及び洗浄 
天井 
①地下ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ梁型ﾎﾞｰﾄﾞ貼り面の 
損傷部 
損傷部復旧補修 
雑工事 
①5階事務所内不適合中階（鉄骨吊構造） 
増築部                                    
撤去及び原状回復 
長
期 
天井 ①1F ｴﾝﾄﾗﾝｽ天井面の塗装不具合部 補修の上塗装による更新 
内部建具   
内部金物   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
短
期
・
長
期 
電
気
設
備 
受変電設備   
非常電源設備   
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備   
照明設備   
弱電設備   
防災器具設備   
雑電気設備   
時期 部位 劣化状況 修繕方法 
空
調
換
気
設
備 
短
期 
機器設備 ①屋上空調機器防震架台耐震用支持 支持固定 
換気扇設備 ①天井換気扇、各階排気ｸﾞﾘﾙの汚損 清掃洗浄 
配管設備 
①天井裏冷媒配管防火区画貫通部の耐火 
ﾊﾟﾃ処理不具合部の処置及び防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、 
ﾀﾞｸﾄ貫通部の穴埋め不備部分の 
ﾊﾟﾃ処置補修 
雑補修   
長
期 
機器設備 
各階空調屋内機ｺｲﾙﾌｨﾝ汚損 清掃洗浄 
各階空調屋外機ｺｲﾙﾌｨﾝ汚損 清掃洗浄 
ﾀﾞｸﾄ設備 空調及び換気ﾀﾞｸﾄ汚損 清掃洗浄 
部位・修繕時期 劣化状況・修繕  
給
排
水
衛
生
設
備 
短
期 
衛生器具設備   
給水設備 
①給水・排水配管 洗浄 
①各階 PS内給水ﾒｰﾀｰ 架台取付 
①地下１階受水槽室内湧水槽等汚れ 清掃 
設備雑工事 ①給排水衛生設備雑補修工事 補修 
長
期 
給水設備 
①給水・排水配管 洗浄 
①加圧給水ﾎﾟﾝﾌﾕﾆｯﾄ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
給湯設備 電気貯湯式給湯器 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
排水通気設備 ①湧水及び雑排水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 
消化設備   
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（４）ＥＲ計上修繕費の考査 
本事例は運用手法が 3，5 階の用途変更による店舗利用と５階の無届の増床
による法不適合の是正であることと、試行分類への準拠を考慮しＥＲに計上
された長期修繕計画のうち緊急及び１年以内と 3 年以内で計上された修繕・
更新費の累計を用いる。 
前表１，２の指摘事項に対する対策費用は下表２の通り計上されている。 
 
表２ ＥＲ計上劣化対策コスト 
 ＥＲ計上(単位：千円) 
 工種 修繕・更新 項目 
緊急及び１年以内
修繕･更新費 
２～３年修繕･ 
更新費合計 
合計 
Ｅ
Ｒ
指
摘
事
項 
建
築
外
部 
劣化対策 屋根 20 0 20 
外装 0 100 100 
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ 0 0 0 
外部建具、金物 40 0 40 
外部雑 2,920 0 2,920 
建築外部小計 2,980 100 3,080 
建
築
内
部 
劣化対策 
内部床 0 0 0 
内部壁 240 0 240 
内部天井 30 0 30 
内部建具 0 0 0 
内部雑 1,100 0 1,100 
 建築内部工事小計 1,370 0 1,370 
電
気
設
備 
劣化対策  
受変電設備 0 0  0 
非常電源設備 0 0  0 
幹線動力設備 0 0  0 
電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 0 0  0 
防災電気設備 0 0  0 
弱電設備 0 0  0 
雑工事 0 0  0 
電気設備小計 0 0 0 
空
調
換
気
設
備 
劣化対策 
機器設備 200 0 200 
ﾀﾞｸﾄ設備 0 0 0 
配管設備 300 0 300 
換気・排煙設備 100 0 100 
雑補修 0 1,950 1,950 
空調換気設備小計 600 １,950 2,550 
給
排
水
衛
生
設
備 
劣化対策 
衛生器具設備 0 0  0  
給水設備 380 0  380 
給湯設備 0 0  0  
排水通気設備 0 450 450 
消化設備 0 0 0 
雑工事 200 0 200 
給排水衛生設備小計 580 450 1,030 
機
械
駐
車
、 
昇
降
機
設
備 
劣化対策 
昇降機設備 0 0 0 
機械駐車設備 0 0 0 
機械駐車、昇降機設備小計 0 0 0 
 ＥＲ指摘劣化対策合計 5,530 2,500 8,030 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（５）．６要因コスト分類の基準：法対策、及び活用に係る法の適用と緩和 
 
ⅰ)遵法性：短期指摘事項対応（緊急及び１年以内） 
当該建物で緊急及び 1 年以内の対応が必要な指摘事項は以下の３
点である。 
①容積率不適合の是正：５階事務室の無届の中段階増築 
５階ルーフバルコニーに鉄骨造の増築 
１階エントランス部分の増床 
②延焼の恐れのある部分不適合の是正：５階外壁面のルーフバルコニー
に木製庇 
遵法性診断において指摘された上記事項は優先的に修繕･更新した。 
あとは駐車場の異種用途使用や消防法上の細部の指摘だけである。 
 
表３ ６要因コスト分類の基準：遵法性  
    ：ＥＲ指摘事項 
遵
法
性 
時
期 
現行法 現状適否 是正方法 
緊
急
及
び
１
年
以
内 
集
団
規
定 
容積率 
①５階事務室の無届の中段階増築 
②５階ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰに鉄骨造の増築 
③１階の増床分は５階事務室の 
原状回復で容積率適合となる 
撤去・原状回復 
撤去・原状回復 
 
 
防火区域 ５階外壁面のﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰの木造庇 撤去・原状回復 
単
体
規
定 
用途不適合 地下駐車場が倉庫として使用され 
ている 
倉庫使用の中止 
避難設備 北側バルコニー避難ハッチ直下が
駐車場 
車配置の変更による避難
路の確保及び付随溝への
蓋設置 
消防法 ５階誘導灯球切れ 球の交換・更新 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記４項目に対応が必要。 
長
期 
そ
の
他
関
係
規
定
等 
ハートビル法 現状遡及されないが改築、改修時
等には現法適用に留意 
該当なし 
都安全条例 敷地内避難路の確保 適合 
現地目視調査の範囲内で、左記項目の遵法性確保を確認した。但し上記２項目に留意が必要。 
 
ⅱ)遵法性：長期指摘事項対応（２～３年対応） 
遵法性の長期指摘事項は上表の「長期」に記する。  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）本事例の実施施工費（以下、活用コスト）の６要因による分類 
本事例は用途変更による運用法の変更に伴う法対策が中心であり、運用法
が活用コストに強く反映されるストック活用事例である。 
以下に本事例６要因別の活用コスト分類を試行分類に準拠し、下表４．１
～４．６に記述する。 
 
表４.１ 活用コスト６要因分類：建築外部工事 
建
築
外
部 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
建築外部工事計 0  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
外
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－１ ６要因による建築外部工事の実態の考察 
 
事例№10 は３階及び５階の屋内部の用途変更に伴う法的不具合及び５階の無届
の増築部の法的是正への対策に限定した実施工事であり、建築外部工事は本実施工
事の範囲外である。したがって上表建築外部工事６要因別構成から、本事例の建築
外部工事はは本実施施工費には計上されていない。 
 
本事例は築年数 13年と比較的新しく、建築的にも優良建築であることから建築外
部は運用性に著しく影響を与えるほど物理的劣化は進行していないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.２ 活用コスト６要因分類：建築内部工事 
建
築
内
部
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
３
Ｆ 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
扉
前
遮
煙
扉
設
置
工
事 
法対策 
ｵﾏｼｰﾄｽｸﾘｰﾝ 880  
用
途
変
更
に
伴
う
変
更
階
に
お
け
る
防
火
区
画
の
基
準
に
準
拠
し
た
昇
降
機
扉
前
の
防
火
装
置
（
遮
煙
扉
）
の
設
置 
電動式開閉器 27  
二次側配線工事 46  
自動開閉装置：手動開閉装置 45  
ﾚｰﾙ 86  
まぐさ 45  
座板 51  
避難扉増金 210  
運搬搬入養生費 33  
取付施工費 109  
器具類取付調整費 13  
 1,545 
５
Ｆ 
法対策 
ｵﾏｼｰﾄｽｸﾘｰﾝ 880  
同
上 電動式開閉器 27  
二次側配線工事 46  
自動開閉装置：手動開閉装置 45  
ﾚｰﾙ 86  
まぐさ 45  
座板 51  
避難扉増金 210  
運搬搬入養生費 33  
取付施工費 109  
器具類取付調整費 13  
小計 1,545  
３
Ｆ 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
扉
前
遮
煙
扉
設
置
工
事 
法対策/改修対策 
ｽｸﾘｰﾝ巻上部囲い処理 85  
昇
降
機
扉
前
の
防
火
装
置
（
遮
煙
扉
）
の
法
対
策
に
伴
う
改
修 
同上壁面補修 18  
壁面補修 25  
雑塗装 13  
小計 1,686  
５
Ｆ 
法対策/改修対策 
ｽｸﾘｰﾝ巻上部囲い処理 85  
同
上 同上壁面補修 18  
壁面補修 25  
雑塗装 13  
小計 1,686  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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 前頁表４.２続き 
建
築
内
部
工
事 
３
Ｆ
解
体
撤
去 
Ｅ
Ｌ
Ｖ
ホ
ー
ル 
改修対策 
既存壁面解体 33 
前
記
遮
煙
扉
設
置
に
伴
う
関
連
工
事 既存照明器具撤去 3 
既存電線管類 15 
残材搬出 9 
産廃処理費 45 
小計 105 
５
Ｆ
解
体
撤
去 
改修対策 
既存壁面解体 33 
同
上 既存照明器具撤去 3 
既存電線管類 15 
残材搬出 9 
産廃処理費 45 
小計 105 
建築内部工事計 3,582   
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
建
築
内
部
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 3,090  86.26% 
法対策/改修対策 282  7.87% 
改修対策 210  5.86% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－２ ６要因による建築内部工事の実態の考察 
 
上表建築内部工事６要因別構成から、事例№10建築内部工事は法対策、法対策／
改修対策、改修対策の３要因から構成されている。構成比は法対策約 86％、法対策
／改修対策約８％、改修対策約６％となっている。 
 
建築内部工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、②に示すように本事
例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
①本事例№10は運用性の向上を目的とした３階及び５階の用途変更に伴い用途変
更階に防火区画（異種用途区画）が適用されるため、用途変更階の昇降機に遮
煙性能が必要である。 
しかし昇降機本体の改修は過大な負担がかかるため、緩和措置として昇降機
扉前に遮煙フィルム防火設備を設置する法対策で対応した。 
②遮煙フィルム防火設備を設置に伴い、設備器具周辺の既存ＥＬＶホールに改修
対策が施された。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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 表４.３ 活用コスト６要因分類：電気設備工事 
電
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
非
常
用
設
備
工
事 
機
器
類 
劣化対策 
既存連動操作盤撤去 35 非
常
用
設
備
連
動
操
作
盤
等
の
性
能
向
上
、
及
び
所
要
新
規
配
管
工
事
。 
連動操作盤設置 311 
煙感知器 28 
小計 374 
自
動
火
災
報
知
機 
設
備
工
事 
電
線
類 
劣化対策 
既存配管盛り替え 15 
自
動
火
災
報
知
機
の
配
管
類
や
り
か
え
工
事 
はつり貫通補修費 35 
試験調整費 60 
申請手続費 50 
立会検査費 42 
小計 202 
イ
ン
タ
ー
ホ
ー
ン
設
備
工
事 
電
線
類 
改修対策 
通信ｹｰﾌﾞﾙ類 CPEV0.6 12 
上
記
改
修
に
伴
う
新
規
配
管
工
事 
電線管類 EP25φ 2 
電線管類 CD22φ 1 
同上付属品 1 
電線ﾓｰﾙ類 4 
同上付属品 2 
配管支持材類 7 
消耗品雑材料費 10 
電工労務費 125 
試験調整費 12 
小計 176 
非
常
用
設
備
工
事 
警
報
・
耐
熱 
電
線
類 
改修対策 
警報ｹｰﾌﾞﾙ類 AE0.9-2C 1 非
常
用
設
備
連
動
操
作
盤
等
の
性
能
向
上
、
及
び
所
要
新
規
配
管
工
事
。 
耐熱ｹｰﾌﾞﾙ類 HP0･9-3C 1 
消耗品雑材料費 10 
電工労務費 120 
小計 132 
イ
ン
タ
ー
ホ
ー
ン
設
備
工
事 
機
器
類 
劣化対策/改修対策 
既存自律ﾎﾟｰﾙ加工 50 セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
応
イ
ン
タ
ー
ホ
ー
ン
設
備
へ
の
改
修 
集合玄関機 179 
ｼｽﾃﾑ制御装置 230 
ﾄﾞｱﾎｰﾝ親機 51 
小計 510 
電気設備工事計 1,394  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
電
気
設
備
工
事 
 
 
 
  
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 576 41.32% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 308  22.09% 
劣化対策/改修対策 510 36.59% 
 
 
 
 
 
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（６）－３ ６要因による電気設備工事の実態の考察 
 
上表電気設備実施施工費６要因別構成から、本事例の電気設備工事は劣化対策, 
改修対策, 劣化対策／改修対策の３要因で構成されている。構成比は劣化対策約
41％, 改修対策約 22％, 劣化対策／改修対策約 37％である。 
 
上記事項を考査すると電気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下記①、
②に示すように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
 
①用途変更に伴う法的不具合の是正に合わせて、非常用設備機器及び自動火災報
知機への劣化対策が施され機器性能の維持・更新が図られた。 
②更にインターホン等弱電機器の配線を新規配線とする改修対策が施された。 
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表４.４ 活用コスト６要因分類：空調換気設備工事 
空
調
換
気
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
３
Ｆ 
換
気
設
備 
工
事 
改修対策 
換気扇設置工事 73 用
途
変
更
に
伴
い
適
用
さ
れ
る
シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
関
連
法
に
準
拠
し
た
換
気
扇
の
新
設 同上ﾀﾞｸﾄ配管工事 50 
消耗品雑材料費 3 
小計 126 
５
Ｆ 
換
気
設
備 
工
事 
改修対策 
換気扇設置工事 73 
同上ﾀﾞｸﾄ配管工事 50 
消耗品雑材料費 3 
小計 126 
空調換気設備工事計 252  
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
 
空
調
換
気
設
備
工
事 
 
 
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 252  100.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－４ ６要因による空調換気設備工事の実態の考察 
 
上表空調換気設備工事６要因別構成から、事例№10の空調換気設備工事は改修対
策１要因で構成されている。 
上記事項を考査すると空調換気設備工事の６要因別活用コスト構成の実態は、下
記のように本事例の運用特性を反映したものであると考えられる。 
・本事例の空調換気設備としては、３階及び５階の用途変更に伴う用途変更階に
シックハウス対策に対応した 24 時間稼働の換気扇を設置する改修対策を施し
た。したがって本空気換気設備工事の構成は改修対策１要因となっている。 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.５ 活用コスト６要因分類 
：給排水衛生設備及びガス設備 
給
排
水
衛
生
設
備
及
び
ガ
ス
設
備 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
給排水衛生設備及びガス設備工事計 0 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
 
給
排
水
衛
生
設
備
及
び
ガ
ス 
設
備
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
改修対策/法対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－５ ６要因による給排水衛生設備及びガス設備工事の実態の考察 
 
本事例№10 は３階及び５階の用途変更階の用途変更に伴う法的不具合の是正に
関する限定的対策であり、給排水衛生設備及びガス設備工事の実態は本事例の対象
外である。したがって上表給排水衛生設備及びガス設備の６要因別構成は計上され
ていない。 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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表４.６ 活用コスト６要因分類 
：機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事 
活用コスト６要因分類(単位：千円)  
工種 仕分け類型  項目 金額 備考 
機械式駐車場、昇降機 
及び外構工事計 
0 
 
工種 ６要因分類 金額(単位：千円) 備考（構成比） 
機
械
式
駐
車
場
・
昇
降
機
設
備
及
び
外
構
工
事
６
要
因
別
構
成 
劣化対策 0 0.00% 
劣化対策/法対策 0 0.00% 
法対策 0 0.00% 
法対策/改修対策 0 0.00% 
改修対策 0 0.00% 
劣化対策/改修対策 0 0.00% 
 
 
（６）－６ ６要因による機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態の考察 
 
本事例№10 の機械式駐車場、昇降機設備及び外構工事の実態は、運用法の変更に
伴う法対策を要する昇降機設備だけが工事対象である。 
 
昇降機設備に対する法対策の具体的内容は昇降機が遮煙性能を有することである
が、本事例では既設の昇降機を遮煙性能を有する昇降機へ改修するのではなく、異
種用途区画となる用途変更階の昇降機の遮煙性能の確保を目的として昇降機扉前に
遮煙フィルム防火装置の設置が行われた。 
 
上記のように昇降機自体への法対策は行われず、修繕、改修等の対策も施されな
かったため６要因別構成する要因はない。 
 
 
  
基準：劣化 → 基準:法 
分類１ → 分類２ 
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（７）工種別６要因分類集計 
    下表５は事例№10の工種ごとの活用コストを６要因で分類し、集計したも
のである。 
 
表５ 工種別６要因分類一覧表（単位：千円） 
建
築
外
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 3,080  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  0  
建
築
内
部
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 1,370  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 3,090  
法対策/改修対策 282  
改修対策 210  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  3,582  
電
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 0 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0 
劣化対策/法対策 576  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 308  
実施施工費小計  510  
空
調
換
気
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 2,550 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修法対策 0  
改修対策 252  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  252  
給
排
水
衛
生
設
備
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 1,030 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  0  
機
械
式
駐
車
場
、
昇
降
機
及
び 
 
 
外
構
工
事 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 100 
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0  
劣化対策/法対策 0  
法対策 0  
法対策/改修対策 0  
改修対策 0  
劣化対策/改修対策 0  
実施施工費小計  0  
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（８）６要因の工種別活用コストの構成 
下表６は事例№10の全工種を６要因に分類し、要因毎に集計したものである。 
 
表６ ６要因の工種別活用コスト構成表 
6要因分類 工種 
活用コスト 
(千円） 
活用コスト合計
(千円） 
構成比％ 
劣化対策  
建築外部工事合計 0  
576  11.02% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 576  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
劣化対策/法対策 
建築外部工事合計 0  
0  0.00% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
法対策 
建築外部工事合計 0  
3,090  59.10% 
建築内部工事合計 3,090  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
法対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
282  5.39% 
建築内部工事合計 282  
電気設備工事合計 0  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
改修対策 
建築外部工事合計 0  
770  14.73% 
建築内部工事合計 210  
電気設備工事合計 308  
空調換気設備工事合計 252  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
劣化対策/改修対策 
建築外部工事合計 0  
510  9.76% 
建築内部工事合計 0  
電気設備工事合計 510  
空調換気設備工事合計 0  
給排水衛生設備合計 0  
外構造園工事合計 0  
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（９）６要因分類の再集計 
 
下表７は前述の各６要因による活用コストの分類を建築総計、設備総計、
総合計に再集計したものである。 
 
表７ ６要因分類再集計表（単位：千円）及び按分共通仮設費 
建
築
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 4,450   
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 0   
劣化対策/法対策 0   
法対策 3,090   
法対策/研修対策 282   
改修対策 210   
劣化対策/改修対策 0   
実施施工費小計  3,582   
設
備
総
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 3,580  
活用コスト
６要因分類 
劣化対策 576   
劣化対策/法対策 0   
法対策 0   
法対策/改修対策 0   
改修対策 560   
劣化対策/改修対策 510   
実施施工費小計  1,646  
総
合
計 
ER指摘事項 ＥＲ指摘劣化対策 8,030  
活用コスト
６要因分類 
６要因分類 活用コスト（千円） 内共通仮設費（千円） 
劣化対策 576  61 
劣化対策/法対策 0  0 
法対策 3,090  327 
法対策/改修対策 282  30 
改修対策 770  81 
劣化対策/改修対策 510  54 
実施施工費小計  5,228  553 
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（１０）６要因別ストック活用実態構成 
    下表８は前頁表７の総合計を㎡単価及び構成比で記述したものである。ま
た図１、図２は下表８を６要因別に図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2,583  
0  
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16000
No10
構成比 
円/㎡ 
構成比 
６要因分類 合計金額：千円 ㎡単価（円／建面） 構成比 
劣化対策  576  2,583.0 11.02% 
劣化対策/法対策 0  0.0 0.00% 
法対策 3,090  13,856.5 59.10% 
法対策/改修対策 282  1,264.6 5.39% 
改修対策 770  3,452.9 14.73% 
劣化対策/改修対策 510  2,287.0 9.76% 
表８ ６要因別建築ストック活用コスト実態構成表 
劣化対策  
11.02% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
59.10% 
改修対策/法対策 
5.39% 
改修対策 
14.73% 
改修対策/劣化対策 
9.76% 
６要因別活用コスト実態構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
図１ ６要因別活用コスト実態構成図 
図２ 事例 No10 ６要因別単価（円/㎡）及び構成比（％） 
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下表９は建築工事及び設備工事の活用コストを６要因の構成比、コスト別に集計
したものである。また図３は下表９の構成比を図示したものである 
 
表９ ６要因別建築・設備工事コスト構成表 
施工費仕分け類型 
建築工事コスト 設備工事コスト 
構成比 金額：千円 構成比 金額：千円 
劣化対策  0.00% 0  34.99% 576  
劣化対策/法対策 0.00% 0  0.00% 0  
法対策 86.26% 3,090  0.00% 0  
法対策/改修対策 7.87% 282  0.00% 0  
改修対策 5.86% 210  34.02% 560  
劣化対策/改修対策 0.00% 0  30.98% 510  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
劣化対策  
0.00% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
86.26% 
改修対策/法対策 
7.87% 
改修対策 
5.86% 
改修対策/劣化対策 
0.00% 
６要因別建築工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対
策 
改修対策 
劣化対策  
34.99% 
劣化/法対策 
0.00% 
法対策 
0.00% 
法対策/改修対策 
0.00% 
改修対策 
34.02% 
劣化対策/改修対策 
30.98% 
６要因別設備工事構成 
劣化対策  
劣化/法対策 
法対策 
改修対策/法対策 
改修対策 
改修対策/劣化対策 
図４ ６要因別設備活用コスト実態構成図 
図３．６要因別建築活用コスト実態構成図 
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第４章 １０事例の概要及び６要因による活用コストの実態分析 
 
（１１） 小括 
 
本事例№10 の活用特性は複合用途建物の運用性の向上を目的とした３階及び５
階の用途変更による短期継続運用である。しかしその用途変更に伴い用途変更階に
防火区画（異種用途区画）が適用されるため、用途変更階の昇降機に遮煙性能が必
要である。また用途変更階のシックハウス対策に対応した 24時間稼働の換気扇設置
の改修対策が必要である。 
 
本事例№10 の６要因別活用構成は
劣化対策、法対策、法対策／改修対
策、改修対策及び劣化対策／改修対
策の５要因で構成されている。 
構成比は劣化対策約 11％(576)、
法対策約 59％(3,090)、法対策／改
修対策約５％(282)、改修対策約
15％(770)及び劣化対策／改修対策
約 10％(510)である。 
 
( )内数値は活用コスト:単位千円 
 
 
 
本事例の６要因別活用コスト構成の実態は下記①、②に示すように,複合用途建物
の運用性の向上を目的とした３階及び５階の用途変更による短期継続運用に伴う特
性を反映したもので、円滑なストック活用が図られていると考えられる。 
 
①本事例№10 は築年 13 年と比較的新しい優良建築物のため、事務所から店舗に
用途変更する３階及び５階に適用される法規制への準拠に関わる法対策を主と
した対策に限定したために法対策の比重が突出して大きくなっている。 
②用途変更階に防火区画（異種用途区画）が適用されるため、用途変更階の昇降
機に遮煙性能が必要であるが、昇降機本体の改修は過大な負担がかかるため、
緩和措置として昇降機扉前に遮煙フィルム防火設備を設置する法対策で対応し
活用時の負荷の軽減を図った。 
 
 
 
図５．６要因別活用コスト及び構成比 
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４－５ １０事例の総括 
 
事例毎におこなった小括及び工種毎の考察を取り纏めると、各事例の工種毎及び
事例全体の双方で、コスト構成は活用特性、運用特性を反映した構成となっている
ことが明らかになった。事例毎に活用特性、運用特性が異なるにも関わらずその両
特性を反映した活用コストの実態構成とは具体的には改修対策の大きさであるとい
うことができる。 
運用特性は、経営判断の一環としての特性であるため収益性の向上を目指してお
り、改修対策が大きな比重を占めるのは当然である。しかし活用特性は法不適合の
是正など運用のための最低限の条件であることが多く、大半の場合運用性にとって
は負荷となるものである。実際に本事例に於いても試行分類事例が該当するが分類
結果は改修対策の比重が最も大きな結果となっている。その原因は法不適合是正等
の負荷となる対策が不可避な場合には、それに合わせて負荷を軽減し収益性向上を
目的とした改修対策が施されるためと考えられる。 
いいかえれば負荷となるだけの対策を行う運用法は不適切な運用法であり、収益
性の向上に繋がる改修対策が建築ストックの活用には不可欠であり、活用コストの
なかで最も大きな比重を占めるのが実態であるといえる。 
 
また１０事例を事例別分類の（１０）６要因別活用コスト実態構成で提示した単
価と構成比のグラフを考察し、特性分類すると下記のように４分類できる。 
１）特性：法対策が単独で突出している：No 10 
理由：①築 13 年と比較的新しい、②優良建築であり用途変更に伴う法対策だけ
が実施された。 
 
２）特性：法対策と改修対策双方が突出している：No３,５,６,８ 
理由：①法不適合是正に伴う法対策及び用途変更に伴う法対策の実施、②法対
策実施部と一部共用部に改修対策実施 
 
３）特性：法対策と劣化対策が同等で改修対策が突出して大きくなっている：NO１ 
理由：①専用駐車場一部の時間貸し駐車場への用途変更に伴う法対策の実施、
②築 38年と古いため劣化対策の実施、③、①②に関連して同時に改修対
策の実施 
 
４）特性：法対策の単価及び構成比は劣化対策より小さく且つ改修対策が突出して
いる：NO２、４、７、９ 
理由：①法対策よりも劣化対策の必要性がより大きく劣化対策を重点的に実施、
②Value upを図る改修対策の実施 
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図４.７  事例 NO２ ６要因別単価及び構成比図 
図４.８  事例 NO３ ６要因別単価及び構成比図 
特性：法対策と改修対策双
方が突出している：
No3,5,6,8 
理由：①法不適合是正に
伴う法対策及び用途変
更に伴う法対策の実
施、②法対策実施部と
一部共用部に改修対策
実施 
特性：法対策と劣化対策が
同等で、且つ改修対策が突
出して大きくなってい
る：NO１ 
理由：①専用駐車場一部の
時間貸し駐車場への用途
変更に伴う法対策実施、②
築 38 年と古いため劣化対
策の実施、③、①②に関連
して同時に改修対策実施 
 
特性：法対策の単価及び構
成比は劣化対策より小
さく且つ改修対策が突
出している：NO2,4,7,9 
理由：①法対策よりも劣化
対策の必要性がより大
きく劣化対策を重点的
に実施、②Value up を図
る改修対策の実施 
 
図４.６  事例 NO１ ６要因別単価及び構成比図 
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図４.９  事例 NO４ ６要因別単価及び構成比図 
図４.１０  事例 NO５ ６要因別単価及び構成比図 
図４.１１ 事例 NO６ ６要因別単価及び構成比図 
特性：法対策と改修対策双
方が突出している：
No3,5,6,8 
理由：①法不適合是正に
伴う法対策及び用途変
更に伴う法対策の実
施、②法対策実施部と
一部共用部に改修対策
実施 
特性：法対策の単価及び構
成比は劣化対策より小
さく且つ改修対策が突
出している：  
理由：①法対策よりも劣化
対策の必要性がより大
きく劣化対策を重点的
に実施、②Value up を
図る改修対策の実施。 
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図４.１２ 事例 NO７ ６要因別単価及び構成比図 
図４.１３  事例 NO８ ６要因別単価及び構成比図 
図４.１４  事例 NO9  ６要因別単価及び構成比図 
特性：法対策と改修対策双
方が突出している：
No3,5,6,8 
理由：①法不適合是正に
伴う法対策及び用途変更
に伴う法対策の実施、②
法対策実施部と一部共用
部に改修対策実施 
特性：法対策の単価及び構
成比は劣化対策より小
さく且つ改修対策が突
出している：NO2,4,7,9 
理由：①法対策よりも劣化
対策の必要性がより大
きく劣化対策を重点的
に実施、②Value up を図
る改修対策の実施 
 
特性：法対策の単価及び構
成比は劣化対策より小
さく且つ改修対策が突
出している：NO2,4,7,9 
理由：①法対策よりも劣化
対策の必要性がより大
きく劣化対策を重点的
に実施、②Value upを図
る改修対策の実施 
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 活用コストの構成を 6要因で類型化すると、上記４パターンに類型化できるが、
この４パターンのうち№10は活用コストが極端に限定された特異事例であり、他の
パターンと並列に比較することは出来ない。その意味で本１０事例では実質的に３
パターンに分類される。これら３パターンを考察すると、劣化対策、法対策、改修
対策、劣化対策／改修対策の４要因の組み合わせで類型化されている。この４要因
のうち改修対策は全ての事例、パターンで他の要因に比して大きな比重を占めてい
るため、改修対策はパターンを特徴づける因子ではないというとこが出来る。 
 つまりこれら３パターンは改修対策以外の３要因、劣化対策と法対策及び劣化対
策／改修対策の関係性で類型化されているのというのが実態である。この 3要因の
関係性を整理すると、まず法対策は法的な不具合がある場合に不可避的に比重が大
きくなることから、３要因のなかでは特殊性が最も強い。したがって消去法的に考
えると残った劣化対策と劣化対策／改修対策との関係性が一般的にパターンとして
類型化する因子と考えることが出来る。 
 ６要因の活用コストの分析はストック活用時のバランスシートであるが、この劣
化対策と劣化対策／改修対策の二つの因子は、ストック活用時には経営判断より履
行されるため、言い換えるとストック活用時の経営的姿勢、判断がコスト構成のパ
ターンとして表れるといえる。 
 
消極的経営姿勢で判断すれば劣化対策が大きくなり、収益性を考慮した積極姿勢で
判断すれば劣化対策／改修対策が大きくなといった、異なるパターンとして類型化
される。 
  
 
  
2,583  
0  
13,857  
1,265  
3,453  
2,287  
11% 
0% 
59% 
5% 
15% 
10% 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
0
2000
4000
6000
8000
10000
12000
14000
16000
No10
構成比 
円/㎡ 
構成比 
図４.１５  事例 NO10 ６要因別単価及び構成比図
図 
特性：法対策が単独で突
出している：No 10 
理由：①築 13 年と比較的
新しい、②優良建築で
あり用途変更に伴う
法対策だけが実施さ
れた。 
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４－６ １０事例の６要因によるストック活用単価 
 
本論 10事例における劣化対策、法対策、改修対策の実施施工はその建物規模、実
施施工規模、工事範囲、工種が多岐にわたるうえ、大半が全面的実施施工ではない。
そのため単位面積当たりの工事単価を出すに際し、基礎底数として延床面積、建築
面積、該当工事床面積の３底数に基づく各事例の工事単価を算出し、10事例による
コト構成主要３要因単価算出の回帰分析で最も当てはまりが妥当な傾向を示した建
築面積を底数として用いるものとする。詳細は下表＊による。 
 
 
説明変数 被説明変数 
工事単価    
(延床面積当り） 
劣化対策単価（千円） 法対策単価 （千円） 改修対策単価（千円） 
決定係数 R2 0.9923 0.3656 0.9719 
工事単価    
（建築面積当り） 
劣化対策単価（千円） 法対策単価 （千円） 改修対策単価（千円） 
決定係数 R2 0.9939 0.5404 0.9883 
工事単価    
（工事床面積当り） 
劣化対策単価（千円） 法対策単価 （千円） 改修対策単価（千円） 
決定係数 R2 0.9638 0.481 0.8829 
 
上述の採用底数を用いて１０事例のストック活用時の６要因別単価（円／建面㎡）
を算出し、下表＊に示す。 
 
表４.５ 事例別 6要因による活用時単価表（単位：円／建築面積㎡） 
コスト類型＼事例 No１ No２ No３ No４ No５ 
劣化対策  5310.4  130324.0  18793.0  20292.6  17193.4  
劣化対策/法対策 0.0  1513.6  0.0  0.0  685.4  
法対策 5341.4  52226.2  27887.4  6958.7  37678.1  
法対策/改修対策 609.2  6900.5  2188.9  0.0  21126.1  
改修対策 14864.3  448043.0  49706.7  85349.4  49320.7  
劣化対策/改修対策 5371.7  126002.3  3281.4  12167.0  2408.8  
実施費合計(千円) 87,278  338,134  162,870 217,470  104,913  
 コスト類型＼事例 No６ No７ No８ No９ No10 
劣化対策  2388.4  20734.0  19115.9  17076.5  2583.0  
劣化対策/法対策 3.4  0.0  0.0  0.0  0.0  
法対策 3971.5  4851.1  32506.4  5294.1  13856.5  
法対策/改修対策 0.0  0.0  21527.9  0.0  1264.6  
改修対策 6080.6  109819.1  79025.8  69688.2  3452.9  
劣化対策/改修対策 5708.8  10982.3  8905.6  10300.0  2287.0  
実施費合計(千円) 10,595  41,281  37,532  17,401  5,228  
 
 
 
  
表４.４ 底数別主要 3要因回帰分析決定
係数 R2算出表 
    ：住居系  その他：事務所系  
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４－７ 本章の纏め 
 
 本章において試行分類に準じて、他９事例の６要因による活用コストの分類を行
った結果、試行分類と同様に他９事例に於いても 6 要因による活用コストの分類は
有効であることが確認された。 
 また各事例の小括に記したように、各事例の６要因別の活用コスト構成は各々の
事例の活用特性、運用特性を反映したものとなることも確認された。 
また更に工種別コストの６要因による分類から、工種別のコスト構成にも事例の
活用特性及び運用特性が反映されていることも確認された。 
 
 本論の目的は既往のストック活用１０事例を通して建築ストック活用のコスト構
成の実態を明らかにすることである。本章で得られた１０事例の６要因による活用
コストの分類から、活用コストの実態は建築ストックの活用特性、運用特性を反映
したものであり、6 要因による活用コストの分類は建築ストック活用のコスト構成
の実態解明という本論の目的に適ったものであるということができる。 
  
今回の６要因による事例分析で、建築ストック活用のコスト構成の実態を示す６
要因の傾向として顕著なものは、改修対策の構成比が大きいということである。 
経営的運用的には負荷であり、避けられない劣化対策、法対策とは異なり、この
改修対策は選択的な経営的運用的な対策と見做せることから、建築ストック活用の
コスト構成の実態である改修対策の占める比重の大きさは、建築ストック活用時に
は経営的判断が大きく影響していることの表れであるということが出来る。 
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５－１ 結論 
 
５－１－１ ６要因による活用コストの分類についての検証 
 
研究の仮説を試行分類で確認したのと同様に、建築ストックの活用コストの主
要３要因は劣化対策、法対策及び改修対策で、その主要３要因の重合部３要因（劣
化対策／法対策、法対策／改修対策、劣化対策／改修対策）を含め全６要因とす
ることで、活用コスト分類も支障なく可能となった。更に主要３要因が重合部３
要因を介して互いに相関する一体的活用コストとなり実態の把握が可能となっ
た。実際に本論第３章試行分類、更に本論第４章に示す 10事例の６要因による活
用コストの分類及び分析検証が可能であった。 
 
６要因による分類で明らか
になった活用コストの実態の
概要は、１.全ての事例に於い
て最も活用コストに影響を与
えているのは改修対策であり
振れ幅も最も大きい。２.劣化
対策はほぼ一定の構成比で定
量化している。３. ストック
活用事業の意思決定に影響す
る法対策はある範囲の振れ幅
で収まっている。（図５.１, 
５.２参照） 
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図５.２  10事例別３要因実態構成図 
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５－１－２ ストック活用時の主要３要因の分析検証 
 
①ストック活用時の劣化対策の傾向についての考察 
下図５.３で重合部を含めた劣化対策関連コストに比して、劣化対策コストは
振れ幅が小さく構成比で約 11％から 18％で収まっている。その原因は活用時劣
化対策がＥＲで指摘された緊急及び 1 年以内対策と設計者等の判断による対策
に限定されているためと思われる。 
本論事例では劣化対策コストは対象建物の経年数と規模に関わらず、活用コ
スト全体の約 11％から 18％程度で収まっていることから、劣化対策コストは定
量化されていると考えることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５.３  10事例別建築ストック活用主要３要因の構成比実態図 
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図５.４ 10事例別建築ストック活用主要３要因の単価(円/㎡)実態図 
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②ストック活用時の法対策の傾向についての考察 
活用コストに対する法対策コストの負担が過度に大きい場合、投資運用の魅
力が喪失してストック活用が困難となるため、法対策コストは一定範囲内に収
まる傾向にあると考えられる。本論１０事例は既往のストック活用成功事例で
ある。図５.４で法対策の単価の振れ幅は比較的大きくなく、図５.３で特異事
例№10 を除いた法対策コスト構成比は約 4～29％で収まっていることから、本
論事例の法対策コストはストック活用の可能範囲内で収まっていると考えられ
る。 
 
③ストック活用時の改修対策コストの傾向についての考察 
  
 図５.３,４,５から最も活用
コストに影響を与えているのは
改修対策であり、振れ幅も最も
大きいことが解る。 
その原因として改修対策は経
営運用の一環であり収益性の向
上のため、大規模から小規模ま
で多岐にわたる改修対策が事例
毎に計画・実施されるためと考
えられる。 
 
 
本論の序論中「活用ストックの活用に向けて」ではＥＲに視点を置いた活用コス
トの構成は、修繕、更新（劣化対策）と改修（法対策と改修対策）の３要素が同等
に要求されるとなっている。しかし本論の既往活用事例の活用ストックを６要因で
分類した結果、各事例及び１０事例平均共に改修対策（法対策を除く）が大きな比
重を占める結果となり、ＥＲに視点を置いた活用コスト構成の考え方との違いが明
らかとなったが、その違いの原因は改修対策がストック活用時の収益性を追求する
経営判断として常時考慮されるためであると考えられる。 
つまり建築ストックの活用に於いては劣化・法・改修対策の３要因が同等ではな
く、収益性に深く係わる改修対策が重視にされるのであり、前記の事項は本論の１
０事例のストック活用事例の６要因による分析において改修対策の比重が大きく、
活用コストに最も影響を与えるという結果からも裏付けられる。 
①、②、③の纏めとしてストック活用時のコスト構成の実態として劣化対策は定
量的で、法対策は一定範囲内で収まり、改修対策は最も比重が大きく同時に振れ幅
も大きいという、事例による活用、運用特性が伺われる。 
図５.５  10事例別３要因実態構成図 
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５－１－３ ＥＲ計上劣化対策コストの活用時の考察 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ＥＲ計上修繕コストとストック活用時の劣化対策コストの比較考察 
図５.６よりＥＲ計上修繕コストと活用時の劣化対策コストとの差は№３，
４以外ほぼ近い値を示している。№３，４は大規模内部改修事例であり、活
用時の劣化対策コストは内部劣化対策に限定され、外部劣化対策を含むＥＲ
計上劣化対策コストに比較して小さくなると考えられる。又№６以降の小規
模改修事例では劣化対策としてＥＲ計上修繕計画の必要最小限を選択実施し
ているために、活用時の劣化対策である緊急及び 1 年以内対策と設計者等の
判断による劣化対策コストに近い値を示していると考えられる。 
 
②ＥＲ計上劣化対策と活用時の主要 3要因及び総コストの考察 
ⅰ) 図５.６より比較的大規模で経年数の大きな事例№１～５はＥＲ計上劣化
対策コストと活用時劣化対策、改修対策コスト及び総活用コストは相関的
関係性を示す傾向にある。つまりＥＲ計上劣化対策コストが大きければ活
用時改修、劣化対策コスト及び総コストも大きく、小さければ小さくなる
傾向にあると考えられる。 
ⅱ）№６以降の小規模で経年数の小さい事例のＥＲ計上劣化対策コストと活用
時３要因コストは、ほぼ近い値を示す傾向にある。 
ⅲ) 図５.６より総活用コストに占めるＥＲ計上劣化対策コストの割合は 10 事
例では０～154%、特異事例№6,10を除いても４～49％と振れ幅が大きく両
コストに関連性認められない。 
ⅰ),ⅱ)､ⅲ)からＥＲ計上の修繕・更新費（劣化対策）と活用時３要因には比較的
規模と経年数の大きな事例では関連性が伺える。 
図５.６  10事例別 ER計上劣化対策及び総活用コスト、主要 3要因コスト構成図 
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５－１－４ ＥＲの問題についての考察 
 
①ＥＲにおける計上コストの考察 
ＥＲの指摘事項は遵法性調査と劣化診断及び保有リスクの開示であり、劣化
診断に基づいた劣化対策に要するコスト（修繕計画の修繕、更新費）だけが計
上されている。遵法性調査では法対策の指摘のみで法対策に要するコストの計
上はなく、保有リスクもコストの計上はない。 
本論１０事例では法対策の必要性までは言及され,定性的記述はあるがコス
トまで算定記述していない。しかしそれら法対策コストの未記述は本論１０事
例に限定されている事に留意が必要である一方、法対策コストの算定記述が今
後のＥＲの課題と考えられる。 
 
②ＥＲと活用コストの実態についての考察 
ＥＲの視点では建築ストックの活用は中長期運用を前提としているため修
繕、更新、改修の３要素が共に必要とされる。しかし不動産流動化のもとで実
際の建築ストック活用は出口戦略に基づいた短期期間の運用を前提としている
ため、ストック活用時の活用コストの実態が一層重要となる。 
本論において既往のストック活用事例を６要因で分析した結果、ストック活
用時には改修対策の比重が大きく、活用コストに最も大きく影響しているは明
らかである。（図５.１～５参照） 
しかし改修対策は経営判断の一環と見做されＥＲ範囲外事項であることか
ら、ＥＲは活用コストの実態を必ずしも反映しているとは言えない。但しそれ
は本論 10事例に限定されていることに留意が必要である。  
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５－２ 今後の展望と課題 
 
序論に記したようにスクラップ・アンド・ビルドの時代は過去のものとなり、残
された中古建築物は老朽化が進み、リニューアルや建て替えの時期を迎えているの
と同時に、建築ストックの良質な再生が求められるようになってきている。この先
バブル期のような、急激な右肩上がりの経済成長を望むべくもない現在の状況下で、
既稼働建物の有効利用、再活用をどのような方法で進め、良質のストック形成を図
るべきかという視点が、今後ますます重要になるものと考えられる。 
本論の研究が上記視点に立っていることは言うまでもないが、研究の知見として
建築ストックの活用時には、改修対策が大きな影響を及ぼしていることが明らかに
なった。言い換えるならば建築ストックの活用時には、改修対策による安定的なキ
ャッシュフローを得るべき経営判断が重要であるということが出来る。つまり建築
ストックの活用自体が経済活動を伴う建築行為であり、建築ストック活用時に応じ
た投資を誘発し、建築ストック活用を促進する有効な手段として不動産流動化の手
法が注目される。 
しかし不動産流動化の手法により建築ストック活用を促進するには、現在のＥＲ
では限界があり対応しきれない。そのため本論に於いては活用コストの指標の一助
として算定式を導出したが、事例数不足などの理由により十分なものとは言えない。 
そのため今後、不動産流動化による建築ストックの活用時に、その経営判断に不
可欠な活用コストに対する有用な指標に向けた更なる研究が待たれる。 
 
更に本論で論じた事例はＥＲ及びその後の実施活用コストまでわかっている１０
事例に限られているので、コストの比較には今後、多数の事例を増やすことによっ
てより正確な考察が出来、更にビルディングタイプ別のコスト構成の傾向をより明
らかすることが課題となる。 
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補―１ 本補足の目的 
 
 投資家の投資判断で最も重要視されるのが開示された物理的劣化リスクと法的リ
スクであり、次いで付加価値を高める対策が参考とされる。本論では劣化対策、法
対策及び改修対策に該当する。本補足では法対策を劣化対策、改修対策との相関性
のなかで明らかにするを目的とする。何故なら遵法性は収益検討以前の事業意思決
定の優先課題であり、法対策コストは他の二要因とは異なるためである。また収益
向上に直接関連する劣化対策、改修対策と法対策の主要３要因を一括で捉えて、法
対策の相関性を研究した事例が見当たらないため、本補足で行なうこととした。 
しかし論文本論の事例数は１０事例と少なく統計的には問題があるため、重回帰
分析は補足資料とした。なお重回帰分析の計算はＲ統計プログラムを用いた。 
 
補―２ 回帰分析使用データの考え方 
 
 論文本論に於いては、事例分析には主要３要因とその重合部３要因の計６要因を
用いたが、本補足に於ける回帰分析では主要３要因を用いることとした。そのため
本補足で回帰分析に利用する活用コストは、①論文本論で用いた主要３要因とその
重合部を含む活用コスト（主要３要因対策コストと重合部対策コストの合計）と、
②主要３要因の重合部を含まない活用コスト（主要３要因対策コストの合計）の二
種類が考えられる。同様に構成比も①重合部を含む活用コストを基数とした構成比
と、②重合部を含まない活用コストを基数とした構成比の二通りが考えられる。 
 
この両者のデータの採用に際して、双方の活用コスト及び構成比を用いて回帰式
を導出し、論文本論１０事例に代入して当てはまり度の良いものを採用することと
した。結果的には①の当てはまり度が良く、論文本論と同じく重合部を含む活用コ
スト及び構成比を用いた回帰式を採用とした。下表は①の使用データである。 
 
表-補１ 使用データ一覧表（単位：千円、％） ＊活用コスト及び構成比は重合部含む 
事例№ №1 №2 №3 №4 №5 №6 №7 №8 №9 №10 
活用 
コスト 
87,278 338,134 162,870 218,738 104,913 10,595 41,688 37,532 17,401 5,228 
劣化対策
コスト 14,715 57,603 30,050 33,744 14,047 1,394 5,847 4,454 2,903 576 
法対策 
コスト 
14,801 23,084 44,592 2,680 30,783 2,318 1,775 7,574 900 3,090 
改修対策
コスト 41,189 198,035 79,481 148,816 40,295 3,549 30,969 18,413 11,847 770 
劣化対策 
構成比 16.86 17.04 18.45 15.43 13.39 13.16 14.03 11.87 16.68 11.02 
法対策 
構成比 
16.96 6.83 27.38 1.23 29.34 21.88 4.26 20.18 5.17 59.1 
改修対策
構成比 47.19 58.57 48.8 68.03 38.41 33.5 74.29 49.06 68.08 14.73 
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補―３ 基本的な活用コスト算定の考え方 
 活用コストの算定方法には下記の２通りの算定法があると考えられる。 
 
①「振分式算定」：既定の活用コスト総額を元に３要因を割合等で振り分ける。 
  この算定法は既定総活用コストに各３要素に各々例えば１５、３０、５５％と
いった概算の割合を掛けて主要３要素概算コストを算出する方法である。 
 
②「積上式算定」：活用コスト３要因の所要額を積上げて活用コスト総額を算出する。 
 この算定法は主要３要素の必要活用コストを各々算出し、それを積上げて活用
コスト概算総額を算出する方法である。 
 
実際的には予算等経済的理由により①の方法がとられていることが大半であると
考えられるが、今後建築ストックの活用をより確実に成功させるためには、活用に
必要有効な所要コストを積極的に事業予算化する②の方法によることが必要である
と考えられる。 
 
補―４ 重回帰分析の役割 
 
  投資家が投資するに際して自らの判断となる客観性を有する指標を見いだせな
いとしたら、投資家の判断は自らの経験的、恣意的な判断に寄らなければならず
正確性を欠くことになる。投資家の求める客観性をもった指標の一助となるもの
として統計的な重回帰分析に基づく重回帰式が期待できる。 
そこで上記①、②の活用コスト算定法に基づき、本論１０事例を用いて「振分
式算定」、「積上式算定」の重回帰分析を表補－１のデーターを用いて行う。 
その重回帰分析の結果及び重回帰式を検討することで、活用コストを試算する
際により信憑性の高い活用コストの指標が提示されるものと考える。 
残念ながら本論事例は１０事例と少ないことから統計的には重回帰分析の精度
と汎用性に問題があると言わざるを得ないが、今後の研究の先駆けとなることを
期待する。 
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補―５ 本論１０事例を用いた重回帰分析の纏め 
 以下に本論１０事例の重回帰分析を用いた「振分式算定」、「積上式算定」の分析
結果を纏める。なお各重回帰分析の分析過程は後述する。 
 
５．１「振分式算定」の纏め 
 「振分式算定」は既定の活用コスト総額を元に割合等で振分けて概算３要因活用
コストを求める算定法である。 
事前考察によって、法対策コスト、改修対策コストの残差分布に問題があること
が判明したので構成比の二乗項を説明変数に加え残差分布も改良を図った。 
３要因の活用コストの重回帰分析に基づく重回帰式は下表となる。 
 
表-補２ 「振分式算定」重回帰式（単位：千円） 
「振分式算定」 の纏め 
劣化対策コスト ＝0.1634×活用コスト+535.7×劣化構成比-8125 
法対策コスト 
＝0.09518×活用コスト＋1914×法構成比 
－26.57×法構成比^2-16480 
改修対策コスト 
＝0.6049×活用コスト-1519×改修構成比 
＋19.65×法構成比^2＋16310 
 なお上記３要因対策コストを定めた時、各３要因の構成比を上式にて逆算出来る 
  
５．２「積上式算定」の纏め 
「積上式算定」は主要３要素の必要活用コストを各々算出し、それを積上げて活用
コスト概算総額を算出する方法である。重回帰の事前考察で劣化対策コストと改修
対策コストは強い多重共線性を持つため、そのままのデータでは対応できないこと
が分かったので、各データを標準化し劣化対策コストと改修対策コストの和である
劣化対策コスト_改修対策コストを新たな変数として用いることで多重共線性を回
避した。標準化モデルのの重回帰式は下表となる。 
 
表-補３ 「積上式算定」重回帰式（単位：千円） 
「積上式算定」 の纏め：但し下式は標準化モデルである。 
活用コスト概算＝0.4755345×劣化_改修対策コスト＋0.1110951×法対策コスト
+0.0006911 
＊標準化：母集団に属するデーターから母集団の平均を減じ、それを母集団の標準
偏差で除すること。 
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補足 回帰分析 
 
補―６ 本補足の考察 
 論文本論１０事例に重回帰式を代入して精度の確認を行った。 
 
①「振分式算定」の場合 
 １０事例毎に、劣化、法、改修対策コストを重回帰式によって試算したが、合計
３０項目のうち、誤差が約５％以内の項目が８項目、１０％程度のものが４項目、
１０～２０％程度のものが４項目であった。約半数が２０％以下の誤差で収まって
いる。ただし明らかに算定値とは極端に異なる項目も見受けられるが、その原因と
して活用コスト自体が他事例と比較してかなり小さい事例であること、また同一事
例に於いて劣化、法、改修対策コストの差が極端な場合に限られている。 
 上記のことから本補足の重回帰分析は事例数が少ないため、適切な統計処理範囲
から逸脱した予測値が算出されていることが比較的多いと考えられ、精度の高い重
回帰分析を行うには事例数が少ないという限界を示していると思われる。 
 
②「積上式算定」の場合 
 積上げ算定では、事前考察で劣化対策コストと改修対策コストに強い多重共有線
が存在するので、当初想定していた単純な主要３要因の対策コストの積上げは困難
であった。そのため各要因を標準化することで多重共有線を回避することとした。 
 その標準化に基づく重回帰式を１０事例に代入した結果は、１０事例中誤差５％
以内が４事例、誤差１０％以内が３事例、最大誤差１７％程度が 1事例で、残り２
事例は誤差１５％以内であった。積上式算定は標準化し多重共有線を回避できたた
め比較的精度が上がったと考えられる。しかし標準化モデルであるため直接的に実
数値が示されるのではなく、標準化された数値が算出されるため、それを実数値に
変換する作業が必要となる。 
 
「振分式算定」及び「積上式算定」を通して誤差が大きい事例は、他事例と比較し
てかなり規模が小さい事例で、今ある論文本論１０事例では適切な統計的範囲から
逸脱することが原因であることが考えられる。 
 また「振分式算定」及び「積上式算定」を通して活用コストと法対策コストの重
回帰相関係数を見ると、0.48及び 0.51と比較的低い相関性しか示さないことから、
現時点で統計的に法対策コストを精度よく求めるのは難しいと考えられる。 
今後事例数を増やすことで適切な統計的範囲を広げ、重回帰分析の精度を高める
ことが必要である。 
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補足 回帰分析 
 
補―７ 重回帰分析の過程と重回帰式 
 「振分式算定」、「積上式算定」の導出過程と結果を以下に記す。 
 
７．１「振分式算定式」の導出 
「振分式算定」は既定の活用コスト総額を元に割合等で振分けて概算３要因活用コ
ストを求める算定法であり、①劣化対策重回帰分析、②法対策重回帰分析、③改修
対策重回帰分析により各々重回帰式を求める。 
 
①劣化対策コスト算定重回帰分析及び重回帰式 
  劣化対策コスト算定の重回帰の過程及び結果を以下に記す。 
 
 
事例№ №1 №2 №3 №4 №5 №6 №7 №8 №9 №10 
従属 
変数 
14,715 57,603 30,050 33,744 14,047 1,394 5,847 4,454 2,903 576 
独 立    
変数 1 
87,278 338,134 162,870 218,738 104,913 10,595 41,688 37,532 17,401 5,228 
独 立 
変数 2 
16.86 17.04 18.45 15.43 13.39 13.16 14.03 11.87 16.68 11.02 
    
従属変数＝劣化対策コスト（千円） 
  独立変数 1＝活用コスト（実施施工費：千円） 
独立変数 2＝劣化構成比（％） 
 
 
（１）劣化対策コスト重回帰分析の相関係数表及び対散布図 
 複数の変数間の相関係数を求め、その対相関図により変数間の関係性を考慮する。 
  
表-補５ 劣化対策コスト重回帰相関係数表 
相関係数 0.2<r≦0.4:弱い相関 0.4<r≦0.7：中程度の相関 0.7<r<1:強い相関 ＊負数も同様 
 劣化対策コスト 活用コスト 劣化構成比 
劣化対策コスト 1.0000000 0.9952311 0.6191903 
活用コスト 0.9952311 1.0000000 0.5742915 
劣化構成比 0.6191903 0.5742915 1.0000000 
 
 
 
 
 
 
表-補４  劣化対策重回帰使用データー 
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補足 回帰分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）重回帰分析、及び回帰分析結果要約 
 
 
（３）回帰分析結果の精度を確認するために①自己相関診断、②回帰診断を行う。 
① 劣化対策コスト自己相関診断 
 
統計値 活用コスト 劣化構成比  診断 
Vif値     1.4921 1.4921  1.4921＜10 o.k(相関なし) 
Call: 
(モデル式) 
lm(formula = 劣化対策コスト ~ ., data = katuyou_df) 
Residuals: 
(残差の５数 
要約値） 
Min 
(最小値) 
1Q 
(第 1四分位) 
Median 
(中央値) 
3Q 
(第 3四分位) 
Max 
(最大値) 
-2139.0 -674.9 -132.3 1207.5 1943.6 
Coefficients: 
(係数) 
 Estimate 
(偏回帰係数) 
Std. Error 
(標準誤差) 
t value 
(t値) 
Pr(>|t|) 
(p値) 
Intercept 
(切片) 
-8.125e+03 3.739e+03 -2.173 0.0663 . 
活用コスト 1.634e-01 6.186e-03 26.405 2.86e-08 
*** 
劣化構成比 5.357e+02 2.724e+02 1.967 0.0899 .   
Signif. codes: 
(表示コード) 
0<0.001 0.001<0.01 0.01<0.05 0.05<0.1 0.1< 
*** ** * .  
Residual standard error: 
(残差標準誤差) 
1649 
degrees of freedom 
(自由度) 
7 
Multiple R-squared: 
(重相関係数の二乗＝決定係数) 0.9939 
Adjusted R-squared: 
(自由度調整済重相関係数の二乗) 0.9921 
F-statistic: 
(回帰分散分析の F値) 
567.6 
p-value: 
(P値) 
1.802e-08 
0.05< O.K F- degrees of freedom 
(回帰分散分析の自由度) 
2 and 7 
図-補１ 劣化対策コスト算定対散布図 
表-補６ 劣化対策コスト回帰分析結果の要約表 
表-７ 自己相関診断表 
0.995 0.619 
0.574 
0.574 0.619 
0.995 
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補足 回帰分析 
 
② 劣化対策コスト回帰診断 
 
残差の正規分布
（NormalQ_Q）の分布で見
る限りほぼ残差は正規分
布しているものと考えら
れる。 
また変数の特異値
（Cook’s distance）で
0.5を超えているのは１
事例だけであり、分析の信
頼性に問題はない。 
 
 
 
 
 
（４）重回帰式の導出 
 上記回帰分析及びその結果に対する診断において回帰式に大きく影響する問題も
ないので、回帰分析の結果に従い劣化対策コストの重回帰式を導出する。 
 
 重回帰式－①：劣化対策コスト 
劣化対策コスト ＝0.1634×活用コスト(千円)＋535.7×劣化構成比(％)－8125 
 
上記①式解説 
 既定活用コスト（予定工事費：千円）のうち劣化対策コストに何％を割当てようとし
たときの実態劣化対策コストが算出される。また実態劣化対策コストの額を予定した時
に劣化対策コスト割合（％）を実質何％にすればよいかも①式から逆算される。 
 
実態劣化対策コスト＝0.1634×予定活用コスト（予定工事費：千円） 
＋535.7×予定劣化対策コスト割合（％）－8,125 
 
 
 
 
 
補足 回帰分析 
図-補２ 回帰診断図 
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②法対策コスト算定重回帰分析及び重回帰式 
  法対策コスト算定の重回帰分析の過程及び結果を以下に記す。 
 
 回帰分析の事前考察で残差の正規分布に問題があるため、対策として法構成比^2 
を独立変数項に加え重回帰分析を行う。 
 
表-補８ 法対策重回帰使用データー 
 №1 №2 №3 №4 №5 №6 №7 №8 №9 №10 
従属 
変数 
14,801 23,084 44,592 2,680 30,783 2,318 1,775 7,574 900 3,090 
独立 
変数 1 
87,278 338,134 162,870 218,738 104,913 10,595 41,688 37,532 17,401 5,228 
独立 
変数 2 
16.96 6.83 27.38 1.23 29.34 21.88 4.26 20.18 5.17 59.10 
独立 
変数 3 
(独立変数 2)^2 
   従属変数＝法対策コスト（千円） 
  独立変数 1＝活用コスト（実施施工費：千円） 
独立変数 2＝法構成比（％） 
独立変数 3＝法構成比^2 
 
（１）法対策コスト重回帰分析の相関係数表及び対散布図 
 複数の変数間の相関係数を求め、その対相関図により変数間の関係性を考慮する。 
 
表-補９ 法対策コスト重回帰相関係数表 
相関係数 0.2<r≦0.4:弱い相関 0.4<r≦0.7：中程度の相関 0.7<r<1:強い相関 ＊負数も同様 
 法対策コスト 活用コスト 法構成比 法構成比＾2 
法対策コスト 1.0000000 0.4835737 0.1728685 -0.0247188 
活用コスト 0.4835737 1.0000000 -0.3887014 -0.3500741 
法構成比 0.1728685 -0.3887014 1.0000000 0.9445921 
法構成比＾2 -0.0247188 -0.3500741 0.9445921 1.0000000 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図-補３ 法対策コスト対散布図 
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補足 回帰分析 
 
（２）法対策コスト重回帰分析、及び回帰分析結果要約 
 
 
（３）回帰分析結果の精度を確認するために①自己相関診断、②回帰診断を行う。 
①法対策コスト自己相関診断 
 
統計値 活用コスト 法構成比  法構成比^2 診断 
Vif値 1.1818 9.6238 9.3108 
1.178<10:o.k(相関なし) 
9.6238<10:o.k(相関なし) 
9.3108<10:o.k(相関なし) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Call: 
(モデル式) 
lm(formula = 法対策コスト  ~ ., data = katuyou_df) 
Residuals: 
(残差の５数 
要約値） 
Min 
(最小値) 
1Q 
(第 1四分位) 
Median 
(中央値) 
3Q 
(第 3四分位) 
Max 
(最大値) 
-11373 -4333 -1548 5901 13078 
Coefficients: 
(係数) 
 Estimate 
(偏回帰係数) 
Std. Error 
(標準誤差) 
t value 
(t値) 
Pr(>|t|) 
(p値) 
Intercept 
(切片) 
-1.648e+04 7.730e+03 -2.132 
0.0770  
. 
活用コスト 9.518e-02 3.039e-02 3.132 0.0203 
* 
劣化構成比 1.914e+03 5.464e+02 3.504 0.0128  
* 
劣化構成比^2 -2.657e+01 8.815e+00 -3.014 0.0236  
* 
Signif. codes: 
(表示コード) 
0<0.001 0.001<0.01 0.01<0.05 0.05<0.1 0.1< 
*** ** * .  
Residual standard error: 
(残差標準誤差) 
9102 
degrees of freedom 
(自由度) 
6 
Multiple R-squared: 
(重相関係数の二乗＝決定係数) 0.7563 
Adjusted R-squared: 
(自由度調整済重相関係数の二乗) 0.6344 
F-statistic: 
(回帰分散分析の F値) 
6.207 
p-value: 
(P値) 
0.02861 
0.05< O.K F- degrees of freedom 
(回帰分散分析の自由度) 
3 and 6 
表-補１０ 法対策コスト回帰分析結果の要約表 
表-補１１ 自己相関診断表 
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補足 回帰分析 
②法対策コスト回帰診断 
 
残差の正規分布 
独立変数項（法構成比^2）
を加えた結果、（NormalQ_Q）
分布をみる限り残差の分布は
改善され、ほぼ正規分布と見
做される。 
変数の特異値（Cook’s 
distance）は 1事例が特に高
く留意が必要であるが、全体
としては分析の精度に問題は
ない。 
 
 
 
（４）AIC（統計モデルの良さを評価する指標）による変数選択（ステップワイズ法） 
変数が３以上であるため、ステップワイズ法による変数選択を試行する。 
 
Start:  AIC=185.22 
改修対策コスト ~ 活用コスト + 法構成比 + 法構成比.2 
初期値 AIC=185.22が min. 
よって選択変数は、活用コスト + 法構成比 + 法構成比^2 
 
（５）重回帰式－② 
  法対策コスト ＝0.09518×活用コスト＋1914×法構成比 
-26.57×法構成比^2-16480 
 
上記②式解説 
予定活用コスト（予定工事費：千円）のうち法対策コストに何％を割当てようとした
ときの実態法対策コストが算出される。また実態法対策コストの額を予定した時に法対
策コスト割合（％）を実質何％にすればよいかも②式から逆算される。 
 
 実態法対策コスト＝0.09518×予定活用コスト（予定工事費：千円） 
＋1914×予定法対策コスト割合（％） 
－26.57×予定法対策コスト割合＾2 
－16480 
 
図５.＊ 回帰診断図 
図-補４ 回帰診断図 
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補足 回帰分析 
 
③改修対策コスト算定重回帰分析及び重回帰式 
  改修対策コスト算定の重回帰分析の過程及び結果を以下に記す。 
 
分析の事前考察で残差が正規分布（NormalQ_Q）していないことが明らかになった
ので、対応策として独立変数として改修構成比の二乗項を加え回帰分析する。 
 
表-補１２ 改修対策重回帰使用データー 
 №1 №2 №3 №4 №5 №6 №7 №8 №9 №10 
従属 
変数 
41,189 198,035 79,481 148,816 40,295 3,549 30,969 18,413 11,847 770 
独立 
変数 1 
87,278 338,134 162,870 218,738 104,913 10,595 41,688 37,532 17,401 5,228 
独立 
変数 2 
47.19 58.57 48.80 68.03 38.41 33.50 74.29 49.06 68.08 14.73 
独立 
変数 3 
(独立変数 2)^2 
    
従属変数＝改修対策コスト（千円） 
  独立変数 1＝活用コスト（実施施工費：千円） 
独立変数 2＝改修構成比（％） 
独立変数 3＝改修構成比^2 
 
（１）改修対策コスト重回帰分析の相関係数表及び対散布図 
 複数の変数間の相関係数を求め、その対相関図により変数間の関係性を考慮する。 
 
表-補１３ 改修対策重回帰相関係数表 
相関係数 0.2<r≦0.4:弱い相関 0.4<r≦0.7：中程度の相関 0.7<r<1:強い相関 ＊負数も同様 
 改修対策コスト 活用コスト 改修構成比 改修構成比＾2 
改修対策コスト 1.0000000 0.9847192 0.4171811 0.3668572 
活用コスト 0.9847192 1.0000000 0.3406544 0.2695076 
改修構成比 0.4171811 0.3406544 1.0000000 0.9782517 
改修構成比＾2 0.3668572 0.2695076 0.9782517 1.0000000 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-補５ 改修対策コスト対散布図 
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補足 回帰分析 
 
（２）重回帰分析、及び回帰分析結果要約 
 
 
 
（３）回帰分析結果の精度を確認するために①自己相関診断、②回帰診断を行う。 
 
①自己相関診断 
 
統計値 活用コスト 劣化構成比  劣化構成比＾2  診断 
Vif値 1.2666 27.3010 26.0230 
1.1313＜10：o.k  
10＜27.3010：相関の疑い 
10＜26.0230：相関の疑い 
 
 
 
 
 
 
 
 
Call: 
(モデル式) 
lm(formula = 改修対策コスト ~ ., data = katuyou_df) 
Residuals: 
(残差の５数 
要約値） 
Min 
(最小値) 
1Q 
(第 1四分位) 
Median 
(中央値) 
3Q 
(第 3四分位) 
Max 
(最大値) 
-10126.8 -5302.3 -926.1 4963.0 12575.2 
Coefficients: 
(係数) 
 Estimate 
(偏回帰係数) 
Std. Error 
(標準誤差) 
t value 
(t値) 
Pr(>|t|) 
(p値) 
Intercept 
(切片) 
1.631e+04 1.880e+04 0.868 0.4189 . 
活用コスト 6.049e-01 3.185e-02 18.990 1.38e-06 
*** 
改修構成比 -1.519e+03 8.825e+02 -1.721 0.1360 
改修構成比^2 1.965e+01 9.148e+00 2.148 0.0753 
 .   
Signif. codes: 
(表示コード) 
0<0.001 0.001<0.01 0.01<0.05 0.05<0.1 0.1< 
*** ** * .  
Residual standard error: 
(残差標準誤差) 
9214 
degrees of freedom 
(自由度) 
6 
Multiple R-squared: 
(重相関係数の二乗＝決定係数) 0.9871 
Adjusted R-squared: 
(自由度調整済重相関係数の二乗) 0.9807 
F-statistic: 
(回帰分散分析の F値) 
153.4 
p-value: 
(P値) 
4.641e-06：
0.05< O.K F- degrees of freedom 
(回帰分散分析の自由度) 
3 and 6 
表-補１４ 回帰分析結果の要約
表 
表-補１５ 自己相関診断表 
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補足 回帰分析 
 
②回帰診断 
 
 
残差の正規分布 
独立変数項（改修構
成比^2）を加えた結果、
（NormalQ_Q）の分布
から残差分布はほぼ
正規分布と思われる。 
更に変数の特異値
を示す Cook’s 
distanceも 0.5＞とな
り特異点も解消した
ので、分析に大きな影
響はない。 
 
 
 
（４）AIC（統計モデルの良さを評価する指標）による変数選択（ステップワイズ法） 
   Start:  AIC=185.46 
改修対策コスト ~ 活用コスト + 改修構成比 + 改修構成比.2 
初期値 AIC=185.46が min. 
よって選択変数は、活用コスト + 改修構成比 + 改修構成比^2 
 
（５）重回帰式－③ 
改修対策コスト ＝0.6049×活用コスト－1519.0×改修構成比 
＋19.65×改修構成比^2＋16310 
 
上記③式解説 
予定活用コスト（予定工事費：千円）のうち改修対策コストに何％を割当てよう
としたときの実態改修対策コストが算出される。また実態改修対策コストの額を予定
した時に劣化対策コスト割合（％）を実質何％にすればよいかも③式から逆算される。 
 
実態改修対策コスト(千円)＝0.6049×予定活用コスト(予定工事費：千円） 
－1519.0×予定改修対策コスト割合(％） 
＋19.65×(予定改修対策コスト割合(％))^2 
＋16310 
図-補６ 回帰診断図 
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７．２「積上式算定法」の導出 
 
 活用コストの３要因の積上げ式算定では３要因の対策コストを用いるが、重回
帰分析の事前考察で劣化対策コストと改修対策コストが強い多重共線性を有するた
め同一回帰式の変数としてはそのままでは同時使用できない。そのための対策とし
て使用データーを標準化し、劣化対策コストと改修対策コストを加えた劣化_改修対
策コストとして新たな変数として重回帰分析を行うこととした。そのため「積上式
算定法」は使用データーの標準化、及び算出された標準化活用データーの実数化の
作業が不可欠である。 
＊標準化：実データから母集団の平均値を減じ、標準偏差で除すること 
 
①「積上式算定法」の基礎データー 
  標準化前の基礎データーは以下の通りである。 
 
表-補１６ 重回帰使用データー（単位：千円） 
 №1 №2 №3 №4 №5 №6 №7 №8 №9 №10 
従属 
変数 
87278  338134  162870  218738  104913  10595  41688  37532  17401  5228  
独立 
変数 1 
14,715 57,603 30,050 33,744 14,047 1,394 5,847 4,454 2,903 576 
独立 
変数 2 
14,801 23,084 44,592 2,680 30,783 2,318 1,775 7,574 900 3,090 
独立 
変数 3 
41,189 198,035 79,481 148,816 40,295 3,549 30,969 18,413 11,847 770 
従属変数  ＝活用コスト  独立変数 1＝劣化対策コスト                    
独立変数 2＝法対策コスト                        
独立変数 3＝改修対策コスト 
                         独立変数１＋３＝劣化対策_改修対策コスト 
 
（１）標準化後の重回帰使用データ 
表-補１６に基づき標準化データを纏める。 
 
表-補１７ 標準化データー表 
 №1 №2 №3 №4 №5 №6 №7 №8 №9 №10 
従属 
変数 
-0.148  2.289  0.587  1.129  0.024  -0.893  -0.591  -0.631  -0.826  -0.945  
独立 
変数 1 
-0.103 2.331 0.767 0.977 -0.141 -0.859 -0.606 -0.686 -0.774 -0.906 
独立 
変数 2 
0.115 0.695 2.201 -0.734 1.234 -0.759 -0.797 -0.391 -0.858 -0.705 
独立 
変数 3 
-0.257 2.236 0.352 1.454 -0.271 -0.855 -0.419 -0.619 -0.723 -0.899 
1＋2 
; 
-0.360 4.567 1.119 2.431 -0.412 -1.714 -1.026 -1.304 -1.497 -1.805 
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表-補１８ 相関係数表 
相関係数 0.2<r≦0.4:弱い相関 0.4<r≦0.7：中程度の相関 0.7<r<1:強い相関 ＊負数も同様 
 活用コスト 劣化_改修対策コスト 法対策コスト 
活用コスト 1.0000000 0.9945043 0.5162412 
劣化_改修対策コスト 0.9945043 1.0000000 0.4277047 
法対策コスト 0.5162412 0.4277047 1.0000000 
 
 
 
 
 
図-補７  積上算定散布図 
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（２）重回帰分析、及び回帰分析結果要約 
 
 
 
（３）回帰分析結果の精度を確認するために①自己相関診断、②回帰診断を行う。 
①自己相関診断 
 
統計値 劣化_改修対策コスト 法対策コスト 診断 
Vif値 1.2239 1.2239 1.2239＜10：o.k  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Call: 
(モデル式) 
lm(formula = 活用コスト ~ ., data = katuyou_df) 
Residuals: 
(残差の５数 
要約値） 
Min 
(最小値) 
1Q 
(第 1四分位) 
Median 
(中央値) 
3Q 
(第 3四分位) 
Max 
(最大値) 
-0.040540 -0.021284 -0.004773 0.016197 0.054859 
Coefficients: 
(係数) 
 Estimate 
(偏回帰係数) 
Std. Error 
(標準誤差) 
t value 
(t値) 
Pr(>|t|) 
(p値) 
Intercept 
(切片) 
0.0006911 0.0110077 0.063 0.952 
劣化_改修対
策コスト 
0.4755345 0.0061268 77.616 1.55e-11 
*** 
法対策コスト 0.1110951 0.0121847 9.118 3.92e-05 
*** 
Signif. codes: 
(表示コード) 
0<0.001 0.001<0.01 0.01<0.05 0.05<0.1 0.1< 
*** ** * .  
Residual standard error: 
(残差標準誤差) 
0.03481 
degrees of freedom 
(自由度) 
7 
Multiple R-squared: 
(重相関係数の二乗＝決定係数) 0.9991 
Adjusted R-squared: 
(自由度調整済重相関係数の二乗) 0.9989 
F-statistic: 
(回帰分散分析の F値) 
4108 
p-value: 
(P値) 
1.8e-11: 
O.K F- degrees of freedom 
(回帰分散分析の自由度) 
2 and 7 
表-１９ 回帰分析結果の要約表 
表-補２０ 自己相関診断表 
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②回帰診断図 
 
残差の正規分布 
（NormalQ_Q）の分布
から残差分布はほぼ正
規分布と思われる。 
 
変数の特異値を示す
Cook’s distance≧0.5
の指摘があるが分析の
信頼性に問題はない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） 重回帰式の導出 
 「積上式算定」の重回帰式①は下記の通りである。 
  
①重回帰式（単位：千円） 
活用コスト＝0.4755345×劣化_改修対策コスト＋0.1110951×法対策コスト+0.0006911 
 
上記①式解説 
各事例の劣化対策、法対策、改修対策コストの標準化データーを導入すると①式より
３要因コストを用いた標準化活用コストが算出される。但し上式で算出されるのは
標準化値であるため、実数値を求めるためには活用コストの標準偏差を掛けて平均
値を加える作業が必要となる。 
 
 
実態活用コスト算出＝（0.4755345×劣化_改修対策コスト＋0.1110951×法対策コスト
+0.0006911）×102949（標準偏差）＋102484（平均値） 
 
図-補８ 回帰診断図 
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＜注＞ 
注１： ＥＲは私的で詳細な資料のため、一般には公開されているものではない。更にＥＲだけではなく、
実際の取得後のストック活用のコストまでわかる詳細データーというのは入手困難であるため、筆
者が直接係わった詳細資料まで分かるファンド物件の１０事例を本論の対象とした。 
注２： 本論の６要因による活用コスト分類では、工事請負契約に基づいた共通仮設費は各工事項目に按分
した。設計・ＣＭ費用は別途とした。 
 
＜用語の定義＞ 
１）既存不適格建築物： 
既存の法律に適合していた建築物が、その後の法律等の改正により建築物の全体または一部が適合し 
なくなる場合でも建築時のまま継続使用している場合は、不適合のままで存在する事が許容される。 
２）キャピタルゲイン： 
不動産自体の値上がりによる利益 
３）キャッシュフロー： 
変化の激しい時代に即応して、収支計画は 5～10 年以内で DCF（収益還元法）的手法を取り入れる 
ことが有効である 
４）「所有」から「活用」： 
   土地所有や土地上昇によらず不動産投資ビジネスが自ら付加価値を創造する。 
５）デューデリジェンス： 
不動産取引に、投資家側責任により対象物件を詳細に調査して投資価値やリスクの度合いを適正に評 
価すること。DD は物的調査、法的調査、経済的調査の三つの分野にわたって実施される。 
Due（当然行われるべき） Diligence（努力） 
６）入り口から出口： 
不動産に投資するときは、いつ、どのような方法で売却して投資改修をするかを想定しておくことが 
重要投資するときを入口、売却するときを出口と言い、売却時に利益が確定する。 
７）プレーヤー ： 
不動産流動化に伴う証券化スキームを組成するために係る専門家、組織など。オリジネーター、アセ 
ットマネジャー、SPC,アレンジャー（金融機関、証券会社、不動産会社など）、コンストラクション 
マネジャーなど。                   
８）エンジニアリング・レポート： 
建物の物的状況である、管理状況、遵法性、劣化度、構造、設備、耐震性能、有害物質含有状況など 
を専門家である第三者が客観的に調査する。また修繕費更新費用、再調達原価等の指標を出す。 
DD の主要なプロフェッショナルレポートとして、不動産鑑定評価書、エンジニアリングレポート、 
土壌汚染調査レポートがある。 
９)出口戦略： 
不動産ファンドビジネスにおいて投下した資本を最大限に回収するために第三者への転売を考慮した 
不動産運用・売却計画。 
10) Value up： 
ストック活用時の収益性に大きく影響を及ぼす社会的要求に沿った建物の諸性能・機能を初期水準以 
上に改善すること及び形状等の変更による質の向上で価値を付加すること。 
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研究作業は容易ではなく、時には研究の方向から外れたことも何度かあり博士後
期課程に５年を要することになりました。その間、小林教授には社会人である私の
立場に深いご理解を示して頂きました。 
研究内容の軌道修正を繰り返しながらも数度に亘る丁寧なご指導と適切な御教示
により、おかげで漸く論文をまとめ上げることができました。また、日本建築学会
の査読論文作成に当たりましても親身になっての指導を頂き、感謝の極みでありま
す。重ねて小林教授のご指導に感謝申し上げます。 
 
柘植研究室の学生諸子には様々な面でお手伝いを頂きました。また私の事務所ス
タッフにはワード入力作業などを協力頂きながら皆様方のお力添えで本論文を完成
させることができましたこと本当に嬉しく思います。 
 
実務を通しての実証的研究が、建築ストック活用促進の一助となり、限りある社
会・環境資源を有効に活用できる社会に向けて些かなりとも貢献できるならこれに
勝る幸せはありません。 
